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序章 中国の奨学金をめぐる問題と研究枠組み 

 

第 1節 問題関心と研究課題 

1 中国高等教育の拡大と奨学金 

 中国の教育システムは初等教育、中等教育と高等教育に分けられる（図 0-1-1）。初中等

教育は基本的に 6-3-3 制で実施され、小学（6 年制）と中学（3 年制）が義務教育段階とな

り、2012 年の小学校就学年齢における純就学率1は 99.85％2に達した。義務教育段階を終え

た後に、進学進路（高校）と非進学進路（初等専門学校、職業中学と技術労働者学校）に分

かれる。2010 年の『中国教育統計年鑑』の統計によると、進学進路である高校の全国在学

者数は約 2,427 万人で、非進学進路のそれは約 1,525 万人である。 

 

図 0-1-1 中国の教育システム 

 

【出所】『中国教育統計年鑑』と日本文部科学省の「中国の学校教育制度等」HP3により筆者整理。 

 

 初中等教育を終え、一部の就職を選ぶ学生を除けば、他の学生は高等教育の段階に進む。

                                                   
1純就学率とは、一定の教育レベルにおいて、教育を受けるべき年齢の人口総数に対し、実際に教育を受け

る（その年齢グループに属する）人の割合である。 
2 出所：中国教育部「2012 年全国教育事業発展統計公報」 
3 (http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/015/siryo/05120501/007/006.htm)2013年4月

検索。 
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高等教育には普通高等教育機関と職業技術学校に分かれている。普通高等教育機関は高校を

卒業した学生の進学先であり、職業技術学校は初等専門学校、職業中学と技術労働者学校の

学生の進学先である。さらに、普通高等教育機関のうち、本科の四年制大学と専科の三年制

専科学校に分かれている。本科の四年制大学を終えてから、大学院への進学が可能である。 

中国の高等教育は、1949 年の建国以来、約 30 年の間は、政治的要因や社会的不安定に

より大きく発展することはなく、粗就学率 3％以下のごく一部の優秀な学生をエリートとし

て教育する機関として存在していた。しかし、1970 年代末から中国は、経済改革開放政策

を実施し、計画経済体制から社会主義市場経済体制へ移行を始めた。それに伴い、市場競争

原理が経済面だけでなく、社会の隅々まで浸透してきた。このような社会背景の中で、1990

年代以降に中国の高等教育は市場競争原理を導入することによって、改革と拡大を推進して

きた。さらに、1999 年から始まった高等教育の拡張政策により、高等教育の入学者数が拡

大し、高等教育粗就学率が急上昇した。 

 

図 0-1-2 中国における高等教育粗就学率の時系列（％）  

 
【注】高等教育粗就学率は、高等教育の在学者数と 18～22 歳人口数の比率である。 

【出所】『中国教育統計年鑑』（1991 年～2013 年）のデータから筆者算出。 

 

図 0-1-2 のように、1991 年から 1998 年までは上昇し続けたものの、まだ 1 割以下に留

まっていた。しかし、1999 年以降の十数年間で、粗就学率は 1999 年の 10.5%から 2012
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年の 30.0%まで急上昇した。これは中国の高等教育が、トロウ（Martin Trow）のいう高等

教育の発展段階論4における高等教育のマス段階に移行したことを示唆する。 

中国の高等教育機関は設置者別に、教育部や中央省庁が所管する国家レベルの大学、地方

政府が管理する地方レベルの大学、及び個人や企業などが創立した民弁大学（日本の私立大

学に相当）に分類できる（黄 2009：23）。国家レベルの大学と地方レベルの大学は両方と

も国立大学であり、2012 年の統計5によると在学者数は、国立レベルの大学が 178.9 万人、

地方レベルの大学が 1689.6 万人、合計で約 1868.5 万人である。一方、民弁大学の在学者

合計は約 522.8 万人であり、国立大学と比べて在学者が少ない。また、1999 年の高等教育

の拡大に伴い、独立学院という高等教育セクターが新設された。独立学院6とは、母体大学

（国立大学）の知名度や教育資源を使いながら、独自の募集活動、教育計画と学位制度など

を実施する私立セクターである。独立学院は授業料水準が本科四年制大学の倍に相当するに

もかかわらず、増加し続ける高等教育の進学需要を吸収した。独立学院は 1999 年に設立し

てから急速に拡大し、2012 年に全国計 303 校であり、在学者数が約 278.4 万人に達した。 

 中国高等教育の拡張は、高額の授業料を徴収することによって実現された。高等教育機関

（本科7）における学生 1 人当たりの年間平均授業料は図 0-1-3 に示したように、1995 年ま

での 1,000元以下から、1996年に上昇し始め、高等教育が拡張し始まった 1999年には 3,800

元に達した。その後に授業料はさらに上昇し、2004 年に 5,000 元に達した。2004 年以降に

授業料の上昇は止まり、2007 年に教育部が『今後五年以内に授業料水準を維持する通知』

を発表して以来、普通高等教育機関（本科）の年間平均授業料は 5,000 元水準（8 万円に相

当8）を維持している。また、図 0-1-4 の授業料と消費者物価指数の推移のグラフから見る

と、中国の国立大学の授業料は物価指数と比較しても、1990 年代後半から大幅に上昇して

いることが分かる。このように中国高等教育の拡大には、授業料の上昇が伴っていた。 

 

                                                   
4 トロウの高等教育発展論は、該当年齢人口に占める大学在籍率によって高等教育システムを三段階に分

かれる。即ち、エリート段階（大学在籍率 15％未満）、マス段階（大学在籍率 15％～50％）とユニバーサ

ル段階（大学在籍率 50％以上）である。（Trow 1976：53）。本研究の高等教育粗就学率をトロウのいう「該

当年齢人口に占める大学在籍率」に近い指標として扱う。 
5 出所：中国教育部「2012 年教育統計数拠」（http://www.moe.gov.cn/）2013 年 8 月 5日検索 
6 独立学院は母体大学の元に作られた私立セクターであり、個人や企業によって創立された一般的民弁大

学と異なる。独立学院の名称については、母体大学の一学部として名づけられるのが一般的である。例え

ば、「○○大学○○○○学院」のような名称が一般的で、「○○大学」は母体大学の名称で、「○○○○学院」

は独立学院の名称である。 
7 中国の普通高等教育機関は、本科（4年制）と専科（3年制）に分類される。 
8 2013 年 6 月の為替レート（100 元＝1,595 円）によって筆者算出。 

http://www.moe.gov.cn/）2013年8月5
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図 0-1-3 普通高等教育機関の学生 1人当たり年間平均授業料の推移（本科・元） 

 

【出所】1989～2004 年の数字は陳明遠（2006）『知識分子与人民幣時代』により筆者が整理したものである。

そのうち、2001～2004 年の数字は北京市高等教育機関の授業料水準である。2006 年の数字は HP による「地

域別の授業料水準」（http://gaokao.eol.cn/kuai_xun_3075/20070704/t20070704_241060.shtml 2012 年

12 月 5 日検索）データのうち、北京市高等教育機関の授業料水準である。2007～2011 年の数字は教育部が

五年以内に授業料を調整しない（「人民日報」2007 年 6 月 5日付第 11 版）と発表したことに基づき、2007

年の水準と同じとした。 

 

 

では、高騰する授業料が家計にいかに負担をかけているのか。2010 年の統計データによ

ると、農村部 1 人当たりの年間平均純収入9（5,919 元10）は、都市部 1 人当たりの年間平均

純収入（19,109 元11）の三分の一以下となっている。従って、年間 5,000 元の授業料は、

都市部 1 人当たり年間収入に対する比率でみれば比較的低いとしても、農村部のそれに対

してはほぼその全額に相当する。農村人口が全国人口総数の 50.3％12（2010 年）を占める

中国においては、授業料の家計負担は非常に大きいと考えられる。 

 

 

                                                   
9 年間平均純収入＝年間総収入－年間総支出 
10 中華人民共和国国家統計局編（2011）『中国統計年鑑』328 頁。 
11 出所：同上 5 
12 『2010 年第六次全国人口普査主要数据公報』（中華人民共和国国家統計局）より 
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図 0-1-4 中国における国立大学授業料と消費者物価指数の推移（指数化後） 

 

【出所】①指数化後の授業料データは、筆者が授業料データを用いて計算したものである。 

②中国の消費者物価指数は、筆者が『中国統計年鑑』（1989 年～2013 年）の物価水準データを用

いて計算したものである。 

③指数化変換：1990 年＝100 

 

中国の高等教育拡張政策は、家計負担の重さという問題をもたらしたほか、「貧困学生」

の増加という問題も引き起こした。貧困学生とは、学生本人及び出身家計の経済能力では、

在学中での勉学費用と生活費用を賄えない学生を意味する（教育部、財政部『家計困難な学

生の認定に関する意見』［2007］8 号）。2004 年中国教育部の統計13によると、高等教育機

関の貧困学生率は高等教育機関の学生総数の 20%に達し、さらに特別貧困学生14は高等教育

機関の学生総数の 10%を占めている。2004 年の全国普通高等教育機関の学生総数（約 1,333

万人）から推計すると、約 267 万人の貧困学生と、約 133 万人の特別貧困学生が、経済面

での不安を抱えながら、学生生活を送っていることが分かる。実際には、授業料の上昇によ

って低所得層家庭の学生が入学者に占める割合は減少しており（陳・閔 1999b：5；李 

                                                   
13 「教育部等多部委談高校特困生資助政策（実録）」（2004 年 8 月 31 日午前）、政府記者会見

（http://news.sina.com.cn/c/2004-08-31/12214187197.shtml）2013 年 2 月 1 日検索。 
14 特別貧困学生とは、家計が極めて困難で、学生の毎月の総収入が大学所在地の平均生活水準より下回る

学生である。 
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2001：56）、授業料上昇の影響は、中高所得層学生の教育機会に対してよりも、低所得層学

生のそれに対して大きく影響しているのである（鐘・陸 2003a：56；2003b：37）。従って、

家庭の経済状況に関わらず学生の進学・就学機会を保障すると同時に、すでに入学した学生

に対しても、学生生活を送る上での経済的安定を図るための、経済面での支援が欠かせない

状況となっている。 

 

2 奨学金の概念 

こうした問題に対応するのが、高等教育に対する経済的支援である。奨学金は、高等教育

の需要者に対する補助の一種類であり、機関補助と個人補助15に大別できる。個人補助は学

生に対して授業料の免除や奨学金などを支給するものであり、その効果を考察するのが本研

究の目的である。 

 一般に奨学金は「1）教育の機会均等の実現、2）英才の育成、3）特に必要とされる分野

への人材確保、の三つの目的に大別される。それぞれの国、時代の育成制度の性格は、これ

ら目的が相互に重なりあい組み合わされ、社会的・政治的機構や経済及び教育の発展の水準

等と関わって定まる」16といわれる。小林（2009：16）は奨学金を受給基準、種類、受給

決定時期と受給対象・金額の面から分類している。小林の分類によるとまずは、返済義務が

あるか否かによって、奨学金は給付奨学金と貸与奨学金に分類できる。給付奨学金は返済義

務がなく、貸与奨学金は卒業後に返済しなければならない奨学金である。次に、受給基準に

よって給付奨学金をメリットベースとニードベースに分類できる。メリットベース奨学金は

「育英」が目的で、学業成績優秀、あるいは各分野で活躍する学生を対象とし、高水準の学

習を奨励する。学業成績が受給者を選考する際の最も有力な指標である。ニードベース奨学

金は「奨学」が目的であり、教育の機会均等を実現するために、家計状況が裕福ではない学

生を対象とする奨学金である。学業成績よりはむしろ家計状況が一番の指標要因として選考

される。貸与奨学金には、政府の補助（利子補助ないし金融機関に対する保証）が付いたも

の、即ち「補助付ローン」と、政府の補助が付いていないもの、即ち「市場型ローン」が含

まれている。また、受給時期によって、大学進学前受給と大学在学中受給に分けられる。 

                                                   
15 個人補助には 2種類がある。第 1は、政府による授業料の一部負担（間接補助）、すなわち学生の授業料

免除である。第 2は、使用制限のない所得補助（直接補助）である。機関補助が授業料減免に結びつくな

らば、間接補助と同じである。授業料の一部負担（間接補助）より現金の直接給付（直接補助）の方が需

要者の厚生を高めることになる（田中敬文 1989）。 
16 『新教育社会学辞典』（1986）19 頁。 
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表 0-1-1 奨学金概念の表現 

本論文での名称 中国語表現 日本語表現 英語表現 

奨

学

金 

給付 

タイプ①② 奨学金 
メリットベー

ス奨学金 
Scholarship 

タイプ③ 助学金 
ニードベース

奨学金 
Grant 

貸与 

補助付ローン 助学貸款 
（日本学生支

援機構）奨学金 

Subsidized 

loan 

市場型ローン 
商業銀行助

学貸款 
教育ローン 

Unsubsidized 

loan 

 

奨学金という言葉の意味と定義は国によって若干異なる。表 0-1-1 に示したように、中国

語表現では、「奨学金」はメリットベース奨学金を意味し、「助学金」はニードベース奨学金

を意味する。「助学貸款」は補助付ローンで、「商業銀行助学貸款」は市場型ローンを意味す

る。日本語表現の場合には、「奨学金」の言葉は中国語表現の奨学金の意味ではなく、貸与

奨学金を意味するのが一般的である。また、英語表現の場合に、奨学金のメリットベースと

ニードベースはそれぞれ Scholarship と Grant で表現し、貸与奨学金は Student Loan と

呼ばれる。本書では返済義務のない奨学金を「給付奨学金」、返済義務のある奨学金を「貸

与奨学金」、学生への経済的な支援を総じて「奨学金」と称することにした。また、中国で

一般に利用される貸与奨学金は何らかの形で政府が関与するのがほとんどであるため、今後

の分析で使う「貸与奨学金」の語義は、補助付ローンを指すことに留意する必要がある。 

 中国の教育システムは、就学前教育、義務教育、高校教育、職業教育、及び高等教育で構

成され、それぞれの教育段階でさまざまな奨学金プログラムが設けられている17。授業料負

担は高等教育段階で最も大きく、それを補うために奨学金の必要性も最も高い。本論文の対

象はその高等教育段階での奨学金である。 

 

3 問題関心 

中国の高等教育機関の場合、95％の高等教育機関が国公立大学である。私立大学（「民弁

大学」とも呼ぶ）は高等教育機関の 4.1％しか占めておらず18、それが 7 割を占める日本の

                                                   
17全国学生資助管理中心（2012）『中国学生資助発展報告（2007－2011 年）』3-15 頁。 
18出所：『中国教育統計年鑑』（2007 年） 
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高等教育事情とは異なる。また、中国の国立高等教育機関は、所属する管理部門別に、中央

政府所属（以下では「中央所属」と略称する）と地方政府所属（以下では「地方所属」と略

称する）に分けられる。中央所属の高等教育機関が大都市に集中するのに対し、地方所属の

高等教育機関はそれ以外の地域に分布している。中国高等教育の拡大によって急増した学生

はどのような教育機関によって吸収されたのか。これに関して普通高等教育機関19（本科）

の学生数の推移（図 0-1-5）を見ると、中央所属高等教育機関の学生数は地方所属高等教育

機関を下回り、しかもその増加率が停滞しているのに対し、地方所属の学生数は右肩上がり

で増加している。地方大学は急増した学生の受け皿となり、中国高等教育拡大の担い手とな

っていることが分かる。 

 また、1999 年以降に中国の高等教育が拡大したと同時に、独立学院は私立セクターとし

て作り上げられ、急増した学生を吸収した。独立学院は国公立大学の教員などの学内資源を

使って、学生募集や財政の面で母体大学から完全に独立した教育機関である。四年制の本科

課程を持ち、卒業生には学士学位が授与される。独立学院の主な財源は授業料収入であり、

1 人当たりの年間平均授業料は国公立大学の倍である。 

 このように、中国高等教育の拡大は、授業料を徴収することによって実現されたものであ

る。高騰する授業料が、家計にとっていかに高負担であるかは、先にも述べた通りである。

さらにこれを、授業料対家計収入の割合の時系列でみると、図 0-1-6 のように、授業料が都

市部 1 人当たり平均可処分所得に占める割合は、1995 年までは 3 割を下回る水準であった

が、1996 年以降には急増し、2001 年に年間平均所得の 7 割に達した。その後、中国経済

の発展により家計が豊かになるにつれ、授業料が都市部の年間平均所得に占める割合は年々

減少してきたが、2011 年においてもなお年間平均所得の 2 割強を占めている。農村部は、

都市部に対して経済発展が遅れているため、授業料が家計にかける負担はさらに大きい。授

業料が農村部 1 人当たり平均純収入に占める割合は、1996 年からすでに平均年間収入を超

え、2001 年には平均年間収入の 2 倍にも達した。その後その割合は減少したものの、2011

年でも年間収入の 7 割以上を占め、家計に大きな負担をかけている状況は変わらない。高

騰する授業料が、経済発展の遅れた地域や農村出身の学生、あるいは都市部の貧困家庭にと

って、多大な負担となっているのである。 

 

                                                   
19 中国の普通高等教育機関は本科教育機関（4～5年間）と専科教育機関（2～3年間）からなっている。図

0-1-6 に用いるデータは、本科教育機関の学生数のみとなっている。 
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図 0-1-5 普通高等教育機関の所属別に見る学生数の推移（本科・万人） 

 

【出所】『中国教育統計年鑑』（1999 年～2010 年） 

 

図 0-1-6 授業料対 1人当たり年間収入の割合の推移（％） 

 

【出所】授業料の数字は図 0-1-2 の出所と同じである。都市部 1人当たり平均可処分所得と農村部 1人当

たり平均純収入は『中国統計年鑑』（1989 年～2011 年）による。 
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図 0-1-7 日本と中国における授業料と家計年間給与との比率（2010 年・％） 

 

【出所】①日本国立大学の授業料は文部科学省ホームページ

(http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/1293385.htm)2012 年 9 月 5日検索 

②日本私立大学の授業料は文部科学省ホームページ

(http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shinkou/07021403/1314359.htm)2012 年 9 月 5日検索 

③日本の年間給与は「40-59 歳勤労者平均年間給与額」を利用している。「40-59 歳勤労者平均年

間給与額」を『賃金センサス－賃金構造基本統計調査』平成 22 年版によって筆者算出。 

④中国における大学と独立学院の授業料は図 0-1-2 の出所と同じである。都市部 1人当たり平均

可処分所得と農村部 1人当たり平均純収入は『中国統計年鑑』（2011 年）による。 

 

日本でも、高等教育費の私的負担の重さが、しばしば社会的話題として取り挙げられる。

日本と中国の授業料家計負担の比較を、図 0-1-7 に示した。日本の場合、国立大学の授業料

が私立大学より低いため、平均授業料対年間給与比は、国立大学（12.9％）の方が私立大学

（23.7％）より低い。私立大学の授業料が家計にかける負担は大きい。中国の場合も同様に、

国立大学の平均年間授業料は、独立学院の平均年間授業料より低く、独立学院の半分である。 

 しかし、地域格差と所得格差が激しい中国では、授業料負担の地域格差も広がっている。

都市の年間収入に対する授業料負担は、国立大学が 26.2％、独立学院が 52.3％であるのに

対して、農村の年間収入に対する授業料負担は、国立大学が 84.5％、独立学院が 168.9％に

達する。国立大学の授業料負担は農村年間収入にほぼ等しく、私立大学の授業料負担は農村

家計の年間収入を大幅に超えている。つまり農村の家庭にとって授業料負担は、家計負担の

能力を超えているのである。また、家計が裕福な都市の家庭にとっても、国立大学の授業料

負担（26.2％）は、日本の私立大学の授業料負担（23.7％）より上回っている。このように
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日中両国の比較を通して、中国の大学授業料が、中国の家庭に極めて大きな負担であるのが

分かる。 

このように中国高等教育の拡大は、より多くの学生に教育機会を提供する一方で、高額の

私的負担を課し、家計に大きな負担をかけているのである。そのため地方大学や農村部出身

の学生は、経済的理由で進学を断念する可能性が比較的高いと見られる。家計困難な学生に

経済的支援を提供しない限り、教育機会均等の実現を阻害するだけでなく、所得階層による

教育格差の一層の拡大が懸念されよう。教育機会の不平等を是正する役割が奨学金には期待

されているが、現実に奨学金制度が家計困難な学生の教育機会を保障しているのか、また授

業料の上昇がもたらす負担可能額と必要額のギャップを補う役割を果たしているか、という

問題を検討することが不可欠となっているのである。特に学生数の多い地方大学や、家計所

得の低い農村出身学生に目を向ける必要がある。 

以上の問題関心から、本研究は、中国の地方教育機関に着目して、奨学金分配の実態を把

握する。その上で、奨学金が学生生活に与える効果の考察を通して、奨学金政策の果たす役

割と中国高等教育の拡大における位置づけを探るのが、本研究の目的である。 

 

第 2節 先行研究のレビュー 

 本節では、本研究の研究領域に関わる先行研究を、1.奨学金をめぐる研究の推移、2.奨学

金制度の効率性、3.機会均等と奨学金、4.教育効果の促進と奨学金、という４つのカテゴリ

ーに分けて整理することで、本研究の問題目的と研究視点を提示するとともに、本研究の位

置付けを明らかにする。 

 

1 奨学金をめぐる研究の推移 

一般に社会あるいは政府が高等教育に対して経済的な支援を行う場合には二つの形態が

ある。一つは高等教育機関に対する経済的支援、即ち機関補助である。もう一つは学生に対

する経済的支援、即ち個人補助である。機関補助がよいか、それとも個人補助がよいかはよ

く議論される課題であるが（市川 2001：4）、多くの国ではこの両者が並列して行われてき

た。 

日本では、戦前から戦後にかけて、政府の経済的支援は、国公立大学の設置が大きな役割
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を負ってきた。私立大学においても、国庫助成によって私学の教育条件が改善された（丸山 

1999：43）。アメリカでは 1950 年代から 1960 年代にかけて福祉国家の発展に対応して、

政府の経済支援によって高等教育の大衆化が実現された。しかし、1960 年代からは、個人

補助を重視するべきだという考え方が広まった。ペル奨学金（The Federal Pell Grant）20に

代表されるように、学生個人を対象とした奨学金政策が多く実施されてきた。 

経済的支援について機関補助より個人補助が有効であるという論調の理論的な軸の一つ

は、「人的資本論」である。人的資本論が提唱するのは、人間が教育によって知識や技術を

獲得すれば、それが労働生産性を高め、将来賃金を上昇させ（Becker 1976）、教育という

投資を通して人間の経済的価値を高めることである（Schultz 1964）。教育は一つの投資で

あり、一定の費用を必要とするが、それは経済的な利益（収益）を生む。これは一つの社会

を単位としても当てはまり、一人の個人についてもいえる。このように考えると、大学進学

という選択も、将来の利益を見込んだうえでの投資行動とみることができる。出身家庭の所

得が低くても、将来の利益が見込まれれば、進学を選択するはずである（金子 1987：40）。

経済面での不足を資本市場で補う役割を果たしたのは、奨学金である。 

さらに、高等教育のユニバーサル化の段階に達すると、進学者の拡大によって、高等教育

に要する社会的なコストが急増する。その急増した高等教育の費用をすべて社会ないし政府

が負担するのは、実際には不可能である。また、税収の増加が困難である中で、医療・年金・

インフラを含む公共事業にも多額の財源が必要となり、高等教育分野は必ずしも優先的な財

政の投資対象でなくなった。このような背景で、高等教育のコストを、政府負担以外に受益

者が負担するという、「コストシェアリング」（Cost-Sharing）理論の正当性と現実性が提

唱されたのである。 

この理論はジョンストン（Johnstone 1986）を中心に展開されてきた。高等教育の受益

者負担により、高等教育の財政難がある程度緩和され、高等教育の量的な拡大が実現できる。

高等教育を受けた学生は私的収益率が比較的高いことから、高等教育コスト負担の正当性と

現実性を裏付けた（Johnstone 1986、2000a、2002b、2003、2006、2010；沈・沈 2004）。

しかし、コストシェアリングの実施は、近代公教育を支える原理の一つである教育機会均等

原理を損なう可能性がある。なぜなら、学生が家計困難で授業料を払えないとの理由で進学

を断念してしまえば、受益者負担による教育機会拡大の趣旨は否定される結果となるからで

                                                   
20 連邦ペル給付奨学金は、学士課程学生を対象とした、ニードベース給付奨学金である（小林 2013：19）。 
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ある。それは結果として教育機会の均等21を実現することができない。従って、教育費の受

益者負担がもたらす問題対策として、奨学金政策および奨学金研究の重要性が喚起された。

奨学金に関する研究では、研究者個人だけでなく、国際的な研究プロジェクトを通じて、各

国の奨学金を政策面と実施面で国際比較も行われている。代表的な研究プロジェクトは、ジ

ョンストンが率いるチームが、1999 年から 2009 年まで 11 年間にわたって実施した研究

ICHEFAP（The International Comparative Higher Education Finance and Accessibility）

である。この国際的研究プロジェクトは 40 か国あまりの奨学金政策、特に貸与奨学金の実

施状況の調査を通じ、高等教育におけるコストシェアリング理論の汎用性を検証した

（Johnstone 2010）。 

中国では、1950 年代から 1970 年代にかけて計画経済の背景で、ごく一部の人しか高等

教育を受けられなかった。高等教育機関の設置、及び高等教育のコストがすべて政府によっ

て負担されるほか、学生に奨学金や生活補助も支給された。このような状況が 1970 年代末

まで続き、1978 年の社会全般にわたる改革開放政策の実施をきっかけとして、高等教育が

一種の投資行動であるとする、いわゆる人的資本論の考え方が徐々に浸透してきた。1980

年代は高等教育の無償化と奨学金の支給が一般的であったものの、一部の学生に限っては授

業料の徴収が始まった。1990 年代初めに高等教育が投資であるという理念が提唱され、高

等教育の私的収益率が高いことから、コストシェアリング理論が中国においても正当性があ

ることが主張された（沈 2010：66）。こうした議論は、1999 年からの高等教育コストの受

益者負担による高等教育の量的拡大を正当化する役割を果たした。 

しかし、高等教育が大衆化段階に入るにつれて、家計困難な学生の進学機会の保障問題が

浮上してきた。経済的理由で進学困難な学生を支援するために、奨学金政策の重要性が喚起

された。しかも給付奨学金だけでなく、貸与奨学金拡大の正当性と必要性が強調された（沈・

沈 2008a：16）。こうして奨学金研究が盛んになったが、制度に関する論述は多いものの、

実証研究は少ない。この分野で最も早く研究活動を行ったのは鐘宇平ら（1997、1999、2003）

である。彼らは香港での貸与奨学金政策の展開、及び実証研究の結果を踏まえ、教育経済学

の視点から中国内陸の高等教育を検討した。中国内陸での奨学金研究の代表的な研究チーム

は沈红―及びその研究チームである。沈紅らは、主に Ziderman、Woodhall と Chapman

らの研究を参考にして、中国における貸与奨学金政策の制度、分配と効果等の課題について

                                                   
21 ここでいう教育機会の均等は人種や所得層などの社会背景に関わりなく、個人の能力に応じて高等教育

機関に進学できるチャンスが平等であることを意味する。 
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考察し、十年以上の年月にわたり実証研究を重ねてきた（沈 2010：71）。 

 こうした議論の中で、奨学金については主に三つの論点があったといえよう。即ち、①高

等教育に対する政府の補助の手段として、機関補助に対する個人補助の優位性、②教育機会

の均等化に対する奨学金の効果、③大学教育の効果を促進するうえでの奨学金の効果、であ

る。以下ではこの三点に関して、これまでの研究の論点をより詳細に整理する。 

 

2 奨学金制度のマクロ効率性 

 上述のように、政府の高等教育財政への関与は、大学に対する機関補助と、個人を対象と

する個人補助に大別できる。戦後、特に 1970 年代以降は、国際的にも政策的にも機関補助

から個人補助へとその重点が移ってきた。 

 その理論的な根拠として、人的資本理論や、コストシェアリング論が援用されてきたこと

は上述のとおりである。しかしさらにさかのぼれば、それは政府の高等教育に対する財政支

援の目的と、その達成の方法としての機関補助と個人補助の効率性に関わる。 

 基本的に高等教育が大衆化、ユニバーサル化するにしたがって、機関補助の対象は急速に

拡大するために、政府の財政能力を大きく超えることになる。その中で、高等教育の機会均

等を達成し、あるいは高度の人材を育成する、という政府の目的を達成するためには、その

対象をより限定したほうが効率的である。従って、機関を対象とするよりは個人を対象とす

るほうが望ましい、と議論される（田中 1989：47；市川 2001；喜多村 2000：240）。 

 実際に中国でも、1980 年代までは、大学の授業料だけでなく、寮費や食費まで無料であ

った。いわば徹底的な機関補助が行われていた。1980 年代以降に開放経済政策に従って、

大学教育の規模を拡大するために、授業料を徴収する制度に移行した。その中で、機会均等

性の確保と、教育効果の促進を目的として、個人補助としての奨学金が導入され、拡大され

てきたのであった。 

 しかし、このような意味での効率性の観点からの個人補助の優位性は必ずしも自明ではな

く、従来の研究でも様々な批判や疑問が提示されてきた。それは奨学金の機会均等への効果、

学習促進・支援効果そのものに関する問題であると同時に、奨学金のマクロ的、制度的な構

造にも関わる。その主な論点は次の三つに整理することができる。 

 第一は、個人補助の対象の選択と割り当てである。具体的には、奨学金給付の対象の選抜

における基準と方法に関わる。 

 一般に奨学金の支給対象の選択の基準としては、機会均等の達成に関わる「必要性（ニー
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ド）基準」と、学業の達成度に対するインセンティブに対応する「卓越性（メリット）」基

準」の二つがある。問題はそのいずれについても、客観的な指標は得難いことにある。 

 必要性基準については、出身家庭の所得の実態把握が明確にできない場合が多い。特に、

発展途上国では家計収入の把握と財産登録の不備が多く、家計に関する経済状況調査が困難

である（Johnstone 2002a、2002b）。李・閔（2001：31）は、中国では租税制度の不備に

より、家計収入の水準を正確に把握できないため、奨学金と貸与奨学金の受給者を選抜する

際に信頼できる基準の制定が困難であることを指摘している。 

 後者の卓越性基準については、大学入学前にはその評価が難しい。それは高校自体の選抜

性が多様であるために、高校内での成績を根拠とすることができないからである。従って、

卓越性基準を厳格に適用しようとすれば、大学入学以前に支給対象者を選定することは困難

となる。他方で、大学在学者については成績優秀者を選別できるが、それはむしろ成績優秀

者に対する報償という意味を持ち、機会均等ないし卓越性の確保に効果があるとは必ずしも

いえない。 

 実際の奨学金の支給にあたっては、上記の必要性基準と卓越性基準の双方が用いられるこ

とが多く、そのために奨学金制度が極めて複雑になることがある（Johnstone 2005：2）。

結果として、奨学金に対する高校生や家庭の理解が不十分になり、本来の目的が達成されな

いことになる。また、政策的にも奨学金がどのような効果を持つかが、不明確になることも

少なくない。奨学金制度が最も発達したアメリカにおいても、学生を援助する意図が、大学

経営を援助する結果になる危険があると同時に、奨学金の有資格者を選別するのが難しいと

いう問題が指摘されている（丸山 1994：119；矢野 1997：13）。学力と家計所得の二つの

組み合わせで決定するとしても、どちらをどれだけ重視するかが問題であり、さらに難しい

作業である（矢野 1997：13）。 

また、貸与奨学金の目標が多様、かつ矛盾していることから生じる問題もある。例えば、

貸与奨学金は大学の進学機会を拡大する目標があり、政府による多額の補助が必要となる一

方、貸与奨学金は財政不足を補う目標も持つため、多様なルートで資金を獲得する必要があ

り、政府からの補助を最小限に抑えることが求められる（Johnstone 2010：157）。このよ

うに貸与奨学金政策の多様な目標を同時に実現しようとする際には、どのようにバランスよ

く実施するのかが極めて難しい課題となる。 

貸与奨学金を実施する際に最も困難なのは、家計経済状況の把握及び利子や補助基準の設

定である。利子補助は、最も補助の必要な家計困難な学生に与えるべきだが、家計の経済状
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況の判定が困難かつ繁雑であるため、結局、管理コストが増大する状況に陥って、利子補助

を高く設定すると、貸与奨学金の貸付利率が下がるものの、政府の財政負担を増していくと

いうジレンマが生じる（Johnstone 2005：8）。 

 第二は、貸与奨学金の支給、回収についての管理コストに関わる。 

 貸与奨学金制度は、理論的に学生の進学選択や高等教育財政負担の減少に役立つと期待さ

れるが、実際の実施段階においては、必ずしも効果的とはいえない（Johnstone 2002b：29）。

なぜなら、貸与奨学金の実施には、高額な人件費や管理費がかかるだけでなく、特に返済を

滞納した際の追加費用とコストを加えると、貸与奨学金の実施コストは極めて高い

（Johnstone 2005：5）。Ziderman and Albrecht（1995：88）は、貸与奨学金の高滞納率・

高政府補助・高サービス費用と高資金流通費用のような低効率性の特徴を挙げ、政府にとっ

て貸与奨学金の実施がメリットよりデメリットのほうが多いと示している。Johnstone

（2010：211）は、貸与奨学金の申請・利用・返済の各段階で費用が発生するため、政府が

学生に貸与奨学金を提供するより、給付奨学金を提供するほうがコストが低い場合もあると

いう。 

貸与奨学金の返済システムの効率性について、Ziderman（2004：98）は、返済システム

の効率性は、返済と回収の効率性に関係し、返済利子の低い、かつ返済期間の長い貸与奨学

金であれば、政府からの補助が比較的多く、返済の効率性が悪いと示した。 

第三に、こうした問題は、奨学金制度そのもよりは、社会制度的基盤に関わっている。

Woodhall（1983）は、猶予期間の延長や返済特別免除などの対策が、貸付金の資金繰りに

あまり効率性を持たないと指摘し、特に発展途上国では銀行システムの不完備と社会文化的

な要素の未熟さが貸与奨学金の実施を防げているという。オーストラリアなどの国では将来

的な所得連動返済型奨学金を実施している。将来的な所得連動返済型奨学金とは、学生の収

入に応じて貸与奨学金の返済額と返済年間を決まっていくシステムである。学生の経済ペー

スに応じた返済プランが、貸与奨学金返済の柔軟性と確実性を表している。ただし、このよ

うな奨学金が決してどの国でも応用できるわけではなく、特に個人信用システムが完備され

ていない発展途上国においては、所得連動返済型奨学金は適しておらず、貸与奨学金制度に

柔軟性やインセンティブが不足していることも返済率に影響するという（Ziderman 2004：

96）。沈・沈（2008b：155）は中国の貸与奨学金返済システムの効率性について考察し、

返済と回収に影響する要因を分析した結果、返済率は返済利子、返済期間とインフレ率と関

係し、回収率は滞納率と管理コストと関係しているとまとめている。政府による補助が低く、
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かつ不十分である一方、返済規定は政府と銀行の回収に有利であると指摘している（前掲：

152）。貸与奨学金実施の効率性と滞納の回収率を高めない限り、貸与奨学金利用の拡大は困

難となり、結果的には、教育の機会均等に影響を与えることになる（Johnstone 2005）。 

 

3 機会均等と奨学金 

（1）奨学金の機能 

奨学金に期待される第一の役割は機会均等の達成である。たとえ授業料が一切不要であっ

ても、それ以外に学習費や寮費など学生生活を送るために追加される生活費の増加が必要で

あり、低所得層の場合はさらに放棄所得が家計に及ぼす影響を考慮しなければならない。従

って、公財政資金による経済支援の施策は不可欠である（市川 1975：347）。 

返済義務のない奨学金は、学生の進学費用を最も直接に援助する奨学金である。アメリカ

では進学選択の段階では、授業料のディスカウトによる実質的な給付奨学金と貸与奨学金の

提供が、学生の進学選択の要因であると同時に、高等教育機関の学生募集の戦略でもある。

奨学金、特にニードベース奨学金は、学生経済負担の緩和と低所得層学生の就学機会の保障

に最も効果的な手段であるといわれ（Ziderman 2002：41；Long 2007：42）、低学年かつ

低所得層の学生に提供すべきであるとされてきた（St.John,E.P. and Noell J. 1989：563）。

日本の奨学金制度には貸与奨学金が奨学金の大半を占め、給付奨学金が極めて少ないことか

ら、奨学金制度の充実や大学独自給付奨学金の創設を求める意見がある（小林 2008：110；

2009：240）。中国については、奨学金と家計状況が進学選択に影響を与える（鐘・陸 1999：

33）。給付奨学金は、高騰する授業料で大学進学を断念する学生を支援するだけでなく、教

育機会の均等と効率性を保つ役割があるため、更なる拡大と充実が求められている（李・閔 

2001：31）。ただし、現在の給付奨学金は大学進学前の進学選択の段階で受給されるよりは、

むしろ大学に進学してから受けるのが一般的である。そのため、給付奨学金は進学選択への

影響より、大学在学中に学業優秀な学生を奨励する、あるいは貧困学生の生活を補助する意

味合いのほうが強い。給付奨学金政策の設計自体が進学選択における給付奨学金の役割に限

界をもたらす（Li 2012）。 

一方、返済義務のある貸与奨学金は、家計困難な学生に進学のチャンスを与え、教育機会

均等と社会公正を促進する効果があるものの、間接的に学生やその家計に返済の負担をかけ

る（Johnstone 2005）。日本の奨学金政策も、進学選択の段階では低所得層学生にインパク

トを与え（銭 1989：116）、経済的余裕の乏しい家庭に対して進学のハードルを引き下げ、
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（貸与）奨学金が機会格差の縮小に寄与している（古田 2006：7）。島（2008：37）は日

本学生支援機構の（貸与）奨学金に関わる大学教育投資の経済的効果と収益率を計算した結

果、奨学金によって大学進学が可能となった学生に対する経済的効果は非常に大きく、奨学

金貸与事業に大きな社会的意義があると論じた。ただし、給付奨学金と貸与奨学金の学生の

進学選択に対する影響を比べると、アメリカでは貸与奨学金より給付奨学金のほうの影響が

大きく、進学選択を促進する効果があるとされている（Heller 2001；Vossensteyn 2005；

Long 2008；Johnstone 2010；Johnstone and Preeti 2000b）。貸与奨学金だけの受給と比

べ、貸与奨学金と給付奨学金の組み合わせで受給したほうが、学生の進学選択を促進する効

果があるという（St.John,E.P. and Noell,J. 1989：579）。中国においても、同様に貸与奨

学金より給付奨学金のほうが影響が大きい（Li 2012：319）との研究結果が出されている。

また、李（2006b；2012）は、2004 年中国で行われた調査データを用いて、給付奨学金と

貸与奨学金が学生の進路選択に与える効果について考察した結果、エリート大学への進学に

おいては給付奨学金と貸与奨学金の双方が影響を与え、非エリート大学への進学においては

給付奨学金しか影響を与えていないことを示している。ただし、そのデータは高等教育機関

の所属（中央所属と地方所属）と地域（東部、中部と西部）の面で包括的であるものの、中

央所属と東部立地大学のサンプルが多く、大学ランク別には高ランクの大学しか調査対象に

入っていない。そのため、エリート大学と非エリート大学の間のみが分析対象となり、大学

ランクの低い大学間の選択は考察されていない。さらに、最も重要な問題は、進学選択を考

察する際には、すでに大学に進学している大学生を対象とした調査では基本的な限界があり、

高校生を対象にした調査が必要であると考えられる。これは中国の機会均等と奨学金の実証

研究において最も大きな問題である。 

いずれにせよ、学生の進学選択においては、奨学金は経済面で学生の進学機会を均等化す

る効果を持つことが諸外国での研究分析から実証された。貸与奨学金と比べて給付奨学金が

学生の進学に最も影響を与えるが、新たな財源の捻出が難しい状況においては、貸与奨学金

の重要性がますます高まっていく。 

 

（2）奨学金政策に対する批判 

給付奨学金は学生を対象とする最も直接的な経済支援であり、進学選択への効果が大きい。

ただし、給付奨学金を提供する財源が限られている中では、資金の調達が難しく、給付奨学

金自体の拡大は困難である。 
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一方、貸与奨学金の財源は金融市場から調達するため、政府の財政負担をかけずに学生へ

の支援を可能とする利点がある。しかし、その効果には限界があり、貸与奨学金制度の推進

には慎重な意見が少なくない。例えば、貸与奨学金は給付奨学金より複雑であり、長期間に

わたる財務負担による学生への影響が大きく（Long 2008：20）、利用のターゲットが必ず

しも低所得層家庭の学生ではない（Ziderman 2004：81）。日本の現実の奨学金のほとんど

は、資本市場の不完全性を緩和する役割を担っているものの、機会の平等に役立っていると

はいえず、「親子一体の家族主義」による過剰な家計負担が、機会の不平等を固定化させて

いるという批判もある（矢野 2007：15）。中国の貸与奨学金は私立大学への進学を促進す

る効果が見られたが、効果は極めて小さいという（占・鐘 2005：60）。 

特に、低所得層の学生ほど、教育の私的負担に敏感であり（Heller 2001；李・閔 2001）、

経済的理由で進学を断念する割合が最も高い。家計困難な学生は授業料の低い大学や専攻に

しか進学できない奨学金を受ける場合、進学の機会を得るものの、望ましい進学先を選べな

いという点で、教育機会の不平等が生じている（Johnstone 2010：204)。また、日本の貸

与奨学金の利用は全体として拡大したものの、低所得層の利用はあまり拡大しておらず、中

高所得層の利用が大きく拡大しており、「奨学」という点に関して必ずしも政策の意図通り

実態が進んでいるとはいえない（藤森 2009a：65）。 

 

低所得層の奨学金利用回避 

なぜ低所得層家庭の学生は貸与奨学金を利用しないのか。近年、貸与奨学金の利用回避の

問題が新しい研究テーマとして注目されている（Kesterman 2006；Callender 2006）。小

林（2008：14）は日本における高校生とその保護者を対象とする調査データ（『高校生の進

学追跡調査』）を用い、高等教育機会に対する（貸与）奨学金の効果を考察した結果、低所

得層でローン回避傾向を確認し、保護者調査では中小都市の低所得層にローン回避傾向を確

認している。家計困難な学生は、貸与奨学金を最も必要と見なしているにもかかわらず、返

済の負担を考えて貸与奨学金を申請しなければ、教育機会の不平等を是正する貸与奨学金の

役割が発揮できない（Ellwood and Kane 2000：312）。ローン回避傾向が進学希望や進学

決定に対して影響を与えていない（小林 2008：16）としても、私的負担や奨学金政策の給

付から貸与への転換は、一般に低所得層出身の学生により大きな負担を強いるものとなり、

高等教育機会の格差を拡大することが懸念されている（Callender 2003）。 

また、貸与奨学金がよい投資機会であるとしても、低所得層家庭の学生は貸与奨学金の利
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用を避ける傾向がある。なぜなら、彼らは家計困難だけでなく、お金を借りる文化と意識を

持っていないからである（Johnstone 2002a：13）。古田（2007b：219）は教育費支出の動

機構造に関する研究では、子どもが進学できる可能性が限られていれば、教育費負担に意味

を見出すことが困難であり、なんらかの便益がなければ、教育費負担に積極的な意味を見出

すことが難しい、と示している。また、Johnstone（2000b：15）は低所得層家庭の出身の

学生が貸与奨学金を利用するよりは、あえてコストの低い高等教育機関や教育プログラムを

選ぶという。 

 

情報不足 

完全な競争市場は効率的な生産をもたらすことができるが、現実には完全競争条件が満た

されない場合が多い。そのような市場は不完全市場といわれるが、その要因の一つは情報の

不完全性である。提供側が持っている情報と、需要側が持っている情報量が非対称であるた

め、情報ギャップが生じる。大学進学における情報ギャップとは、「大学進学に関する情報

（とりわけ経済的要因に関わる情報）が、家計の所得水準や人種等によって偏在しているた

めに、学生支援制度が有効に機能していない」（濱中 2009：127）可能性をいう。アメリカ

では多数の実証分析が蓄積されている中、一つの結論として、家計収入が少ない学生は、手

に入る情報が少なく、情報の正確性に欠けるだけでなく、情報の収集能力が弱く、大学を選

択する際に不利な立場であるといわれている（Horn 2003；Long 2008；Olson 1984）。Long

（2007：42）は、家計困難な学生は奨学金で進学できることを知らないため、高等教育へ

の進学を断念しやすいと指摘した。奨学金実施の実績は、学生やその親に認識されているか

否かと密接に結びついている（Long 2008：19）。そのため、政府と大学は奨学金に関する

宣伝を強化し、中等教育段階で給付奨学金と貸与奨学金の役割や意義を学生に紹介し、家計

困難にしても奨学金で進学できることを伝えなければならない（Johnstone 2002a）。 

日本では、情報ギャップに関する研究はあまり注目されず、ローンに関する知識について

の教育もほとんど行われていない（濱中 2009：135）。中国でも日本と同じく、情報ギャッ

プ問題に対する関心が薄く、先行研究の蓄積は少ない。その中で、Shi（2007）は、中国の

高校生が奨学金と大学コストに関する情報については、十分に知っていないことを指摘して

いる。羅（2011b：10）の研究も、家計所得の低い学生は大学教育コストに関する情報量が

少なく、不利な立場に立っていると指摘している。多くの学生は親から奨学金の情報を入手

しているという（前掲：12）。ただし、Prashant（2012）は、奨学金に関する情報が進学
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選択に与える効果の考察を通じて、奨学金の情報は進学選択の幅を広げるものの、進学選択

の根本的な変更に影響しないと主張している。 

  

返済リスク 

 貸与奨学金は返済義務があるため、大学卒業時あるいは一定の猶予時期を経て、元金と利

子の返済が要求される。安定した就職先があれば、定期的な返済が可能であるが、景気後退

と大卒者数増の現在、大卒者の就職率は下がり、不安定な就職状況が続いている。このよう

な背景の下で、貸与奨学金の利用者は大卒後に返済不可能となって、滞納するリスクが高く

なる。厳しい就職状況に貸与の返済を考慮すると、学生は将来の負担が重すぎると見込み、

あえて貸与奨学金の利用を避ける可能性があると考えられる。Woodhall（1995：422）は

貸与奨学金について、高所得層の学生より低所得層の学生が、リスクに対して消極的な態度

を強く持っているため、授業料の徴収と貸与奨学金の組み合わせは低所得層学生の進学意欲

を挫いていく可能性があると指摘している。藤森（2001：98）は日本での調査を通じて、

低所得層出身の学生は、返済時の負担感から、貸与奨学金を敬遠せざるを得なくなり、結局

アルバイトや親への多大な負担をもたらし、（貸与）奨学金が本来の理念通りに機能しなく

なる可能性があり、低所得層の機会均等化に貸与制の奨学金はなじまないと指摘している。 

 哈（2002）は中国の大学生に貸与奨学金のリスクについて意見を尋ねたが、低所得層学

生が、高リスクによる貸与利用を回避する傾向は確認できなかった。将来への不安を理由に

貸与奨学金を申請しなかったという学生も、1.8％にすぎなかった。これは、選択できる貸

与奨学金の種類が限られているため、貸与奨学金の利用が必要であれば、リスクが高くても

利用せざるを得ないためである（李・魏 2003：86）。しかし、鐘・雷（2005：20）が高校

生のリスク回避志向が農業、林業と師範大学の進学選択に影響するかどうかを考察した結果

では、リスク回避志向が高ければ高いほど、将来に安定的な職業と結びつく農業、林業と師

範大学を選ぶ傾向が強くなるという。この考察では貸与奨学金は進学選択規定要因分析に加

えなかったが、学生のリスク回避志向が進学選択に影響することが確認された（前掲：23）。

また、廖（2010：158）は中国社会科学院経済研究所が 2002 年に全国 12 省市で行った大

規模調査を通じて、大学進学選択の規定要因が家庭所得だけでなく、大学進学の放棄所得、

及びリスクも含まれているということを明らかにした。つまり、家庭所得が高ければ高いほ

ど大学進学の希望が高くなり、大卒後収入のリスクが高ければ高いほど大学進学の希望度が

低くなる。先に述べた哈（2002）の考察、及び李・魏（2003）の推測からみても、大学に
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進学できない学生を含めて、貸与奨学金のリスク回避を考察する必要があると考えられる。 

 

低収益率の見込み 

教育の経済価値は、投資に対する収益とみることができる（シュルツ 1964）。進学需要

の投資理論によれば、卒業後に高所得が期待されれば進学需要は増加し、費用の増加は需要

を減少させる（矢野 1996：74）。末富（2005：21）は、高所得層の親は、消費的色彩の強

い地位表示機能を意図して教育を求めるのに対し、低所得層の親は、投資的側面を重視して

いると指摘している。金子（1987：41）は進学の選択は便益（将来期待される経済的・心

理的な利益）、あるいは実効コスト（進学に要する経済的・非経済的な犠牲）の水準によっ

てのみ決まるのではなく、両者の相対的な関係によって決定され、便益がコストを上回ると

きに進学を選択すると指摘している。学生が進学選択の便益とコストを正しく評価できれば、

客観的な進路選択ができるはずである。しかし、家計所得の低い学生、及びその両親が、必

ずしも十分な情報を把握しているとはいえず、便益とコストを正しく評価する能力も十分で

はない（Johnstone 2002c；Long 2008）。また、十分な情報で正しく判断できても、貸与

奨学金返済の高負担率で、貸与奨学金の利用を回避する学生が少なくない。返済負担率は一

定の期間における返済額と予測収入の比率である。Woodhall（2004：80）は最も合理的な

返済負担率を 10％前後であると示した。しかし、沈・沈・黄（2004：41）と宋（2009：106）

が同じ方法で中国の返済負担率を試算した結果、平均返済負担率が 8％～12％、最高返済負

担率が 29％～42％に達し、学生の卒業後収入の三分の一を貸与奨学金の返済に充当してい

ると指摘した。このように、高い返済負担は、進学のコストを増やし、便益をさらに低く抑

える結果、貸与奨学金を利用しない可能性が高くなる。 

中国では、貸与奨学金の利用回避問題に関する研究がまだ十分でいない。大学生調査は増

えたものの、奨学金を直接に扱ったものは多くない。ただし、大学生調査から見えてきたこ

とは、今後の高校生調査に示唆を与えると考えられる。例えば、劉（2011：16）は将来収

入の初任給への見込みが低く、かつ収入の増加率を低く見込んでいる学生ほど、返済負担率

が高いと示した。李（2002：30）は大学進学に影響する要因が親の学歴、家計状況、高等

教育収益の見込みと私的負担の能力であることを示し、高等教育収益の見込みが高ければ高

いほど、学生が大学進学の可能性が高いと指摘した。 

調査には様々な限界があるものの、いずれにせよ、教育を継続した場合のコストと成功す

る見込みが、進学するか否かの選択に関係している（古田 2007a：137）。 
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4 教育効果の促進と奨学金 

教育効果に関しては、定義と分類が多元である。例えば、教育内容と測定の視点から教育

効果を四段階のレベル（Reaction, Learning, Behavior, Results）に分ける研究もあり

（Kirkpatrick 1959）、教育と労働の視点から二軸（「社会または個人のための教育か」の軸

と「貨幣的または非貨幣的な尺度か」の軸）で測定する研究もある（矢野 2009：6）。奨学

金は勉学と生活に配分する資金であることから、学業の向上と生活の改善を促進する効果が

あると考えられる。従って、奨学金の視点から教育効果を考える際に、学業の促進と生活の

改善に着目することができ、以下はそれに関する先行研究を示す。 

 

（1）学業の促進 

奨学金の在学中の学習行動に対する効果の実証研究は、アメリカで蓄積されている。小

林・濱中・島（2002：36）のアメリカにおける奨学金の学業継続に対する効果分析レビュ

ーによれば、調査データから多様な分析モデルと手法22で研究が行われている。このような

研究がアメリカで盛んなのは、アメリカの大学の卒業率が低く、奨学金の学業継続への寄与

が期待されるからである（前掲：66）。例えば、給付奨学金は学生の成績を高める効果があ

り（Henry et al. 2004：704）、貸与奨学金より給付奨学金やワークスタディが就学継続に

効果がある（Clotfelter 1991：112）。貸与奨学金は低所得層の学生にとって効果が大きく

（Stampen and Cabrera 1988：41）、学生の学業発展や標準修業年内の卒業率を高めた

（Johnstone 2002b：29）、という効果がある。 

一方、日本における大学の卒業率は比較的高いため、（貸与）奨学金の効果は、学生の生

活に対する影響が問題になっている（小林・濱中・島 2002； 藤森 2008；浦田 2007；伊

藤・鈴木 2003；小黒・渡部 2008）。貸与奨学金が、書籍購入代に振り向けられず、1・2

年生よりも 3・4 年生で貸与奨学金を学習へ振り向けずにそのほかの支出に割り当てる（伊

藤・鈴木 2003：93）という貸与奨学金の効果を消極的に評価する意見がある一方、（国立

大学の家計困難学生の）アルバイト時間の軽減と（私立大学の学生）授業関連勉強時間の増

加が見られたという肯定的に評価する意見（藤森 2009b：294；2012：400）もある。 

日本と同じく東アジアにある中国では、大学の卒業率は比較的高く、奨学金と卒業率との

関連に関する研究が見当たらないが、奨学金が実際に学生の学業にどこまで影響しているか

                                                   
22 学業継続に関する研究では、経済学的モデルだけでなく、社会学あるいは心理学モデルによる検証が行

われている。（小林・濱中・島 2002：67） 
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の問題については、ようやく研究関心を集めるようになった。楊（2009a：106）は奨学金

が学生の学業発展に与える影響を検討し、奨学金の受給者は、受給金額が高ければ高いほど、

より学習時間が増加するという結果を示した。奨学金の受給者は、科目の不合格率が低く、

学業への効果が見られる（前掲：105）。奨学金を受給する際に非エリート大学の学生は不

利であるため、以上のような奨学金の効果を受けられない（楊 2009b：88）。ただし、奨学

金制度が異なるにもかかわらず、それらを一括して分析した点で問題が残されている。 

また、給付奨学金の効果に関する実証研究によれば、給付奨学金を受ける学生の学業成績

は高く（Shen 2008；楊 2009a：106；羅・宋・魏 2011a：76）、大卒後の進学の意欲も強

い（王 2008：149）、という研究結果が出ている。Li（2012）は給付奨学金を利用する学

生は大卒後に進学する傾向が強く、貸与奨学金を利用する学生は就職する傾向が強いと指摘

している。王（2008）の研究も同じ結果を示している。一方、貸与奨学金の効果に関する

研究では、Li(2012：325)は貸与奨学金を受ける学生の学業の達成度が高いと示している。

なぜなら、貸与奨学金の返済を考慮すると、卒業後に良い就職先を見つけなければならない

ため、在学中で身につけた知識と資格が必要となるからであると説明している。 

このように、アメリカ、日本と中国におけるそれぞれの高等教育の事情、及び奨学金に寄

与する役割が若干異なるが、奨学金に対する学業を促進する役割の期待が共通であり、実際

に奨学金は学生の勉学に役立ち、学習のインセンティブを与えたことも実証されている。 

 

（2）学生生活の改善 

教育機会均等の保障は、大学に進学する前の教育機会を保障する意味以外に、大学進学後

も継続的に勉学できる機会を保障する意味も含まれている。大学教育を受けることは、授業

料以外に、食費、勉学費や寮費などを含む生活費用も負担しなければならない。しかも、こ

の生活費用は決して低額なものではない。学生の主な収入源は親からの仕送りであるため、

家計の経済状況が学生の大学生活にも影響を与えると考えられる。家計には高額の授業料負

担以外に、さらに生活費用の負担を加えると、家計の負担能力が限界に近づき、学生の大学

生活の質を保障できる経済的な余裕が生じない。従って、経済面での支援は、継続的に勉学

の機会を保障するだけでなく、家計間の格差が学生の生活に与える影響を最小限に抑え、学

生生活を改善する効果が期待される。奨学金には家計の経済負担を緩和し（Ziderman 

2002：38）、学生の大学生活を続けることを促す（Clotfelter 1991：111）効果がある。小

林（2009）と藤森・小林（2001）は日本の（貸与）奨学金が国公立の授業料などに充てら
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れ、家計負担を減らすだけでなく、アルバイトを抑制し、娯楽嗜好費ではなく、勉学費・課

外活動費を増やすことで、学生生活の質の向上における促進効果があると評価している。藤

森（2008：65）は、（貸与）奨学金が国公立で生活費（特に食費）、私立で学費（特に授業

料）の負担に対して効果を持つ、と指摘している。 

また、奨学金の種類によって影響を与える学生層が異なる。Johnstone（2010：215）は

給付奨学金が低所得層家計出身学生に影響を与え、貸与奨学金は低所得層と高所得層出身の

学生より中所得層出身の学生に最も影響を与えると指摘している。特に家計困難な学生にと

って貸与奨学金は、学生が大学に進学できるかどうかに関わるだけでなく、学生に多数な選

択肢を与えている（Johnstone 2005：4）。この選択肢には大学進学先の選択以外に、在学

中のライフスタイルを選択する意味も含まれている。例えば、貸与奨学金を受ける場合、自

宅外での独立生活やアルバイトをしなくてよい、あるいは生活改善などの選択が可能となる。 

 

（3）教育効果促進への批判 

前述の通りに奨学金は学生及びその家計の経済的負担を緩和するが、奨学金が家計所得の

格差を埋めることができないという批判もある（Johnstone 2000b：15）。藤森（1998：391）

は日本の奨学生と非奨学生を比較することで、（貸与）奨学金の一定の有効性が明らかにな

るものの、少額であるために格差是正にまでは至っていないと指摘している。陳・陳・夏

（2003）は中国の給付奨学金が学生生活支出の 9.2%しか占めず、生活費用のごく一部しか

負担できないと示し、楊（2009b：85）は各奨学金の種類別に金額の平均値をまとめた結果

から、現段階で中国の支援水準が授業料の 51%、生活費支出の 24%しかカバーできないこ

とを示した。李（2006a：16；2006b：44）は低所得層と中所得層の学生の奨学金の需要が

高く、現段階の奨学金制度が学生の需要を満たしていないと指摘している。奨学金が貧困学

生の全員をカバーできず、格差拡大の恐れがあることを多数の研究者（李 2006b；Shen 

2008；王 2008；楊 2009a）が指摘している。また、奨学金受給の格差が学生の間だけで

なく、大学の間でも生じている。楊（2009b：84）はエリート大学の学生は非エリート大学

の学生より奨学金を受けやすいという結果を示している。このように、大学間と学生の家庭

所得間に生じる奨学金受給の格差が、その効果の発揮に障害をもたらしたと考えられる。 

また、学生の日常生活に必要な収入が不十分であれば、お金を稼ぐためにアルバイトに時

間を回す結果、学業と生活の両立が厳しく、退学に至るケースが少なくない（Long 2008）。

日本の（貸与）奨学金効果の分析では、伊藤・鈴木（2003：94）は奨学金が食費や日常費、
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電話代、海外旅行に支出し、学習活動に使われていないと指摘した。中国では、李・沈（2004：

87）が、ニードベース給付奨学金 1 人当たりの金額が低く、貧困学生が学業環境を改善す

る経済力を持たないことには、さらに奨学金の取得が不利な立場へと繋がっていくと推測し

ている。 

しかし中国では、前述のように授業料の水準が低所得層の家計収入に対してきわめて高く、

奨学金の受給が学業を維持するために不可欠となっている学生も少なくないと考えられる。

ゆえにこの点に関する実証研究が必要である。 

 

5 先行研究の問題と本研究の意義 

 以上の先行研究から、中国の奨学金に関する研究の中に、いくつかの問題が残されている

ことが分かる。図 0-2-1 には中国の奨学金に関する主要な実証研究を例として挙げ、それぞ

れの分析の着目点、及び調査の概要を示している。これを参照しながら、以下では三つの問

題を述べていく。 

第一の問題は、奨学金制度の在り方を含めた実証研究の欠如である。 

政策の効果を解明することで、政策自体を評価し、現実の問題を有効に解決するかどうか

を明らかにし、政策のさらなる改善へと展望することができる。中国の奨学金政策に関する

研究は、政策文書の作成とその実施に伴い、研究者から関心が高まるが（王 2013a：308）、

政策の記述や意見の陳述が多く、実証に基づいた研究（図 0-2-1）は限られている。これは

中国全国レベルデータの不備と関係する一方、地域格差や経済格差の激しい中国で実証研究

の展開が難しいことにも関係している。 

また、中国固有の社会背景と政策コンテクストのなかで、制度設計が中国の事情に適応し

ているのか、実施の効果が政策の趣旨と一致しているのか。実証研究に基づいた制度分析、

及び政策の適応性に関する分析が必要である。 

 第二の問題は、対象となる機関や学生層が限定されているために、包括的な分析に至って

いない。 

研究者が独自で行った実証研究の対象は大都市のエリート大学（李 2004；李 2006b；

沈 ・沈 2008a；王 2008；楊 2009b）に集中し、高等教育拡大の担い手となる地方立地の

非エリート大学に関する研究が極めて少ない。地方大学は膨大な高等教育の需要を吸収した
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ものの、立地や知名度の制限によって、財政的に恵まれておらず、企業や個人からの寄付も

限られている。そこに経済困難で支援を求める学生が比較的多く、奨学金政策の効果が現れ

やすいため、地方大学の奨学金政策の実施状況を明らかにする必要があると考えられる。 

 

図 0-2-1 中国の奨学金に関する主な実証研究 

 

［● 検討した］、［× 検討しなかった］、［△ 一部検討した］ 

【注 1】1)進学選択への効果。 

2)サンプルは沿海地域に偏る。 

3)サンプルは沿海地域に偏る。 

4)収益率への効果。 

5)大卒後の進路への効果。 

6)課外学習時間のみを検討した。 

7)教育機会への効果。 

8)情報に関する検討。 

【注 2】調査対象が本科Ⅰと本科Ⅱの大学で行っても、本科Ⅱのサンプルが本科Ⅰのサンプルより数が少な

いことが共通の特徴である。 

【出所】詳細は付表 1を参照のこと。 

 

また、大学在学中における奨学金の分配（鐘・陸 1999；李 2004；羅・宋・魏 2011a ）

と効果（鐘・陸 2003b；楊 2009a）に関する研究が多い一方、大学進学選択に対する奨

学金の効果は必ずしも明らかになっていない。経済困難な学生が大学進学前に貸与奨学金

を利用すれば、彼らの高等教育を受ける機会が保障でき、貸与奨学金が教育機会均等に寄

与する役割を果たす。奨学金の影響力は、進学決定要因段階と、在学時の影響力の両方を

評価してはじめてある程度の説得力を持つようになる（藤森 2001：97）。すなわち、奨学

金効果の考察の視点は学生の大学在学中に限らず、大学進学前への視点も欠かせない。 

 さらに、前述のように中国高等教育の拡大の過程で「独立学院」という新しいタイプの高

等教育機関が生まれた。独立学院は、国立大学の知名度と資源を利用し、高額な授業料を徴
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給付 × ● × × × ● × ● ● × ● ● × ×
貸与 × ● ● ● ● ● ● ● ● × ● ● × ●
進学前 ● × × × ● × × × × × × ● × ×
在学中 ● ● ● ● × ● ● ● ● ● ● × ● ●
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本科Ⅰ大学 ● ● × ● ● ● × ● ● × ● ●
本科Ⅱ大学 ● × × ● ● × ● ● ● × ● ●
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収することによって、急増した高等教育人口を吸収した。独立学院の学生は大学の倍に相当

する授業料を負担することを前提として進学するのであるから、奨学金は必要ではないだろ

う、というのが世間一般の見方である。しかし、独立学院セクターが高等教育の拡大段階か

ら生まれてから徐々に定着している間に、奨学金政策の対応も変わってきた。当初の奨学金

支給の対象外から、2007 年以降に支給対象への制度変更は、独立学院に対する重視度の向

上及び経済的支援の必要性が高まっていることが伺える。独立学院に進学するために無理す

る学生や親がいるかどうか、独立学院学生の生活状況がどうなっているかなど、まだ明らか

になっていない点が多い。奨学金の観点から独立学院を含めて考察する必要がある。 

第三の問題は、奨学金の種類が多様化しているにもかかわらず、その種類を考慮し、配分

と効果を両方含んだ分析が行われていない。 

奨学金には様々なプログラムがあり、それぞれの性質と目的が違うため、効果も異なると

考えられる。今までの奨学金効果に関する先行研究では、貸与奨学金と給付奨学金を区別し

ない考察（鐘・陸 1999；楊 2009b）が見られる。しかし、貸与奨学金と給付奨学金の政

策目標は異なるため、それぞれの効果を同列で論じるのではなく、両者を明確に区別する必

要がある。また、奨学金効果分析の着目点が様々であり、例えば奨学金が収益率への効果の

分析（沈・沈 2008a）、大卒後進路への効果の分析（王 2008）と教育機会への効果の分析

（Shen 2009）などである。ただし、奨学金の受給と利用が学生の学習と生活にどのような

役割を果たすかという問題は、奨学金の政策意図に関わる重要な側面であるものの、蓄積さ

れた研究が少なかった（鐘・頼 2005；楊 2009a）。 

 従って、本研究は以下の点を目的とする。第一に、制度の在り方を含めた実証研究を通じ

て、中国の奨学金政策は高等教育の発展にどのような役割を果たしたのかを明らかにし、政

策の意図と役割を検討する。第二に、実証研究の対象を、地方の教育機関に設定すると同時

に、大学に限らず、独立学院への検討も考察の射程に入れる。また、大学進学前と大学在学

中の二時点に着目することによって、包括的な政策分析を目指す。第三に、奨学金プログラ

ムの目的と性質の違いに鑑み、貸与奨学金と給付奨学金を分けて、学生の学習及び生活に与

える効果を分析する。それによって、奨学金制度の効果をより体系的に論ずる基礎を形成す

る。 

 

第 3節 分析枠組みと構成 
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 本節では、問題関心から出発し、先行研究の成果を踏まえながら、残された課題を検討す

るために、いかなる枠組みでどのように議論を行うのかを述べる。 

本研究の問題関心は、中国の地方教育機関に着目して、高等教育段階における奨学金がい

かに分配され、いかなる効果を果たしているのかを検討することである。高等教育段階の奨

学金が実施される時期から見ると、大学進学前と大学在学中に分けられる。大学進学前に奨

学金が学生の進学機会を保障する役割が期待され、大学在学中に奨学金が学生の就学機会の

保障と勉学促進の効果が期待される。家庭環境に関わらず教育機会均等の達成のほかに、経

済面の支援によって高水準の学習を奨励する卓越性の達成も奨学金政策の目的である。この

ような政策目的と期待された効果が、実際に果たされているかどうかを、実証的な分析を通

して明らかにするのが、本研究の目的である。 

 

図 0-3-1 分析枠組みと論文構成 

 

奨学金が教育機会を保障する役割があるといわれるが、ここでいう教育機会の保障には、

ただ単に大学に進学できるかどうかという意味合いだけでなく、大学で勉学が続けられるか

どうかという意味合いも含まれている。そのため本研究では、進学選択を行う段階の大学進

学前と、学生生活を続ける段階の大学在学中、の二点に分けて述べる。研究課題の詳細は以

下に示した通りである（図 0-3-1）。 
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1 分析枠組みの設定 

実証分析を通じて明らかにしたい課題は以下の三つである。 

第一は、奨学金が高校生の進路選択に与えた効果である。奨学金は家計所得による経済制

約を緩和することで学生の進路選択、及び教育機会均等の促進効果が期待されるが、実施の

状況はどうであろうか。調査上の限界で進学選択の状況を直接に把握できないが、進学選択

の代わりに進学選択意向への考察を通し、進学前に利用可能な返済義務がある貸与奨学金は

よく知られているのか、経済困難な学生に利用されようとしているのか、学生の進学希望に

どのような役割を果たしているのか、を明らかにする。このように、進学希望に対する奨学

金の役割、特に学生の進路選択への影響を解明することが第一の研究課題である。 

第二は、大学在学中に、奨学金がどのように分配されているのかである。給付奨学金は給

付型の奨学金であるため、学生の受給ニードが高いが、選抜基準は厳しいはずである。採用

された学生特性の考察を通して、奨学金の政策趣旨及び配分構造を明確にする。一方、貸与

奨学金は返済義務が付いているため、利用のリスクが極めて高いものである。それにも関わ

らず、敢えて貸与奨学金を利用する学生はどのような特性を持っているか、を考察する必要

がある。このように奨学金の申請と採用の規定要因を明らかにすることが第二の研究課題で

ある。 

第三は、奨学金の受給は学生の生活及び学習行動にどのような影響を与えたのかのである。

中国では大中都市に立地する高等教育機関が多いため、農村や貧困地域出身の学生は地元を

離れ、大学の所在地で大学生活を送らなければならない。そうすると、大学の費用には、勉

学費だけでなく、生活費も費用の一部として加算しなければならない。大学所在地の多くは、

経済面と文化面で発達した都市に立地するため、農村出身の学生にとって都市の大学生活に

憧れる一方、経済面でプレッシャーを感じとる。このような経済面での制約を緩和する役割

が奨学金に託されているが、実際に奨学金が収入の一部として加わることによって、学生の

学習行動、生活行動及び将来の進路にどのような影響を与えているかを明らかにすることが、

本研究のもう一つの課題である。 

 以上の三つの課題を考察することで、中国の奨学金制度がどのような役割を果たし、その

政策目標がどこまで実現したのかを明確にし、奨学金政策へのインプリケーションを提示す

ることにする。 

 

2 論文の構成 
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 以上の研究課題を究明するために本研究では六章構成で議論を進めていきたい（図0-3-1）。

具体的には第 1 章では、マクロ的な視点から中国における奨学金制度に関する歴史的変遷

を振り返る。また、現段階において奨学金政策の概要と実施状況、各プログラムの説明、給

付奨学金と貸与奨学金の申請や受給に関するプロセスを概観する。 

 第 2～4 章では、質問票のデータに基づき、奨学金の実施と効果を考察する。そのうち、

第 2 章は大学進学前の進学選択に焦点を当て、貸与奨学金が進学選択への影響を考察する。

調査対象の制約から高校生の進路選択を行う際に奨学金がどう影響するかを考察すること

はできないが、実際の進路選択の代わりに、進路選択の意向について奨学金の効果を見てい

く。 

 第 3、4 章は、大学在学中の段階に焦点を当て、給付奨学金と貸与奨学金の受給が大学生

活への影響を考察する。第 3 章では、奨学金の配分について検討する。奨学金の申請、採

用と受給の状況を明らかにし、奨学金が平等に配分されているかどうか、また充実している

かどうかを考察する。第 4 章では、奨学金の効果について検討する。学生生活の収入と支

出、また時間配分にどう影響するか、を考察していく。 

第 5 章は、政策の観点から給付奨学金と貸与奨学金の役割と位置づけを検討し、中国の

奨学金政策を総括する。 

 終章では、第 1 章から第 5 章までの検討で見出された結果を踏まえ、インプリケーショ

ンを提示し、残された研究課題を提起する。 

 

第 4節 調査の概要 

 本研究で主に用いるデータは、中国の地方地域において、高校生及び大学生に対して行っ

たアンケート調査である。奨学金政策の効果を検証するのであれば、同一生徒の進路選択及

び大学入学後の生活の変化を追えるパネル調査に基づく追跡調査を行うべきであるが、本調

査では調査実施上の困難から実施できなかった。本研究で分析し得る点は限定され、調査対

象は一つの地域に限られる。以下では調査の概要を述べる。 

1 調査地域 

 中国は広大な国土を有しており、地域による経済発展や社会発展の状況が異なるため、地

域間格差が大きい。また、高等教育機関の所属によって収入構造も違ってくる。中央所属高

等教育機関の財政的教育経費は中央政府が負担するが、地方所属高等教育機関の場合は地方



32 

 

政府が負担する。中央所属高等教育機関は経済発展している大都市や東部地域に立地するこ

とが多く、地方所管高等教育機関は中小都市や中西部地域に立地するものが多い。図 0-4-1

は中央政府による東部地域、中部地域と西部地域への教育費配分の状況を示している。経済

が発展している東部地域では、中央政府から配分された教育費が他の地域と比べて多い。こ

れに対して、経済発展が遅れている中部地域や西部地域では、中央政府から配分された教育

費が少ない。特に青海や寧厦のような西部地域では中央政府の教育経費が非常に少ないこと

が分かる。従って、地域間の格差が高等教育機関の経費の格差をもたらし、地方所属大学が

中央所属大学より不利な条件におかれていることが分かる。 

 

図 0-4-1 中央政府による東部地域、中部地域と西部地域への教育費配分（2007 年・百万元） 

 

【注】中国三大地域分類：東部地域、中部地域と西部地域。 

【出所】『中国統計年鑑』（2008 年） 

 

しかし、奨学金に関する先行研究には、大都市や中央所属の重点大学を対象とする研究

（楊 2009a）が多く、地方大学に関する実証研究としては、羅（2011b）を除いて、研究

の蓄積が極めて少ない。高等教育拡大の担い手となる地方大学が、議論の対象から外され

ているところに問題がある。地方所属の教育機関に着目してこそ、奨学金の効果の実態を

把握できると考えられる。以上の理由で本研究は河北省にある地方大学を対象に考察して

いくことにした。高校生調査の対象地域も大学生調査の対象地域と同じく、河北省の A 市

を選んだ。 
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河北省は中国での地理的から見ると（図 0-4-2）、華北地方に位置している。中国の首都

北京市を取り囲むように位置しているものの、地形や気候の影響で農業を中心な産業として

おり、経済的には特に発展している地域ではない。2010 年河北省の人口が全国人口に占め

る比率は 5.4％であり、省単位で全国人口比例の高い順から見ると 6 位である。農業に従事

する人口の比率は、河北省が 68.21％で、全国平均の 65.83％よりやや高い23。  

 

図 0-4-2 調査地域 

 
【注】赤の部分は河北省の位置である。 

 

また、2012 年中国の各地域における 1 人当たり平均所得の地域比較から河北省24の位置

を見ると、まず都市部 1 人当たり平均可処分所得（図 0-4-3）においては、河北省は全国平

均を下回っている。次に農村部 1 人当たり平均純収入（図 0-4-4）については、河北省はほ

ぼ全国平均に当たる。つまり、調査地域である河北省は、地理的にも、所得水準の面でも、

中国各地域のうち、中レベルの地域である。 

 さらに、省の中でも、省政府が立地する都市は、省の中の政治と文化の中心地であるため、

比較的経済が発展し、個人の所得水準が高いところである。本研究は地方での実態に着目す

ることから、調査都市の選別にあたっては、敢えて中心都市を避け、地方都市を選んだ。調

                                                   
23 出所：『中国統計年鑑』（2013 年） 
24中国の行政区分は基本的には省級、地級、県級、郷級という四層の行政区のピラミッド構造から成る。本

研究の調査地域は地級に相当する都市である。 
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査地域の A 市は、河北省の省政府所在地以外の地域に位置し、中小規模の都市である。 

 

図 0-4-3 2012 年都市部 1人当たり平均可処分所得の地域別比較（元） 

 

【出所】『中国統計年鑑』（2013 年） 

 

図 0-4-4 2012 年農村部 1人当たり平均純収入の地域別比較（元） 

 

【出所】『中国統計年鑑』（2013 年） 
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中国高等教育機関が本科（四年制大学）と専科（三年制専門大学）に分けられることは、

前に述べた。本科は、さらに本科Ⅰ（国立重点大学）、本科Ⅱ（国立普通本科大学）と本科

Ⅲ（独立学院、私立大学）とに分けられる。大学の入学難易度は、本科Ⅰ（重点）、本科Ⅱ

（普通）、本科Ⅲ（私立）、専科の順に下がっていて、授業料は本科Ⅲ（私立大学、独立学院）

が一番高い。河北省の大学の年間平均授業料は図 0-4-5 に示したように、本科と専科の授業

料が同じく 5,000 元で、私立大学である独立学院の授業料が 10,000 元である。 

 

図 0-4-5 河北省における大学の年間平均授業料（2007～2011 年・元） 

 

【注】教育部が五年以内に授業料を調整しない（『人民日報』2007 年 6 月 5日付第 11 版）と発表したため、

図にある授業料の水準は 2007～2011 年の授業料水準である。 

【出所】「河北省物価局関於省属高校和省定中央部属高校学費標準的通知」（冀価行費[2007]36 号）、及び「河

北省物価局、河北省財政庁、河北省教育庁関於進一歩規範高校収費管理的通知」（冀价行费[2008]42

号）。 

 

A 市における授業料家計負担の比率は図 0-4-6 のように、省所在地の授業料家計負担の比

率より高い。しかも、調査校所在地Ａ市にも省政府所在地にも、農村の授業料家計負担が都

市の授業料負担と比べて、はるかに高い。授業料の家計負担を時系列に見ると、都市の授業

料負担は、2007～2008 年の間に年間家計所得の 4 割を占め、2009 年から年間家計所得の 3
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割台になった。これに対して農村の授業料負担については、2007～2009 年の間に授業料が

農村の年間家計所得を超えている。2010 年に 9 割まで落ちたものの、授業料が農村の家計

に大きな負担となる状況は変わっていない。いい換えれば、調査校所在地 A 市のような地

方では、高等教育の私的負担が極めて重く、経済的支援の必要性が高いと考えられる。 

 

図 0-4-6 省政府所在地と調査校所在地別の授業料対年間収入比率の推移（％） 

 

【出所】①授業料の数字は河北省高等高等教育機関（本科）の年間授業料（5000 元）を用いたものである。

②都市部 1人当たり平均可処分所得と農村部 1人当たり平均純収入は『河北経済年鑑』（2008 年～

2011 年）による。 

 

以上のように、調査地域の A 市は全国において中レベルの河北省のうち、中心都市から

さらに離れた地方都市であり、授業料の家計負担が重い地域であることが分かる。 

 

2 調査の概要 

本研究で使用するアンケート調査は二つある。表 0-4-1 にまとめたように、一つ目は、高

校生を対象としたアンケート調査である。これは第 2 章の奨学金が高校生の進路希望に与

える影響を検討する際に用いる。二つ目は、大学生を対象としたアンケート調査である。こ

れは第 3 章の奨学金の配分、第 4 章の効果及び第 5 章の総括を検討する際に用いる。 
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表 0-4-1 質問票調査の概要 

 調査票名称 
調査対

象 

調査年

月 
調査校 回収状況 

本論文

での使

用部分 
日本語 

中国語 

① 

「奨学金状況

に関する高校

生調査」 

「高中生

经济资助

状况调查」 

高校生 2009.11 

5 高校（進

学高校 4

校、職業高

校 1 校） 

配布 2000 部；回

収 1857 部；回収

率 92.9%。有効

回答 1785 部。 

第 2 章 

② 

「奨学金状況

に関する大学

生調査」 

「大学生

资助现状

的调查」 

大学生 2008.6 

1 大学（独

立学院も

含む） 

配布 950 部；回

収 892 部；回収

率 93.9%。有効

回答 821 部。 

第 3 章 

第 4 章 

第 5 章 

 

（1）高校生への質問票調査 

 高校生への質問票調査は、2009 年 11 月に中国河北省 A 市に立地する 5 高校で行ったア

ンケート調査（日本語名称「奨学金状況に関する高校生調査」；中国語名称「高中生经济资

助状况调查」）である。調査の対象は高校 3 年生の学生である。質問紙の回収状況について

は、2000 部を配布し、1857 部を回収した。回収率が 92.9%である。有効回答数が 1785 部

である。 

 調査票の質問項目には、本人と家族の属性、進路選択の希望、奨学金への認知と必要性、

将来への展望が含まれている。 

 調査校の 5 高校については、進学高校が 4 校（都市立地 2 校、農村立地 2 校）で、職業

高校が 1 校である。進学高校と職業高校の学生は、すでに高校に進学した時点で選抜され、

進学志向と職業志向とに分かれている。職業高校にも進学を希望する学生は当然いるが、進

学高校と職業高校とでは教育理念と目標が異なり、学生の進路選択も異なる。しかも、本研

究では高校生の進学選択に着目して考察するため、進学志向の強い進学高校のみを対象に考

察する。この 4 校の進学高校については、進学率がいずれも 90%以上であり、高校別の進

学率の差はほとんどない。 

 

（2）大学生への質問票調査 

大学在学生への質問票調査は、2008 年 6 月に中国河北省 A 市に立地する 1 大学及びそれ

に附置された独立学院で行ったアンケート調査（日本語名称「奨学金状況に関する大学生調
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査」；中国語名称「大学生资助现状的调查」）である。この大学は省レベルの重点大学であり、

中小都市に立地し、独立学院とあわせて約 4 万人の学生が在籍している。奨学金に関して

は、中央所属のエリート大学ほどではないが、省所属の重点大学であるため、比較的に充実

していると考えられる。ただし、河北省出身、特に農村部出身の学生が圧倒的に多く、奨学

金を求める学生も多いと推定できる。 

質問票調査の対象は、大学本体（以下「大学」と略称）だけでなく、大学に附置された独

立学院も含まれている。一般的には独立学院の入学者の家計は比較的裕福であり、奨学金政

策の主な支援対象にはならなかった。先行研究にも、独立学院を対象とする奨学金の実証調

査はほとんど行われていない。しかし、独立学院の発展に伴い、在学生が量的に拡大しただ

けでなく、学生の家計背景も多様化している。これを考えると、独立学院の低所得層の家計

は、高額な授業料負担を背負い、経済面で学生の就学継続に障碍を生じる可能性が十分あり

うる。従って、本研究の大学生調査では、調査対象を大学の学生とするだけでなく、独立学

院の学生も調査の範囲に含めた。実証研究を通して、国立セクターと私立セクターにおける

学生の生活状況を把握する上で、奨学金の位置づけを検討していくことは、本研究の目的で

あり、特色でもある。 

アンケート調査については質問紙 950 部を配布し、892 部を回収した。回収率は 93.9%

で、有効回答数は 821 部（大学 N＝602 部 独立学院 N＝219 部）である。調査票の質問

項目には、本人と家族の属性、奨学金の受給、貸与奨学金への意見、生活費およびキャンパ

スライフ、卒業後の進路希望が含まれている。 

質問票および単純集計表は、本論文末に付録（1～6）として示した。 

 

 

 

 



39 

 

第 1 章 中国奨学金政策の変遷とシステム 

第 1節 奨学金制度の変遷 

1949 年に中華人民共和国が建国されて以来、社会と経済の発展、及び高等教育の発展に

従って、中国における学生への奨学金政策も充実してきた。以下では 1952 年から 2013 年

までの 60 数年間を、経済および高等教育の発展について三つの段階（廖・沈 2007：13；

王 2011：102）に分けて、学生への奨学金政策の推移を概観する。 

 

1 第 1 段階（1952 年～1982 年） 

 1952 年から 1982 年にかけての段階は、中華人民共和国が誕生してから、社会全般に及

ぶ改革が行われた時期である。高等教育において、無償かつ全寮制という優遇策に加え、大

部分の学生に対して、経済的困難への対応を目的とした「人民助学金」と呼ばれる補助金も

支給されたこと（大塚 2007：6）は、この時期の特徴ともいえる。 

  

表 1-1-1 第 1 段階（1952～1982 年）の主な政策文書 

年 授業料年額 主な政策文書 主な内容 

1952 

なし 

『全国高等教育機関学生及び中等教
育機関学生の人民助学金に関する通
知』 

授業料免除＋人民助学金 

『全国教育機関教職員賃金の調整及
び人民助学金の金額標準に関する通
知』 

助学金の月額：12 元 

1955 
『全国高等教育機関（師範大学を除
き）の学生に対する人民助学金の実施
方法について』 

全員支給から部分支給へ
変更 

1964 
『食費手当と人民助学金の基準上げ
指示に関する報告』 

食費手当の月額が 1 人当
たり 3 元増へ；人民助学金
の補助比例が 70％から
75％へ引き上げる 

1977 
『普通高等教育機関、中等専門学校及
び技術学校において人民助学金制度
の実施について』 

全員支給から部分支給へ
変更 

【出所】『人民日報』（1952 年～1982 年） 

 

 1950 年代を通じて高等教育の機関数と学生数が大きく増加し（南部 2009：26）、工学系

の専門的人材及び教員の養成が急務であった（大塚 2007：6）。1952 年 7 月 8 日に政府は
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『全国高等教育機関学生及び中等教育機関学生の人民助学金に関する通知』を発表し、同年

7 月 23 日に教育部は『全国教育機関教職員賃金の調整及び人民助学金の金額標準に関する

通知』を発表した。これらの通知では、高等教育の在学期間中に授業料を免除すると同時に、

学生全員に対する助学金も支給することが定められた。助学金は、月あたり 12 元を基本と

して支給された（1952 年 1 人当たりの年間収入平均金額は 110 元）。この二つの通知は、「授

業料免除＋人民助学金」の奨学金政策が確立されたことを意味すると同時に、人材養成目標

の戦略的な政策意図も現わしている。 

 この「授業料免除＋人民助学金」の奨学金政策は、1983 年までの 30 年間にわたって実

施された。この間に何回か政策変更があったが、それは主に助学金の金額と支給学生範囲の

調整であった。1955 年 8 月に教育部は人民助学金をより効率的に使うために、『全国高等

教育機関（師範大学を除く）の学生に対する人民助学金の実施方法について』の通知を公表

した。1955 年 8 月までは助学金が学生全体を対象に支給されていたが、1955 年 10 月より

支給対象を一部の学生とするよう変更されたのである。 

1955 年以降の約 10 年間にわたって、中国社会は大躍進段階1に突入し、高等教育の内容

にも変化が見られた。科学技術の普及を促進し、国全体の経済的発展を支援するために、1964

年には、『食費手当と人民助学金の基準上げ指示に関する報告』により、人民助学金に関す

る調整が再び行われ、助学金金額を、月あたり 12 元から 15 元まで（1964 年 1 人当たりの

年間収入平均金額は 140 元）引き上げた。そして実際に受給学生の比率も 70％から 75％ま

で上昇した（孫・湯 2011；廖・沈 2007:14 ）。 

1966 年からの 10 年間は「文化大革命」の時期であり、それは教育にも深刻な影響を及

ぼした。大学生の募集は 5 年間、大学院生の募集は 12 年間停止された。教育制度が混乱し、

授業時間が短縮され、大学統一入試試験も廃止された。経済発展を目指すに際し、人材不足

の問題を解決するために、この時期に奨学金支援の範囲が部分から学生全体にまで拡大され

た（孫・湯 2011）。 

文化大革命の後、中国では社会主義市場経済に応える新時代を迎えた。1978 年から経済

の改革開放政策の実施に従い、教育も徐々に回復し、関連する法律と制度の制定も積極的に

実施された。学生支援に関しては、教育部・財政部・国家労働局により 1977 年 12 月 17

                                                   
1 大躍進段階は第 1次 5か年計画(1953-57 年)が終わる頃から、大衆を大量に動員することによって、短期

間のうちに農工業の大増産政策を施行した時期である。教育分野でも授業と並行して労働が行われたり、

学校が無理に増設されたりするなどした。しかし、人々の混乱や自然災害の発生により失敗に終わった（楠

山 2010：51）。 
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日に『普通高等教育機関、中等専門学校及び技術学校において人民助学金制度の実施につい

て』とする政策が発表された。この通知では、大学生の構成を分類し、奨学金の範囲を全体

支給から部分支給へと変更した。この制度は 1982 年まで実施され続けた。 

 このように建国後から 1980 年代までの期間においては、奨学金の支給範囲に関する変化

があったが、育英及び人材養成の政策的な意図は変わらなかった。この時期の中国では、高

等教育がまだエリート段階であったため、授業料の免除や全員または多数の学生を対象とし

た奨学金制度が、人材の確保及び養成に大きな役割を果たしたのであった。 

 

2 第 2 段階（1983 年～1998 年） 

第 2 の段階である 1983 年から 1998 年は、中国高等教育の改革試行段階である。文化大

革命における政治的混乱から徐々に安定し始め、改革開放経済路線への転換に従い、人材養

成が改めて高等教育の任務となっていった。経済成長に伴い、公的資金を集中的に用いて、

才能のある若者を全面的に支援し、奨学金政策の改革が本格的に始まった。 

 

表 1-1-2 第 2 段階（1983～1998 年）の主な政策文書 

年 授業料年額 主な政策文書 
主な内容 

給付奨学金 貸与奨学金 

1983 

なし 

『普通高等教育本科、専
科学生人民助学金暫定方
法と普通高等教育本科、
専科人民奨学金試行方法
に関する通知』 

人民奨学金の設立  

1986 

『普通高等教育機関の人
民助学金制度に関する改
革 に つ い て 』（ 国 発
［1986］72 号） 

授業料徴収＋多元的
な奨学金 

 

1987 

『普通高等教育機関本
科、専科学生に対する奨
学金の実施について』（教
計［87］139号） 

助学金の廃止、優秀学
生奨学金・専攻奨学
金・定向奨学金の設立 

 

『普通高等教育機関本
科、専科学生に対する貸
与制度の実施について』
（教計［87］139号） 

 
無利子貸与奨
学金の実施 

1989 200 元 

『普通高等教育機関にお
ける授業料、雑費及び学
寮費徴収の規定』（教財
［1989］32 号） 

大学授業料無償化の
廃止 
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1993 

610 元 

『中国教育改革と発展網
要について』 

エリート大学を中心
に授業料徴収の開始 

 

『高等教育機関における
貧困学生に対する経済支
援の通知』（教財［1993］
51 号） 

貧困学生への支援  

『高等教育機関における
勤工助学2に関する意見』
（教財［1993］62 号） 

家計困難な学生に優
先的に就労機会を与
える。 

 

1994 

『普通高等教育機関にお
ける勤工助学基金の設立
について』（教財［1994］
35 号） 

基金の財源は、政府の
財政的教育経費から
学生1人当たり3-5元
の基準で調達するほ
か、授業料収入の 5％
も財源として充当す
る。 

 

『普通高等教育機関の専
攻奨学金の支給基準上げ
に関する通知』（教財
［1994］49 号） 

師範、農林、民族、体
育と航海など特殊専
攻の学生を対象に、専
攻奨学金の支給基準
を高める（1 人当たり
の支給年額：民族専攻
700 元、他の専攻 500
元）ほか、食費補助も
支給される。 

 

1995 750 元 

『普通高等教育機関の経
済困難な学生に対する授
業料減免に関する通知』
（教財［1995］30 号） 

経済面で困難な学生
（特に少数民族、障害
を持つ、親死別の学
生）を対象に授業料免
除を行う。 

 

『国家教育委員会に直属
する高等教育機関におけ
る貸与奨学金実施の改革
について』（教財［1995］
58 号） 

 

貸与奨学金財
源の調達や返
済方法などに
関する見直し 

1996 2,000 元 ― 「奨・貸・助・補・減」の多元な支援
システムの形成 

1997 3,000 元 ― 

【注】授業料の出所は図 0-1-2 を参照する。 

【出所】『人民日報』（1983 年～1998 年） 

 

まずは大学統一試験の再開によって学生数が徐々に増加したにつれ、奨学金政策も拡充さ

れた。1983 年 7 月 11 日に発表された『普通高等教育本科、専科学生人民助学金暫定方法

と普通高等教育本科、専科人民奨学金試行方法に関する通知』により、それまでの「授業料

免除＋人民助学金」という奨学金政策が、「授業料徴収＋多元的な奨学金」へ移行し始めた

と見られる。この通知によると、人民助学金は受給者数が以前の師範学生を除く学生全体の

                                                   
2 勤工助学はワークスタディを指す。 
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75％から、学生全体の 60％にまで縮小され、人民奨学金の受給者を学生全体の 10～15％、

1 人当たりの受給最高金額を 150 元とすると規定した。優秀な人材の確保及び養成の意味で

奨学金の支援が重点となった。 

 1983 年に新たに人民奨学金が設立され、1986 年までの間に人民奨学金と人民助学金の二

つのプログラムが並立して支給された。従来の単なる人民助学金政策から、徐々に多元的な

支援策に展開した。すなわち、従来のエリート学生全体を対象とするメリット型奨学金から、

メリット型とニード型が併存する奨学金政策へと変化した。メリット型の奨学金は学業成績

の優秀な学生を奨励し、ニード型の奨学金は家庭の経済状況の困難な学生を支援するように

なった。 

また、1949 年から 30 年の間に授業料免除制度が実施されてきたが、「委託生」3と「自費

生」の募集が始まった。自費生は従来の入学定員以外の枠で受け入れられるが、授業料を支

払わなければならない。これによって、一元的な募集制度から多元的な募集制度へと変更さ

れ、それに応じて授業料の徴収も行われることとなった（『高等教育機関における委託学生

の募集について』（1984 年）4、『中国共産党中央政府により教育体制改革についての決定』

（1985 年 5 月 27 日）5）。授業料政策の変容が奨学金政策にも変化をもたらした。奨学金を

一律に実施するのは必ずしも公平とはいえず、それぞれの学生の状況によって重点的に支援

したほうがむしろ効率性が高いという考えが生じ、奨学金政策の在り方を見直し始めた。 

 1986 年までの奨学金は給付型の奨学金を指したが、それ以降には貸与奨学金も実施され

るようになった。1986 年に国務院は『普通高等教育機関の人民助学金と学生貸与制度に関

する改革について』を発表し、1987 年 7 月に国家教育委員会6と財政部が『普通高等教育機

関本科、専科学生に対する奨学金の実施について』、『普通高等教育機関本科、専科学生に対

する貸与制度の実施について』を発布した。この三つの通知によって、助学金を廃止した代

わりに、優秀学生奨学金7、専攻奨学金8、定向奨学金9という三つの奨学金制度を設立したほ

                                                   
3 「委託生」は委託先が大学費用を出資してもらい、卒業後に委託先で就職する学生を指す。 
4 中国語原文『高等学校接受委託培養学生的実行弁法』（教計財［1984］110 号） 
5 中国語原文『中共中央関於教育体制改革的決定』（1985 年 5 月 27 日） 
6 国家教育委員会は現在の教育部に相当する機関である。1997 年から教育部に改称した。 
7 優秀学生奨学金の対象者は多面に優れている学生である。受給金額は三つのランクに分ける。一等奨学

金は 1人当たり年間 350 元で、在籍学生数の 5%が受給する。二等奨学金は 1人当たり年間 250 元で、在籍

学生数の 10％が受給する。三等奨学金は 1人当たり年間 150 元で、在籍学生数の 10％が受給する。（出所：

1986 年『普通高等教育機関の人民助学金と学生貸与制度に関する改革について』） 
8 専攻奨学金は師範、農林、民族、体育と航海専攻学生向けの奨学金である。一等専攻奨学金は 1人当た

り年間 400 元で、在籍学生数の 5%が受給する。二等専攻奨学金は 1人当たり 350 元で、在籍学生数の 10％

が受給する。三等専攻奨学金は 1人当たり 200 元で、85%の学生が受給できる。（出所：1986 年『普通高等
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か、国が無利子助学ローンを家計困難な学生に提供することも決定した。奨学金政策は、給

付奨学金と貸与奨学金が併存するようになった。1987 年『普通高等教育機関本科、専科学

生に対する貸与制度の実施について』によると、1 人当たり利用最高金額が年間 300 元で、

利用人数は本専科学生の 30％以内に収まる。貸与奨学金の支給、及び返済に関連するあら

ゆる管理業務は大学側が行う。貸与奨学金の返済は学生が卒業するまでに一括か分割で返済、

あるいは就職先の企業が一括返済することになった。 

さらに、1989 年から教育費の一部は学生及びその両親が負担するという受益者負担の原

理が、1989 年に国家教育委員会、国家物価局、財政部が発表した『普通高等教育機関にお

ける授業料、雑費及び学寮費徴収の規定』によって明確な方針となった。これは、授業料・

雑費・寮費を一切支払わずに進学できた時代が終わり、授業料・雑費・寮費を自費で負担す

る時代に入ったことを意味する。1989 年に徴収した授業料の基準は、年間 200 元であった

（1989 年における全国 1 人当たり年間消費水準の平均は 788 元）。 

1990 年代に入ると、自費学生の募集10が拡大し、徴収した授業料が年々上昇していった

（図 0-1-2 を参照）。また、政府が 1993 年に発表した『中国教育改革と発展網要について』

に基づいて、1994 年から全国 37 校のエリート大学を中心に授業料徴収が試行された。当

時の授業料の年間平均は 610 元で、1989 年の 200 元より大幅に上昇した。それに対応して

大学生を経済面で支援する奨学金政策としては、1993 年 7 月に国家教育委員会と中国政府

財政部が『高等教育機関における貧困学生に対する経済支援の通知』、同年 8 月に『高等教

育機関における勤工助学に関する意見』、1994 年には国家教育委員会が『普通高等教育機関

における勤工助学基金の設立について』と『普通高等教育機関の専攻奨学金の支給基準上げ

に関する通知』（教財［1994］49 号）、1995 年に『普通高等教育機関の経済困難な学生に

対する授業料減免に関する通知』（教財［1995］30 号）といった発表がなされた。1995 年

8 月に『国家教育委員会に直属する高等教育機関における貸与奨学金実施の改革について』

（教財［1995］58 号）の中で、貸与奨学金財源の調達や返済方法について見直された。具

体的には貸与奨学金の財源は、大学が財政的教育経費から学生 1 人当たり毎月 10 元を徴収

するほか、国家による補助、返済された貸与奨学金、及び社会寄付、産学連携企業の収入か

                                                                                                                                                     
教育機関の人民助学金と学生貸与制度に関する改革について』） 
9 定向奨学金は卒業後辺境地域や貧困地域での就職を希望する学生、あるいは鉱業や水利などの業界で就

職を希望する学生のために、設置された奨学金である。年間 1人当たりの受給金額基準は、一等が 500 元、

二等が 450 元、三等が 400 元である。（出所：1986 年『普通高等教育機関の人民助学金と学生貸与制度に関

する改革について』） 
10 国家教育委員会『普通高等教育機関が自費学生募集に関する規定』（1990 年） 
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らも調達する。貸与奨学金の申請時には、担保人が必要であり、大卒後の返済最高年限は 6

年と規定された。しかし、この段階の貸与奨学金は奨学金政策の主体ではなく、利用実績は

きわめて限定的であった。 

以上の経緯を経て、給付奨学金、貧困学生への支援、貸与奨学金およびワークスタディと

いう支援プログラムの充実に伴い、「奨・貸・助・補・減」の支援システムが形成された。

主な内容は、①「奨」：学業成績が良く、低所得出身の学生を支援するために国家奨学金が

設立された。また、専攻奨学金の受給金額を上げた。②「貸」：学資貸与制度を整備し、よ

り多くの学生を支援するために金融機関による貸与制度を導入した。③「助」：1995 年から

国務院の予備金から 1.1735 億元を貧困学生勤工助学基金として、教育部所属の 369 校に分

配した。また、各大学にも毎年の予算から勤工助学（ワークスタディ）基金を確保すること

を要求した。④「補」：大学生活において経済的に最も苦しんでいる学生に特別貧困補助を

支給した。⑤「減」：貧困学生を対象に、授業料免除を実施した。 

 これと並行して授業料は上昇し、1996 年には 2,000 元、1997 年には 3,000 元となった。

その後の 1998 年にも授業料上昇の傾向が続いた。 

 

3 第 3 段階（1999 年～2013 年） 

1999 年から 2013 年現在に至る第 3 の段階は、中国高等教育の拡大が達成した段階であ

る。1999 年から高等教育の拡張政策を実施すると同時に、授業料も増額され、2000 年には

4,200 元、2004 年以降には 5,000 元になった。授業料の上昇は経済困難な学生の進学に障

害をもたらし、貧困学生の急増が社会問題化し、教育機会の均等という政策理念の貫徹に疑

問を投げかけた。この問題を解決するために、貧困学生を経済面で支援する対策が講じられ

た。特に高等教育の量的拡大に公的支出が追い付かない状況の中で、学生自ら金融市場から

資金を調達するという形の貸与奨学金制度が重視されていった。貸与奨学金制度はアメリカ

のような先進国では長年の実施実績が蓄積されていたが、実施の初期段階の中国では問題が

多数生じていた。そのため、給付奨学金の充実も不可欠となった。多様な学生の経済ニード

に応じた奨学金プログラムの充実によって、多元的な経済支援システムが成り立った。 

このように授業料の徴収と増額は奨学金政策の充実に先行して行われてきた。授業料政策

と奨学金政策が対応しながら作られたというよりもむしろ、奨学金政策は授業料の上昇がも

たらす経済面の格差を是正するために位置づけられた政策だと見ることができる。 

以下では貸与奨学金と給付奨学金の二つに分けてその変遷を整理する。 
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表 1-1-3 第 3 段階（1999～2013 年）の主な政策文書 

年 授業料年額 主な政策文書 
主な内容 

給付奨学金 貸与奨学金 

1999 3,800 元 
『国家助学ローンに関す
る管理規定』（国発［1999］
58 号） 

 8 都市で試行 

2000 4,200 元 

『助学ローン管理に関す
る意見について』（国弁発
［2000］6 号） 

 担保条件の緩和 

『助学ローン管理に関す
る補充意見について』（国
弁発明電［2000］27 号） 

 全国範囲で実施 

『助学ローン管理方法に
ついて』（銀伝 7 号） 

 貸与期間の緩和 

『助学ローン不良貸与に
よる関連問題の規定』（財
金［2000］158 号） 

 

それまで返済不可
能なケースについ
て、厳正な査定を経
て取り消す。 

『国家助学ローン業務の
推進に関する通知』（銀発
［2001］245 号） 

 
複数の銀行と連携
して業務を行うこ
とが可能。 

2002 4,800 元 

『国家奨学金の管理方法
に関する通知』（教財
［2002］33 号） 

国家奨学金の設
立 

 

『国家助学ローンの推進
に関する通知』（銀発
［2002］38 号） 

 
国家助学ローン実
施の強化 

『高等教育機関が銀行と
協力して国家助学ローン
の業務を推進へ』（教財
［2002］2 号） 

 
高等教育機関の位
置づけが明確した。 

2003 4,800 元 
『経済困難な学生への支
援に関する緊急通知』（教
電［2003］298 号） 

経済理由で進学
を断念しないよ
うに支援する。 

 

2004 

5,000 元 

『国家助学ローンに関す
るさらなる改善意見につ
いて』（国弁発［2004］51
号） 

 
返済期間の延長や
リスク補填金の規
定 

『国家助学ローンのリス
ク補填金に関する管理方
法』（教財［2004］15 号） 

 
リスク補填金の管
理 

『家計困難な学生の経済
支援に関する通知』（国弁
発［2004］68 号） 

あらゆる支援策
で経済困難な学
生を支援する。 

 

2005 
『国家助学奨学金の管理
方法について』（財教
［2005］75 号） 

国家助学金・国家
奨学金の実施 
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2006 5,000 元 

『高等教育機関における
卒業生を対象とする国家
助学ローンの返済免除に
関する通知』（財教［2006］
133 号） 

 

大卒後に西部や辺
鄙地域で 3 年以上
就職予定の学生を
対象に、在学中の国
家助学ローンの返
済を免除する。 

2007 5,000 元 

『普通本科大学、高等職業
学校、及び中等職業学校の
家計困難な学生への経済
支援政策に関する意見』
（国発［2007］13 号） 

国家励志奨学金
の新設 

 

『教育部直属師範大学の
無償化について』（国発弁
［2007］34 号） 

2007 年から教育
部直属師範大学
6 校で授業料及
び寮費を免除す
るほか、生活費を
補助する。 

 

『普通本科高校、高等職業
学校国家奨学金の管理に
関する通知』（財教［2007］
90 号） 

国家奨学金の 1
人当たり年間金
額を 8000 に 

 

『普通本科高校、高等職業
学校国家励志奨学金の管
理に関する通知』（財教
［2007］91 号） 

国家励志奨学金
の 1 人当たり年
間金額を5000に 

 

『普通本科高校、高等職業
学校国家助学金の管理に
関する通知』（財教［2007］
92 号） 

1 人当たり平均
年間金額が 2000
元。 

 

『高等教育機関の勤工助
学に関する通知』（教財
［2007］7 号） 

週 8 時間以内、
時給最低 8 元。 

 

『県級教育行政部門の学
生経済支援管理センター
設立に関する緊急通知』
（教財［2007］14 号） 

 
生源地助学ローン
の管理部門 

『生源地助学ローン試行
の通知』（財教［2007］135
号） 

 

江蘇、湖北、重慶、
陝西、甘粛の 5省で
生源地助学ローン
を試行する。 

2008 5,000 元 
『生源地信用助学ローン
の推進に関する通知』（財
教［2008］196 号） 

 
生源地助学ローン
の強化 

2009 5,000 元 

『高等教育機関における
卒業生を対象とする授業
料免除、及び貸与奨学金の
返済免除についての暫定
方法』（財教[2009]15 号） 

 

大卒後に中西部や
辺鄙地域で 3 年以
上就職予定の学生
を 対 象 に 、 年 間
6,000 元範囲で、在
学中の授業料また
は貸与奨学金の返
済を免除する。 

【注】授業料の出所は図 0-1-2 を参照する。2009 年以降に特に大きな政策変遷がない。 

【出所】『人民日報』（1999 年～2013 年） 
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（1）貸与奨学金 

貸与奨学金は、大学教育の費用を支払うために融資された資金であるが、大学卒業後に貸

付金元金、及び利子を返済しなければならない。中国の貸与奨学金には、国家助学ローンと

一般商業性助学ローンが含まれている。国家助学ローンは、政府からの利子補助が付いた貸

与奨学金である。一般商業性助学ローンは、政府からの利子補助がなく、金融市場の他のロ

ーンと同様である。中国では一般商業性助学ローンより国家助学ローンの利用が一般的であ

る。 

 国家助学ローンは、高等教育の拡大に伴って発展してきた。1999 年 5 月に中国人民銀行

11・教育部・財政部などの各部門が『国家助学ローンに関する管理規定』を発表した。主な

内容は国家助学ローンを北京、上海など 8 大都市の中央教育部に所属する大学で試行する

ことであった。１人当たり最高受給年額は 6,000 元である。中国工商銀行12が国家助学ロー

ン業務を担当し、利子の 50％は政府の財政によって補助される。1999 年 9 月に中国人民銀

行・教育部・財政部は全国助学ローン調和グループと協力して、教育部内に「全国学生助学

ローン管理センター」を設置した。各省、自治区なども貸与奨学金の管理機構を指定した。 

しかし、申請する際に担保条件が付いたため、貧困学生にとってこれが大きな壁となって

いた。また、担保人の大学が担保責任を負わなければならないため、国家助学ローン業務に

従事する大学のインセンティブが低く、助学ローンが回収できない場合に、大学は助学ロー

ンの 60％を、学生助学ローン管理センターは 40％を課すことが要求された。貸与リスクま

で大学が負わなければならないことは、貸与奨学金の事業に参加する大学の意欲を損なわせ

た。 

貸与奨学金の利用をスムーズに進めるために、1999 年 12 月 23 日に中国人民銀行・教育

部・財政部は、『助学ローン管理に関する意見について』の文書を発表し、2000 年 2 月に

国務院の承認を得た。国家助学ローンの改善点としては、担保人がおらず、あるいは家計状

況が良くない学生を対象に無担保借入が可能であることである。この改善によって、今まで

の担保人がいないという理由で国家助学ローンを申請できない問題が解決された。ただし、

大学の担保は取り消されたが、学生が国家助学ローンを申請する際に、「紹介人」と「立会

人」が新たに必要となった。さらに、農村信用社13も積極的に助学ローン事業に参加し、学

                                                   
11 中国人民銀行は中国の唯一の中央銀行である。金融市場を主管する政府機能を持つ。 
12 中国工商銀行は中国建設銀行、中国銀行、中国農業銀行とともに中国四大商業銀行の一社である。 
13 農村信用社は中国農村部に展開する金融機関である。農民が個人で融資を受ける。 
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生の出身地で学生、あるいは両親に担保つきの助学ローンと信用助学ローンを実施するよう

に呼び掛けていた。しかし、このように政策面で改善し続けるにも関わらず、貸与奨学金の

試行利用状況があまり良くなかった。2000 年全国学生支援管理センターの統計によると、8

都市の貸与奨学金申請者が 5,365 名のうち、1,729 人しか採用されなかった。 

助学ローン事業の進展が難航したため、2000 年 8 月には、中国人民銀行・教育部・財政

部が『助学ローン管理に関する補充意見について』の文書を発表した。この発表に基づき、

国家助学ローンの実施は 8 大都市から全国範囲まで拡大し、中国工商銀行のほかに中国農

業銀行、中国銀行、中国建設銀行も国家助学ローン事業の展開に携わるようになった。国家

助学ローンの申請対象は、全日制本科・専科学生から大学院生まで拡大した。2000 年 8 月

24 日に中国人民銀行が発表した『助学ローン管理方法について』という文書によると、国

家助学ローンの貸与期間は 8 年を超えないとすることを原則とし、卒業後 4 年以内の返済

を義務づけた。返済猶予の場合には、借りる側と貸す側が協議した上で返済開始時期を決め

ることにした。国家助学ローンの利子率は、中国人民銀行が規定した貸与利子率に連動し、

固定利子型となった。このように政策に関する一連の改善を行った結果、2001 年 1 月末に

は、全国で国家助学ローンの申請者が 51.4 万人となったが、契約者が 11.1 万人に止まり、

採用率はわずか 21.6％であった。契約成立の支給総額は 12.6 億元で、申請総額のわずか

39％であった14。申請率、採用率がともに低い状況は、改善されなかった。 

 2001 年 6 月 20 日に中国人民銀行・教育部・財政部が主催する全国国家助学ローン業務

に関する会議で、『国家助学ローン業務の推進に関する通知』（銀発［2001］245 号）が成

立し、新たな政策が出された。銀行が貸与奨学金の業務に従事するインセンティブが高くな

いことへの対応としては、それまでの大学 1 校が銀行 1 社のみと業務連携するという規定

を廃止し、国家助学ローンの業務が複数の銀行と連携できるようになった。その後、国家助

学ローン政策の推進（『国家助学ローンの推進に関する通知』（銀発［2002］38 号））、及び

国家助学ローン業務で高等教育機関における責務の明確（『高等教育機関が銀行と協力して

国家助学ローンの業務を推進へ』（教財［2002］2 号））に関する方案が実施された。2003

年に初めて国家助学ローンの返済時期を迎えたが、多くの大学の返済滞納率は 20％を超え

た15。2003 年 8 月に中国人民銀行が打ち出した『2003 年国家助学ローンに関する貸付指導

                                                   
14 出所：「貧困性資助政策之：助学貸款無法回避的困境」（2008 年 8 月 14 日）

（http://edu.aweb.com.cn/2008/8/14/5118200808141519700.html）2012 年 11 月 23 日検索。 
15 出所：『中国教育報』2009 年 6 月 23 日付 

http://edu.aweb.com.cn/2008/8/14/5118200808141519700.html
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計画の通知』16では、滞納率が 20％に達し、かつ卒業した滞納者が 20 人に達した大学（「双

20 基準」ともいう）に対し、国家助学ローンの新規申請をストップさせるとの警告があっ

た。この通知に従い、全国で国家助学ローンの新規申請が禁止された大学の数は少なくとも

100 校に上り、全国大学総数の約 10％を占めた（劉 2004：38）。 

国家助学ローンの実施が大きく転換したのは、2004 年である。2004 年に教育部・財政部・

中国人民銀行・銀行監査会が『国家助学ローンに関するさらなる改善意見について』が発表

された。この発表の主な内容は、第一に、返済期間については、学生の就職状況によって、

卒業後 1 年もしくは 2 年から返済が始まり、6 年以内に全額返済する。第二に、学生の在学

中に発生する利子は、政府により全額補助される。第三に、国家助学ローンの業務に携わる

銀行は、それまでの政府指定型から、政府が国家助学ローン管理センターに委託して入札募

集という形で業務提携の銀行を決定する型に変わった。国家助学ローンリスクの分担体制を

作り、支給した貸与奨学金金額の一定の比率（10％～15％）で政府と大学は銀行にリスク

補填金を渡す。このリスク補填金は所管政府と大学が 50％ずつ負担し、ローンの返済状況

と関係なく、銀行に支給される。『国家助学ローンのリスク補填金に関する管理方法』（教

財［2004］15 号）によると、リスク補填金として使われる資金の管理は、中央所属大学の

場合に全国国家助学ローン管理センター、地方所属大学の場合に地方国家助学ローン管理セ

ンターが行う。政府・大学・銀行の三者にリスクを分担させることによって、大学と銀行の

貸与事業に対するインセンティブを形成し、国家助学ローンの発展を推進することが目指さ

れた。そして、貸与奨学金のさらなる普及を実現するために、2005 年 7 月から、政府が発

行するパンフレット（『貸与奨学金申請手引き』）を、大学の入学通知書と同封した形で配布

し始めた。 

 2006 年に『高等教育機関における卒業生を対象とする国家助学ローンの返済免除に関す

る通知』（財教［2006］133 号）により、大卒後に西部や辺鄙地域17で 3 年以上（3 年を含

む）の就職希望者を対象に、在学中の国家助学ローンに関する元金と利子の返済が免除され

ることになった。免除された元金と利子は全部中央財政によって負担される。これは、貸与

奨学金の高滞納率是正の対策であり、また優秀な人材を西部や辺鄙地域に導く意図も含まれ

                                                   
16 中国語原文：中国人民銀行『関於下達 2003 年国家助学貸款指導性貸款計画的通知』（2003 年 8 月 8 日） 
17 西部地域はチベット、内モンゴル、広西、重慶、四川、貴州、雲南、陝西、甘粛、青海、寧夏と新疆と

いう 12 省（自治区、直轄市）、及び湖南湘西、湖北恩施、吉林延辺自治州、海南省原黎族苗族自治州に属

する 6つの民族自治県（陵水県、保亭県、瓊中県、楽東県、白砂県、昌江県）、東方市と五指山市に属する

県級以下の地域を指す。辺鄙地域は西地域以外に、国務院が指定した貧困地域である。（出所：高等教育機

関における卒業生を対象とする国家助学ローンの返済免除に関する通知』（財教［2006］133 号）） 
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た。 

 

表 1-1-4 国家助学ローンの実施状況（1999 年～2006 年） 

年月 

実施状況 
1999.6～2004.5 2004.6～2006.6 

申請人数（万人） 184.1 211.1 

採用人数（万人） 86.2 154.3 

申請金額（億元） 133.8 171.8 

支給金額（億元） 69.7 131.7 

【出所】『中国教育報』2006 年 8 月 24 日付第 13 版 

 

貸与奨学金の実際の利用状況については表 1-1-4 に示したように、2004 年に制度上の改

善が行われて以来、2004 年から 2006 年までの 2 年間で、国家助学ローンの利用者（申請

者 211 万人）は 2004 年までの利用人数総数（申請者 184 万人）より多くなっていること

が分かる。2004 年から 2006 年までの 2 年間は、利用人数にも利用金額にも、最もよく利

用された時期であった。制度面での改革を経て、国家助学ローンが利用しやすくなり、国家

助学ローン事業が推進されてきたと見られる。それでも、2004～2006 年に国家助学ローン

の利用者は、全国学生の 5％しかカバーできなかった。そのうち、2005 年と 2006 年のカ

バー率が、それぞれ 4.95％と 4.68％で、これは全国に占める 20％の貧困学生の割合より大

幅に下回っていることが分かる。貸与奨学金の低利用率の問題は、制度の見直しによって必

ずしも改善されたとはいえない。 

 以上概観した国家助学ローンの他に、国家助学ローンの未返済問題に対応して新たに設立

されたのが「生源地助学ローン」である。2007 年 8 月に、県レベルの教育行政部門で学生

経済支援管理センターの設立（『県級教育行政部門の学生経済支援管理センター設立に関す

る緊急通知』（教財［2007］14 号）が要請されたと同時に、湖北省、江蘇省、陝西省、甘

粛省、重慶市の5つの都市、地域で試行を始めた（『生源地助学ローン試行の通知』（財教［2007］

135 号）。2008 年 9 月に、財政部・教育部・銀監会が『生源地信用助学ローンの推進に関す

る通知』を発表し、生源地助学ローンのさらなる拡大を実現した。生源地助学ローンは、学

生の在籍地にある農村信用社18に、学生の保護者が申請する貸与奨学金であり、最高貸与年

額は 6,000 元である。地元の銀行を利用すれば、学生が卒業した後の進路が不明であって

も、保護者の家計状況を把握でき、ローン未返済のリスクを抑制する利点があるため、近年

                                                   
18 農村信用社は中国農村部に展開する金融機関である。 
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生源地助学ローンの利用者が多くなっている。ただし、生源地助学ローンの管理部門である

県レベルの経済支援管理センターにおいては、職員が専門性を欠いているため、業務遂行上

に問題がある（蔵・沈・呉 2011：61）。また、生源地助学ローンの業務に関わる地方の信

用銀行は、大手銀行と比べて資金の調達能力が低いだけでなく、生源地助学ローン業務の煩

雑さと低利益で業務遂行のインセンティブが低下する懸念がある。 

2009 年に『高等教育機関における卒業生を対象とする授業料免除、及び貸与奨学金の返

済免除についての暫定方法』（財教[2009]15 号）が発表され、大卒後に中西部や辺鄙地域19で

3 年以上（3 年を含む）の就職希望者を対象に、在学中の授業料または貸与奨学金（国家助

学ローンと生源地助学ローンが含む）の元金と利子の返済が免除されることになった。対象

者の年間授業料または貸与奨学金の利用金額が 6,000 元を超えない場合には、実際に支払

った授業料金額または貸与奨学金の実額を免除し、対象者の年間授業料または貸与奨学金の

利用金額が 6,000 元を超える場合には、6,000 元を免除することが規定された。この政策文

書（財教[2009]15 号）は貸与奨学金の返済免除に適応する地域及び対象者が拡大すると同

時に、授業料免除を加えることによって、貧困地域に人材を誘導する政策意図が込められた。 

 

（2）給付奨学金 

 貸与奨学金制度の推進と改善が1999年以降の奨学金政策の一つの中心であった。しかし、

貸与奨学金の実施がもたらした問題は多く、貸与奨学金政策の推進が難航してきたために、

給付奨学金政策の充実が奨学金政策の一つの重要な課題となった。 

1999 年から貸与奨学金が試行されてから 3 年後の 2002 年 4 月に、財政部・教育部は『国

家奨学金の管理方法に関する通知』（［2002］33 号）により、国家奨学金を新設し、2002

年 9 月 1 日から実施し始めた。国家奨学金は、全国普通高等教育機関に在学する経済困難

な学生のうち、学業成績が優秀な全日制本科・専科学生を支援対象とし、毎年 45,000 名の

学生が支援を受けている。国家奨学金の支給金額基準には二つのランクが設けられている。

一等奨学金は 10,000 名で最も優秀な学生に、1 人当たり年額 6,000 元を支給する。二等奨

学金は 35,000 名の学生に、1 人当たり年額 4,000 元を支給する。国家奨学金の受給者全員

                                                   
19西部地域はチベット、内モンゴル、広西、重慶、四川、貴州、雲南、陝西、甘粛、青海、寧夏と新疆とい

う 12 省（自治区、直轄市）を指す。中部地域は河北、山西、吉林、黒龍江、安徽、江西、河南、湖北、湖

南と海南という 10 省を指す。辺鄙地域は中西地域以外に、国務院が指定した貧困地域である。（出所：『高

等教育機関における卒業生を対象とする授業料免除、及び貸与奨学金の返済免除についての暫定方法』（財

教[2009]15 号）） 
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に対して、同年の授業料が免除される。 

 2004 年に貸与奨学金の政策改善に伴い、給付奨学金も 2005 年から、財政部・教育部『国

家助学奨学金の管理方法について』（［2005］75 号）の規定により、国家奨学金は国家助学

奨学金に変更され、支援総額が 2 億元から 10 億元まで拡大した。国家助学奨学金は、助学

金と奨学金の二つの部分からなっている。全国国公立全日制普通高等教育機関に在籍する学

生を対象に支給するが、助学金は家庭の経済状況が苦しい本科・専科学生を対象とする支援

であり、1 人当たり年間 1,500 元の生活費が給付され、受給者は約 53.3 万人である。一方、

奨学金は、学業成績が最も良い学生を対象とする給付奨学金であり、1 人当たり年間 5,000

元が給付され、受給者は約 5 万人である。 

 さらに、貸与奨学金の高滞納率や複雑な利害関係などの問題によって貸与奨学金政策への

疑問が多い中、2007 年に給付奨学金の拡充及び新設など、奨学金政策の中心が貸与から給

付へ変化した。『普通本科大学、高等職業学校、及び中等職業学校の家計困難な学生への経

済支援政策に関する意見』（国務院［2007］13 号）と『普通本科高校、高等職業学校国家

励志奨学金の管理に関する通知』（財教［2007］91 号）により、国家励志奨学金が新たに

設けられ、学業成績が良く、かつ貧困学生を対象としたものである。受給者 1 人当たり年

間 5,000 元が支給され、全国学生総数の 3％の学生（2007 年に約 52 万人）に支給すると規

定されている。 

国家励志奨学金の新設以外に、国家奨学金20（『普通本科高校、高等職業学校国家奨学金

の管理に関する通知』（財教［2007］90 号）、国家助学金（『普通本科高校、高等職業学校

国家助学金の管理に関する通知』（財教［2007］92 号）とワークスタディ（『高等教育機関

の勤工助学に関する通知』（教財［2007］7 号）に関する規定が改善されるにつれ、給付奨

学金の制度はより一層充実した。また、教育部直属の師範大学 6 校（北京師範大学、華東

師範大学、東北師範大学、華中師範大学、陝西師範大学と西南大学）の学生を対象に、授業

料と寮費を免除し、生活費を補助する政策も打ち出された（『教育部直属師範大学の無償化

について』（国発弁［2007］34 号）。 

 奨学金プログラムの設立趣旨は選抜基準にうかがうことができる。例えば、国家奨学金、

また後に実施された国家励志奨学金は、優秀な学生及び高度な人材を重点に支援するプログ

                                                   
20 2007 年に設立した国家奨学金は、2002 年に実施した国家奨学金の名称を踏襲した。しかし、支援対象は

学業が最も優秀な学生であり、支援の基準は 1人当たり年額の 5,000 元（2005 年の国家助学奨学金の奨学

金年額）から 8,000 元まで上がった。 



54 

 

ラムであり、ごく一部の学生に支給するメリット型の奨学金である。一方、国家助学金のよ

うなプログラムは、経済困難な学生を支援するニード型の奨学金であり、より多くの学生に

支給される。 

 

図 1-1-1 授業料の徴収に伴う奨学金政策関連文書の推移  

 

【出所】授業料は図 0-1-3 を参照する。奨学金政策関係文書の件数は表 1-1-1、表 1-1-2 と表 1-1-3 による

筆者が算出したものである。 

 

 以上のように、授業料の上昇がもたらした格差を是正するために、奨学金政策の制定を通

して奨学金の充実が実現されてきた。ただし、中国の奨学金政策は授業料徴収政策より遅れ

て実施されたものである。図 1-1-1 には授業料の徴収に伴う奨学金政策文書の推移を示した。

授業料の徴収は 1989 年から開始すると同時に、奨学金政策に関連する政策文書も多くなっ

てきた。しかし、1995 年から 1999 年までの間には授業料が急上昇したものの、奨学金政

策の改善が見られなかった。1999 年以降に高等教育の拡張政策及び授業料増額の背景で、

奨学金政策に関連する文書がようやく多くなり、政策面での見直しと充実が行われた。1999
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年から 2004 年までは主に貸与奨学金政策に関する規定と改善であり、2006 年以降には授

業料が高額の水準で維持しながら、特に 2007 年に新規奨学金の設立など給付奨学金政策に

関する文書が多くなった。つまり、中国の奨学金政策は必ずしも授業料政策の進行と同時に

行われたわけではなく、授業料の上昇からもたらす進学困難や機会均等の問題を解決するた

めに、経済面の支援を拡充した。中国の奨学金政策はあくまでも授業料徴収の対策として位

置づけられたことが分かる。しかも、最初に推進したのは貸与奨学金政策であった。 

貸与奨学金は、受益者負担理論に従って提唱された政策であり、アメリカの影響を受けた。

授業料の私的負担によって高等教育の拡大が実現した中国でも、貸与奨学金政策が推進され

てきた。しかし、中国では今までローンの理念が根付かず、貸与奨学金実施の成功事例の蓄

積がなかった。アメリカの成功例を参考としながら、試行錯誤を重ねて政策設計と改善が進

められてきたが、利用率が低いことに表れているように、貸与奨学金が必ずスムーズに利用

されたわけではない。一方、貸与奨学金の実施が難航に直面する中で、給付奨学金が再び重

視されるようになった。しかしそれが授業料増額によってもたらされた進学格差を十分に是

正する規模となっているのかが問題である。 

 

第 2節 奨学金制度の概要 

1 奨学金制度の構成 

 中国の現段階（2013 年現在）における奨学金制度の種類と概要を表 1-2-1 に示した。「給

付奨学金」の中に、「国家奨学金」、「国家励志奨学金」、「国家助学金」、「大学独自奨学金」、

「貧困学生手当」、「ワークスタディ」、「グリーンチャンネル」と「師範学生免除」などのプ

ログラムが含まれている。一方、「貸与奨学金」の中に、「国家助学ローン」、「生源地助学ロ

ーン」、「大学無利息助学ローン」と「一般銀行助学ローン」が含まれている。 

 以下は、（A）給付奨学金と（B）貸与奨学金とに分けて、それぞれの支援プログラムを詳

細に見ていく。 

（A）給付奨学金 

A①「国家奨学金」。中央政府が出資し、学業成績が最も優秀な全日制普通高等教育機関

本専科（高等職業学校とダブルディグリーの学生も含まれる）学生を対象に支給する。年間

支援人数が 5 万人、１人当たりの支援年額が 8,000 元である。学生の家計状況と関係なく、

成績優秀な学生が国家奨学金を受給する。また、国家奨学金を受給すると同時に国家助学金
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を申請して受給できる。ただし、国家励志奨学金との二重受給はできない。さらに、教育部

所属師範大学の師範専攻の学生は、授業料免除のほか、国家奨学金の選抜基準を満たせば、

国家奨学金の重複受給も可能である。私立大学（独立学院も含む）の国家奨学金実施につい

ては、各省によって規定されている。学校の教育水準、授業料水準、入試の合格ライン、就

職率、及び専攻設置などの諸要因を考慮した上で、受給枠が決められる。また、2012 年秋

学期から、最も優秀な大学院生を対象とする国家奨学金が設立され、修士課程の学生 3.5 万

人（1 人当たり年間 2 万元）と博士課程の学生 1 万人（1 人当たり年間 3 万元）に支給され

る。 

 

表 1-2-1 現行の主な奨学金プログラムの概要（2013 年現在） 

種類 プログラム 支援対象 金額（元/年） 
受給人数
（人/年） 

（A） 
給付 

①国家奨学金 
成績が最も優秀な学生を対象
にする。二年生以上の学生（二
年生も含む）。 

8,000 5 万 

②国家励志奨学金 
成績優秀、かつ家計困難な学生
を対象にする。二年生以上の学
生（二年生も含む）。 

5,000 51 万 

③国家助学金 家計困難な学生 平均 3,000 元 340 万 

④大学独自奨学金 成績優秀、家計困難 
各大学の規定に
従う 

－ 

⑤貧困学生手当 家計困難 
所属地域の規定
に従う 

－ 

⑥ワークスタディ 家計困難 時給 8 元以上 
各大学の
規定に従
う 

⑦グリーンチャンネル 
経済困難で入学できない学生
を無条件で先に入学させ、入学
後に適応な支援策で支援する。 

－ － 

⑧師範学生免除 
教育部属師範大学6校の師範専
攻の学生 

授業料と寮費免
除、生活費補助 

1.2 万 

（B） 
貸与 

①国家助学ローン 家計困難 6,000 
各大学学
生 数 の
20%以内 

②生源地助学ローン 家計困難 6,000 制限なし 

③大学無利息助学ローン 家計困難 
各大学の規定に
従う 

－ 

④一般銀行助学ローン 家計困難 協商で決める － 

【出所】全国学生資助管理中心（2012）『中国学生資助発展報告（2007－2011 年）』より筆者整理。 
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 A②「国家励志奨学金」。中央政府と地方政府が共同出資して設立した奨学金である。支

援対象は成績優秀で、かつ家計困難な全日制普通高等教育機関本専科（高等職業学校とダブ

ルディグリーの学生も含まれる）の学生である。毎年の支援人数は、全国全日制普通高等教

育機関本専科（高等職業学校とダブルディグリーの学生も含まれる）学生全体の 3％である。

年間支援人数は約 51 万人であり、1 人当たりの支援年額は 5,000 元である。また、国家励

志奨学金を受給する学生は、同年に国家助学金の申請が可能である。ただし、国家奨学金と

の重複受給ができない。授業料免除を受ける教育部所属の師範大学の師範専攻学生は、国家

励志奨学金の受給はできない。 

 A③「国家助学金」。中央政府と地方政府が共同出資で設立した奨学金であり、主に家計

困難な全日制普通高等教育機関本専科学生（高等職業学校の学生とダブルディグリーの学生

も含まれる）を対象にし、生活費の補助として支給する。年間支援人数は、全日制普通高等

教育機関本専科（高等職業学校とダブルディグリーの学生も含まれる）学生全体の 20％で

あり、１人当たりの支援年額は 3,000 元である。また、国家助学金を受給する学生は、同

年に国家奨学金、あるいは国家励志奨学金の二重受給ができる。ただし、授業料免除を受け

る教育部所属の師範大学の師範専攻学生は、国家助学金を受給できない。また、私立大学（独

立学院も含む）の学生も、国家助学金と国家励志奨学金を申請することができる。審査の詳

細は各省・自治区・直轄市が制定し、各省の所管機関が学校の教育水準、授業料水準、入試

の合格ライン、就職率、及び専攻設置などの諸要因を総合的に考慮する。 

A④「大学独自奨学金」。大学が独自の資金、社会団体や企業寄付、個人寄付等の資金を

もとに、奨学金と助学金等を設け、家計困難な学生を支援する。受給人数、受給金額と基準

が大学ごとに規定し、各大学の財政力と関係している。 

A⑤「貧困学生手当」。家計困難、あるいは、毎月収入が大学所在地の国民平均収入水準

を下回り、農村出身や貧困地域出身の学生が対象となる。国公立大学の本科と専科の学生が

申請できる。支援の基準は、各大学の所在地の平均生活水準に基づいて設定される。 

A⑥「ワークスタディ」。大学は学内の教学補佐、研究補佐、実験補助、大学の関連企業

や事務補助などのポストを設け、学生をそれらのポストに配置し、就労の報酬として支給す

る。学内アルバイトが学生の社会経験を増やすだけでなく、貧困学生に対する一種の奨学金

として捉えられる。ワークスタディへの参加は学業勉学に支障を与えない範囲に限定される。

原則には毎週の従事時間の上限が 8 時間で、毎月の従事時間の上限が 40 時間である。定職

に従事する学生の報酬は月単位で計算される。毎月 40 時間の仕事報酬は原則に大学所在地
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の最低報酬基準や国民最低生活保障基準を下回ることが許されず、一定範囲での変動が可能

である。臨時職に従事する学生の報酬は、時間単位で計算され、時給が原則に 8 元以上と

なる。ワークスタディの財源については、大学は国家の規定に基づいて立ち上げた基金（中

国語で「勤工助学基金」と呼ぶ）から、学生に報酬を支払うことになる。 

 A⑦「グリーンチャンネル（中国語で「緑色通路」と呼ぶ）」。家計困難で大学進学の断念

を防ぐために、教育部、国家発展改革委員会と財政部が、全日制高等教育機関に対し、「グ

リーンチャンネル」制度を設立しなければならないと規定したことによって発足した。グリ

ーンチャンネルとは、大学に合格したものの、授業料の支払いが不可能な家計困難な学生を

対象にし、授業料を支払わなくても入学させる制度である。入学後に実際の経済状況に応じ

て授業料、及び大学生活に必要な費用が、奨学金によって補われる。2007 年から 2011 年

まで、この制度を利用して入学した学生が合計 293.73 万人で、新入生の 9.35％を占めてい

る。 

 A⑧「師範学生の費用免除」。2007 年秋学期の新入生から、師範生の費用免除制度が始ま

った。免除対象となるのは、教育部に所属する師範大学 6 校（北京師範大学、華東師範大

学、東北師範大学、華中師範大学、陝西師範大学と西南大学）の師範専攻の学生である。師

範学生の費用免除の内容は、学生の在学期間の授業料及び寮費が免除されると同時に、生活

費が補助されることである。年間支援人数は 1.2 万人である。 

 本研究の調査対象には師範大学が含まれていないため、「師範学生の費用免除」は本研究

の考察の対象とはしない。また、学内の「ワークスタディ」が奨学金の一種類として奨学金

政策に含まれたものの、本研究では学内外で仕事に従事するのを、「アルバイト」と考えて

おく。もちろん、学内アルバイトの給料は学外アルバイトの給料とは異なり、政府や大学に

よって補助されている。しかし、学生が就労時間に対応して給料をもらうことについては、

学内アルバイトと学内アルバイトで本質的に違わないため、本研究では学内と学外を区別せ

ずに、「アルバイト」とした。 

 以上のように給付奨学金にはメリット型とニード型の奨学金が含まれ、多様な支援が進め

られてきた。しかし問題は、採用基準が成績優秀あるいは家計困難のような言葉で表記され

ているものの、その詳細については明文化された規定がないことである。奨学生の選抜は各

大学で行われるため、各大学に任せれば、ある意味で多様性と公平性を考慮した選抜である

と見られる。ただし、成績は客観的な指標であるが、家計状況の判断については明瞭な指標

がなく、基準の設定があいまいである。従って、採用基準の曖昧さが、選抜プロセスの不透
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明を招く恐れがある。 

（B）貸与奨学金 

 B①「国家助学ローン」。家計困難な全日制普通高等教育機関本専科の学生（高等職業学

校とダブルディグリーの学生も含まれる）は、在籍大学の奨学金担当部局を通じて銀行に国

家助学ローンを申請する。原則的には 1 人当たりの申請最高年額が 6,000 元であり、それ

が在学期間中の授業料、寮費と生活費の不足を補う。具体的金額は各高等教育機関が大学全

体の貸出総額、授業料・寮費と生活費基準、及び学生の貧困状況を考慮した上で決められる

ものである。年間利用人数の上限は、各大学の学生全体の 20%であるが、申請者のニーズ

にできるだけ応じる方針である。契約締結の回数は、一回だけである。学生は大卒後の 1

～2 年以内に元本返済の時点を決め、6 年以内に元本と利子を完済する。 

B②「生源地信用助学ローン」（以下は「生源地助学ローン」と略称する）。国家開発銀行

などのような商業銀行が家計困難な学生を対象に支給する貸与奨学金である。学生（あるい

は、その両親）が地元の学生支援管理センター、あるいは金融機構に申込む。生源地助学ロ

ーンが信用貸付で、担保と抵当の必要はない。学生とその両親が連帯債務者であるため、両

者共同で返済の責任を負う。貸付の最高年額が 6,000 元であり、授業料と寮費の支払いに

使う。受給人数については上限が設けられず、基本的に申請すれば受給できる。契約締結は、

毎年契約を結ばなければならない。国家助学ローンと生源地助学ローンは同時に受給できな

い。生源地助学ローンの貸付期間は原則的に全日制本専科の正規年数にプラス 10 年間で、

最長期間が 14 年と規定されている。これは、在学生の場合に、卒業までの在学年数にプラ

ス 10 年で計算される。正規在籍年数が 4 年を超え、あるいは大学院進学や第二学士学位取

得の場合には、その勉学年数に応じて卒業後の返済期間を短くさせる。大卒後 2 年間は猶

予期間であるが、猶予期間が過ぎた後に学生と両親（あるいは、他の連帯保証人）が契約通

りに年度別に元本と利息を完済する。 

 B③「大学無利息助学ローン」。大学が学生に提供した貸与奨学金である。学生の在学期

間に利子がない。受給金額と人数が各大学の規定に従う。学生への支援は大学の財源力と関

係しているため、すべての大学で実施されているわけでない。 

 B④「一般銀行助学ローン」。各商業銀行が提供する助学ローンである。一般銀行助学ロ

ーンが住宅ローンのように一般の金融機関からの融資であるため、国家助学ローンと比べて

利子の補助や信用担保の優遇措置がない。受給金額については銀行、大学と個人が協議して

決定する。 
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 以上の貸与奨学金のうち、国家助学ローンは高等教育の拡大に伴って実施され、国が最も

力を注ぐ政策である。生源地助学ローンは国家助学ローン滞納問題の解決策として発足させ、

国家助学ローンの不足を補完する目的で、近年利用者が増えている。一方、大学無利息助学

ローンと一般銀行助学ローンの利用者は少ない。本研究での貸与奨学金に関する議論は、主

に利用人数の多い国家助学ローンと生源地助学ローンを中心に行う。 

また、貸与奨学金が利用される際に、利子も加算されている。国家助学ローンと生源地助

学ローンのような貸与奨学金は、在学中四年間の利子が政府によって補助されるが、大卒後

に貸与奨学金元金、及び利子の返済が要求されている。利子率の水準は、ローンの返済負担、

及び利用の拡大に関わる重要な要因である。貸与奨学金の利子率に関しては、国家助学ロー

ンも生源地助学ローンも同じく中国人民銀行が同期に発表した利子率（貸付基準利子率）を

基準にし、変動しないと規定されている。2012 年 7 月 6 日時点で、中国人民銀行が発表し

た貸付基準利子率は、返済期間が 5 年超の場合に 6.55％である21。住宅積立金22を利用して

住宅積立金ローン23を組んでいる場合の利子率は 2012 年 7 月 6 日時点で 4.50％であるのに

対して、商業銀行の貸付利子率は基準利子率の 0.9～1.7 倍であり、信用銀行のそれは基準

利子率の 0.9～2.0 倍である。これはアメリカの 4.5％（2011 年）と日本の最高 3％以下（小

林 2012：29）と比べて、返済利子率がかなり高いことが分かる。インフレ率やデフレ率な

どを考慮した実質利子率についても、中国の貸与奨学金の利子率は高い24。ただし、返済期

間を伸ばして毎期の返済負担を減らせば、滞納のリスクが減少できるはずである。しかし、

中国の最長返済期間は前述のように、国家助学ローンは 8 年間、生源地助学ローンは 10 年

間である。これはアメリカの 10～25 年、イギリスの 25 年と日本の 20 年（小林 2012：29）

と比べて短い。返済期間が短く、かつ利子率が高いことは、就職状況が良くない現段階にお

いては、かなり厳しい返済条件となってきた。このような背景で、滞納率が高いのは、悪質

な滞納者であるためというより、経済的に返済能力を持たない学生が多いためであると考え

                                                   
21出所：和讯银行ホームページ（http://data.bank.hexun.com/ll/dkll.aspx?page=1）2013 年 3 月 3日検

索。 
22 「住宅積立金の管理条例」（2002）によれば、住宅積立金（中国語では、住房公積金）とは、国家機関、

国有企業、都市部集団企業、外商投資企業、都市部私営企業及びその他の都市部企業、事業単位、民営非

企業単位、社会団体及びその在職従業員が積み立て、従業員が自ら居住する住宅を購入、建築、改築、修

繕する場合に使用される長期住宅準備金をいう。 
23住宅積立金ローンは、各地の住宅積立金管理センターが住宅積立金で在職中或いは住宅積立金を納付した

退職の従業員の担保付貸付に商業銀行を頼むことである。 
24 実質利子率＝借りる時の名目利子率－予期される物価の変動率。2012年の物価の変動（中国【＋2.65％】、

アメリカ【＋2.08％】、日本【－0.04％】）に基づき、計算した実質利子率は、中国 3.50％、アメリカ 2.42％、

日本 3.04％である。 

http://data.bank.hexun.com/ll/dkll.aspx?page=1
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られる。貸与奨学金の利用者が拡大しないのはこうした制度上の問題を反映している。 

 

2 給付奨学金の受給の流れ 

表 1-2-2 給付奨学金受給の流れ 

  日付 国家奨学金 国家励志奨学金 国家助学金 

受
給
人
数
と
予
算
の
制
定 

  全国学生支援管理センターは
財務部・教育部が決めた受給定
員に従い、各省と中央レベル高
等教育機関の国家奨学金受給
人数の割当提案を財務部・教育
部に提出し、財務部と教育部の
承認を仰ぐ。 

中央主管部門と各省主管部門は
所属の高等教育機関の国家励志
奨学金受給人数の割当提案を財
務部・教育部に提出する。 

中央主管部門と各省
主管部門は所属の高
等教育機関の国家助
学金受給人数の割当
提案を財務部・教育
部に提出する。  

5/31 
 

財務部・教育部は国家奨学金受
給人数の割当と予算を中央主
管部門と各省財政・教育部門に
伝達する。 

財務部・教育部は、中央主管部門と各省主管部門が提
出した割当方案に関する審査作業を、全国学生支援管
理センターに委託する。 

  

  財務部・教育部は全国学生支援管理センターの審査結
果を参考にし、受給者の割当と予算を、中央主管部門
と各省財政・教育部門に伝達する。  

7/31 
 

中央主管部門と各省財政・教育部門は受給人数の割当と予算を各高等教育機関に伝達す
る。 

  

  
9/1 

申
請
と
選
抜 

 

高等教育機関の学生支援管理
部が奨学金の申請と評価を担
当する。学生支援管理部が各学
部から推薦した受給者リスト
を取りまとめ、大学幹部の審査
を終え、大学構内で受給者リス
トを公示する。公示期間が少な
くとも五日間の勤務日である。
異議がなければ、中央レベルの
高等教育機関は受給者名簿を
直接に中央所管部門へ、地方レ
ベルの高等教育機関は受給者
名簿をボトムアップ行政シス
テムに従い、最終的に省教育部
門へ報告する。 

申請と審査は各高等教育機関で行う。高等教育機関は
選抜の詳細を制定し、中央主管部門、或いは省レベル
教育行政部門に報告して記録に記載しなければならな
い。選抜と審査する際に、農業・林業・水産業・地質・
鉱山・石油などの諸特殊専攻の学生を優先する。 

  

  学生は申請手続きを行い、申込書「普通本科高校，高
等职业学校国家励志金（或いは、国家助学金）申请表」
を大学に提出する。  

9/30 
 高等教育機関の学生支援管理部

が奨学金の申請と評価を担当す
る。学生支援管理部が各学部か
ら推薦した受給者リストを取り
まとめ、大学幹部の審査を終え、
大学構内で受給者リストを公示
する。公示期間が少なくとも五
日間の勤務日である。異議がな
ければ、中央レベルの高等教育
機関は受給者名簿を直接に中央
所管部門へ、地方レベルの高等
教育機関は受給者名簿をボトム
アップ行政システムに従い、最
終的に省教育部門へ報告する。 

高等教育機関の学生
支援管理部は家計困
難学生の認定と等級
分けを行い、国家助
学金受給者リスト、
及び受給等級の草案
を大学幹部に提出す
る。大学幹部の承認
を終え、受給者名簿
を高等教育機関の所
属別に中央主管部
門、あるいは省教育
部門へ報告する。 

  

 

10/31 

 中央所管部門と省教育部門は
審査、取りまとめの後、教育部
に報告して指示を仰ぐ。教育部
は審査を経て承認し、公告を公
開する。 

中央主管部門と各省教育部門は
承認する。 

  

  
11/15 

支
給 

 高等教育機関は国家奨学金を
一括で受給者に支給し、奨励証
書を授与すると同時に、学生の
学籍調書に記入する。 

高等教育機関は国家励志奨学金
を一括で受給者に支給し、学生
の学籍調書に記入する。 

高等教育機関は国家
助学金を月ごとに受
給者に支給する。 

  

 
11/30 

    

 

【出所】『普通本科高校、高等職業学校国家奨学金管理暫行弁法』（財教［2007］90 号）、『普通本科高校、

高等職業学校国家励志奨学金管理暫行弁法』（財教［2007］91 号）、『普通本科高校、高等職業学校国家助学

金管理暫行弁法』（財教［2007］92 号） 
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 表 1-2-2 に時間軸を中心に国家奨学金、国家励志奨学金と国家助学金の流れをまとめてい

る。 

この三つの奨学金プログラムは、給付奨学金のうちに最も中心的なものであり、政策立案

および実施まで多数の政府部門と関わってきた。 

表 1-2-2 に示したように、定員の制定機関、審査機関、審査のルートと許可機関がそれぞ

れ異なるが、時間軸で受給の流れを見ると、9 月までに受給人数と予算を制定し、9 月から

11 月中旬ごろまでに申請と選抜を行い、11 月中旬から下旬にかけて支給する、という流れ

が各給付奨学金プログラムの共通点である。そのほか、国家奨学金の受給に関する規定が一

番細かく、国家励志奨学金と国家助学金に関する規定と似ている部分が多い。以下では具体

的にそれぞれの給付奨学金プログラムの受給がどの機関を通じて行うのかについて、詳細を

整理する。 

 

（1）国家奨学金 

 国家奨学金受給の流れは図 1-2-1 に示した。 

 

図 1-2-1 国家奨学金受給の流れ 

 

【出所】『普通本科高校、高等職業学校国家奨学金管理暫行弁法』（財教［2007］90 号）より筆者整理。 

 

まず、全国学生支援センターは国家奨学金の定員と各省分配方案を作成し、毎年の 5 月

許可

方案の
伝達

審査

募集 選抜

申請

5月31日　6月1日 7月31日　8月1日8月31日　9月1日 10月31日　11月1日 11月15日　11月16日

全国学生経済支援
センター

支給枠と
分配方案
の提出

財政部・教育部
支給枠と予
算方案の決
定と伝達

学生

大学
選抜合
格者の
報告

中央主管・地方主管
審査合
格者の
報告
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31 日までに財政部・教育部に提出する。財政部・教育部が定員枠と各省への分配方案につ

いて検討した上で決定し、7 月 31 日までに中央主管、あるいは地方主管に定員枠と各省分

配方案を伝達する。9 月 1 日までに中央主管と地方主管が各高等教育機関に定員枠と各省分

配方案を伝達する。 

 9 月 1 日から新学期が開始し、大学が国家奨学金の募集要項を掲載するに伴い、学生の申

請が始まる。大学は受給者の選考を行い、推薦者リストを学内で公示し、異議がなければ、

10 月 31 日までに推薦者リストを、中央主管、或いは地方主管に報告する。中央主管と地方

主管は受給者の申請書類を審査する上で財務部・教育部に報告し、11 月 15 日までに財務

部・教育部が受給者を認定する。 

 

（2）国家励志奨学金 

 国家励志奨学金の受給の流れについては図 1-2-2 のように、まず国家励志奨学金の定員枠

と分配方案の制定は国家奨学金と違い、中央主管・地方主管によって行われる。中央主管と

地方主管は毎年の 5 月 31 日までに、所属大学の定員枠と分配方案を、財務部・教育部に提

出する。財務部・教育部は分配方案の審査を全国学生支援センターに委託し、全国学生支援

センターの審査及び評価結果を参考にした上で、7 月 31 日までに中央主管と地方主管に定

員枠と予算を伝達する。中央主管と地方主管は 9 月 1 日までに所属の各高等教育機関に定

員と予算を伝達する。 

 

図 1-2-2 国家励志奨学金受給の流れ 

 

【出所】『普通本科高校、高等職業学校国家励志奨学金管理暫行弁法』（財教［2007］91 号）より筆者整理。 
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9月1日から大学で国家励志奨学金の申請と選抜を行い、大学が推薦者リストを中央主管、

あるいは地方主管に報告する。中央主管と地方主管は 10 月 31 日までに審査する上で、受

給者を許可する。 

 

（3）国家助学金 

 国家助学金の受給の流れは図 1-2-3 に示したように、励志奨学金と同じく、毎年の 5 月

31 日までに中央主管・地方主管が方案を制定してから、財務部・教育部に提出する。そし

て全国学生支援センターが財務部・教育部から方案審査の依頼を受け、方案を決定する。7

月 31 日までに財務部・教育部から中央主管・地方主管に決定した方案を伝達して、8 月 31

日までに中央主管・地方主管から各高等教育機関に方案を伝える。 

 

図 1-2-3 国家助学金受給の流れ 

 

【出所】『普通本科高校、高等職業学校国家助学金管理暫行弁法』（財教［2007］92 号）より筆者整理。 

 

 9月1日から学生が大学に国家助学金の申請を提出し、大学が受給者を選抜して認定する。

大学は許可された受給者リストを中央主管、あるいは地方主管に報告する。 

 以上のように、国家奨学金、国家励志奨学金と国家助学金の受給の流れから分かるのは、

給付奨学金政策の実施に関わる部門が同じであるものの、方案の制定から選抜、及び受給決

定までの流れが若干異なることである。支給枠及び分配方案の提案について、国家奨学金は

全国学生経済支援センターで行われ、国家励志奨学金と国家助学金は全国学生経済支援セン
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ターの下部機関である中央主管・地方主管で行われる。提案の審査と確定については、国家

奨学金は最高行政部門である財政部・教育部で行われ、国家励志奨学金と国家助学金は財政

部・教育部が所管する全国学生経済支援センターに審査を委託される。さらに、給付奨学金

の申請と選抜はいずれも大学で行われるものの、奨学生の決定部門がそれぞれ違う。具体的

には、国家奨学金の選抜と審査が一番厳しく、中央主管・地方主管で審査される上で、財務

部・教育部で最終的に決定される。これに対して、国家励志奨学金受給者の最終決定部門は

中央主管・地方主管であり、国家助学金受給者の最終決定部門は大学である。つまり、給付

奨学金については、申請条件と選抜基準の厳しい奨学金ほど、受給者の選抜に直接関わる行

政部門が多い一方、選抜基準がそれほど厳しくない奨学金であれば、受給者の選抜に関わる

行政部門が少ないことが分かる。 

 

3 貸与奨学金の利用及び返済の流れ 

 貸与奨学金が利用される際に、大学在学の四年間は、利子の全額は国の財政によって助成

されるため、学生は利子を支払わない。在学中利子補助の負担については、中央所属の高等

教育機関に進学する学生の在学中貸与奨学金利子は、中央財政が負担する。地方所属の高等

教育機関に進学し、かつその進学先が学生の出身省以外に立地する場合、学生の在学中貸与

奨学金利子は中央財政が負担する。地方所属の高等教育機関に進学し、かつその進学先が学

生の出身省に立地する場合、学生の在学中貸与奨学金利子は地方政府が負担する。大学卒業

後の利子は学生と親が負担する。 

また、貸与奨学金の実施は銀行にとっては、大きなリスクとコストを抱えている。なぜな

ら貸与奨学金は、政策性によって推進され、その業務の営利性が低く、収益の見込みが高く

ないからである。この問題を解消するために、リスク補填金が設けられた。前述の通り、こ

れは銀行の貸付リスクを防ぐために、政府と高等教育機関が銀行の貸付リスクを補う資金で

ある。実際に発生した貸与奨学金金額の 10％～15％をリスク補填金として銀行に支払うが、

この比率が一時 20％にも達した滞納率より下回り、銀行のリスクを補う役割は決して高く

ないという意見もあった（焦 2009）。また、利子補助とリスク補填金の管理について、中

央と地方が負担する利子補助及びリスク補填金は、それぞれ全国学生支援管理センターと各

省学生支援管理センターが管理する。決まった日（生源地助学ローンの場合、毎年 12 月 20

日）までに、教育機関から銀行に資金を振り替えなければならない。その資金が銀行の専用

口座で管理され、滞納等による損失やリスク防止・管理に使われる。 
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 このように貸与奨学金の利子とリスク補填金は、国家助学ローンと生源地助学ローン利用

の終始にわたって関わり、滞納リスクを最小限に抑えると同時に、銀行の貸与奨学金の業務

遂行のインセンティブを高める対策である。しかし、貸与奨学金は政策性が強いものの、大

学もリスクを背負うことによって、政府・大学・銀行の利害関係がさらに複雑になる。 

以上、国家助学ローンと生源地助学ローンに共通する点を述べたが、以下ではそれぞれの

利用、及び返済の流れを詳細に整理する。 

（1）利用の流れ 

a.国家助学ローン 

図 1-2-4 に国家助学ローン受給の流れを示した。申請する際にまず、学生は学生証、戸籍

証明、県政府などの民政部門が発行した家庭経済困難証明書、及び「国家助学ローン申請審

査表」などの書類を準備した上で、大学に申請を申し込む。大学は学生の申請を受け、国家

助学ローンの業務を担当する部門によって、申請書類の最初の審査を行う。 

 

図 1-2-4 国家助学ローン受給の流れ 

 

【出所】中華人民共和国財政部教科文司、中華人民共和国教育部財務司、全国学生資助管理中心『高等学

校学生資助政策簡介』25（2012 年 6 月）より筆者整理。 

 

 次に、大学は初審の結果を全国学生支援センターに報告する。学生支援センターが申請の

貸与額を許可した上で許可し、業務提携の銀行に報告する。銀行が申請書類の完備性、真実

性、合法性と有効性について最終審査を行い、受給者と金額を決定してから、審査の結果を

                                                   
25 （http://www.moe.gov.cn/publicfiles/business/htmlfiles/moe/s6197/201208/140381.html）2012 年

8 月検索。 
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67 

 

学生の在籍大学に通知する。それから、大学が受給者を集めて貸与契約に関する手続きを行

ってから、契約書類を銀行に返す。銀行は大学から記入済みの契約書類を受け取って、誤り

がなければ、貸与申請を許可し、契約を締結する。その後、銀行が貸付通知書を発行し、学

生の在籍大学に通知する。 

 支給については、銀行から学生に貸与金額を支給する。大学は学生の貸与奨学金の使用状

況を監督する。銀行は大学を通して学生の貸与奨学金使用状況を調べる。学生の学籍変動、

休学と退学のいずれの場合に、学生が国家助学ローン利用の中止を申し出、大学を通して関

連手続きを行う。また、貸与奨学金の返済については、学生が大学を卒業する前に、大学で

返済期間の猶予や返済誓約書などの手続きを行う。 

 

b.生源地助学ローン 

 図 1-2-5 に生源地助学ローン受給の流れをまとめた。申請する際にまずは、学生が貧困証

明書類、身分証明書類と郵貯銀行口座を持って、県（市・区）教育局学生支援管理部門で申

請登録し、「国家開発銀行生源地信用助学ローン申請表（以下略称「申請表」）を入手する。

申請者は申請表に記入し、必要な関係部門の証印をもらう。 

 

図 1-2-5 生源地助学ローン受給の流れ 

 

【出所】中華人民共和国財政部教科文司、中華人民共和国教育部財務司、全国学生資助管理中心『高等学

校学生資助政策簡介』（2012 年 6 月）より筆者整理。 
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次に、学生とその両親が準備した書類を県（市・区）教育局学生支援管理部門に提出する。

県（市・区）教育局学生支援管理部門が諸書類について審査する。その後、国家開発銀行が

学生とその両親と仮契約を結ぶと同時に、郵貯銀行に口座から利子を差し引く権限を授ける。

それから、学生は仮契約を持って大学入学手続きを行った後、仮契約を郵送（2011 年から

ネットを通して送信）で教育局学生支援管理部門に返信しなければならない。仮契約が返却

される時点で、本契約の締結となる。この一連の手続きは毎年の 10 月 31 日までに完了し

なければならない。入学手続き後 30 日間以内に教育局学生支援管理部門に仮契約が返さな

い場合、学生による助学ローン申請の取り消しとして処理される。 

契約を締結してから、信用社・銀行は契約で決まった日に、指定口座に貸与奨学金を入金

する。返済は学生の個人口座から差し引く。 

 このように国家助学ローンと生源地助学ローンは、同じく貸与奨学金であるものの、貸与

奨学金の業務に関わる部門が異なる。具体的に、国家助学ローンは銀行、大学と学生以外に、

学生貸与奨学金管理センターも関与している。特に大学は学生の申請機関であるほか、審査

などの業務にも関わり、銀行と学生の間の架け橋としての役割を果たしている。一方、生源

地助学ローンの場合には、大学と学生のほか、信用社や信用銀行が業務提携の金融機関とし

て業務を遂行する。学生貸与奨学金管理センターではなく、地元の県レベルの学生支援管理

部門が生源地助学ローンの実施に直接に関わり、大きな役割を果たす。地元の管理機関が学

生の情報を最も把握しやすいことが、生源地助学ローンの実施が近年広く普及している理由

である。 

 

（2）返済の流れ 

国家助学ローンと生源地助学ローンの返済に当たって、いずれも猶予期間（最長 2 年）

が設けられている。猶予期間には、元金の返済が必要ではないが、利子の返済が必要となる。

劉（2011：16）の試算によると、2 年猶予期間が付いた場合の返済総額（33,491 元）は返

済猶予なしの場合の返済総額（29,063 元）よりも多くなった。返済の猶予期間は返済負担

を軽減するための方策であるにもかかわらず、学生の返済負担とリスクを高める結果に至っ

た。 

 返済猶予期間は国家助学ローンにも生源地助学ローンにも共通のところであるが、それぞ

れの返済の流れを概観する。 
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a.国家助学ローン 

 図 1-2-6 に国家助学ローン返済の流れを示した。学生が卒業前に返済確認の手続きを行い、

返済方式を決めていく。返済には三つのパターンがある。 

 

図 1-2-6 国家助学ローン返済の流れ 

 

【出所】中華人民共和国財政部教科文司、中華人民共和国教育部財務司、全国学生資助管理中心『高等学

校学生資助政策簡介』（2012 年 6 月）より筆者整理。 

 

 一つ目のパターンは、計画通りに返済する場合である。返済の方式は、卒業後の生活地域

によって異なる。学生の卒業後の生活地域が大学所在地と違う場合、卒業後の生活地域にあ

る銀行支店を通して返済手続きを行うか、あるいは登録された口座で返済金を納めて返済す

るか、という二つの方法がある。一方、学生の卒業後の生活地域が大学所在地と同じ場合、

登録口座に返済金を納めて返済する。 

 二つ目のパターンは、卒業前に返済を希望する場合である。返済の方式について学生は銀

行と相談する上で決めていく。一括で返済するか、あるいは分割で返済するか、という二つ

の方法がある。 
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 三つ目のパターンは、卒業後に大学院に進学し、貸与奨学金利用を延長する場合である。

学生は大学卒業前に、銀行に利用延長の申請を提出し、在籍証明書も添付する。銀行は、在

籍情報を確認する上で、貸与奨学金利用の延長を許可する。大学院に進学しても、在学中の

利子補助が通用する。 

 

b.生源地助学ローン 

 図 1-2-4 に生源地助学ローン返済の流れを示した。国家助学ローンの返済と同じで、学生

が卒業前に返済確認の手続きを行い、返済方式を決めていく。返済には三つのパターンがあ

る。 

  

図 1-2-7 生源地助学ローン返済の流れ 

 
【出所】中華人民共和国財政部教科文司、中華人民共和国教育部財務司、全国学生資助管理中心『高等学

校学生資助政策簡介』（2012 年 6 月）より筆者整理。 

 

一つ目のパターンは、計画通りに返済する場合である。学生は 11 月 20 日以降に返済金

の確定額を確認する。「国家開発銀行生源地助学ローン学生システム」のホームページで返

済金を確認するか、あるいは県支援センターで返済金を確認するか、という二つの方法があ

る。それから、学生が 12 月 15 日までに登録された口座に返済金を納める。銀行が 12 月
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20 日に口座から引き落とす。 

 二つ目のパターンは、卒業前に返済を希望する場合である。毎年 10 月 10 日以前に、学

生が繰り上げ返済の申請を提出する。申請提出の方式は、「国家開発銀行生源地助学ローン

学生システム」のホームページで申請するか、あるいは県支援センターで申請するか、とい

う二つの方法がある。返済の方式は一括で返済しなければならない。それから、同月 15 日

までに、学生が登録された口座に返済金を納める。銀行は同月 20日に口座から引き落とす。 

 三つ目のパターンは、卒業後に大学院に進学し、貸与奨学金利用期間を延長する場合であ

る。毎年の 8 月 1 日までに、学生が県支援センターに利用延長の申請を提出し、在学証明

書を添付する。銀行や農村信用社は、在籍状況が確認する上で、貸与奨学金の利用延長を認

可する。大学院に進学しても、在学中の利息補助が通用する。 

 以上は、国家助学ローンと生源地助学ローンの受給、及び返済の流れについて概観した。

契約通りに返済できず滞納する場合に、学生は滞納金が課され、法的な責任を負わなければ

ならないほか、将来の信用情報にも影響を与える。個人信用情報データベースの整備は 1999

年から始まり、十数年にかけて徐々に完備し、2013 年 3 月からようやくテスト運営が開始

した（付表 3 を参照）。貸与奨学金利用者の個人情報及び信用状況については、銀行が中国

人民銀行の個人信用情報データベースに入力し、それが全国の金融機構での共有を図ろうと

している。このような個人信用情報データベースによる一括管理は、貸与奨学金の滞納者の

追跡及び返済管理に役立つであろう。 

 

第 3節 奨学金実施のマクロ的な推移 

 前述のように中国における奨学金の研究に最も大きな制約は統計情報が公開されていな

いことであり、時系列で奨学金の実施状況を見ることができない。ただし、2007 年以降は、

一定のデータが公開されており、本節は 2007 年～2011 年のマクロデータを用いて、給付

奨学金と貸与奨学金実施の推移を把握する。 

 

1 給付奨学金 

（1）受給人数の推移 

表 1-3-1 には 2007 年から 2011 年までの給付奨学金プログラム別に受給人数、及び学生

全体に占める割合をまとめている。プログラム別に見ると、「食費補助」を受ける学生が一
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番多く、学生全体の 4 割以上を占めている。次に受給人数が多いのは、「奨学金」と「助学

金」であり、それぞれ学生全体の 3 割前後を占めている。「ワークスタディ」と「困難学生

補助」を受ける学生は学生全体の 1 割で、「授業料免除」を受ける学生が最も少ない。 

また、時系列に見ると、受給者が増加し、より多くの学生が給付奨学金の恩恵を受けるよ

うになっている。各プログラムの受給人数が学生全体に占める割合は、時系列に見てもそれ

ほど大きな変動がなかった。「食費補助」「奨学金」と「助学金」は、給付奨学金の中に受給

人数が比較的に多いプログラムである。 

 

表 1-3-1 給付奨学金の受給人数及び学生総数に占める割合¹（2007～2011 年） 

 奨学金² 助学金 
困難学

生補助 

食費補

助 

ワークス

タディ 

授業料免

除(a)³ 

授業料免

除(b)⁴ 

人数 

(万人) 

2007 年 477.1 572.0 179.5 861.3 270.7 26.8 1.2 

2008 年 573.2 627.6 274.5 2290.4 221.6 37.0 2.3 

2009 年 723.5 674.8 187.3 885.9 295.3 41.5 4.1 

2010 年 731.7 631.4 231.2 1554.3 275.7 15.9 4.5 

2011 年 738.6 665.3 207.5 1731.9 271.9 33.5 7.5 

％ 

2007 年 25.3 30.3 9.5 45.7 14.4 1.4 0.1 

2008 年 28.4 31.1 13.6 113.3 11.0 1.8 0.1 

2009 年 33.7 31.5 8.7 41.3 13.8 1.9 0.2 

2010 年 32.8 28.3 10.4 69.6 12.4 0.7 0.2 

2011 年 32.0 28.8 9.0 75.0 11.8 1.5 0.3 

【注】1.受給人数が学生全体に占める割合（％）＝（給付奨学金項目の受給人数／同年度普通高等教育機

関の全体学生数）×100 

2.奨学金には中央政府と地方政府が設立した給付奨学金、大学の事業収入のうち学生支援に使う給

付奨学金、及び社会から寄付された給付奨学金が含まれている。 

3.授業料免除（a）は普通高等教育の学生を対象とする授業料免除である。 

4.授業料免除（b）は師範大学の学生を対象とする授業料免除である。 

【出所】『中国学生資助発展報告（2007－2011 年）』 

 

（2）支給総額の推移 

表1-3-2には、2007年から2011年までに、給付奨学金プログラム別の支給総額を示した。 

時系列に見ると、各プログラムの支給総額が増加している。プログラム別に見ると、「奨

学金」と「助学金」の支給総額が最も高い。表 1-3-1 の受給人数と一緒に考えると、「奨学

金」と「助学金」は受給人数が多く、支給総額が高く、給付奨学金の中で重要な支援政策で

ある。 
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表 1-3-2 給付奨学金の支給総額（2007～2011 年・億元） 

項目 

年 
奨学金¹ 助学金 

困難学生

補助 
食費補助 

ワークスタデ

ィ 

授業料免除

（a）² 

授業料免

除（b）³ 

2007 年 66.12 64.68 7.12 14.34 12.42 7.83 1.08 

2008 年 68.59 92.02 9.09 30.82 14.75 10.5 2.39 

2009 年 92.92 95.26 7.03 15.92 14.33 8.11 4.15 

2010 年 108.68 124.38 5.52 16.83 15.54 3.59 5.52 

2011 年 110.20 152.13 6.07 31.42 17.07 18.12 6.33 

【注】1.奨学金には中央政府と地方政府が設立した給付奨学金、大学の事業収入のうち学生支援に使う給

付奨学金、及び社会から寄付された給付奨学金が含まれている。 

2.授業料免除（a）は普通高等教育の学生を対象とする授業料免除である。 

3.授業料免除（b）は師範大学の学生を対象とする授業料免除である。 

【出所】『中国学生資助発展報告（2007－2011 年）』 

 

一方、「食費補助」は受給人数が多いが、支給総額がそれほど高くないため、給付奨学金

の補完的な支援プログラムとして見られる。「ワークスタディ」の支給総額も年々増加した

ものの、他のプラグラムの支給総額と比べると、決して高いわけではない。また、「困難学

生補助」と「授業料免除」のような支援プログラムは、ごく一部の学生しか受けられず、か

なり限定された支援プログラムであるため、支給総額が比較的に低いことが分かる。 

 

2 貸与奨学金 

（1）利用人数の推移 

 表 1-3-3 には、2007 年から 2011 年までの貸与奨学金の受給人数の推移と学生全体に占め

る割合を示した。プログラム別に見ると、「国家助学ローン」と「生源地助学ローン」の受

給人数は、「貸与の返済特別免除」と「大学無利子貸与奨学金」の受給人数より多い。貸与

奨学金の中では、「国家助学ローン」と「生源地助学ローン」が主な支援策であり、よく利

用されていることが分かる。 

また、時系列で見ると、「国家助学ローン」を利用する学生が徐々に減少し、「生源地助学

ローン」を利用する学生が増加している。しかも、2009 年から、「生源地助学ローン」の利

用人数が、「国家助学ローン」の利用人数を上回った。「生源地助学ローン」が、2007 年か

ら全国的に利用し始めたにもかかわらず、利用が急速に広がっている。貸与奨学金利用の中

心が、「国家助学ローン」から「生源地助学ローン」に転換したことが分かる。ただし、い

ずれせよ、貸与奨学金の利用人数が年々伸びているものの、学生全体に占める割合は 1 割
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を大きく下回り、貸与奨学金の利用者が依然として少ないことが分かる。 

 

表 1-3-3 貸与奨学金の利用人数、及び学生総数に占める割合¹（2007～2011 年） 

 国家助学ローン 生源地助学ローン 
貸与の返済特別免

除² 

大学無利子貸与奨

学金 

人数 

(万人) 

2007 年 130.5 10.7 0.1 7.4 

2008 年 110.6 15.3 0.1 6.0 

2009 年 84.6 86.4 4.6 8.5 

2010 年 80.7 128.4 5.9 6.9 

2011 年 72.9 169.7 9.7 6.8 

％ 

2007 年 6.9 0.6 0.0 0.4 

2008 年 5.5 0.8 0.0 0.3 

2009 年 3.9 4.0 0.2 0.4 

2010 年 3.6 5.8 0.3 0.3 

2011 年 3.2 7.4 0.4 0.3 

【注】1.受給人数が学生全体に占める割合（％）＝（貸与奨学金項目の受給人数／同年度普通高等教育機

関の全体学生数）×100 

2.貸与の特別返済免除には、2007 年と 2008 年の兵役免除データが含まれていない。 

【出所】『中国学生資助発展報告（2007－2011 年）』 

 

（2）支給総額の推移 

 表 1-3-4 には 2007 年から 2011 年までの貸与奨学金プログラム別に支給総額を示した。 

 

表 1-3-4 貸与奨学金の支給総額（2007～2011 年・億元） 

項目 

年 
国家助学ローン 生源地助学ローン 

貸与の返済特別免

除¹ 

大学無利子貸与奨

学金 

2007 年 73.06 6.02 0.11 11.64 

2008 年 57.36 8.60 0.18 1.78 

2009 年 44.71 48.86 6.97 3.51 

2010 年 41.86 71.70 7.75 2.99 

2011 年 39.43 97.03 11.26 2.94 

【注】1.貸与の特別返済免除には、2007 年と 2008 年の兵役免除データが含まれていない。 

【出所】『中国学生資助発展報告（2007－2011 年）』 

 

プログラム別に見ると、「国家助学ローン」と「生源地助学ローン」の支給総額が比較的

多い。時系列で見ると、「国家助学ローン」と「大学無利子貸与奨学金」の支給総額が減少

され、「生源地助学ローン」と「貸与の返済特別免除」の支給総額が増加されている。「国家
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助学ローン」と「生源地助学ローン」については、2009 年から「生源地助学ローン」の支

給総額が「国家助学ローン」より上回った。すなわち、「生源地助学ローン」が支給金額か

ら見ても、貸与奨学金の各プログラムの中によく利用されていることが分かる。 

 

図 1-3-1 奨学金の支給総額の比較（2007～2011 年・億元） 

 

【注】①奨学金（給付）は、表 1-3-2 の「奨学金」を指す。 

②助学金（給付）は、表 1-3-2 の「助学金」を指す。 

③その他の給付奨学金は、表 1-3-2 の「困難学生補助」、「食費補助」、「ワークスタディ」、「授業料

免除（a）」と「授業料免除（b）」の合計を指す。 

④国家助学ローン（貸与）は、表 1-3-4 の「国家助学ローン」を指す。 

⑤生源地助学ローン（貸与）は、表 1-3-4 の「生源地助学ローン」を指す。 

【出所】『中国学生資助発展報告（2007－2011 年）』 

 

 給付奨学金と貸与奨学金の支給総額の時系列変化は図 1-3-1 に示した。2007 年に国家助

学ローン（貸与）の支給総額は最も多く、給付奨学金の支給総額よりも上回っていた。しか

し、2007 年以降に国家助学ローン（貸与）の支給総額が急減に減少し、2011 年に支給総額

の最も低いプログラムとなった。一方、国家助学ローンの代わりに生源地助学ローンは、
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2007 年から支給総額が急速に増え、2011 年に給付奨学金の支給総額に追いつく勢いで急増

した。国家助学ローンと生源地助学ローンの支給総額の変動の理由は、政策的転換にある。

また、貸与奨学金の支給が拡大するほかに、給付奨学金は 2007 年から 2011 年にかけて増

加し続けていた。特に 2008 年から助学金（給付）の支給総額は、他のプログラムを上回り、

かつ増加していることがわかる。 

 

図 1-3-2 1 人当たりの奨学金支給額の比較（2007～2011 年・元） 

 

【注】1人当たりの奨学金支給額＝支給総額／利用人数 

支給総額のデータは表 1-3-2（給付奨学金）と表 1-3-4（貸与奨学金）のデータを用いる。利用人数

のデータは表 1-3-1（給付奨学金）と表 1-3-3（貸与奨学金）のデータを用いる。 

【出所】『中国学生資助発展報告（2007－2011 年）』 

 

 また、1 人当たりの支給額を比較してみると、給付奨学金のプログラムが多く、受給人数

が多いものの、１人当たりの金額は決して高くない。図 1-3-2 に示したように、奨学金と助

学金の 1 人当たりの支給額は 1,000 元～3,000 元の水準で、困難学生補助と食費補助の 1 人

当たりの支給金額はさらに低い。一方、前に述べたように貸与奨学金の利用人数は少ないも

のの、１人当たりの金額が高い。図 1-3-2 に示したように、国家助学ローンと生源地助学ロ

ーンの 1 人当たりの利用金額は 5,000 元～6,000 元の水準である。貸与奨学金は給付奨学金

より 1 人当たりの支給金額が高いことが分かる。 
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小括 

 本章は、中華人民共和国建国後に中国の高等教育が拡大する中で、奨学金制度の変遷と発

展を整理し、現段階における奨学金体制の構成と実施、給付奨学金および貸与奨学金利用の

量的拡大を把握してきた。 

 具体的に第 1 節では、1952 年以来の奨学金制度の変遷を振り返り、三段階に分けた。ま

ずは、1952 年から 1982 年までは第 1 段階であり、奨学金政策実施の初段階であった。人

材養成の政治意図を実現するために、エリートの大学生を全面的に支援し、給付型の奨学金

がメインであった。続いて、1983 年から 1998 年までは第 2 段階であり、奨学金制度が充

実された段階であった。授業料は完全無償から一部の学生に限った徴収に変わり、それに対

応して奨学金政策の改善と充実が行われた。奨学金の対象が学生全員でなくなったものの、

支援項目には給付奨学金のほか、貸与奨学金も取り入れられた。最後に、1999 年から現在

までは第 3 段階であり、奨学金政策のさらなる充実と貸与奨学金発展をめざす段階である。

高等教育の授業料の全面徴収と上昇に伴い、急速に量的拡大を遂げた背景で、奨学金政策の

重要性が高まった。奨学金政策は授業料政策と組み合わされて設計されたというより、むし

ろ授業料政策より遅れて実施され、授業料上昇の格差を是正するために位置づけられたもの

と見られる。教育機会均等の保障及び人材確保のため、給付奨学金の拡大と充実だけでなく、

貸与奨学金政策の改善と全国的実施されるようになり、奨学金システムが多様化した。 

 しかし、一見多様な支援システムに見えるが、第 2 節で各プログラムの概要を考察した

結果、採用基準の不透明性と制度上の不合理性が存在していることが分かった。例えば、採

用基準は具体性に欠ける傾向にあり、客観的な評価指標がない。貸与奨学金の返済期間が短

く、金額が低いという制度設計は、貸与奨学金の利用を妨げる恐れがある。このように制度

上の欠点が、実際に奨学金の実施にどのような問題をもたらしたのか、奨学金政策の役割が

果たしたのかは、実証分析の部分で考察する。 

 第 3 節では、マクロレベルにおいて、給付奨学金にも貸与奨学金にも、受給人数と支給

総額が増加し続けることが分かった。特に生源地助学ローンが支給総額に占める割合は近年

急増し、一部の給付奨学金プログラムより上回っていた。貸与奨学金が奨学金システムに重

要な役割を果たしていることが分かる。しかし、これはあくまでもマクロデータから得られ

た結果である。 
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 今の段階で実施されている奨学金のうち、国家奨学金は最も学業優秀な学生を奨励する給

付奨学金であるほか、国家励志奨学金や大学独自奨学金も奨励の目的が含まれている。また、

国家助学金や貧困学生手当のような給付奨学金は家計困難な学生への支援が主な政策意図

となっている。一方、貸与奨学金は高等教育の拡大及び授業料の上昇という背景で、教育機

会の均等を実現するための方策となっている。このように各種の奨学金はそれぞれの政策意

図に基づいて作られたものであるが、実際に政策意図通りに学生の勉学や生活に役割を果た

しているのかは、必ずしも明らかになっておらず、マクロレベルの考察には限界がある。従

って、以下の章節で高校生と大学生を対象とする質問票調査のデータを用い、大学進学前と

在学中に焦点を当て、奨学金の配分と効果を究明する。 
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第 2 章 奨学金の進路選択に与える影響 

 この章では、高校生の進路選択の規定要因を分析することによって、奨学金、特に貸与奨

学金の機会均等への効果の一端を明らかにすることを目的とする。以下では、まず本章にお

ける分析の目的と枠組みを設定し（第 1 節）、高校生の進学選択の基本的な構造を明らかに

する（第 2 節）。そして、高校生の間での貸与奨学金に対する認知度と貸与希望を分析し（第

3 節）、そのうえで進学選択に対する貸与奨学金の影響を検討する（第 4 節）。 

 

第 1節 進路選択分析視点の構築 

分析の目的 

 まず重要なのは、中国では給付奨学金の受給は大学在学中の成績を基準にしたうえで選抜

を行うため、大学入学後に決定されることである。高校時代の勉学能力によって大学で給付

奨学金を受ける可能性を見込むことがある程度できるが、それはごく一部の最も成績優秀な

学生1に限った話で、多くの学生にとっては給付奨学金の利用有無が不確実なことである。

高校生の進路選択にとって費用負担の見直しを考える上では、給付奨学金の給付は確実なも

のではない。他方で、貸与奨学金は入学前に利用を決定できるため、進学選択に影響を与え

るものと考えられる。従って本章においては貸与奨学金のみを考察の対象とする。さらに、

基礎とするデータの性質によって、実際に分析し得る点は限定されることをまず断っておか

ねばならない。 

 第一に、高等教育への進学機会の均等性は、基本的には同世代人口の総体の中で、どのよ

うな属性を持った若者が最終的に高等教育機関に進学することができるか、を問題にしなけ

ればならない。そのような分析のためには、同世代人口の全体のデータ、またはランダムに

抽出することが必要であるが、中国全土にわたるこのような調査は極めて難しい。序章で述

べたように、中国ではそのようなデータによる分析は行われてこなかった。 

 本研究では、調査が可能であった河北省 A 市2の四つの普通高校における高校生のデータ

を用いる。これらの普通高校の学生は、大学進学の希望率が高く、実際に大学へ進学したも

                                                   
1 支給金額が比較的高い国家奨学金の年間支援人数は 5万人で、全国大学生者数の合計（2012 年約 2932 万

人）に占める割合が 0.2％にも及ばない。また国家励志奨学金は年間全国大学生者数合計の 3％しか支援で

きない。 
2 調査地域 A市の教育局の統計によると、2013 年普通高校の学校数は 110 校、約 21.6 万人の学生が在籍し

ていたという。そのうち、大学への進学率が最も高い学校を、今回調査の対象校として選んだ。 
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のがほとんどである。また、進学意欲が高いだけでなく、学業成績についても一定の水準に

達したものが入学しており、家庭背景の上でも進学により有利な学生が多い。従ってほとん

どの高校生が、大学への進学を選択している。 

 このため、高等教育への進学か就職かという二分法の選択だけではなく、進学するにして

も、どのような高等教育機関への進学を希望しているか、そしてそこに奨学金がどのような

影響を与えているのか、を問題にすることにする。 

 第二に、奨学金が機会均等に対する影響を分析するためには、高校生の実際の進路を知ら

なければならない。しかし、高校を卒業した後の進路を把握することは、調査実施上では極

めて難しい。そのために本研究の調査では、学生の卒業後の高等教育機関への進学そのもの

ではなく、高校の最終学年における進学希望を聞くことにとどまった。従って、本研究では

実際に進路を知る間接的な情報として、進路希望を分析の対象とする。 

 ただし、高校の最終学年では、学生は進路についてある程度イメージがつく時期にあたっ

ており、この段階での進路希望は、実際の進路に強く関係しているものと考えられる。 

 第三に、高等教育機関への進学は、基本的に家庭の所得水準などの家庭背景と、本人の学

業成績によって強く規定されている。特に中国においては、高等教育機関の間で、選抜性の

差が著しいため、進学選択は入学可能性にも大きく影響を与える。しかし、調査の上からは、

本人の成績を客観的に示すデータを得ることが出来なかった。これは分析に大きな制約を与

える。しかし、最終学年においては、自分の成績の客観的な水準については、高校生はほぼ

自覚しており、それは進学選択、あるいは進学先の選択に反映しているものと思われる。 

以上の点に留意しつつ分析を行う。 

 

高校生の選択 

中国の高校生の進学先は、具体的には大きく四つに分けることができる。いわゆる、本科

Ⅰ（全国重点大学と省重点大学）、本科Ⅱ（普通本科大学）、本科Ⅲ（独立学院、私立大学）

と専科（専科大学）である。本科Ⅰと本科Ⅱは国立四年制大学であり、本科Ⅲは私立四年制

大学である。一方、専科は三年制大学である。序章で述べたように、入学難易度は本科Ⅰ、

本科Ⅱ、本科Ⅲと専科の順に下がり、大学ランクもそれに対応している。 

 中国では大学への入学は、全国統一試験によって決定される。大学ランクごとの最低合格

点数は省によって異なる。河北省における大学類型別の合格最低点は図 2-1-1 に示したよう

に、理系より文系の点数が若干高いが、本科Ⅰから本科Ⅱ、本科Ⅲ、専科の順に合格点数が
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減っていく傾向が大学ランク順と一貫している。 

  

図 2-1-1 2012 年河北省における大学類型別の全国統一入試合格最低点数（点） 

 

【出所】河北省大学入試ホームページ（http://www.gaokao.com/hebei/）2013 年 1 月 23 日検索 

 

また、大学ランク別に入学点数が異なるだけでなく、大卒後の就職率も違ってくる。中国

大学の拡張政策は、大学の入学率を上げたと同時に、就職難の問題をもたらした。2013 年

は大卒者数は 2012 年より 19 万人増の 699 万人に上り、史上最悪の就職難に直面する年で

ある。中国教育部が発表したデータによると、全国大卒者の就職率は 72.2％（2010 年）で

あり、大学ランク別に本科Ⅰ（「985 工程」の大学）、専科、本科Ⅰ（「211 工程」の大学）3、

本科Ⅲ（独立学院）と本科Ⅱの順に就職率が減り、地方普通本科大学の就職率が最も低い

（2012 年）という4。 

このような背景のもとで、調査対象の高校生はどのように進路を希望しているのか。調査

表の中に進路希望については二つの項目があり、一つは「理想の進路」、もう一つは「可能

性の高い進路」を聞いている。表 2-1-1 には、それぞれに対する回答の比率をまとめている。 

                                                   
3本科Ⅰは重点大学であり、「211 工程」と「985 工程」という二つのプロジェクトが含まれる。「211 工程」

は、1995 年に中国教育部が 21 世紀に向けて 100 校の大学を選び、そこに重点的に投資をするプロジェクト

である。一方、「985 工程」は、21 世紀教育振興行動計画に基づいて 1998 年に定められたもので、211 工程

重点大学の中からさらに一部大学を選び、世界の一流大学にするために重点的投資するプロジェクトであ

る。（出所：中華人民共和国教育部 HP） 
4 出所：『中国青年報』2013 年 7 月 3日付 03 版「地方本科高校就業率垫底現象引関注」 
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表 2-1-1 調査対象者の進路希望（％） 

 進学 就職 その他 

合計 
本科Ⅰ 本科Ⅱ 本科Ⅲ 専科 

就職 留学 全国重

点大学 

省重点

大学 

普通本

科大学 

独立学

院 

私立大

学 

専科大

学 

理想の進路 58.1 19.9 12.0 1.2 0.3 1.9 1.7 4.9 100.0 

可能性の高い進路 19.9 21.4 39.5 1.6 1.3 12.6 2.5 1.2 100.0 

【注】①「可能性の高い進路」は調査票の「問 2_a」の回答に基づく。 

   ②「理想の進路」は調査票の「問 2_b」の回答に基づく。 

【出所】高校生調査 

 

まずは理想の進路について、就職が少なく、進学を希望する学生が多い。また、進学先を

見ると、本科Ⅰの中の全国重点大学を希望する学生が、学生全体の半数以上を占めている。

学生はよりレベルの高い進学先を希望することが分かる。次に、可能性の高い進路について

は、就職を希望する学生は 2.5%しかおらず、ほとんどの学生が進学を希望する。本科Ⅰと

本科Ⅱを希望する学生が多いのに対して、本科Ⅲと専科を希望する学生は少ない。 

 

進学選択の理論モデル 

 実際に進学先はどのように決まるのだろうか。また奨学金の制度はそれにどう関わってい

るのか。金子（1987；1988）は進学選択の理論モデルを提供した。進学の選択が、進学の

動因に基づいて行われ、その動因が利益と費用の比較によって、前者が後者より大きい場合

には、進学を選択するという（金子・小林 2000：64）。利益を R、費用を C、動因を I とい

う記号で表せば、［I＝R－C］と定義できる。I がプラスなら進学し、マイナスなら進学し

ないことになる。 

 この進学選択の理論モデルを用い、序章の図 0-4-5 に示した授業料の水準を組み合わせて

中国における進学選択を考えると、いくつかの可能性があることになる。図 2-1-2 には、縦

軸に学業成績、横軸に就学に必要な直接費用（本科については 4 年間の授業料合計、専科

については 3 年間の授業料合計）をとった。大学進学にはこの二つの条件を満たさなけれ

ばならない。例えば本科Ⅰでは、大学入試の統一試験で（河北省 2012 年文系の場合）約

570 点より上を獲得し、そして直接費用 2.0 万元を負担する能力が求められる。 

中国においては、本科Ⅰの大学の労働市場での優位性、従って将来の所得の高さが自明と



83 

 

されているのと同時に、伝統的に大学入試の統一試験において、大学別の合格最低点が明示

されるため、大学別の入試難易度が誰にも明らかである。そのために、基本的には進学先の

大学は、高校生自身の選択よりも、統一試験における獲得点数による、選抜によって決定さ

れると一般には考えられる。また、学生もそのように行動する。 

 しかし、いくつかの進学オプションがある場合には、それらの間の選択は自明ではない。

これを示すために図 2-1-3 と図 2-1-4 の横軸に費用、（学生及びその家庭所得による）費用

負担の能力、そして個々の高等教育機関を出たときの将来の収益、をとった。 

 

図 2-1-2 進学の制度的制約 

学業成績 

 

        1.5     2.0        4.0         

 

【注】学業成績は 2012 年の成績基準を用いる（図 2-1-1）。直接費用は授業料の年間負担額が 2007 年以降

に大きな変動がない（図 0-1-2）ため、それの四年間の総額を計算したものである。 

 

 まずは本科Ⅰの場合を見る。図 2-1-3 で、本科Ⅰの教育を受けた際の収益が R1 であると
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しよう。a という学生の学力と、費用負担能力（Ya）が図のようだとする。この学生は成績

が上位であるため、本科Ⅰに合格することができる。また、この学生の負担能力（Ya）は

本科Ⅰの費用（C1）を超えているため、進学も可能である。しかも、この学生にとっては、

本科Ⅰを卒業した時の収益（R1）は、本科Ⅰの費用（C1）より大きいため、この学生は本

科Ⅰに進学する。 

 

図 2-1-3 進学の可能性（本科Ⅰの場合） 

学業成績 

                                     

 

 

 

 

 

しかし、同じ成績でも、家庭所得が低い学生 b を考えてみよう。この場合には負担能力
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（Yb）は本科Ⅰの費用（C1）に達していない。そのために、そのままではこの学生は、負

担能力の制約によって本科Ⅰに進学できない。その代わり、この学生は専科への進学は可能

である。しかも、専科を卒業した際の収益が費用を上回れば、専科に進学する。そうでなけ

れば全く進学せず、就職することになる。 

 しかし、この学生 b が、本科Ⅰを卒業することが出来れば、明らかに収益（R1）は費用

（C1）を大きく上回る。親戚などからの借金あるいは貸与奨学金を得ることによって、費

用を負担できれば、将来の収益が少なくとも費用の上での制約を超えることができる。その

場合、もし期待値としての純収益（収益－奨学金返済額5）が費用を上回れば、この学生は

進学を選択することになる。ただし、所得がさらに低くて貸与奨学金の返済額が大きくなれ

ば、純収益（収益－奨学金返済額）は小さくなり、費用を下回る。その結果、この学生は経

済的には進学を選択しない。 

 これは成績の点で、本科Ⅰに合格することが出来たとしても、経済的には専科に進学ある

いは就職せざるを得ないことがあることを示している。そして一定の条件を備えた場合には、

貸与奨学金によって、そうした学生が本科Ⅰに進学する可能性を持つことを示している。 

 次に本科Ⅲの場合を見る。図 2-1-4 で、学生 c の場合を考えてみると、この学生は本科Ⅲ

には学力の点では入学できる。しかも費用負担能力（Yc）は、本科Ⅲの費用（C3）を上回

るため、本科Ⅲに入学することができる。また、本科Ⅲに入学することの純利益（R3－C3）

はプラスであるため、本科Ⅲに入学したほうが経済的にもプラスである。従って、この学生

は本科Ⅲに入学するだろう。 

 他方で同じ学業成績の学生 d の場合は、家庭所得が低いために、費用負担能力（Yd）が

本科Ⅲの費用（C3）を下回る。従ってこの学生はそのままでは、本科Ⅲには入学できない

ことになる。 

 もし貸与奨学金が入手可能であれば、負担能力は本科の費用を上回るために、入学は可能

となることになる。しかし、この場合も、家庭所得が低くて多額の貸与奨学金を借りなけれ

ばならなければ、返済額が大きくなり、本科Ⅲに進学することの純利益（収益－貸与奨学金

返済額）が小さくなり、それが費用を下回るのであれば、貸与奨学金を借りて本科Ⅲに進学

することは経済的には意味がない。また、大卒後の就職率が低い現段階においては、貸与奨

学金を利用して進学しても、将来の便益が必ず確保されず、逆に将来の便益が低くなる可能

性が高い。従って、貸与奨学金の利用が決して経済的な選択ではない。 

                                                   
5 奨学金返済額には、貸与奨学金の元金と利子が含まれる。以下も同様である。 
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図 2-1-4 進学の可能性（本科Ⅲの場合） 

学業成績 

                                     

 

 

 

 

 

 以上の議論は、学業成績による選抜が大きな影響力を持っているとしても、家庭所得、及

び貸与奨学金制度が、進学選択に重要な影響を与えるということである。それを大まかにま

とめれば、以下のようになる。 

 第一に、より地位の高い進学オプション（即ち本科Ⅰ）への進学は、まず学業成績によっ

て決まる。しかし、家庭所得が低い場合には、費用の負担能力が一定水準に達せず、進学で

きないことになる。この場合にはそれより費用の低い進学オプションあるいは就職を選択せ
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ざるを得ない。 

 第二に、個人的な借金あるいは貸与奨学金が利用可能な場合は、費用の負担能力の障壁を

回避することができる。しかしこの場合にも、家庭所得がある程度より低ければ、借金ない

し貸与奨学金の貸与額が多額となり、従って返済額が多額になるために、やはり進学を断念

することになる。この意味で、貸与奨学金は、すべての人に教育の機会均等を保障するもの

とはならない。 

 第三に、以上のような、進学選択の構造は、それぞれの進学オプションの卒業後に期待さ

れる収益、費用及び家庭所得に依存する。しかしその構造は、比較される進学オプションに

よって異なる。 

 

分析の課題 

 以上のように考えたうえで、実証分析では、以下の点を検証したい。 

①進学選択の基本構造 

 より地位の高い進学オプションと、下位の進学オプションとの選択は、一般的には、成績

と正の関係を、家庭所得とは正の関係を持っている。しかしこの関係は一様ではない。特に

どのような選択に際して、どのような変数が影響力を持つかを検証する。 

②貸与奨学金についての情報の普及 

 上の理論モデルからも、貸与奨学金は、進学選択に大きな意味を持つことが予想される。

しかし、貸与奨学金については、前述の文献レビューに示したように、その情報が広く高校

生ないしその保護者に理解されているか否かは必ずしも明確ではない。特に卒業後のリスク

や、返済の方法などについての詳細な知識がなければ、奨学金制度の利益も理解できず、そ

の知識も共有されない。その実態を検証する。 

③貸与奨学金への需要 

 理論モデルから期待されるように、貸与奨学金の必要性は、学業成績や家庭所得などの変

数と重要な関係を持っている。しかもそれは、選択される進学オプションの組み合わせによ

っても異なる。また、例えば家庭所得との関係についてみれば、一般には家庭所得が低いほ

どその需要が高まるが、ある程度より低ければ、需要は低下する、というような非線型的な

関係を持っている。そうした関係を実証的に検証する。 
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第 2節 高校生の進路希望の構造 

 前節で設定した分析課題を踏まえ、本節で調査データを用いて高校生の特性を明確にする。

その上で、高卒後の進路希望、及びその規定要因の考察を試みる。 

 

1 調査対象の特性 

 まずは、学生の属性を通して調査対象である高校生の特性を把握する。 

（1）特性別分布 

 表 2-2-1 には高校立地別に学生の特性をまとめている。学生の特性には、学生の属性（性

別、出身、きょうだい数、家庭所得層、親の学歴、親の職業と成績）に関する項目が含まれ

ている。 

 性別については、女子が 6 割、男子が 4 割、男子より女子が若干多い。学生の出身につ

いては、都市立地高校のうち、都市出身の学生が 86.4%、農村出身の学生が 13.6%である。

一方、農村立地高校のうち、都市出身の学生が 11.1%、農村出身の学生が 88.9%を占めて

いる。都市立地高校には、都市出身の学生が多く、農村立地高校には農村出身の学生が多い。

これは、中国で高校教育を受ける際に、基本的には地元に近い高校に進学するためである。

図 2-2-1 のように、農村出身学生の 91.4％は農村立地の高校で勉強し、8.6％の学生は都市

立地の高校で勉強する。一方、都市出身学生の 8.6％は都市立地の高校で勉強し、17.4％の

学生は農村立地の高校で勉強する。高校段階での地域間移動は、大学段階ほど大きくない。 

 きょうだい数について、学生に実際の家庭状況を書いてもらい、都市立地高校には「きょ

うだいなし」と答えた学生が 71.7％を占め、きょうだいを持たない学生が多いという回答

を得た。これに対し、農村立地高校には「きょうだいなし」と答えた学生が 3 割以下で、

きょうだいを持つ学生が多数占めている。中国の人口政策である一人っ子政策が、実施し始

めてからすでに 30 年間の年月が経った。都市部では、物価の高騰による生活のプレッシャ

ーや一人っ子政策が徹底的に実施された結果、子ども一人の世帯が多い。一方、農村部では、

農業に従事する人力の需要と従来の「多子多福」の封建的な考え方の影響で、一人っ子政策

の実施は決して徹底されているとはいえない。従って、都市部では一人っ子の世代が多いの

に対し、農村部ではきょうだいを持つ世代が多いことになる。 
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表 2-2-1 調査校学生の特性（％、（人）） 

                 高校立地 

学生属性 
都市立地 農村立地 合計 

性別 

(N) (617) (992) (1609) 

女子 58.5  57.5  57.9  

男子 41.5  42.5  42.1  

計 100.0  100.0  100.0  

出身 

(N) (610) (996) (1606) 

都市出身 86.4  11.1  39.7  

農村出身 13.6  88.9  60.3  

計 100.0  100.0  100.0  

きょうだい数 

(N) (612) (997) (1609) 

きょうだいなし 71.7  27.3  44.2  

1 人 22.1  47.2  37.7  

2 人 2.9  13.2  9.3  

3 人 3.3  12.2  8.8  

計 100.0  100.0  100.0  

家庭所得層 

(N) (422) (688) (1110) 

低（月収 2000 元未満） 13.0  42.0  31.0  

中（月収 2000 元～4000 元未満） 45.3  45.1  45.1  

高（月収 4000 元以上） 41.7  12.9  23.9  

計 100.0  100.0  100.0  

親の学歴 

(N) (679) (1036) (1715) 

両親ともまたは片方が大学 39.8  8.7  21.0  

両親とも非大学 60.2  91.3  79.0  

計 100.0  100.0  100.0  

親の職業 

(N) (679) (1036) (1715) 

両親ともまたは片方が専門管理職 59.1  29.9  41.5  

両親とも非専門管理職 40.9  70.1  58.5  

計 100.0  100.0  100.0  

成績 

(N) (635) (975) (1610) 

上 44.7  26.9  33.9  

中 32.9  40.7  37.6  

下 22.4  32.4  28.4  

計 100.0  100.0  100.0  

【出所】高校生調査から集計 
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図 2-2-1 学生出身地別高校所在地（％） 

 
【出所】高校生調査 

 

 また、学生の家庭所得層6については、中国で同じ基準に基づいた全世帯の所得分布のデ

ータが存在しておらず、保護者調査の実施が極めて困難な背景で、学生に回答してもらわな

い限り、家庭の所得状況を把握できない実態がある。従って、都市立地高校の学生の家庭所

得分布と農村立地高校の学生の家庭所得分布を十分に配慮した上で、サンプルを低所得層家

庭（両親の月収が 2,000 元未満）、中所得層家庭（両親の月収が 2,000 元～4,000 元未満）、

高所得層家庭（両親の月収が 4,000 元以上）という三つの所得層に区分した。都市立地高

校の学生は、農村立地高校の学生より、「家庭所得層が低い」と答えた学生の割合が低く、

「家庭所得層が高い」と答えた学生の割合が高い。親の学歴については、農村立地高校の学

生が「両親がともに非大学」と答えた割合は 9 割に上るのに対し、都市立地高校の学生の 6

割しか「両親がともに非大学」と答えなかった。さらに、農村立地高校の学生が「両親がと

もに非専門管理職」と答えた割合は 7 割であるのに対し、都市立地高校の学生のうち、4 割

しか「両親がともに非専門管理職」と答えなかった。つまり、都市立地高校の学生は、農村

立地高校の学生より、社会地位から家庭の経済状況まで上位であることが分かる。 

 学生の成績については、学生による自己申告の成績であり、統一した基準で測ったもので

                                                   
6学生がどこまで家庭の経済状況を正確に把握しているかの問題が存在しているものの、調査票による父親

と母親の月収回答について数値化したものを平均値で計算した年収結果の 14,328 元と、『河北経済年鑑』

（2009）による 2008 年河北省 1人当たり年収平均の 13,441 元と近似することから、統計上で学生の家庭

所得に関する回答がある程度信頼できると見なされる。 

82.6 

8.6 

17.4 

91.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都市出身

農村出身

都市 農村
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はない。しかし、調査の高校（職業高校を除く）は都市立地、農村立地とも、いずれも有名

な進学校7であり、進学率に関して高校間の差がほとんどないと考えてよい。そのため、学

生による自己申告の成績には、高校別による差は少ないと考えられる。また、中国の高校で

は一般的に、学科別成績及びクラス内順位が公表されるため、学生が自分の成績水準を把握

し、自己申告した成績水準には信頼性があると考えられる。学生の成績を見ると、都市立地

高校の学生は、農村立地高校の学生より、成績のレベルが全体的に高い。 

 以上、高校の立地別に学生の特性を見た結果、都市立地高校は、農村立地高校より、学生

のきょうだい数が少なく、経済状況がよい。都市立地高校の学生の親は、学歴から見ても、

職業の面から見ても、社会的な階層が比較的に高いことが分かった。高校の立地による地域

の違いが学生の属性からも表している。このような学生属性の違いが進学選択に影響を与え

るのか、以下の分析で検討していきたい。 

 

（2）学生属性の変数化 

進学選択の規定要因を検討するためには、各進学オプションに対し、考えられる要因の影

響を考察する必要がある。統計的にはロジスティック回帰分析を用いる。その分析を行う際

に、必要となる変数について説明する。 

 まず従属変数は、ランク別に区分された進学希望先を投入する。各進学オプションは成績

水準や授業料の負担額が異なるだけでなく、将来の就職や収入に関わる利益の見込みともリ

ンクしていると考えられる。進学選択の理論モデルでは、学生にとっての進学は純利益がプ

ラスである場合の選択であり、貸与奨学金の返済額を含めて純利益がプラスであれば、進学

する際に貸与奨学金の利用が可能となると示した。実証分析では、調査の限界で純利益の計

算ができないが、各進学オプションがそれの代替変数として投入する。ランク別の進学を選

ぶのであれば、経済的にその進学選択の純利益が多いと見られる。 

 また、第 1 節の進学選択の理論モデル（図 2-1-2）にも示したように、進学選択が制度的

には学業成績と直接費用に制約される。しかし、高額の大学費用が家計に負担をかけること

から、家庭の経済状況も学生の進路希望に影響を与えると思われる。提示した進学モデルは

あくまでも学生自身の立場から考える理論モデルであり、実施の進学選択においては、学生

                                                   
7調査高校の進学率に関するデータの蓄積及び公開がまだ不十分であるが、現地では有名な進学校であると

知られている。毎年、文系あるいは理系の市レベル第一等の成績を修めた者は、必ず調査校四校に在籍す

る学生である。最新のデータによるとその四校のうち、一校の 2004 年の大学進学率は 100％で、本科Ⅰの

進学率が 63％に達した。またもう一校の 2002 年の大学進学率は、本科Ⅰが 49％、本科Ⅱが 80％に達した。 
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個人の意志決定よりはむしろ家庭の経済状況を配慮しながら、家庭全体の選択である。従っ

て、家計に関係する親の月収、親の学歴と職業の変数を取り入れ、学生の属性と家庭背景に

関する変数を独立変数に用いることにした（表 2-2-2）。 

それぞれの独立変数の相関を表 2-2-3 に示した。それぞれの変数は、相関係数が高くない

ため、独立していることが確認され、独立変数として用いることは問題ないと思われる。 

 

表 2-2-2 独立変数の定義  

独立変数 調査票の項目 変数の定義 

男性ダミー ［問 25_a］性別 男子＝1、女子＝0 

農村出身ダミー ［問 25_b］出身 
県/鎮、あるいは農村＝１、その他

＝0 

きょうだいいるダミー ［問 25_c］きょうだい 
一人、二人、三人、あるいは三人以

上＝1、なし＝0 

親の月収（対数変換） ［問 31］親の月収 
父親の中間値と母親の中間値を足

したものに対して対数変換 

親高学歴ダミー ［問 29］親の学歴 
両親ともまたは片方が大学（あるい

は大学院）＝1、その他＝0 

親職業専門管理職ダミー ［問 30］親の職業 

両親ともまたは片方が専門・管理職

＝1、その他＝0。（専門・管理職は

問 30 の「管理職」、「技術者」、「公

務員」と「教師」を含む） 

成績上位ダミー ［問 17_b］成績 
上のほう、中の上、あるいは中＝1、

その他＝0 

【出所】高校生調査 

 

表 2-2-3 独立変数間の相関 

 性別 出身 
きょうだ

い 
親の月収 親の学歴 親の職業 成績 

性別 1.000  －0.051  －0.224  0.076  0.048  －0.007  －0.116  

出身 0.051  1.000  0.499  －0.411  －0.443  －0.360  －0.035  

きょうだい －0.224  0.499  1.000  －0.269  －0.388  －0.223  0.006  

親の月収 0.076  －0.411  －0.269  1.000  0.426  0.515  －0.013  

親の学歴 0.048  －0.443  －0.388  0.426  1.000  0.415  0.013  

親の職業 －0.007  －0.360  －0.223  0.515  0.415  1.000  －0.070  

成績 －0.116  －0.035  0.006  －0.013  0.013  －0.070  1.000  

【出所】高校生調査 
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2 進学選択 

（1）進学対就職 

 こうした属性を持つ学生は、まずは高校を卒業して進学するか、就職するか、の選択を見

る。前述のとおり、調査校においては進学を志望する学生が多く、就職を志望する学生が少

ない。では、学生の進路選択と進学選択に、どのような要因が影響するのか。進路選択の規

定要因を探るために、ロジスティック回帰分析を行った。 

 

表 2-2-4 進路志望（<進学>対<就職>）規定要因のロジスティック回帰分析 

男性ダミー 0.237   

農村出身ダミー －1.537   

きょうだいいるダミー 0.318   

親の月収（対数変換） 0.023   

親高学歴ダミー －0.652   

親職業専門管理職ダミー 0.885   

成績上位ダミー 1.416   

定数 3.404   

-2 対数尤度 197.416   

Cox & Snell R 2 乗 0.021   

N 976  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝進路志望…進学１、就職０．（調査票「問 2_a」の回答に基づく。） 

   ②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

モデルに投入する変数、及びその変換は表 2-2-2 に示した。従属変数には、調査票の「可

能性の高い進路」の項目から進学ダミー変数を作成した。 

 その結果を表 2-2-4 に示した。有意な結果が出てきたのは、農村出身ダミー（－）と成績

変数（＋）である。都市出身、成績上位の学生は進学を希望する。つまり、進学か、就職か

の進路選択に当たって、都市出身の学生は進学志向が強い。成績の良い学生が進学を希望し、

成績の良くない学生が就職を選ぼうとしている。 

ただし、調査対象であるこの進学高校においては、進学を見込んでいる学生が多く、就職

を見込んでいる学生が極めて少ないため、単に進学と就職との間の選択モデルの適用には限

界があることに留意する必要がある。 
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（2）進学先の選択 

 

図 2-2-2 学生属性別進学志望率（％） 

 

カイ２乗検定：性別は 10％水準で有意であり、親の職業は 1％水準で有意であり、その他は 0.1％
水準で有意である。 

【注】①「高校 3年の時、進学志望」は調査票の「問 2_a 高校 3年の時、可能性の高い進路希望」の回答

に基づく。（留学が分析に含まれていない。） 

②「本科Ⅰ」＝「問 2_a」の全国重点大学と省重点大学の合計。 

「本科Ⅱ」＝「問 2_a」の普通本科大学。 

「本科Ⅲ」＝「問 2_a」の独立学院と私立大学の合計。 

    「専科」＝「問 2_a」の専科大学。 

【出所】高校生調査 

 

調査校は進学高校の特徴であることを踏まえ、学生の進学希望についてさらに考察する余

地がある。進学を志望する学生のうち、どの進学先を志望するのか、進学先を選ぶ際にどの
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要因が影響を与えるのか。これらの課題を明らかにするために、進学先選択の見込みについ

て考察する。 

 

学生の特性 

 進学先は、前述の通りに選抜性の高い順から「本科Ⅰ」、「本科Ⅱ」、「本科Ⅲ」と「専科」

に分かれている。図 2-2-2 に学生の属性別に進学先志望の分布を示している。 

結果から見ると、男性、都市出身、きょうだいなし、高所得層、親の学歴が高い、親の職

業のよい学生がランクの高い進学先を志望する割合が高い。成績上位の学生は「本科Ⅰ」の

希望者が多く、よりランクの高い進学先を志望している。つまり、家計状況の良い、成績の

良い学生は、よりランクの高い進学先を志望していることが分かる。一方、家計状況の良く

ない、成績の悪い学生は、ランクの低い進学先を選ぶ割合が高いと見られる。 

 

進学先選択の規定要因 

では、どの要因が学生の進学先選択に影響するのか。第 1 節で述べたことを踏まえて考

えられるのは、まずはより地位の高い進学オプションへの進学は、経済要因が影響するかど

うかのことである。次は地位の低いかつ費用差の大きい進学オプションへの進学は、経済要

因と成績要因がどのように進学選択に影響を与えるのかのことである。従って、従属変数は

「可能性の高い進路」の回答を用いて、表 2-2-5 のように定義した。四つのモデルのうち、

モデル①は本科を 1、専科を 0 とした。モデル②は本科ⅠⅡを 1、本科Ⅲ・専科を 0 とした。

モデル③は本科Ⅰを 1、本科ⅡⅢ・専科を 0 とした。モデル④は本科Ⅲと専科の間の選択で、

本科Ⅲを 1、専科を 0 とした。独立変数には、いずれのモデルには男子ダミー、農村出身ダ

ミー、きょうだいいるダミー、親の月収、親高学歴ダミー、親職業専門管理職ダミー、成績

上位ダミーを投入した。表 2-2-6 にはモデル①、②、③の分析結果を、表 2-2-7 にはモデル

④の分析結果を示した。 

 

表 2-2-5 各分析モデルの従属変数の定義 

分析モデル

大学ランク 
モデル① モデル② モデル③ モデル④ 

本科Ⅰ 

1 
1 

1 
 

本科Ⅱ 

0 本科Ⅲ 
0 

1 

専科 0 0 
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表 2-2-6 進学先選択規定要因のロジスティック回帰分析 

 モデル① モデル② モデル③ 

男性ダミー 0.445   0.274   0.260  + 

農村出身ダミー －1.360   －1.089   －0.629   

きょうだいいるダミー 0.231   0.111   －0.079   

親の月収（対数変換） －0.047   －0.045   0.290   

親高学歴ダミー 0.430   0.466   0.505   

親職業専門管理職ダミー 0.210   0.149   －0.235   

成績上位ダミー 1.541   1.605   1.091   

定数 1.832   1.481   －3.106   

-2 対数尤度 627.022   709.496   1198.593   

Cox & Snell R 2 乗 0.094   0.103   0.105   

N 953  953  953  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数：モデル①…本科ⅠⅡⅢ１、専科０；モデル②…本科ⅠⅡ１、本科Ⅲ・専科０；モデル

③…本科Ⅰ１、本科ⅡⅢ・専科０． 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

表 2-2-7 進学先選択規定要因のロジスティック回帰分析 

 モデル④ 

男性ダミー 0.896   

農村出身ダミー －1.112   

きょうだいいるダミー 0.542   

親の月収（対数変換） －0.254   

親高学歴ダミー －0.239   

親職業専門管理職ダミー 0.551   

成績上位ダミー 0.357   

定数 －1.882   

-2 対数尤度 188.622  + 

Cox & Snell R 2 乗 0.050   

N 222  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数：モデル④…本科Ⅲ１、専科０． 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

まずは、表 2-2-6 の分析結果を見ると、［本科］対［専科］（モデル①）、［本科ⅠⅡ］対［本

科Ⅲ・専科］（モデル②）と［本科Ⅰ］対［本科ⅡⅢ・専科］（モデル③）の選択モデルのい

ずれでも、農村出身ダミー変数（－）と成績変数（＋）が有意な結果を得た。都市出身、成
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績の良い学生がランクの高い進学先を志望する。 

それぞれの分析結果を具体的に見ると、［本科］対［専科］の選択（モデル①）について

は、男性ダミー（＋）、農村出身ダミー（－）と成績上位ダミー（＋）が統計的に有意であ

る。男子、都市出身、成績のよい学生は、本科を選ぶ傾向がある。［本科ⅠⅡ］対［本科Ⅲ・

専科］の選択（モデル②）については、農村出身ダミー（－）と成績上位ダミー（＋）が統

計的に有意である。都市出身、成績のよい学生は本科ⅠⅡを選ぶ傾向がある。 

また、［本科Ⅰ］対［本科ⅡⅢ・専科］の選択（モデル③）については、男性ダミー（＋）、

農村出身ダミー（－）、親の月収（＋）、親高学歴ダミー（＋）と成績上位ダミー変数（＋）

が統計的に有意である。男子、都市出身、家庭所得の高い、親の学歴の高い、成績のよい学

生は、本科Ⅰを選ぶ傾向がある。すなわち、都市出身、成績の良い学生は、より高い進学先

を希望する中、特に本科Ⅰのような重点大学を志望する際に、成績だけでなく、家計状況が

良いほど、親の学歴が高いほど、進学志望度が高くなる。 

中国においては、都市と農村の格差が経済面から教育面までの様々なところに表れている。

進学選択においても、都市出身の学生は農村出身の学生より、ランクの高い進学先の希望が

強い。都市と農村の間に、都市発展水準の違いから教育理念の差異をもたらす可能性がある

と考えられる。 

 金子（1988：120）は日本の高校生追跡調査を通して、「家庭所得と進学確率との間には

明確な対応があり、学業成績の指標としての出身高校や他の家庭背景の要因を加えて測定す

ると、段階別の進学選択への家庭所得の影響は一般に小さくなる」との結果を得た。なぜ家

庭所得の影響が他の変数の導入に従って少なくなるのか、その理由を「学業成績は家庭の文

化的・経済的背景と高い相関を持つことが知られているから、進学による便益は学業成績を

通じて家庭背景と密接な関わりを持つものと考えられる」と解釈している（金子 1987：41）。 

従って中国の高校生を対象とする本研究では、家庭所得の影響が（モデル③以外に）あま

り出てこなかった理由は、学業成績の要因に吸収されたのではないか、という推測が出てく

る。しかし、学業成績を除いて行なった分析（表略）でも、家庭所得の要因が統計的に有意

でなかった。すなわち、進学選択における分析では、学業成績要因を入れるかどうかに関係

なく、統計的に家計所得要因があまり学生の進学選択に影響しないことを意味している。た

だし、親の月収が進学選択に影響を与えないとはいいきれない。なぜなら、調査対象となる

のは進学率の比較的に高い進学高校であり、成績と家計状況のバラつきがある程度に抑えら

たと考えられるからである。これはあくまでも調査校の特徴であることに注意する必要があ
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る。 

また、本科Ⅰへの進学にこだわるのは、親学歴の高い家庭であり、親が自身の学歴より高

い学歴を取得する望みは学生の勉学に影響を与え、学生の勉学意欲を高めていく可能性があ

る。従って、学生の成績だけでなく、勉強の環境や家庭環境から学生の進学選択に影響を与

えると解釈できる。 

次に、学生は本科Ⅲと専科の間でどのように選択するのか。統計的に、［本科Ⅲ］対［専

科］の進路選択（モデル④）規定要因の分析結果を見ると、表 2-2-7 のように、男性ダミー

（＋）と農村出身ダミー（－）が統計的に有意である。男子、都市出身の学生は本科Ⅲを選

ぶ傾向が見られた。ただし、成績要因は統計的に有意ではなかった。学校のランク別から考

えると、本科Ⅲが専科よりランクが高く、本科Ⅲの入試成績合格ラインが専科の入試成績合

格ラインより高いことから推論すると、本科Ⅲと専科の進路選択では成績要因が効くはずで

ある。しかし、統計的に成績要因が有意でないことは、成績要因が本科Ⅲと専科の進学選択

に影響する要因ではないことを意味している。いい換えると、（成績基準から専科の学生が

本科Ⅲに進学することは不可能という場合を除き）、成績水準が本科Ⅲに進学可能な学生の

一部は、本科Ⅲを選ばずに専科を選択しようとするため、成績による差がなくなっている。

結局、本科Ⅲに進学しようとするのは、男子、都市出身の学生である。 

なぜ成績的には本科Ⅲに進学できるはずの学生が、ランクの低い専科を選ぼうとしている

のか。図 2-1-3 を参照しながら進学選択の理論モデルに従って説明すると、これらの学生は

おそらく学生 d の場合に似ている。即ち、本科Ⅲに進学可能な学力を持っているものの、

家計所得の負担能力（Yd）が低く、本科Ⅲの費用（C3）を負担できない学生層である。借

金や貸与奨学金などの経済面での援助を利用すれば、本科Ⅲに進学できる。しかし、このよ

うな金銭的な援助がなければ、学力が高いにもかかわらず、専科に進学せざるを得ないこと

になる。 

成績変数と家計所得変数を除いてロジスティック回帰分析を行っても、同じ結果を得た

（表略）。つまり、男性ダミー（＋）と農村出身ダミー（－）が統計的に有意である。都市

出身の男子学生は、本科Ⅲを選ぼうとしている。農村出身の学生は、より実用的な教育を志

向する傾向があると見られる。 

以上の進路選択の分析結果をまとめてみると、［本科］対［専科］（モデル①）、［本科Ⅰ・

Ⅱ］対［本科Ⅲ・専科］（モデル②）、［本科Ⅰ］対［本科ⅡⅢ・専科］（モデル③）の選択で

は授業料が同じであるため、社会的背景の影響は小さく、成績要因が大きな影響を与えてい
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ることが分かった。いい換えれば、成績水準がモデル①、②、③のそれぞれの選択を決めて

いる。他方で、［本科Ⅲ］対［専科］の選択（モデル④）では成績要因が効かずに、男子、

都市出身がランクのより高い進学先を選ぶことになっている。 

 

第 3節 貸与奨学金の認知、ニードと利用 

 前節で検討したように、それぞれの進学オプションによって、成績と家庭所得の影響は一

様ではなかったが、成績と家庭所得が学生の進学選択に影響を与えることは確かである。奨

学金の利用によって家庭所得の制約を軽減することが期待される。しかし、貸与奨学金を利

用するかどうかの考察を行う前に、実際には学生が奨学金制度について知っているのか、ど

のような学生が奨学金への需要を持っているのかを把握することが重要である（王 

2013b：42）。本節では奨学金の認知、ニードと利用について考察する。 

 

1 貸与奨学金の認知 

 中国の奨学金制度において、大学進学前に利用できるのは、国家助学ローンや生源地助学

ローンのような貸与奨学金だけである。貸与奨学金は比較的に新しい制度であるだけでなく、

中国、特に農村部では金融機関からのローンという制度自体となじみがうすい。貸与奨学金

がどのような学生にどのようなルートで知られているのか、情報ギャップの問題が存在して

いるかどうか、のような一連の課題について、貸与奨学金認知の規定要因に関する分析を通

して明らかにする。 

（1）学生の特性と奨学金の認知 

 調査票の中、「貸与奨学金の認知」の質問に、「非常に詳しい」、「知っている」、「あまり知

らない」と「全く知らない」の 4 件法で答えを求めた。集計上に「非常に詳しい」と「知

っている」を「知っている」として、「あまり知らない」と「全く知らない」を「知らない」

として、学生の属性別にその回答を図 2-3-1 に示した。 

 結果から分かるのは、全体的に貸与奨学金を「知っている」と答えた割合が、「知らない」

と答えた割合を下回り、学生全体の 3 割以下を占めている。学生属性から見ると、都市出

身、きょうだいなし、高所得層、親の学歴が高い、親の職業が良い、成績の良い学生は、貸

与奨学金を「知っている」と答えた比率が比較的に高い。 
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 つまり、貸与奨学金制度はあまり知られていない。しかも、貸与奨学金を「知っている」

と答えた学生には、家計状況のよい、成績の良い学生が多い。これに対して家庭状況の良く

ない学生は貸与奨学金への認知度が決して高くない。 

 

図 2-3-1 学生属性別貸与奨学金の認知率（％） 

 
カイ２乗検定：性別と親の職業を除き、差は 1％で有意である。 

【注】貸与奨学金の認知は調査票の「問 8-1」の回答に基づく。（「知っている」は「非常に詳しい」と「知

っている」の計で、「知らない」は「あまり知らない」と「全く知らない」の計である。） 

【出所】高校生調査 
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（2）貸与奨学金認知の規定要因 

 次は、統計的に貸与奨学金の認知に関する規定要因をロジスティック回帰分析で考察する。

表 2-3-1 のように、従属変数には「貸与奨学金を知っている」に対応するダミー変数とし、

独立変数には男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだいいるダミー、親の月収、親高学歴ダ

ミー、親職業専門管理職ダミーと成績上位ダミー変数を入れた。 

 

表 2-3-1 貸与奨学金の認知度の規定要因のロジスティック回帰分析 

男性ダミー 0.222   

農村出身ダミー －0.447   

きょうだいいるダミー 0.084   

親の月収（対数変換） 0.159  + 

親高学歴ダミー 0.098   

親職業専門管理職ダミー －0.220   

成績上位ダミー 0.331  + 

定数 －2.493   

-2 対数尤度 1116.709   

Cox & Snell R 2 乗 0.016   

N 1037  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝貸与奨学金…知っている１、知らない０．（調査票「問 8-1」の回答に

基づく。） 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

 ロジスティック回帰分析の結果を見ると、農村出身ダミー（－）、親の月収（＋）と成績

変数（＋）が有意な結果を得た。都市出身、親の月収の多い、成績優秀な学生の間で貸与奨

学金の認知度が高い。 

 農村出身の学生が貸与奨学金の認知度が低いことについては、中国では地域間格差が大き

いため、都市部と農村部において経済面の格差からもたらした情報面のギャップが、学生の

貸与奨学金への認知にも影響を与えると考えられる。そして、親の月収変数は有意水準 10％

でプラス有意な結果を得た。この結果は、アメリカの先行研究（Horn 2003；Long 2008；

Olson 1984）の結果と一致している。つまり、家計所得の少ない学生は、手に入る情報が

少ない。また、成績上位の学生は、10％の有意水準で貸与奨学金の認知度が高い結果とな

った。 

以上の分析から分かったのは、都市出身、高所得層、成績優秀で家庭状況の良い学生は貸
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与奨学金の認知度が高く、家庭状況の良くない学生は認知度が低いことである。学生の間で

貸与奨学金の認知について格差が生じていることが分かった。 

 奨学金政策は 1990 年代までには給付奨学金を中心に実施されていたため、奨学金政策と

いえば、いわゆる返済義務のない給付奨学金政策を意味するのが一般的なイメージであった。

1990 年代後半の高等教育拡大に従って、貸与奨学金政策が充実し、利用者は増えていった。

しかし、この十数年間の貸与奨学金政策の浸透と普及度は、従来の給付奨学金政策とは比べ

ものにならない。大学受験の学生も、学生の両親も、貸与奨学金政策について未経験者であ

る。さらに、貸与奨学金は、学生とその親が制度に関する情報や詳細を認知した上で、利用

するかどうかの判断を下す必要がある。情報を知らない限り、貸与奨学金を利用するかどう

かの選択について不適切な判断を下す可能性が高く、進学選択に影響を与える恐れがあると

考えられる。特に農村出身の学生と都市出身の学生とでの相違が大きい。 

 

（3）情報入手ルート 

学生はどのようなルートで情報を入手し、どのような要因で影響されるのか。調査票の中

で、情報の入手経路としては「高校の先生」「友達」「メディア」「ネット」「パンフレット」

というルートが含まれた。「高校の先生」と「友達」が比較的学生の勉学環境と生活環境に

関係するのに対し、「メディア」と「ネット」が比較的最新の通信手段に依存するルートで

ある。 

「パンフレット」は、政府の学生支援センターが作り、国の規定により大学の合格通知書

に同封する資料であるため、最も一般的なルートである。パンフレットは、大学進学先が決

定した後に合格者を対象に配布したものであるため、大学合格者にとって最も一般的な情報

ルートであるが、本調査の時点が大学入試の半年間前である。この点も踏まえて、その時点

での学生属性、成績と高校特性別に、各情報入手ルートの普及度をみる。 

 家庭所得層別に、情報入手ルートに関する学生の回答を見ると、結果が図 2-3-2 に示した

ように、それぞれの情報入手ルートのうち、パンフレットのルートで入手したと答えた割合

が一番低く、1 割強しかない。これはパンフレットの配布時点と調査時点のズレがもたらし

た結果だと考えられる。 
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図 2-3-2 家庭所得層別情報入手ルート（％） 

 

カイ２乗検定：パンフレットを除き、差は有意である（高校先生  ，友達とメディア  ，
ネット  ）。 

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】情報入手ルートは調査票の「問 8-2」の回答に基づく。 

【出所】高校生調査 

 

 パンフレット以外の各情報入手ルートを見ると、高校の先生と友達のルートについては所

得層学生の割合が高い。一方、メディアとネットのルートで情報を知る場合に、高所得層学

生の割合が高い。つまり、低所得層の学生は高校の先生や友達のような周囲の環境に依存し

て情報を手に入れる傾向が強いのに対し、高所得層の学生はメディアやネットのような通信

設備を通じて情報を入手する傾向が強いことが読み取れる。このように家庭所得層別に情報

入手ルートを見る限り、高所得層と低所得層の間に、学生の情報入手ルートの違いがあると

見られる。 
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図 2-3-3 成績別情報入手ルート（％） 

 

カイ２乗検定：高校先生は 10％水準で有意であり、その他は有意ではない。 

【注】情報入手ルートは調査票の「問 8-2」の回答に基づく。 

【出所】高校生調査 

 

 次に、成績別に情報入手ルートの学生回答が図 2-3-3 に示したように、情報入手ルートの

間に大きな差が見られなかった。成績上位の学生は高校の先生、友達、メディアを通じて情

報を手に入れるのに対し、成績下位の学生はパンフレットに頼る学生の割合が若干高い。成

績優秀な学生が、情報の把握においてもリードするわけではない。高校成績別に学生の回答

結果を見る限りは、成績の違いが情報入手ルートに大きな差をもたらしていないことが分か

る。 
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図 2-3-4 出身地別情報入手ルート（％） 

 

カイ２乗検定：友達とメディアは 1％水準で有意であり、その他は有意ではない。 

【注】情報入手ルートは調査票の「問 8-2」の回答に基づく。 

【出所】高校生調査 

 

 また、出身地別に情報入手ルートを見ると、図 2-3-4 のように、農村出身の学生は、高校

の先生・友達のルートとパンフレットで情報を知る割合が高い。一方、都市出身の学生は、

メディアで情報を知る割合が高い。つまり、農村出身の学生は高校の先生や友達などの個人

的関係に依存して情報を手に入れる傾向が強いのに対し、都市出身の学生はメディアのよう

な通信設備を通じて情報を入手する傾向が強い。環境によって情報入手ルートの違いがある

といえる。 

ではそれぞれの情報入手ルートについては、どのような学生が利用し、どのようなルート

の違いがあるのか、統計的に考察していく。情報入手ルートの規定要因を探るために、男性

ダミー、農村出身ダミー、きょうだいいるダミー、親の月収、親高学歴ダミー、親専門管理

職ダミーと成績上位ダミーを独立変数として、ロジスティック回帰分析を行った。 
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情報入手ルートの規定要因分析では、表 2-3-2 のように、高校の先生、友達、メディアと

ネットを従属変数として投入した分析モデルにおいては、いずれも学業成績で有意な結果が

得られなかった。奨学金の情報入手に対して成績要因が影響を与えないことを意味している。 

 

表 2-3-2 情報入手ルート規定要因のロジスティック回帰分析 

 高校の先生 友達 メディア ネット 

男性ダミー －0.408   －0.359   －0.207  + 0.010   

農村出身ダミー －0.200   0.039   －0.038   0.194   

きょうだいいるダミー －0.003   0.212   －0.241   －0.136   

親の月収（対数変換） －0.079   －0.140   0.101  + 0.240   

親高学歴ダミー －0.336  + －0.120   0.080   －0.063   

親専門管理職ダミー －0.249   －0.460   －0.014   0.153   

成績上位ダミー 0.110   －0.182   0.139   0.055   

定数 0.755   0.610   －1.062   －2.241   

-2 対数尤度 1395.819   1233.854   1387.836  + 1416.616  + 

Cox & Snell R 2 乗 0.023   0.036   0.010   0.010   

N 1037  1037  1037  1037  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝高校先生…そう１、そうではない０；友達…そう１、そうではない０；メディア…そ

う１、そうではない０；ネット…そう１、そうではない０． 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

具体的に見ると、従属変数が「高校の先生」である場合に、統計的に有意な結果を得たの

は、男性ダミー（－）と親高学歴ダミー（－）である。「友達」の場合に、男性ダミー（－）

と親職業専門管理職ダミー（－）が統計的に有意である。「メディア」の場合には、男性ダ

ミー（－）と親の月収（＋）が有意で、「ネット」の場合には、親の月収（＋）のみ有意な

結果を得た。つまり、女子、親の学歴が低い学生は「高校の先生」から情報を入手し、女子、

親の職業が低い学生は「友達」から情報を入手している。そして、女子、高所得層家庭出身

の学生は「メディア」から情報を入手し、親の月収の高い学生は「ネット」から情報を入手

している。 

ネットやメディアの通信手段を利用する学生は家計状況の良い学生である。これに対して、

高校の先生と友達のルートについては、統計的に家計所得の変数が有意ではなかったが、高

校の先生ルートが親の学歴の低い学生、友達ルートは親が非管理職の学生によく使われるこ

とが分かった。親の学歴が低いことと、親が非管理職に就くことは、家庭の社会的地位が決
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して高くないことを表している。従って、社会的地位の低い家庭出身の学生は、高校の先生

や友達のような人的な情報ルートに依存している。人的な情報ルートによる情報伝達のスピ

ードは、遅いだけでなく、情報の行き届かないことが極めて多いと考えられる。特に情報の

閉塞は、家計困難な学生にとって進学の選択肢を狭める可能性が高いと思われる。一方、家

計状況の良い学生は、テレビやパソコンなど情報を瞬時に収集できる電子機器を有するため、

人的な情報ルートに依存せず、最新情報を把握すると同時に、情報を収集する能力も高めら

れ、更なる情報の収集と繋がっていく。このように、奨学金情報の伝達ルートが多いものの、

家庭状況の異なる学生の中に情報入手ルートの違いが生じた。電子伝達機器を購入可能な家

計裕福な学生はますます最新情報を入手できる一方、そうでない学生は人的な情報ルートに

依存せざるを得ない。従って、情報入手ルートの違いが、家計状況の異なる学生の間に情報

ギャップをもたらす恐れが出てくる。 

 

2 貸与奨学金のニード 

 貸与奨学金は、経済面で困難な学生に使われ、家計困難を緩和することによって、大学に

進学するチャンスを与えるという役割が期待されている。どのような学生が貸与奨学金を必

要と考えているか、主観的なニードを分析する。 

 

（1）学生の特性 

 まずは、学生の特性から貸与奨学金のニードを把握する。調査票（「問 10-2-1_a」）の「貸

与奨学金を利用しないと進学できないかどうか」の回答のうち、「強くそう思う」と「そう

思う」と答えた学生を「貸与奨学金を利用しないと進学できない」学生として扱い、「そう

思わない」と「全くそう思わない」と答えた学生を「貸与奨学金を利用しなくても進学でき

る」学生として扱う。「貸与奨学金を利用しないと進学できない」学生は、貸与奨学金のニ

ードを持つ学生層として見なされる。図 2-3-5 には、学生属性別にその回答をまとめた。 

 結果から見ると、農村出身、きょうだいがいる、低所得層、親の学歴が低い、親の職業が

良くない学生に、貸与奨学金を必要と考える学生が多い。成績上位の学生が下位の学生より

若干貸与奨学金のニードが高いが、統計的に有意な差がなかった。つまり、家計状況の良く

ない学生は、「貸与奨学金を利用しないと進学できない」と答える学生の割合が高く、貸与

奨学金利用のニードが比較的に高いと見なされる。 
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図 2-3-5 学生属性別「貸与奨学金を利用しないと進学できないかどうか」の回答（％） 

 
カイ２乗検定：性別と成績を除き、差は有意である（出身と親の学歴  ，きょうだい、家庭

所得と親の職業 ）。 

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】「貸与奨学金を利用しないと進学できないかどうか」は調査票の「問 10-2-1_a」の回答に基づく。「強

くそう思う」と「そう思う」と答えた学生を「貸与奨学金を利用しないと進学できない」学生として

扱い、「そう思わない」と「全くそう思わない」と答えた学生を「貸与奨学金を利用しないと進学で

きる」学生として扱う。 

【出所】高校生調査 

 

また、図 2-3-5 に示したように、学生のどの属性にしても「貸与奨学金を利用しないと進

学できない」と答える学生の割合は、全体的にほぼ 5 割を下回っている。しかし、これは
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貸与奨学金認知度の割合（図 2-3-1）と比べると、「奨学金を知っている」と答える学生（全

体の 3 割以下）のほうが少ない。貸与奨学金の必要度が必ずしもそれの知識に結びついて

いるわけではない。家計困難な学生が多元かつ迅速な情報入手ルートを有していないことは

一つの理由であると考えられる。 

 

（2）貸与奨学金ニードの規定要因 

次に、統計的にどのような学生が貸与奨学金のニードを持っているのか、貸与奨学金ニー

ドの規定要因についてロジスティック回帰分析を行った。従属変数は「貸与奨学金を利用し

ないと進学できない」学生を 1、「進学できる」学生を 0 とした。男性ダミー、農村出身ダ

ミー、きょうだいいるダミー、親の月収、親高学歴ダミー、親職業専門管理職ダミーと成績

上位ダミー変数を独立変数として投入した。分析の結果を表 2-3-3 に示した。 

統計的に貸与奨学金がニードに影響するのは、きょうだい（＋）と親の月収（－）だけで

ある。きょうだい数が多ければ多いほど、家庭所得が低ければ低いほど、学生が貸与奨学金

を利用するニードが高まっていく。家庭所得やきょうだい数が家庭状況を反映する要因であ

り、家庭状況の良くない学生が貸与奨学金の利用を必要としている。 

 

表 2-3-3 貸与奨学金ニードの規定要因のロジスティック回帰分析  

男性ダミー －0.132   

農村出身ダミー －0.182   

きょうだいいるダミー 0.713   

親の月収（対数変換） －0.416   

親高学歴ダミー －0.234   

親職業専門管理職ダミー 0.042   

成績上位ダミー －0.104   

定数 2.694   

-2 対数尤度 809.588   

Cox & Snell R 2 乗 0.058   

N 625  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝貸与が利用しないと進学できるかどうか…できない１、できる０． 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

つまり、学生が進学する際には、決して余裕を持って進学するのではない。特に低所得層
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家庭出身の学生は奨学金のニードが高く、貸与奨学金の支援が最も必要と見なされる学生層

である。 

 

3 貸与奨学金の利用 

貸与奨学金の必要性があるが、貸与奨学金制度への認知度は低く、ニードと認知のギャッ

プがあることが、今までの分析で分かった。情報ギャップの存在が学生の間に奨学金認知の

格差をもたらす結果、貸与奨学金に関する情報を知らない学生は貸与奨学金の利用ができず、

経済面で進学困難な学生が進学を断念する恐れが出てくる。しかし、貸与奨学金に関する情

報を知っていても、貸与奨学金の利用には必ずしも結びつかない。なぜなら、貸与奨学金に

返済義務があるからである。経済低迷や将来の就職状況が見込めない現段階においては、貸

与奨学金を利用する際の経済面と心理面でのプレッシャーが、いずれも貸与奨学金の利用を

躊躇う要因となる。また、第 1 節の理論モデルで述べたように、貸与奨学金の返済額が大

きく、純収益が小さいのであれば、学生は経済的には進学を選択しない。このような背景で、

実際に貸与奨学金を利用しようとする学生はどのような学生なのか、どのような学生が敢え

てローンを背負って大学に進学するのか。以下では貸与奨学金利用の規定要因を探る。 

 

（1）学生の特性 

 まずは、学生の特性から貸与奨学金申請者の基本状況を把握する。調査票には「貸与奨学

金を申請するかどうか」の質問に「申請する」と「申請しない」の答えを設けている。学生

属性別にこの質問の回答を見ていく。 

 図 2-3-6 には学生の回答結果を示した。男子、農村出身、きょうだいがいる、低家庭所得、

親の学歴が低い、親の職業が非専門管理職の学生は、貸与奨学金を「申請する」と答える割

合が高い。家庭状況のあまり良くない学生は、貸与奨学金を「申請しない」と答える割合が

高い。成績上位の学生は、貸与奨学金を「申請する」と答える割合が高い。つまり、学生の

属性別の回答結果から見る限り、経済的制約が高いが、成績優秀な学生が、貸与奨学金を「申

請する」と多く答えた。 
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図 2-3-6 学生属性別「貸与奨学金を申請するかどうか」の回答（％） 

 

カイ２乗検定：性別は 5％水準で有意、他は 0.1％水準で有意。 

【注】「進学する際に、貸与奨学金を申請するかどうか」は調査票の「問 10-1」の回答に基づく。 

【出所】高校生調査 

 

（2）貸与奨学金利用の規定要因 

次に、統計的に貸与奨学金利用の規定要因を探るためにロジスティック回帰分析を行う。 

前述で述べたように進学選択の理論モデルに従って貸与奨学金の利用を考えると、経済的

な利点がないと、おそらく貸与奨学金の利用を選択しない。大学教育から得る便益が教育コ
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ストや貸与奨学金の返済負担などの費用より下回れば、貸与奨学金の利用は経済的な選択で

はない。従って、経済面で困難かつ将来性の高い学生のほうは現実的な利用層であると考え

られる。これらの要素を測定できる変数に変換すれば、経済困難に関わる変数は家庭状況に

関連する変数である。例えば、性別、出身、きょうだい、親の月収、親の学歴と親の職業な

どである。将来性及び将来の見込みに関わる変数は成績や将来の月収見込みなどである。家

庭状況が良くないのであれば、農村出身、きょうだいの多い、親の月収の少ない、親の学歴

が低い、親の職業が非専門管理職のような学生特性を持つと推測する。将来の便益に対する

見込みが高いのであれば、男性、成績が優秀、将来月収の見込みが高いという学生特性があ

ると想定する。 

では実際に貸与奨学金の申請に影響する要因を探るために以下の分析モデルで検討する。

従属変数には「進学する際に貸与奨学金を申請する」ダミー変数を入れ、独立変数には学生

属性に関する変数を入れた。 

 

表 2-3-4 貸与奨学金申請の規定要因のロジスティック回帰分析 

 サンプル 

 成績上位の学生 成績下位の学生 

男性ダミー 0.414   0.768   

農村出身ダミー 0.168   0.316   

きょうだいいるダミー 0.584   0.502   

親の月収（対数変換） －1.068   －0.332   

親高学歴ダミー －0.353   －0.332   

親職業専門管理職ダミー －0.119   －0.842   

定数 7.782   1.552   

-2 対数尤度 869.924   306.155   

Cox & Snell R 2 乗 0.184   0.148   

N 739  267  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝貸与奨学金…申請１、申請しない０． 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

 まず、成績上位と成績下位の二つのグループ別に貸与奨学金申請の規定要因分析を行う。

成績上位の学生は貸与奨学金を利用しやすいと推測した。これを踏まえてまず成績別のグル

ープで家庭状況に関する変数が貸与奨学金の利用に影響するかどうかを見ていく。さらに、

成績上位と成績下位の両グループで、家庭状況に関わる変数が貸与奨学金の利用に対する影
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響の違いを見ていく。 

分析結果を見ると（表 2-3-4）、成績上位の学生をサンプルに考察した場合に、男性ダミ

ー（＋）、きょうだいいるダミー（＋）と親の月収（－）が統計的に有意な結果を得た。男

子、きょうだいいる、親の月収の低い学生が貸与奨学金を申請しようとしている。 

一方、成績下位の学生のみをサンプルに考察した場合に、男性ダミー（＋）と親の職業専

門管理職ダミー（－）が統計的に有意な結果を得た。男子、親の職業が非専門管理職の学生

は、貸与奨学金を申請する傾向が強い。親の月収変数は有意結果を得られなかった。つまり、

成績優秀な学生のうち、家計状況があまり良くないのであれば、学生は貸与奨学金を利用し

て進学しようとしている。これに対して、成績があまり優秀でない学生にとっては、家計状

況が貸与奨学金の利用とあまり関係なく、家計が困難にしても、貸与奨学金を利用するとは

限らない。前述（第 1 節）進学選択の理論モデルを使って分析結果を考えると、成績優秀

という要因が学生の将来収益への期待を高め、それが貸与奨学金の利用と繋がっていると解

釈できる。 

 

表 2-3-5 貸与奨学金申請の規定要因のロジスティック回帰分析 

男性ダミー 0.566   

農村出身ダミー 0.174   

きょうだいいるダミー 0.518   

親の月収（対数変換） －0.968   

親高学歴ダミー －0.301   

親職業専門管理職ダミー －0.297   

成績上位ダミー 0.509   

貸与奨学金を知っているダミー 0.279   

重点大学卒 30 歳月収 2500 元以下ダミー －0.380   

定数 6.562   

-2 対数尤度 1075.253   

Cox & Snell R 2 乗 0.180   

N 920  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝貸与奨学金…申請する１、申請しない０． 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

 次に、表 2-3-5 には学生全体を対象に貸与奨学金申請の規定要因分析をまとめた。今回は

サンプルを分けずに貸与奨学金の認知（貸与奨学金を知っているダミー）と 30 歳月収見込
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み（重点大学卒 2,500 元以下ダミー8）に関する変数を独立変数に加えて分析した。 

分析結果を見ると、男性ダミー（＋）、きょうだいいるダミー（＋）、親の月収（－）、成

績（＋）と将来の月収見込み変数（－）が統計的に有意な結果を見せた。男性、きょうだい

がいる、低所得層、成績上位、将来月収の見込みの高い学生は、貸与奨学金を申請しようと

している。これらの結果は、きょうだいがいることや、親の月収が少ないといった家庭状況

が裕福ではない学生は、経済的な支援が最も必要であることを意味する。男性は女性より、

将来の収益と見込みが高く見込まれ、家庭からの将来期待も比較的高いため、貸与奨学金利

用の可能性が高い。成績が優秀であることは、大学に進学できる確率が高く、大学教育から

より多くの便益を取得する能力が高いことを意味している。そのほか、重点大学に進学した

場合は月収見込みが高い。従って、将来の収益が高いと見込んだ上で、貸与奨学金の利用を

選ぶと解釈できる。 

 なお貸与奨学金の認知に関する変数は統計的に有意な結果を得られなかった。実際に奨学

金を申し込んだ学生は制度にすでに十分な知識を得たものであるからであろう。しかし、貸

与奨学金を知っているからといっても申請する行動には至らない。これは貸与奨学金は返済

しなければならないからである。 

 

第 4 節 進路選択における貸与奨学金の役割 

 今までの分析結果を踏まえ、実際に進学選択に当たって学生が貸与奨学金を利用しようと

するのか、利用者にとって貸与奨学金が彼らの進学選択にどのような役割を果たすのか。進

学選択の構造（第 2 節）に従って、これらの課題を本節で議論する。 

 

1 進学対就職  

 まず、進学か、就職かの進路選択における貸与奨学金の役割を考察する。表 2-4-1 に進路

希望の規定要因に関するロジスティック回帰分析の結果を示した。従属変数には調査票の

「可能性の高い進路」（問 2_a）の回答に基づき、進学ダミー変数（進学＝1、就職＝0）を

投入した。独立変数は学生属性（男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだいいるダミー、親

の月収、親高学歴ダミー、親職業専門管理職ダミー、成績上位ダミー）と奨学金（貸与申請

                                                   
8 「問 35-b」重点大学卒で就職する場合に 30 歳前後の月給の中間値が 2500 元以下を１、2501 元以上を 0

とした。 
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ダミー）に関する変数とした。 

 

表 2-4-1 進学選択規定要因のロジスティック回帰分析 

男性ダミー 0.489   

農村出身ダミー －2.200   

きょうだいいるダミー 0.635   

親の月収（対数変換） －0.014   

親高学歴ダミー －1.116   

親職業専門管理職ダミー 1.178  + 

成績上位ダミー 1.417   

貸与申請ダミー －0.278   

定数 4.133   

-2 対数尤度 184.278   

Cox & Snell R 2 乗 0.026   

N 947  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝進路希望…進学１、就職０．（調査票「問 2_a」の回答に基づく。） 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

ロジスティック回帰分析を行った結果、統計的に有意となるのは、農村出身ダミー（－）

と成績上位ダミー（＋）だけである。親の職業変数（＋）は 10％の有意水準で有意な結果

を得た。都市出身、親が専門管理職に従事し、成績優秀な学生が進学を見込んでいる。貸与

奨学金申請の変数は、統計的に有意な結果を得られなかった。つまり、進学するか、就職す

るかの進路選択を行う際に、経済的要因より成績要因のほうが重視されている。奨学金を受

けて進路を変えたりすることがなく、学業成績が進路を決める最も重要な要因であることが

分かる。 

 

2 進学先の選択 

 次に、進学を希望する学生のうち、進学先を選択する際に、貸与奨学金がどのような役割

を果たしているのかを明らかにするために、進学先別に進学希望の規定要因のロジスティッ

ク回帰分析を行った。モデル分けは第 2 節の表 2-2-5 を参照する。表 2-4-2 には、モデル①

（［本科］対［専科］）、モデル②（［本科ⅠⅡ］対［本科Ⅲ・専科］）、モデル③（［本科Ⅰ］

対［本科ⅡⅢ・専科］）の分析結果を示し、表 2-4-3 には、モデル④（［本科Ⅲ］対［専科］）

の分析結果を示している。 
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表 2-4-2 進学先選択規定要因のロジスティック回帰分析 

 モデル① モデル② モデル③ 

男性ダミー 0.554   0.369  + 0.220   

農村出身ダミー －1.449   －1.162   －0.672   

きょうだいいるダミー 0.318   0.194   －0.096   

親の月収（対数変換） －0.149   －0.137   0.318   

親高学歴ダミー 0.497   0.524   0.514   

親職業専門管理職ダミー 0.265   0.194   －0.195   

成績上位ダミー 1.568   1.636   1.048   

貸与申請ダミー 0.085   0.028   0.329   

定数 2.492  + 2.082   －3.429   

-2 対数尤度 609.727   691.936   1161.834   

Cox & Snell R 2 乗 0.099   0.107   0.105   

N 925  925  925  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数：モデル①…本科ⅠⅡⅢ１、専科０；モデル②…本科ⅠⅡ１、本科Ⅲ・専科０；モデル

③…本科Ⅰ１、本科ⅡⅢ・専科０． 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 

 

 最初に表 2-4-2 に示したように、モデル①（［本科］対［専科］）と、モデル②（［本科Ⅰ

Ⅱ］対［本科Ⅲ・専科］）の選択については、男性ダミー（＋）、農村出身ダミー（－）と成

績上位ダミー変数（＋）が有意な結果を得たが、奨学金の変数は有意な結果が得られなかっ

た。しかし、モデル③（［本科Ⅰ］対［本科ⅡⅢ・専科］）の選択については、農村出身ダミ

ー（－）、親の月収（＋）、親高学歴ダミー（＋）、成績上位ダミー（＋）と貸与申請ダミー

（＋）が統計的に有意である。都市出身、親の月収の高い、親の学歴の高い、成績のよい、

貸与奨学金を申請する学生は、本科Ⅰを選ぶ傾向があると見て取れる。つまり、どのモデル

においても、本科への進学は成績要因が非常に重要であることが分かる。特にモデル③の分

析によると、成績が良くて最も高いランクの本科Ⅰに進学できる学生は、貸与奨学金を申請

して本科Ⅰに進学する。一方、モデル①とモデル②の分析によると、ランクの低い進学先を

含めて選択する場合に、成績が最も重要な要因で、奨学金の効果は確認出来なかった。 

進学選択の理論モデル（図 2-1-3）に従ってこの分析結果を解釈すると、本科Ⅰと本科Ⅱ

の間には、授業料の差はあまりないものの、成績の水準がかなり異なる。従って、大学のラ

ンクに対応する学力を持たなければ、そのランクの大学に進学できないため、成績が進学先
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を決める際の役割が極めて重要である。しかし、どのランクの大学に進学しても、高額の授

業料を支払わなければならない。成績が良くて本科Ⅰには進学できるものの、経済面で本科

Ⅰに進学できない学生（例えば図 2-1-3 の学生 b の場合）は、貸与奨学金を申請して本科Ⅰ

に進学することを志望している（モデル③の結果）。これは、本科Ⅰの大学を卒業してから

の期待収益（R1）が、本科Ⅰの費用（C1）と奨学金の返済額を合わせた費用合計より高い

と見込んだ上での判断であると考えられる。本科Ⅰの学生が大卒後に比較的高い就職率は、

将来の期待収入への見込みを高め、貸与奨学金の利用を可能にした。 

これに対して、学力が本科Ⅰに達せず本科Ⅰよりランクの低い大学を選ぶ際に、貸与奨学

金の申請が統計的に有意ではなかった（モデル①と②の結果）。学力面で本科Ⅱに進学でき

るが、経済面で高い家庭負担能力があれば、本科Ⅱに進学するであろう。しかし、家庭の負

担能力が低い場合に、外部の経済援助がなければ、おそらく本科Ⅱの直接費用（いわゆる授

業料負担）を負担できず、専科あるいは就職を選ぶ。外部の経済援助あるいは奨学金があれ

ば、家計の制約を緩和して、本科Ⅱへの進学が可能である。ただし、普通本科大学の就職率

が低く、本科Ⅱの大学を卒業してからの期待収益が、本科Ⅰの大学より低いことは自明であ

るため、本科Ⅱの大学から得られる純収益（収益－奨学金の返済額）は、本科Ⅰの大学より

小さい。従って、学生が必ずしも貸与奨学金を利用して本科Ⅱに進学するとは限らない。 

 

表 2-4-3 進学先選択規定要因のロジスティック回帰分析 

 モデル④ 

男性ダミー 0.889   

農村出身ダミー －1.168   

きょうだいいるダミー 0.531   

親の月収 －0.128  

親高学歴ダミー －0.151   

親職業専門管理職ダミー 0.694   

成績上位ダミー 0.303   

貸与申請ダミー 0.763  + 

定数 －2.211   

-2 対数尤度 184.021   

Cox & Snell R 2 乗 0.067   

N 220  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数：モデル④…本科Ⅲ１、専科０． 

②独立変数＝表 2-2-2 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】高校生調査から算出 



118 

 

 

次に、モデル④の［本科Ⅲ］対［専科］の選択については、第 2 節の進学選択構造の分

析で分かったのは、成績水準が高いにもかかわらず、ランクの低い専科を選ぶ傾向が確認し

た。奨学金という経済面での支援によって、学生の進路選択に影響を与えるかどうか。実際

にロジスティック分析の結果を表 2-4-3 に示した。 

学業成績要因については統計的に有意な結果が見られなかった。本科Ⅲの大学入試最低合

格点数が専科のより高いものの、実証分析では［本科Ⅲ］対［専科］の選択（モデル④）の

間に成績要因による差がない。これは、成績で本科Ⅲか専科かのような進学先を選ぶわけで

はないことを意味する。別のいい方をすれば、本科Ⅲ学生の成績が、専科学生の成績より上

位であるはずなのに、本科Ⅲに進学するはずの学生が敢えて専科を選ぶことによって、本科

Ⅲ学生と専科学生の成績差をなくしたと考えられる。これは進学選択の構造に関する分析結

果と同様である。 

統計的に有意な結果が現れたのは、男性ダミー（＋）、農村出身ダミー（－）と貸与申請

ダミー（＋）である。男子で、都市出身の学生が貸与奨学金を利用して本科Ⅲを選ぼうとし

ている。進学選択の理論モデル（図 2-1-4）でこの分析結果を考えると、都市出身の男子学

生（図中の学生 d の場合）にとっては、貸与奨学金を利用して本科Ⅲから得られる純収益

（収益－奨学金の返済額）がプラスであると思われる。一方、農村出身の女子学生にとって

は、貸与奨学金を利用して本科Ⅲから得られる期待収益が低いだけでなく、奨学金の返済負

担が費用を上回る可能性が高い結果、純収益（収益－奨学金の返済額）が小さくなる。さら

に、前述の通りに専科の就職率が本科Ⅲより高いため、貸与奨学金を利用せずに専科を選ぶ

ことは、最も経済的かつ確実な選択である。従って、これらの学生は経済的にコストの低い

専科を選ぶ。 

農村出身学生の親は、子どもの成績基準が満たす限り、よりランクの高い進学先に進学さ

せたい。ただし、高額の授業料を払えない代わりに貸与奨学金を借りて進学させるのであれ

ば、大きなリスクを負うことになる。従って、ランクの低い進学先は確実な選択となる。貸

与奨学金をめぐって子どもの将来に対する希望の膨らみ＝「感情」とリスク回避＝「勘定」

の相反する判断が支配し（藤村 2007：1）、貸与奨学金の利用をめぐって性別や出身の違い

が、学生の進学選択に違いをもたらした。 

以上のように、進学選択にあたって貸与奨学金の必要性は、成績や家庭所得などの変数と

関係を持つと同時に、進学オプションの組み合わせによっても異なることが確認された。成
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績優秀かつ家庭所得が低いほどその需要が高まるが、進学先のランクが下がればその需要も

下がり、特に大学ランクが比較的低い本科Ⅲと専科の場合にはその需要が学生の属性によっ

て一様ではない。 

前述のとおりに（図 2-1-3）、本科Ⅰ進学の学生は成績が優秀で、大学教育からもらえる

収益の見込みが最も高い。このような成績優秀な学生にとっては、家計困難で貸与奨学金の

返済負担を負っても、最終的に進学から得られる純利益の見通しが高いため、貸与奨学金の

利用が可能となった。この時の貸与奨学金は家計の経済制約を緩和し、学生の進学機会を保

障する役割を果たしたと評価できる。しかし、純収益の見通しが小さい、あるいはマイナス

であれると判断される場合に、貸与奨学金を利用せずにランクの低い進路を選ぶ傾向も確認

した。本科Ⅲと専科の進学選択を行う際に、都市出身の学生にとっては、本科Ⅲの収益が高

く見込み、奨学金を利用して本科Ⅲに進学するのに対し、農村出身の学生にとっては、奨学

金を利用せずに、コストの低い専科を選ぶ。つまり、貸与奨学金の利用は学生及びその親が

進学の費用と便益を考慮する上での判断であるため、必ずしも貸与奨学金政策が学生全員の

進学機会を保障することはできない。より多くの学生に家計の経済制約を緩和して進学機会

を保障するためには、貸与奨学金の返済負担を軽減できるような方策と政策設計が必要とな

ると考えられる。 

 

小括 

進学選択の理論モデル（第 1 節）に基づき、以上の分析から高校生の進路選択、貸与奨

学金の認知とニード、及び貸与奨学金の進学選択への役割について考察した。得られた知見

は以下の通りである。 

学生の進路選択の基本構造（第 2 節）については、第一に、進学を希望する学生の割合

が非常に高い。しかも、家庭所得より成績要因のほうが最も重視され、成績優秀な学生は進

学を志望している。第二に、進学オプションによって成績と家庭所得との関係は一様ではな

い。都市出身、家庭所得の高い、成績優秀な学生が、よりランクの高い進学先を選ぶ傾向が

ある。一方、本科Ⅲと専科の選択においては、成績要因に統計的な有意な結果が見られず、

一部の学生が敢えてランクの低い専科大学を選択していることが分かった。 

 貸与奨学金の認知とニード（第 3 節）については、第一に、奨学金については家計状況

のよい、成績の良い学生の認知度が高い。一方、家計状況の良くない学生は最も奨学金を必
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要とするはずだが、奨学金の認知度が決して高くない。奨学金の必要度が知識と繋がらない。

第二に、貸与奨学金の認知度が異なる理由を探ると、情報入手ルートに着目して分析した結

果では、家計状況の異なる学生の間に情報入手のルートに格差があり、情報ギャップが存在

することが分かった。第三に、家庭所得の高い学生は貸与奨学金を利用するニードが低く、

利用せずに進学できる。一方、家庭所得の低い学生は貸与奨学金利用のニードが高い。 

 貸与奨学金の進学選択への役割（第 4 節）について分析した結果、第一に、進学か就職

かの進路希望においては、成績が重要な要因となっている。学生によって、家計の経済要因

より、成績要因のほうが最も関心を持ち、進路選択に直接に影響する要因である。貸与奨学

金は進学・就学の選択に影響を与えないが、これはサンプルがほとんど進学希望者であるこ

とにもよる。しかし、第二に、貸与奨学金の必要性は、学業成績や家庭所得などの変数と重

要な関係を持つと同時に、進学オプションの組み合わせによっても異なる。ランクの高い大

学に進学する際に、純収益（収益－奨学金の返済額）がプラスであれば、貸与奨学金が利用

されているものと考えられる。一方、［本科Ⅲ］対［専科］の選択では、都市出身の男子学

生は貸与奨学金を利用して本科Ⅲを選ぶ。これに対して、農村出身の女子学生は貸与奨学金

を利用せずにランクの低い専科大学を選ぶという結果が出た。つまり、貸与奨学金が利用さ

れるか否かは、学生自身の学力と負担能力を踏まえ、将来の期待収益と費用を対比した上で

判断されることである。将来の収益をある程度見込まなければ、貸与奨学金のニードがあっ

ても、利用しない。貸与奨学金は、本科Ⅰのようなランクの高い大学と本科Ⅲのような大学

への進学を促進する役割があるが、ランクの低い進学先の選択において必ず利用されていな

いことが分かった。これは貸与奨学金の利用回避問題の存在と、貸与奨学金が特定の進学先

と一部の進学者しか役に立っていないことを示唆している。 

もちろん、高校生の将来への期待収益がどれぐらい正確であるのかという点に留意して、

貸与奨学金を利用しない理由をさらに考察する余地がある。しかし、貸与奨学金が成績優秀

な学生の進学選択や、本科Ⅲのような授業料の高い進学先への選択行動に影響を与えた点に

おいては、部分的ながら貸与奨学金の教育機会保障の役割を評価すべきである。 

 第三に、情報に関しては明らかにバイアスがあり、農村出身、低所得層の学生が充分な情

報を獲得する手段を持っていない。その背景には借金に対する考え方の相違もあると思われ

る。近年中国の経済が著しく発展するにつれ、金融や投資に関する概念が人々の日常生活ま

で浸透してきた。例えば、マンションを購入するとき、現金がなくても、銀行から融資し、

住宅ローンを組んで我が家が手に入れるという考え方が一般化となっている。ローンを背負
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った暮し方はあまりにも苦痛が多いという意見もあるが、経済の発展と物価の高騰につれ、

ローン生活をせざるを得ない一方、お金に関する観念が変化してきている。ローンを組んだ

生活には多少のリスクが潜むものの、効率性や将来の収益性から考えると、良い選択かもし

れない、という考え方も受け入れられつつある。ただし、それはまだ一般的とはいえない。 

 従って、貸与奨学金に関する情報の普及は、政策面での宣伝によるものだけではなく、借

金という考え方が生活ライフと意識に取り入れるまでの社会全体の発展とも関係している

と考えられる。高校で貸与奨学金に関する情報の普及と認識の共有が、貸与奨学金利用の拡

大に繋がると考えられる。 
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第 3 章 奨学金の配分と選択 

 中国の奨学金制度は、基本的に大学にすでに入学した学生を対象として設計されている。

本章では、大学の在学者に対する奨学金の配分と選択についての分析の枠組みを提示し（第

1 節）、続いて大学在学者のデータに基づいて給付奨学金の配分（第 2 節）、そして学生の貸

与奨学金の選択について分析する（第 3 節）。 

第 1節 分析の枠組みとデータ 

1 奨学金の配分・選択メカニズム  

 前述（第 2 章）のように中国における奨学金制度は、授業料の増額に伴う機会の不均等

化に対処するために拡充されてきたのであるが、その支給は主として大学入学後に決定され

る。そのメカニズムを改めて図示すると以下のようになる（図 3-1-1）。 

 

図 3-1-1 分析枠組み 

 

 

第2節

給付奨学金
配分

貸与奨学金 貸与奨学金
申請 申請

貸与奨学金
配分

進学前貸与 在学中貸与

第3節

大学進学前 大学在学中

学業成績

家庭背景

ニード

審査

審査

審査
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 このような制度的流れの分析の前提として、個々の学生にとって奨学金制度はどのような

意味を持っているかを考えておくことが必要である。すなわち給付奨学金については、学生

にとっては事後の負担がないから、その受給が望ましいことは自明である。審査の結果とし

て受給する見込みがあれば、申請する。それに対して貸与奨学金は、卒業後に返済が必要で

あるため、その申請は受給の損益を考慮したうえでの選択による。 

 しかも時間の上では、奨学金の受給の決定と選択には、三つのポイントがあることに留意

しておくことが必要である。すなわち、 

 ①進学前の貸与奨学金の申請と貸与。進学前に貸与奨学金を申請する学生は、大学での就

学に必要な資金の調達が極めて困難であり、しかも貸与金額を返済しても、なお利益が費用

を上回ると考えた学生である。しかし進学前の申請で、審査によって貸与奨学金を受けられ

ずに入学した学生もいる。 

 ②進学後の給付奨学金の給付。給付奨学金は、学業の卓越性基準ないし必要性基準に応じ

て、入学後に支給が決定される。この場合も、必要性基準の指標として、家庭所得あるいは

きょうだい数等を用いて審査される。しかし家庭によっては、そうした指標では把握されな

いものの、奨学金の必要度がある場合もあると考えられる。 

 ③進学後の貸与奨学金の申請と貸与。給付奨学金を給付されなかった学生で、学修に必要

な経済負担ができない学生、あるいは支給されてもその額が学修を続けるのに不十分な場合

には、進学後に貸与奨学金を申請することになる。また進学前に貸与奨学金を申請しても、

審査によって貸与されなかった学生も、進学後に貸与奨学金を申請すると思われる。ただし、

この場合にも審査の結果、貸与されない場合もある。 

 このような時間的経緯に従って分析を行うことが本来は必要であるが、後述のように、実

際には貸与奨学金の利用者、特に入学前の貸与奨学金の利用者は、本調査の対象者の中で実

数が少ないために、統計的な分析が難しい。従って以下の実証分析では、奨学金の配分・選

択については、給付奨学金の審査と給付、そして貸与奨学金の申請と審査・給付、の二つの

流れに大きく整理する。前者を第 2 節で、後者を第 3 節で分析する。さらにその結果とし

ての奨学金の配分構造については後の第 5 章で整理する。 

 

2 調査対象の特性  

 奨学金受給の規定要因を探る前に、調査対象となる学生の属性を特定する。質問票調査は

性質の異なる教育機関（大学と独立学院）で行ったため、機関別に学生の性別、出身、きょ
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うだい数、家庭所得層と成績の分布を示したのが表 3-1-1 である。 

 

表 3-1-1 調査校学生の特性（％、（人）） 

               教育機関の種類 

学生属性 
大学 独立学院 

性別 

(N) (602) (217) 

女子 56.1  65.9  

男子 43.9  34.1  

計 100.0  100.0  

出身 

(N) (603) (217) 

都市出身 22.7  41.5  

農村出身 77.3  58.5  

計 100.0  100.0  

きょうだい数 

(N) (593) (210) 

なし 22.6  33.8  

1 人 49.4  52.4  

2 人 20.9  13.8  

3 人 7.1  0.0  

計 100.0  100.0  

家庭所得層 

(N) (563) (187) 

低（月収 1000 元未満） 30.9  17.6  

中（月収 1000 元～3000 元未満） 48.7  56.7  

高（月収 3000 元以上） 20.4  25.7  

計 100.0  100.0  

成績 

(N) (598) (216) 

上 
上 11.2  15.7  

中上 37.3  36.6  

中 中 38.3  35.6  

下 
中下 10.2  7.9  

下 3.0  4.2  

計 100.0  100.0  

【出所】大学生調査から集計 

 

 調査対象の学生の性別については、女子の割合は男子のそれより高い。独立学院の女子の

割合は大学の女子の割合より高い。出身については、大学の農村出身者は 77.3％に達した

のに対し、独立学院の農村出身者は 58.5％しかない。大学には農村出身の学生が多く、独

立学院には都市出身の学生が多い。また、きょうだいを持つ学生の割合は、大学が独立学院

と比べて高い。大学と独立学院の間に学生の家族構成も異なることが分かる。 

 家庭所得層については、大学の学生の家庭所得分布と独立学院の学生の家庭所得分布を十
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分に配慮した上で、サンプルの両親の月収合計が 1,000 元未満を「低所得層」とし、1,000

元～3,000 元を「中所得層」とし、3,000 元以上を「高所得層」として区分した。以下の家

庭所得層の分析でも、この分類を用いることにする。大学と独立学院の家庭所得層の分布を

見ると、大学は独立学院と比べて、低所得層学生の割合が高く、高所得層学生の割合が低い。

独立学院と比べて大学には家計状況の良くない学生が占める割合が多く、経済的な困難な学

生が多いと考えられる。 

 成績は学生の自己評価によって得られたものである。成績の分布を見ると、大学と独立学

院のいずれでも、成績は中上と中のレベルに相当する答えが最も多いが、上の方に偏る傾向

は必ずしも見えない。学生の自己申告であっても、ある程度客観性を持っていると見ること

ができる。 

 

3 受給の概況 

 前にも述べたように給付奨学金は給付型の奨学金であり、事後の負担がないため、学生は

その受給を最も望んでいる。しかし、審査が厳しく、家庭の経済状況ないし成績基準で選抜

するのが一般である。また、給付奨学金の各プログラム趣旨の違いによって、重視する選抜

基準も異なる。表 3-1-2 に示したように、「国家奨学金」は単なる学生の学業成績を重視す

るプログラムである。これを「給付タイプ①」とする。「国家励志奨学金」と「大学独自奨

学金」の選抜基準は家庭の経済状況と学生の学業成績の両方に規定されているが、学生の学

業成績がより重視されている。このような成績に重点を置く給付奨学金を「給付タイプ②」

とする。給付タイプ①奨学金と給付タイプ②奨学金にはいずれも「育英」の政策目的が含ま

れている。そして、「国家助学金」と「国家助学金」の選抜基準にも家庭の経済状況と学生

の学業成績の両方が入っているが、家庭の経済状況がより重視されている。このような家計

困難な学生を支援し、「奨学」を目的とする給付奨学金が「給付タイプ③」と区分する。以

上のような制度上の選抜基準による給付奨学金のタイプ分けは今後の分析でも用いる。 

大学在学中に奨学金プログラム別の受給状況は、表 3-1-2 のように受給者、受給率と年額

を示した。 

 まず給付奨学金の場合には、給付タイプ①の「国家奨学金」は受給率が低く（大学 1.8%、

独立学院 2.8%）、給付金額が高い（大学 4,500 元、独立学院 4,313 元。給付タイプ②の「国

家励志奨学金」は受給率が低く（大学 3.5%、独立学院 5.5%）、給付金額が高い（大学 4,250

元、独立学院 3,800 元）。同じく給付タイプ②の「大学独自奨学金」の受給率が学生全体の
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1 割前後（大学 9.0%、独立学院 11.5%）を占め、給付金額の平均が千元以下となっている。

また、給付タイプ③の「国家助学金」と「貧困学生手当」は受給率が高く、学生全体の 2、

3 割を占めるが、給付金額の平均が比較的に低い。 

一方、「国家助学ローン」と「生源地助学ローン」のような家計困難な学生に支給する返

済義務のある貸与奨学金の場合には、貸与金額が高いのに対し、利用率が低い（学生全体の

1 割未満）。特に独立学院の貸与奨学金の利用者は極めて少ない1。 

 

表 3-1-2 調査校の奨学金受給状況 

種類 支給基準 名称 

調査校のサンプル 

受給者（人） 受給率（％） 平均年額（元） 

大学 
独立

学院 
大学 

独立学

院 
大学 

独立

学院 

給

付 

タイプ①  成績 国家奨学金 11 6 1.8  2.8  4,500 4,313 

タイプ②  成績・家計 
国家励志奨学金 21 12 3.5  5.5  4,250  3,800 

大学独自奨学金 54 25 9.0  11.5  501  484 

タイプ③  家計 
国家助学金 136 53 22.6  24.3  1,865  1,661 

貧困学生手当 219 28 36.3  12.8  677  665 

貸

与 
 家計 

国家助学ローン 29 3 4.8  1.4  3,550  5,000 

生源地助学ローン 25 0 4.1  0.0  4,741   ― 

【注】①「受給者」「年額」は調査票の「問 17」の回答に基づく。 

   ②受給率＝（受給人数/学生総数）×100 

【出所】大学生調査から算出 

 

表 3-1-3 時期別の奨学金受給 

 受給者（人） 受給率（％） 受給年

額（元） 計   計   

 進学前 在学中  進学前 在学中 

大学 
給付 257 0 257 42.6 0.0 42.6 2,212 

貸与 54 22 32 9.0 3.6 5.3 4,273 

独立学院 
給付 58 0 58 26.6 0.0 26.6 1,656 

貸与 3 0 3 1.4 0.0 1.4 5,000 

【出所】大学生調査から算出 

 

 また、奨学金の種類別と時期別に見ると、表 3-1-3 のように大学入学前は貸与奨学金のみ

                                                   
1 そのほか、貸与奨学金のプログラムとしては「一般銀行助学ローン」及び「大学内無利子助学ローン」

がある。しかし、両者とも先行研究（李 2006a）と筆者のアンケート調査から見ても利用者が極めて少な

いため、今後の分析対象から外す。今後の分析で「貸与奨学金」は国家助学ローンと生源地助学ローンの

ことを指す。 
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の利用となり、しかもその利用率が低い（大学 3.6％）。一方、大学に入学してから、給付

と貸与の両方を受けるのが可能となるが、給付奨学金の受給率が高い（大学 42.6％、独立

学院 26.6％）。在学中の貸与奨学金の利用率（大学 5.3％）は進学前（大学 3.6％）より若干

高くなったが、いずれの時点においても、貸与奨学金の利用者数が少ないことは同様である。

王（2009：125）は大都市の 4 エリート大学を対象に調査した結果、貸与奨学金の利用率が

10.6％だったという。つまり、地方大学では貸与奨学金の利用率が全体的に低いことが分か

る。特に独立学院の場合に、給付奨学金だけではなく、貸与奨学金の利用率（1.4％）が極

めて低く、貸与奨学金があまり利用されていないことが分かる。奨学金の受給に当たって、

大学の学生と比べて独立学院の学生が不利な立場に立っていることが考えられる。中国の奨

学金政策は主な大学に入学してからの受給を中心に設計されていることは、サンプルから確

認できる。 

制度上で 2007 年までには独立学院の学生は貸与奨学金を利用する資格がなかったが、

2007 年以降に政策上の改善で独立学院の学生も貸与奨学金を利用できるようになった。本

調査の時点（2008 年）においては、この政策が徹底していない可能性があるため、独立学

院の貸与奨学金の利用率が極めて低いという結果となったと考えられる。今後の調査を重ね

ることによって、独立学院での利用をさらに考察する必要がある。 

次に在学中の受給率から見ると、大学の場合に給付奨学金の受給率は 42.6％で、受給年

額の平均は 2,212 元である。一方、貸与奨学金の利用率は 5.3％で、利用年額の平均は 4,273

元である。すなわち、給付奨学金は受給者が学生全体の 4 割を占め、よく利用されている

が、給付金額が比較的低い。これに対して貸与奨学金は利用者が極めて少なく、学生全体の

1 割にも達していないが、借入金額は高い。 

独立学院の場合には、給付奨学金の受給率は 26.6％で、受給年額の平均は 1,656 元であ

る。一方、貸与奨学金の利用率は 1.4％で、利用年額の平均は 5,000 元である。大学と同様

に独立学院の場合も、給付奨学金は貸与奨学金より受給率が高いが、給付額が低い。しかも、

大学と比べて独立学院の給付奨学金と貸与奨学金の受給率がさらに低く、特に貸与奨学金の

利用者が極めて少ない。 

 さらに、サンプルには二種類の奨学金を同時に受給する学生がいたが、その数は少ない（表

略）。しかも、給付タイプ③と組み合わせのパターンがほとんどで、給付タイプ③が最も組

み合わせやすい奨学金であることが分かる。いずれにせよ、一種類のみの奨学金を受けるの

が一般的である。 
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以上のように地方大学で行った調査から分かったのは、確かに受給人数から見ると、多数

の学生が奨学金の恩恵を受けている。しかし、給付タイプ③のような給付金額の少ないタイ

プの奨学金がメインである。従って実質的にはその奨学金は学生への影響がそれほど強くな

いのではないか、という推定が出てくる。中央所属大学では、政府から大量な資金が助成さ

れているため、学生の勉学を奨励する資金が充実され、タイプ①のような給付奨学金がより

多くの学生に支給できるようになった。また、中央所属大学がほとんど重点大学であるゆえ

に、重点大学というブラント力が貸与奨学金の利用を促進した。その結果、中央所属大学の

学生は、さまざまな奨学金を受けるチャンス、特に高額な奨学金を受けるチャンスが多い。

一方、地方大学においては、政府資金の不足とブランド力の不足で、優秀学生と家計困難学

生への支援不足の課題をもたらしていると考えられる。 

 以下は給付奨学金と貸与奨学金を分けて、それぞれの受給の規定要因を分析する上で、奨

学金の配分構造を把握していく。 

 

第 2節 給付奨学金 

 この節では給付奨学金の受給の規定要因を分析し、それの申請と採用との関係を把握する。 

 

1 学生の属性と受給率 

 受給の規定要因を探る前に、まずは給付奨学金を受ける学生はどのような特性を持ってい

るのかを概観する。 

図 3-2-1 には学生属性別に各給付奨学金タイプの受給率を示した。 

 まず大学の場合（図 3-2-1（a））は、成績優秀な学生に給付タイプ①の受給率が高い。タ

イプ②の給付奨学金は成績優秀、農村出身、兄弟数の多い女子学生の受給率が高い。またタ

イプ③の給付奨学金は農村出身、きょうだい数の多い、家庭所得層の低い女子学生に利用さ

れている。すなわち、学業成績のよい学生はタイプ①とタイプ②を受給する割合が高く、家

庭所得層の低い学生はタイプ③を受給する割合が高い。 

 次に独立学院の場合（図 3-2-1（b））は、学業成績の良い学生は給付タイプ①の受給率が

高い。タイプ②の給付奨学金の受給者は成績の良い、家庭所得層の低い女子学生である。ま

た、タイプ③の給付奨学金はきょうだい数の多い、家庭所得層の低い、農村出身の女子学生

に利用されている。独立学院は大学と同様に、成績優秀な学生はタイプ①とタイプ②を受給
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し、家計状況の良くない学生はタイプ③を受給する。 

 

図 3-2-1（a） 学生属性別にみた各給付奨学金タイプの受給率－大学（％） 

 

カイ２乗検定：給付タイプ①の場合には、成績  ，他は×  
       給付タイプ②の場合には、成績  , 性別  , 出身  , きょうだい数 + ,

家庭所得層 × 
給付タイプ③の場合には、出身、きょうだい数、家庭所得層  , 性別  , 

成績 ＋ 

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 ×有意ではない 

【出所】大学生調査 
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図 3-2-1（b） 学生属性別にみた各給付奨学金タイプの受給率－独立学院（％） 

 

カイ２乗検定：給付タイプ①の場合には、成績  ，他は×  
       給付タイプ②の場合には、成績  ，性別  , 家庭所得層  ，他は× 

給付タイプ③の場合には、きょうだい数、家庭所得層  , 出身  , 性別 
 , 成績 × 

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 ×有意ではない 

【出所】大学生調査 
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2 受給率の分析 

 以上のように奨学金の種類によって受給者の属性が異なっていることが分かった。給付奨

学金の受給者の属性、及びどの属性が奨学金の受給に影響を与えるのかを統計的に明らかに

するために、給付奨学金を受給したものを 1、非受給の場合を 0 として、これを従属変数と

する。これは奨学金の受給率の規定要因を分析することに相当する。 

 

（1）用いる変数 

 そうした分析を行うために、独立変数は表 3-2-1 のように定義した。給付奨学金の政策目

的は育英と奨学であることから、それを測定するために学業に関わる成績変数、及び家庭状

況に関わる性別、出身、きょうだいと親の月収変数に着目することになった。 

 

表 3-2-1 独立変数の定義 

独立変数 調査票の項目 変数の定義 

男性ダミー ［問 1］性別 男子＝1、女子＝0 

農村出身ダミー ［問 5］出身地 県/鎮、あるいは農村＝１、その他＝0 

きょうだい数 ［問 8］きょうだい数 
きょうだいなし＝1、きょうだい 1 人＝2、

きょうだい 2 人＝3、きょうだい 3 人＝4 

親の月収（対数変換） ［問 31］両親の月収 
父親の中間値と母親の中間値を足したも

のに対して対数変換 

成績順位 ［問 18］成績 
上位＝5、中上＝4、中＝3、中下＝2、下

位＝1 

【出所】大学生調査 

 

表 3-2-2 独立変数間の相関 

 性別 出身 きょうだい 親の月収 成績 

性別 1.000  0.016  －0.068  0.027  －0.250  

出身 0.016  1.000  0.425  －0.396  －0.024  

きょうだい －0.068  0.425  1.000  －0.387  0.013  

親の月収 0.027  －0.396  －0.387  1.000  －0.038  

成績 －0.250  －0.024  0.013  －0.038  1.000  

【出所】大学生調査 

 

調査票での成績評価は、学生の自己申告で、「上位」「中上」「中位」「中下」「下位」とい
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う五段階を設けた。もちろん、この五段階の成績基準は、大学と独立学院によって違うだけ

でなく、同じ大学や独立学院にしても、学部やクラスによって成績水準も異なる。ただし、

中国の大学で奨学生を選抜する際には、大学単位で選抜するのではなく、クラスや担任の教

員からの推薦を重視する。このためクラス内での成績順位が重視される。クラスにおける成

績の自己評価が学生の学業状況を代表する尺度としては意味がある。 

親の月収2は、学生の家計状況を示す家計所得の指標である。調査票での家計所得のデー

タも学生の自己申告で得られたものである。保護者への調査がほとんど不可能である中国に

おいては、今回の調査で得られたデータに誤差が若干あるかもしれないが、仕送りに頼る学

生が家計状況を身近で感じ取っているため、学生から得られた家計所得のデータで一連の問

題を検討する価値はあると考えられる。 

 また、個々の学生の困窮度は所得額のみでは把握できない様々な要因に規定されている。

実際のタイプ③給付奨学金の受給者の選抜に、貧困学生の貧困状況を把握するためには、一

緒に寮生活を暮すクラスメートや担任先生の推薦と監督が重要なルートである。経済困難を

支援する目的の奨学金の受給者を選抜する際に、クラス単位や学部単位での申請と選抜が多

い。これは申請者の生活状況についてクラスメートや担任の教員が最も詳しいため、自己申

告の書類の真実性を裏付けられるわけである。2009 年に筆者が奨学金調査チームの一員と

して調査校の奨学金担当者へのインタビュー3から改めて分かったのは、「一般的な採用基準

があるものの、実際に大学に任せる部分が多い」ことである。このような奨学生の選抜は、

申請者本人の自己申告と他人監督を組み合わせることによって、選抜の公正性と透明性を保

つことができるようになっている。これは、中国の特殊な社会経済背景や地理状況において、

奨学金選抜の公正性を保つ独自なやり方と考えられる。ただし、このような選抜指標は数量

化ができず、結局本研究の分析では親の月収変数のみで学生の困窮度を測ることにした。 

 給付タイプ①と給付タイプ②奨学金は、学習奨励という育英の政策目的を有するため、受

給者の成績が上位であると推測できる。また、給付タイプ③奨学金は、学生の経済面を支援

する政策意図があることから、受給者の家計状況が良くないと考えられる。実際に各給付奨

学金タイプ別にそれぞれの政策意図と目的が実現されてきたのか、以下の受給規定要因分析

                                                   
2調査票による父親と母親の月収回答について数値化したものを平均値で計算した年収結果の 15,153元と、

『中国統計年鑑』（2010）による 2009 年全国 1人当たり年収平均の 17,175 元と近似することから、統計上

で学生の家庭所得に関する回答がある程度信頼できると見なされる。 
3 平成 21 年度先導的大学改革推進委託事業「高等教育段階における学生への経済的支援の在り方（代表者 

小林雅之）」の現地インタビュー調査：2009 年 8 月 22 日実施。 
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を通して明らかにする。 

 

（2）奨学金プログラム別 

 まずは、給付奨学金プログラム別に受給の規定要因を考察する。 

前述の給付奨学金の給付人数と給付金額の考察では、学業成績と家庭所得が給付奨学金の

受給になんらかの関係を持つことが見られた。統計的に成績要因と家庭所得要因が各奨学金

の受給にどのよう影響を与えるのか、ロジスティック回帰分析で規定要因を探っていく。 

表 3-2-3（a）と表 3-2-3（b）に、大学と独立学院別にそれぞれの給付奨学金プログラム

の受給ダミーを従属変数として入れ、成績変数と親の月収変数を独立変数として投入し、ロ

ジスティック回帰分析を行った。 

 

表 3-2-3（a） プログラム別受給の規定要因のロジスティック回帰分析－大学 

 タイプ① タイプ② タイプ③ 

 
国家奨学金 

国家励志奨

学金 

大学独自奨学

金 
国家助学金 貧困学生手当 

成績 1.469   0.936   0.841   0.065   0.096   

親の月収 0.324   0.305   0.402   0.921   0.888   

定数 7.164   4.701   2.589   5.247   5.516   

-2 対数尤度 106.929   147.720   293.237   545.723   656.376   

Cox & Snell R 2 乗 0.029   0.020   0.043   0.073   0.088   

N 557  557  557  557  556  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①「各奨学金プログラムの受給」は調査票の「問 17」の回答に基づく。 

   ②従属変数＝国家奨学金…受給１、受給しない０；国家励志奨学金…受給１、受給しない０；大学

独自奨学金…受給１、受給しない０；国家助学金…受給１、受給しない０；貧困学生手当…受給

１、受給しない０。 

   ③独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

   ④「親の月収」変数は対数変換したものである。 

⑤係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 
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表 3-2-3（b） プログラム別受給の規定要因のロジスティック回帰分析－独立学院 

 タイプ① タイプ② タイプ③ 

 国家奨学金 国家励志奨学金 大学独自奨学金 国家助学金 貧困学生手当 

成績 1.683   1.192   0.953   0.366   0.038   

親の月収 0.817   0.062   0.936   0.922   1.212   

定数 4.051   7.019   1.300   4.484   7.000   

-2 対数尤度 47.581   73.735   111.926   186.524   110.399   

Cox & Snell R 2 乗 0.063   0.051   0.098   0.087   0.064   

N 186  186  186  186  186  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①独立変数と従属変数は表 3-2-12 と同様である。 

②係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

分析の結果は、まず大学の場合（表 3-2-3（a））に、タイプ①の「国家奨学金」の受給で

は成績（＋）が統計的に有意な結果を得た。しかも、「国家奨学金」を受給する際に成績変

数の決定係数（＋）が最も高く、成績要因が最も重視されていることが分かる。タイプ②に

ついては、国家励志奨学金の成績の規定力が最も大きい。家計については統計的には影響を

与えていることは確認できない。同じくタイプ②では「大学独自奨学金」の受給には、成績

（＋）が統計的に有意で、10%の有意水準で親の月収変数（－）も有意な結果を得た。成績

と家計が両方とも「大学独自奨学金」の受給に影響していることが分かる。 

タイプ③の「国家助学金」と「貧困学生手当」の受給には、成績変数が統計的に有意な結

果がなく、親の月収変数がマイナスの結果を得た。家計所得が低ければ低いほど、「国家助

学金」や「貧困学生手当」を受給する結果となった。制度的な意図に合致している。 

 次に、独立学院の場合（表 3-2-3（b））は、大学と同じく、タイプ①の「国家奨学金」と

タイプ②の「国家励志奨学金」の受給には成績（＋）が統計的に有意であり、タイプ②の「大

学独自奨学金」の受給には成績（＋）と親の月収（－）が統計的に有意であり、タイプ③の

「国家助学金」と「貧困学生手当」の受給には親の月収変数（－）が有意な結果を得た。タ

イプ①とタイプ②は学生の勉学を奨励する奨学金で、タイプ③は学生の経済面での困難を救

済するという政策意図を反映している。 

 

（3）奨学金タイプ別 

 次に前述のような給付奨学金のタイプ分けを用いて、それぞれの受給の規定要因を考察し
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ていく。 

表 3-2-4、表 3-2-5 と表 3-2-6 の従属変数にはタイプごとの受給ダミーを投入し、独立変

数には表 3-2-1 に示した独立変数を投入した。 

 

表 3-2-4 給付タイプ①受給の規定要因のロジスティック回帰分析 

 大学 独立学院 

男性ダミー 0.695   0.352   

農村出身ダミー －0.400   0.359   

きょうだい数 0.008   －0.731   

親の月収（対数変換） －0.499   －1.058   

成績 1.476   1.812   

定数 －5.908   －1.744   

-2 対数尤度 104.565   45.204   

Cox & Snell R 2 乗 0.033   0.075   

N 546  177  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝給付タイプ①…受給１、受給しない０． 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

表 3-2-5 給付タイプ②受給の規定要因のロジスティック回帰分析 

 大学 独立学院 

男性ダミー －0.614  + －1.313  + 

農村出身ダミー 0.740   －0.492   

きょうだい数 0.164   0.426   

親の月収（対数変換）  －0.101   －0.896   

成績 0.852   0.998   

定数 －5.383   0.932   

-2 対数尤度 320.278   116.674   

Cox & Snell R 2 乗 0.065   0.161   

N 547  177  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝給付タイプ②…受給１、受給しない０． 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 
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表 3-2-6 給付タイプ③受給の規定要因のロジスティック回帰分析 

 大学 独立学院 

男性ダミー －0.273   －0.689   

農村出身ダミー 0.690   0.592   

きょうだい数 0.374   0.825   

親の月収（対数変換） －0.910   －0.832   

成績 0.034   0.271   

定数 5.174   2.538   

-2 対数尤度 639.662   164.745   

Cox & Snell R 2 乗 0.186   0.174   

N 547  177  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝給付タイプ③…受給１、受給しない０． 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

まずタイプ①給付奨学金は、国家奨学金のような成績を重視する奨学金であるため、受給

基準は学業成績を重視する。実際の受給においては、表 3-2-4 に示したように、大学にも独

立学院にも成績変数（＋）が統計的に有意な結果を得た。成績が良ければよいほど、タイプ

①の給付奨学金を受給することが分かる。実際の受給とタイプ①給付奨学金の受給基準とは

一致していることが分かる。 

 次に給付奨学金タイプ②が制度上に学業成績の優秀、かつ家計困難な学生を対象に支給す

るが、学業成績に偏っていることは、すでに前述の部分で述べた。受給の実態を見ると、表

3-2-5 のように大学の場合に、男性ダミー（－）と成績（＋）が統計的に有意な結果を得た。

学業成績の良い女子学生がタイプ②の給付奨学金を受ける。一方、独立学院の場合に男性ダ

ミー（－）、親の月収（－）と成績（＋）が統計的に有意な結果を得た。親の月収の低い、

成績優秀な女子学生がタイプ②の給付奨学金を受給する。すなわち、給付タイプ②の受給は、

制度上で家計困難が一つの基準として設けられたが、実際に大学で受給する際に成績への重

視度が極めて高いことが分かる。また、独立学院では家庭所得と成績の両方が受給の要因と

なっているが、成績変数の決定係数が大きく、成績要因を重視していることが分かる。大学

にも独立学院にも、タイプ②給付奨学金を受給する際に学生の学業成績と家庭所得の両方が

配慮されるが、実際には学生の学業成績に偏っていることが共通の特徴であるといえよう。 

 またタイプ③の給付奨学金は制度上で家計困難な学生を救済する政策意図を持っている。
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タイプ③給付奨学金の受給の規定要因を分析すると、結果が表 3-2-6 のように、大学の場合

に農村出身ダミー（＋）、きょうだい数（＋）と親の月収（－）が統計的に有意である。農

村出身、きょうだい数の多い、親の月収の低い学生はタイプ③の給付奨学金を受ける。家計

状況の良くない学生がこちらの奨学金を受けていることが分かる。これはタイプ③給付奨学

金の制度上で設定された基準と一致している。一方、独立学院の場合に統計的にきょうだい

数（＋）と親の月収（－）が有意な結果を得た。きょうだい数の多い、親の月収の少ない学

生はタイプ③の給付奨学金を受けている。独立学院での給付タイプ③の受給は大学と同様に、

家計状況の良くない学生に支給し、制度上の基準に沿って給付していることが分かる。成績

要因は統計的に有意な結果が確認できなかった。政策意図が反映されていることが分かる。 

 

3 申請と採用との関係 

 給付奨学金は返済義務がないため、学生にとって受けやすい奨学金である。各給付奨学金

のプログラムの選抜基準が明示されているため、学生自身の状況に合わせて申請するかどう

かを決める。しかし、給付奨学金には財源に限りがあり、給付は必ずしも申請者の希望通り

にならない。奨学金の主旨に照らして厳しい選抜を行い、申請者のうち最もふさわしい学生

を採用する。 

  

（1）申請と採用の概況 

 まずは給付奨学金の各プラグラム別の申請率と採用率を表 3-2-7 に示した。 

 

表 3-2-7（a） 給付奨学金プログラム別の申請と採用－大学 

給付タイプ分けと基準 名称 

 (c) (d) (e) 

申請あり 

（人） 
申請なし 申請率 

申請者中 

の採用率 

採用(a) 不採用(b) （人） （％） （％） 

タイプ① 成績 国家奨学金 11 39 553 8.3 22.0 

タイプ② 成績・家計 
国家励志奨学金 21 30 552 8.5 41.2 

大学独自奨学金 54 14 535 11.3 79.4 

タイプ③ 家計 
国家助学金 136 30 437 27.5 81.9 

貧困学生手当 219 29 355 41.1 88.3 

【注】①「申請」と「採用」は調査票の「問 12-B」の回答に基づく。 

   ②申請率（d）＝申請者（a+b）/全体学生数（a+b+c）×100 

   ③採用率（e）＝採用者（a）/申請者（a+b）×100 

【出所】大学生調査から算出 
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表 3-2-7（b） 給付奨学金プログラム別の申請と採用－独立学院 

給付タイプ分けと基準 名称 

 (c) (d) (e) 

申請あり 

（人） 
申請なし 申請率 

申請者中 

の採用率 

採用(a) 不採用(b) （人） （％） （％） 

タイプ① 成績 国家奨学金 6 20 192 11.9 23.1 

タイプ② 成績・家計 
国家励志奨学金 12 20 186 14.7 37.5 

大学独自奨学金 25 3 190 12.8 89.3 

タイプ③ 家計 
国家助学金 53 17 148 32.1 75.7 

貧困学生手当 28 15 175 19.7 65.1 

【注】①「申請」と「採用」は調査票の「問 12-B」の回答に基づく。 

   ②申請率（d）＝申請者（a+b）/全体学生数（a+b+c）×100 

   ③採用率（e）＝採用者（a）/申請者（a+b）×100 

【出所】大学生調査から算出 

 

 結果を見ると、まずは大学の場合（表 3-2-7（a））に、タイプ①の国家奨学金の申請率（d）

が低く、8.3％しかない。タイプ②の国家励志奨学金と大学独自奨学金の申請率はそれぞれ

8.5％と 11.3％で、いずれも学生全体の 1 割前後にとどまった。タイプ③の国家助学金と貧

困学生手当の申請率はそれぞれ 27.5％と 41.1％で、申請者が多い。 

 申請率に対して採用率（e）は、タイプ①の国家奨学金が最も低く、22.0％しかない。タ

イプ②の採用率は比較的に高く、国家励志奨学金と大学独自奨学金がそれぞれ 41.2％と

79.4％に上った。タイプ③の採用率が最も高く、国家助学金と貧困学生手当のいずれも申請

者の 8 割以上が採用されている。 

 つまり、タイプ①、タイプ②とタイプ③の順に、申請率と採用率が上昇していることが分

かる。前述の受給規定要因の結果と一緒に考えると、タイプ①は成績を重視するため、選抜

基準がさらに厳しいゆえに、申請率と採用率が低い結果となったと考えられる。タイプ②は

タイプ①より受給しやすいが、成績要因を重視するため、やはり採用率がそれほど高くない。

一方、タイプ③は最も受給しやすい給付奨学金であり、家計基準を満たせれば、申請できる

だけでなく、採用の確率も高い。 

 次に独立学院の場合（表 3-2-7（b））、タイプ①の国家奨学金の申請率（d）は最も低く、

11.9％しかない。タイプ②の国家励志奨学金と大学独自奨学金の申請率はそれぞれ 14.7％

と 12.8％で、比較的に高い。タイプ③の国家助学金の申請率は最も多く、学生全体の 3 割

が申請している。同じくタイプ③の貧困学生手当の申請率は 19.7％で、学生全体の 2 割弱
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が申請していることが分かる。 

 採用率（e）については、タイプ①の国家奨学金の採用率が最も低く、23.1％しかない。

これは大学と同様で、独立学院においても、タイプ①のような国家奨学金の受給が厳しいこ

とが分かる。また、タイプ②の国家励志奨学金と大学独自奨学金の採用率はそれぞれ 37.5％

と 89.3％である。大学独自奨学金の採用率が極めて高いことが分かる。一方、タイプ③の

国家助学金と貧困学生手当の採用率は、それぞれ 75.7％と 65.1％で、比較的高い。しかし、

大学のタイプ③の採用率と比べると、若干低いことが分かる。 

 すなわち、独立学院の給付奨学金の申請率と採用率が大学と同様に、タイプ①の受給が厳

しく、タイプ③が比較的に受給しやすい傾向を現わしている。独立学院では大学独自奨学金

が最も受けやすい奨学金であることが分かる。 

 

（2）申請と採用（大学） 

 大学における給付奨学金の申請と採用の規定要因を分析していく。分析モデルの独立変数

に男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだい数、親の月収と成績変数を投入した。このよう

な独立変数を入れたモデルは後の独立変数における分析においても使用する。 

 

a.申請 

 給付奨学金申請の規定要因についてロジスティック回帰分析の結果は表 3-2-8 に示した。 

男性ダミー（－）、農村出身ダミー（＋）、きょうだい数（＋）、親の月収（－）と成績（＋）

が統計的に有意であり、給付奨学金の申請は独立変数のいずれにも関係している。女子、農

村出身、きょうだい数の多い、成績のよい、親の月収の少ない学生は、給付奨学金を申請し

ている。家計状況の良くない、かつ学業成績の良い学生は、給付奨学金の申請率が高いと見

られる。 

給付奨学金のタイプ別の特性を考慮しながら、給付タイプ別に申請の規定要因分析の結果

は表 3-2-9 に示した。 

まずは給付タイプ①の場合に、男性ダミー（－）と成績変数（＋）が統計的に有意である。

成績が良ければよいほど、タイプ①の給付奨学金を申請する。 
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表 3-2-8 給付奨学金申請の規定要因のロジスティック回帰分析 

男性ダミー 0.597   

農村出身ダミー 1.077   

きょうだい数 0.365   

親の月収（対数変換） 0.578   

成績 0.350   

定数 2.099   

-2 対数尤度 624.641   

Cox & Snell R 2 乗 0.199   

N 547  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①「給付奨学金の申請」は調査票の「問 12-B」の回答に基づく。 

   ②従属変数＝給付奨学金…申請１、申請しない０．（「申請」は調査票の「問 12-B」の

「申請したが不採用」と「申請して採用」を足したものである。） 

③独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

④係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

表 3-2-9 給付奨学金申請の規定要因のロジスティック回帰分析 

 タイプ① タイプ② タイプ③ 

男性ダミー －0.833   －0.908   －0.374  + 

農村出身ダミー 0.115   0.289   0.780   

きょうだい数 0.017   0.220   0.372   

親の月収（対数変換） －0.213   －0.136   －0.790   

成績 0.969   0.760   0.238   

定数 －4.304  + －3.948   3.890   

-2 対数尤度 280.538   409.285   642.589   

Cox & Snell R 2 乗 0.062   0.087   0.190   

N 545  547  547  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝給付タイプ①（タイプ②・タイプ③）奨学金…申請１、申請しない０． 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

次に給付タイプ②はタイプ①と同様に、男性ダミー（－）と成績（＋）が統計的に有意な

結果を得た。成績上位な女子がタイプ②を申請している。一方、タイプ③の場合には統計的

に独立変数のいずれも有意な結果を見せた。女子、農村出身、きょうだい数の多い、親の月

収の少ない、成績の良い学生がタイプ③を申請する結果となった。タイプ③の申請者は成績

上位、かつ家計状況の良くない学生が申請していることが分かる。学生は各給付奨学金プロ
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グラムの基準に沿って、客観的に自己評価が出来ていることが読み取れる。申請者の属性と

各奨学金プログラムの趣旨の間に大きな乖離はないと考えられる。 

 

b.申請者の採用 

 給付奨学金を申請した学生のうち、どのような学生が採用されたのか、供給側の支給状況

を見ていく。 

 給付奨学金に様々なプログラムがあり、しかもプログラムごとに基準を設けている。前の

分析では、すでに成績と家計の基準で給付奨学金の受給をタイプ化したが、採用するか否か

の問題を考える際に、対象である学生の属性に共通する部分が多いことを考慮するうえで、

給付奨学金プログラム別に、それぞれの採用の規定要因分析を行う。 

 

表 3-2-10 給付奨学金採用の規定要因のロジスティック回帰分析 

 タイプ① タイプ② タイプ③ 

 国家奨学金 
国家励志奨学

金 

大学独自奨学

金 
国家助学金 

貧困学生手

当 

男性ダミー 2.022   1.404  + 1.098   0.378   0.506   

農村出身ダミー －0.849   －1.045   2.767  + 0.508   0.655   

きょうだい数 －0.016   0.130   －0.082   －0.181   0.090   

親の月収（対数変換） －0.398   －0.282   0.747   －0.819   －0.815   

成績 1.268   1.061   1.315   －0.197   －0.086   

定数 －3.850   －2.624   －11.345   7.973   7.226   

-2 対数尤度 35.907  + 51.918  + 48.404  + 137.397  + 153.892  + 

Cox & Snell R 2 乗 0.188   0.172   0.136   0.068   0.045   

N 46  46  60  152  221  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①「給付奨学金の採用」は調査票の「問 12-B」の回答に基づく。 

   ②従属変数＝国家奨学金…採用１、採用しない０；国家励志奨学金…採用１、採用しない０；

大学独自奨学金…採用１、採用しない０；国家助学金…採用１、採用しない０；貧困学生

手当…採用１、採用しない０。（「採用」は調査票の「問 12-B」の「申請して採用」の回答

を用いる。「採用しない」は「申請したが不採用」の回答を用いる。） 

③独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

④係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 採用の規定要因の分析結果を見ると、表 3-2-10 に示したようにタイプ①の国家奨学金の

場合に、男性ダミー（＋）が統計的に有意で、男子学生が採用されていることが分かる。タ

イプ②の国家励志奨学金と大学独自奨学金の場合に、成績（＋）が有意である。成績が良け
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れば良いほど、採用されている。タイプ②の国家励志奨学金と大学独自奨学金の選抜基準に

よれば、成績と家計の両方を考察して採用すると規定しているが、実際の採用では、家計要

因より成績要因のほうが影響を与えていることが改めて確認できた。また、タイプ③の国家

助学金と貧困学生手当の場合に、親の月収（－）が有意であり、家計所得層が低ければ低い

ほど、採用されている。ただし、成績変数は統計的に有意ではなかった。タイプ③給付奨学

金の採用は家計状況を重視する。 

 

（3）申請と採用（独立学院） 

 次に独立学院における給付奨学金の申請と採用状況を考察していく。 

 

表 3-2-11 給付奨学金申請の規定要因のロジスティック回帰分析 

男性ダミー 0.309   

農村出身ダミー 0.553   

きょうだい数 0.477   

親の月収（対数変換） 0.854   

成績 0.439   

定数 3.935   

-2 対数尤度 212.606   

Cox & Snell R 2 乗 0.168   

N 177  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①「給付奨学金の申請」は調査票の「問 12-B」の回答に基づく。 

   ②従属変数＝給付奨学金…申請１、申請しない０．（「申請」は調査票の「問 12-B」の

「申請したが不採用」と「申請して採用」を足したものである。） 

③独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

④係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

まず申請の規定要因についてロジスティック回帰分析を行った結果は、表 3-3-11 に示し

たように、親の月収（－）と成績（＋）が統計的に有意であった。成績のよい、親の月収の

少ない学生は、給付奨学金を申請している。このような学生は、経済的な支援が必要だけで

なく、支援の基準にも満たし、申請の資格があると視する。 

また給付奨学金のタイプ別に申請の規定要因を見ると、表 3-2-12 のように、タイプ①の

モデルは統計的に有意ではないが、タイプ②の場合に、親の月収（－）と成績（＋）が統計

的に有意である。親の月収の少ない、成績の良い学生はタイプ②の給付奨学金を申請する。 
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表 3-2-12 給付奨学金申請の規定要因のロジスティック回帰分析 

 タイプ① タイプ② タイプ③ 

男性ダミー 0.317   －0.670   －0.605   

農村出身ダミー 0.096   －0.128   0.790   

きょうだい数 0.198   －0.156   0.527  + 

親の月収（対数変換） －0.447   －0.898   －0.846   

成績 0.623   0.585   0.154   

定数 －1.342   3.905   4.194  + 

-2 対数尤度 127.562   162.758   201.628   

Cox & Snell R 2 乗 0.051   0.114   0.166   

N 177  177  177  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝給付タイプ①（タイプ②・タイプ③）…申請１、申請しない０． 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

一方、タイプ③の場合に、農村出身ダミー（＋）、きょうだい数（＋）と親の月収（－）

が有意な結果を見せた。農村出身、きょうだい数の多い、親の月収の少ない学生はタイプ③

の給付奨学金を申請する。家計状況が良くないゆえに、給付奨学金の援助が必要とみられる。

しかも、申請者の属性はタイプ③の支援趣旨と一致している。つまり、独立学院の学生は大

学の学生と同様に自分の状況を客観的に評価するうえで、それに相当する給付奨学金の項目

を申請すると考えられる。 

次に採用の規定要因の分析に関しては、モデルが有意ではなかった（表略）。独立学院で

奨学金の採用者が大学と比べて少なく、分析に使うサンプルが少ないことが一つの理由であ

ると考えられる。 

 

第 3節 貸与奨学金 

 給付奨学金の受給者は、一定の基準によって大学あるいは政府が選抜することによって決

定されるのに対して、貸与奨学金は返済を前提としているため、学生にとってその利用は自

明ではない選択である。また貸与奨学金を申請しても、大学ないし金融機関による審査によ

って、実際の貸与者が決まる。どのような学生が貸与奨学金を利用しているのか、また審査

にどのような影響を与えているのかを、以下で検討する。 
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1 貸与奨学金の利用 

（1）貸与者数 

 前述のように、制度上は数種類の貸与奨学金があるが、本調査のサンプルで実際に利用が

あったのは、「国家助学ローン」と「生源地助学ローン」であった。また貸与奨学金の申請・

貸与決定は、大学入学前と入学後の二時点で生じる。サンプルにおける貸与者の内訳を集計

して表 3-3-1 に示した。 

 

表 3-3-1 貸与者数の内訳 

 計（人）   利用率 

（％）  進学前 進学後 

大学 

計 54 22 32 9.0  

生源地助学ローン 25 17 8 4.1  

国家助学ローン 29 5 24 4.8  

独立学院 

計 3 0 3 1.4  

生源地助学ローン 0 0 0 0.0  

国家助学ローン 3 0 3 1.4  

【出所】大学生調査（「問 12」）から算出 

 

 ここからまず確認しておかねばならないことは、貸与奨学金を利用する学生は、極めて少

数であることである。サンプル中の学生の中で、貸与奨学金を利用している学生は、大学に

ついて 9.0％、独立学院についてさらに低く、1.4％に過ぎなかった。中国の貸与奨学金は、

先進国での議論の影響を受けて、授業料の上昇を補うものとして位置づけられたが、実際に

利用者が少なく、大学教育に与えている影響は少ない。 

 また大学と独立学院を比較すると、明らかに前者での利用率が高く、後者では低い。これ

は本章第 1 節で述べたように、大学については期待される利益が高いのに、負担能力が低

い学生が入学しており、そうした学生が貸与奨学金を利用するためであると考えられる。他

方で独立学院については、授業料の負担が高く、負担能力の低い学生はそもそも入学してい

ないためだと考えられる。 

 制度別に見れば、「生源地助学ローン」については進学前に借入を決める場合が多く、他

方で「国家助学ローン」については、進学後に借入を決める場合が多い。これは、貸出の主

体が、前者については出身の自治体、後者については大学であることを反映している。 
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 また、制度上では、国家助学ローンと生源地助学ローンの二重申請が可能であるが、実際

のサンプルには両者を同時に利用する学生がいなかった（表略）。貸与奨学金の重い返済負

担が、実際の貸与奨学金の二重利用を回避させたと考えられる。 

 

（2）学生の属性と貸与奨学金の利用率 

 ではどのような学生が貸与奨学金を利用しているのか。いくつかの学生の属性別に、貸与

奨学金の利用率を集計した（図 3-3-1）。学生の属性には性別、出身、きょうだい数と家庭

所得層が含まれている。 

 

図 3-3-1（a） 属性別の貸与奨学金利用率－大学（％） 

 

カイ２乗検定：家庭所得  ，出身地  ，性別  ，きょうだい数 × 

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 ×有意ではない 

【出所】大学生調査から算出 

 

 集計の結果を見ると、まず大学の場合（図 3-3-1（a））、女子、農村出身、低所得層の学

生は、生源地助学ローンと国家助学ローンの利用率が高い。次に独立学院の場合（図 3-3-1

（b））、生源地助学ローンを利用する学生がいないため、国家助学ローンのみの集計となっ
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た。大学と同様に、低所得層の学生は、国家助学ローンの利用率が高い傾向を現わした。つ

まり、学生の属性別に貸与奨学金の利用率の集計を見る限り、家計状況の良くない学生は、

貸与奨学金をよく利用すると見られる。 

 

図 3-3-1（b） 属性別の貸与奨学金利用率－独立学院（％） 

 

カイ２乗検定：家庭所得は 10％で有意であり、その他は有意ではない。 

【出所】大学生調査から算出 

 

（3）貸与奨学金利用率の回帰分析 

貸与奨学金利用の規定要因を統計的に考察するために、ロジスティック回帰分析を行った。

貸与奨学金の政策意図は家庭の経済状況のみで進学できない学生を対象に、進学できる資金

を提供することによって、教育機会の均等性に寄与することである。従って、貸与奨学金の

利用者は、家計困難な学生であると推測する。また、貸与奨学金は将来に返済義務が付随し

ているため、将来の収益に対してある程度見通しを持たなければならないことから、成績水

準が低くないと予測する。 

以上のような仮説を検討するために、分析モデルを組んで考察する。表 3-3-2 のように、
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独立変数には男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだい数、親の月収と成績変数が投入し、

従属変数には国家助学ローンあるいは生源地助学ローンのどちらを利用する際の貸与奨学

金（計）利用ダミー、及び国家助学ローンと生源地助学ローンのそれぞれの利用ダミー変数

が投入した。この分析は大学と独立学院を分けて行った。 

 

表 3-3-2 貸与奨学金の借入のロジスティック回帰分析 

  貸与奨学金計 国家助学ローン 生源地助学ローン 

大学 

男性ダミー －0.637  + －0.210   －0.969  + 

農村出身ダミー 1.830  + 0.878   17.649   

きょうだい数 －0.131   －0.176   －0.068   

親の月収（対数変換） －1.063   －1.220   －0.801   

成績 0.178   0.034   0.300   

定数 3.388   4.952   －15.385   

-2 対数尤度 261.898   149.265   170.987   

Cox & Snell R 2 乗 0.069   0.028   0.046   

N 547  547  547  

独立学院 

男性ダミー －17.209   －17.209   ―  

農村出身ダミー 0.079   0.079   ―  

きょうだい数 －0.183   －0.183   ―  

親の月収（対数変換） －2.092  + －2.092  + ―  

成績 1.954  + 1.954  + ―  

定数 3.639   3.639   ―  

-2 対数尤度 19.281   19.281   ―  

Cox & Snell R 2 乗 0.061   0.061   ―  

N 177  177  ―  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数：貸与奨学金計…国家助学ローン、あるいは生源地助学ローンのどちらかを利用する１、

利用しない０；国家助学ローン…利用する１、利用しない０；生源地助学ローン…利用する１、

利用しない０． 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 まず大学の場合に、従属変数に貸与奨学金（計）利用ダミーが投入した結果には、統計的

に有意な結果を得たのは、男性ダミー（－）、農村出身ダミー（＋）と親の月収（－）変数

である。農村出身、親の月収が少ない女子学生は、貸与奨学金を利用する結果となった。家

庭の経済状況が良くなければ、貸与奨学金を利用する傾向が強いと見られる。 
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 また、制度別に借入の規定要因を見ると、国家助学ローンが従属変数として入れた分析に

は、親の月収（－）のみが統計的に有意であった。親の月収が少なければ少ないほど、国家

助学ローンを借り入れる。また、生源地助学ローンが従属変数として入れた分析にも、親の

月収（－）が統計的に有意であった。10％の有意水準で男性ダミー（－）が統計的に有意

であり、親の月収が少ない女子学生は、生源地助学ローンを利用する結果となった。 

一般的には女子の将来収益が男子より低い。従って、女子の貸与奨学金の利用は経済的合

理性が少ないと考えられる。しかし、調査結果はこの一般論と逆に、女子の生源地助学ロー

ンの利用率が高いという結果を得た。女子学生が地元の金融機関を通じて親の保証付きのロ

ーンを利用することは、経済面で将来の収益が少なくても、大学進学・就学の機会を重視す

ることを反映している。 

 次に独立学院の場合に生源地助学ローンの利用者がいないため、貸与奨学金計の分析は国

家助学ローンのみについて行った。有意水準 10％で親の月収（－）と成績（＋）変数が統

計的に有意な結果を得た。親の月収が少なければ少ないほど、貸与奨学金を利用する。これ

は大学の場合での分析結果と同様である。 

しかし、大学の分析結果と違うのは、独立学院の学生は、成績が良ければ良いほど、貸与

奨学金を利用することである。これは、独立学院で貸与奨学金を利用する際に、家計困難の

要因に加え、成績優秀も受給の一要因となっていることを意味する。 

学業成績はある程度将来の収益とリンクしているため、成績が良ければ良いほど、将来に

良い就職先を見つける可能性が高く、将来の収益が比較的高いと一般的に考えられる。成績

優秀な学生は貸与奨学金の返済能力が高く、滞納リスクが小さい。そのため、成績優秀は学

生自身の貸与利用の決心を増しただけでなく、提供側の銀行にとっても優良な顧客を判断す

る基準の一つである。 

 今回の調査サンプルには独立学院の貸与奨学金の利用者が極めて少ないため、統計モデル

の精度と安定性が高くないことに留意する必要がある。 

 

2 申請と採用 

貸与奨学金利用の考察だけでは、奨学金の需要と供給の関係を明らかにすることができな

い。返済義務があるにもかかわらず敢えて申請する学生はどのような特性を持っているのか、

どのような学生の申請を許可するのか。このような申請と採用状況の把握を通して、貸与奨

学金の需要と供給の関係を明確にすることができる。 
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（1）申請率と採用率 

 表 3-3-3 には、大学と独立学院別に貸与奨学金の申請率と採用率を示した。 

 

表 3-3-3 申請率と採用率 

 申請（人） 申請率

（％） 

採用率（％） 

計 採用 不採用 学生全体中 申請者中 

大学 

計 128 54 74 21.2  9.0  42.2  

生源地助学ローン 60 25 35 10.0  4.1  41.7  

国家助学ローン 68 29 39 11.3  4.8  42.6  

独立学院 

計 14 3 11 6.4  1.4  21.4  

生源地助学ローン 3 0 3 1.4  0.0  0.0  

国家助学ローン 11 3 8 5.0  1.4  27.3  

【出所】大学生調査（「問 12」）から算出 

 

結果から見ると、大学の申請率は 21.2％で、独立学院の申請率は 6.4％である。大学が独

立学院より、貸与奨学金の申請率は高い。しかし、大学の申請率が高くても、学生全体の 2

割に止まり、申請者はまだ少ないことが分かる。特に独立学院では貸与奨学金があまり利用

されていないことが分かる。 

 一方、採用率については、大学の学生全体の 9.0％、独立学院の学生全体の 1.4％しか採

用されていない。学生全体のうちに貸与奨学金を利用する学生が少ないことが分かる。また、

原則としては貸与奨学金の利用ニードを最大限に満たすが、実際に申請者中の採用率（大学

42.2％、独立学院 21.4％）が決して高いわけではない。大学の採用率が独立学院より高い

が、申請者の半分以下にとどまった。 

 さらに制度別に見ると、国家助学ローンの申請率（大学 11.3％、独立学院 5.0％）は生源

地助学ローンの申請率（大学 10.0％、独立学院 1.4％）より高く、国家助学ローンの申請者

中の採用率（大学 42.6％、独立学院 27.3％）も生源地助学ローンの採用率（大学 41.7％、

独立学院 0.0％）より高い。国家助学ローンは生源地助学ローンより、よく利用し、かつ利

用しやすいことが分かる。 

 

（2）学生属性別の申請率と採用率 

 ではどのような学生が貸与奨学金を申請し、採用されているのか。学生の属性別に貸与奨
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学金の申請率と採用率はそれぞれ図 3-3-2 と図 3-3-3 に示した。独立学院の申請者と採用者

が極めて少ないため、学生属性別の考察対象は大学のみとした。 

 まず申請率（図 3-3-2）については、生源地助学ローンにも国家助学ローンにも、女子、

農村出身、きょうだい数の多い、低所得層学生の申請率が高い。家庭状況の良くない学生ほ

ど、貸与奨学金を申請しようとしている。これは、経済困難や家庭状況が良くない分、貸与

奨学金で補完しようとすることで、貸与奨学金の申請を選んだと考えられる。制度による属

性別の申請率の違いがあまり見られなかった。 

 

図 3-3-2 属性別の貸与奨学金申請率－大学（％） 

 

カイ２乗検定：生源地助学ローンの場合－家庭所得  ，出身地 きょうだい数  ,性別 ＋ 
国家助学ローンの場合－出身地 家庭所得  ，きょうだい数 ＋，性別 × 

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 ×有意ではない 

【出所】大学生調査から算出 

 

 次に採用率（図 3-3-3）については、生源地助学ローンにも国家助学ローンにも、女子、
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農村出身と低所得層学生の採用率が高い。学生の属性別の集計を見る限りに、家庭状況があ

まり良くない学生ほど採用されていることが分かる。制度による属性別の採用率の違いがあ

まり見られなかった。 

 

図 3-3-3 属性別の貸与奨学金採用率－大学（％） 

 

カイ２乗検定：生源地助学ローンの場合－出身地  ，性別 ＋，その他 × 
国家助学ローンの場合－家庭所得 ＋，その他 × 

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 ×有意ではない 

【出所】大学生調査から算出 

 

（3）申請率と採用率の回帰分析 

 統計的に貸与奨学金の申請と採用にどのような要因が影響を与えるのか、プログラム別に

ロジスティック回帰分析で解明する。 
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 表 3-3-4 に示したように、従属変数には国家助学ローンと生源地助学ローンのそれぞれの

申請ダミーと採用ダミーが投入した。独立変数には、男性ダミー、農村出身ダミー、きょう

だい数、親の月収と成績変数が投入した。独立学院の申請者と採用者が少ないため、回帰分

析の対象が大学のみとした。 

 

表 3-3-4 申請・採用の回帰分析－大学 

 申請 申請者中の採用 

 国家助学ローン 生源地助学ローン 国家助学ローン 生源地助学ローン 

男性ダミー －0.003   －0.237   －0.781   －0.980   

農村出身ダミー 1.021  + 0.364   －0.527   21.562   

きょうだい数 0.050   0.310  + －0.434   －0.705  + 

親の月収（対数変換） －0.526   －0.623   －1.064   －0.401   

成績 0.144   0.146   －0.153   0.397   

定数 0.246   0.919   9.456  + －18.191   

-2 対数尤度 358.295   336.891   73.974   62.778   

Cox & Snell R 2 乗 0.036   0.044   0.107   0.217   

N 547  547  60  56  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数：国家助学ローン…申請１、申請なし０；（申請者中の）採用１、採用なし０． 

生源地助学ローン…申請１、申請なし０；（申請者中の）採用１、採用なし０． 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 結果から見ると、まず申請については、国家助学ローンの場合に、親の月収（－）が統計

的に有意な結果を得た。有意水準 10％で農村出身ダミー（＋）も有意である。農村出身、

親の月収が少ない学生は、国家助学ローンを申請する傾向が強い。一方、生源地助学ローン

の場合にも、親の月収（－）が統計的に有意な結果を得た。有意水準 10％できょうだい数

（＋）も有意である。きょうだい数が多い、親の月収が少ない学生は、生源地助学ローンを

申請するという結果となった。つまり、国家助学ローンと生源地助学ローンは制度上に申請

の機関が異なるものの、申請の規定要因には大きな違いが見られなかった。国家助学ローン

にも生源地助学ローンにも、家庭の経済状況は貸与奨学金申請の最も大きな要因であり、家

計困難な学生が貸与奨学金を申請する傾向がある。 

 次に採用については、国家助学ローンの分析モデルは統計的に有意ではない。生源地助学

ローンの場合に、有意水準 10％で農村出身（＋）が統計的に有意な結果を得た。制度上に
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生源地助学ローンは、主に学生の地元にある金融機関及び学生支援管理部門を通して申請と

採用が行われ、辺鄙地や農村出身の学生が利用しやすいために立ち上げた制度である。サン

プルに農村出身の学生が採用されているという結果は、この点を立証できる。 

ただし、申請者のうち、採用に影響を与える要因はサンプルから必ずしも明確にできない。

貸与奨学金を申請する学生は、家計状況が良くないことが共通している。この家庭状況が似

ているような学生の間にだれが最終的に利用できるかという採用要因は、少なくとも今回の

調査から確認できなかった。この理由は家庭の経済要因や学生の属性要因以外に、特殊な家

庭事情のようなことにも関わると考えられる。また、貸与者の審査と採用に関わる主体が多

く、それぞれの主体の間の複雑な利害関係が審査の不透明化を増している。提供側の銀行や

大学は、貸与者を選ぶ際に貸与奨学金の必要度以外に、学生の将来の返済能力も予測しなけ

ればならない。地方普通大学の就職率が、最も低いため、銀行は地方普通大学の学生の返済

能力が低いと判断しがちである。銀行は滞納率を低く抑えるために、低就職率の地方普通大

学の学生が最優先の顧客としてされていない。このように、貸与者の選抜は必ず量的な指標

で測れるとは限らない。 

 中国の貸与奨学金は採用率が低く、その規定要因も明確ではない。これは日本学生支援機

構が支給する貸与奨学金の利用実態と異なる。日本の第 2 種奨学金（有利子奨学金）の採

用率が 100％であるのに対し、第 1 種奨学金（無利子奨学金）の採用率は 2010 年に 79.1％

に上り、採用されなかった学生の一部は第 2 種（有利子奨学金）の貸与を受けることがで

きる4。すなわち、日本で貸与奨学金を申請すれば、その利用はほぼ可能である。家庭収入

による採用基準が明示されたため、申請と採用の明確化が実現された。一方、中国では貸与

奨学金は家庭の経済状況を追跡できるシステムが発達せず、採用基準の設定が曖昧であり、

制度化されていない部分が多い。 

 

3 申請の動機と背景 

 前述の通りに、貸与奨学金の申請率が低く、家計困難な学生に利用されている。貸与奨学

金を利用しようとする動機は、おそらく経済的困難で、進学費用の調達が難しい際の選択で

あると考えられる。実際に学生にとって貸与奨学金がどの程度まで必要なのか、また貸与奨

学金の利用がどのような意味を持っているのか。調査票の中に、貸与奨学金と進学の関係に

                                                   
4 出所：第 3回雇用政策研究会（平成 24 年 5月 24 日）資料 4「大学・専門学校等における社会人の学び直

しについて」5頁。 
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関する項目（問 10 の「貸与奨学金を利用しないと進学可能性がどうですか」）が含まれて

いるので、この項目の回答を使って考察していく。 

 

表 3-3-5 教育機関別「貸与奨学金を利用しないと進学可能かどうか」の回答（％（人）） 

 不可能 困難 可能 計 

大学 3.0（18） 40.1（240） 56.9（340） 100.0（598） 

独立学院 0.9（2） 33.3（72） 65.7（142） 100.0（216） 

【注】「貸与奨学金を利用しないと進学可能性かどうか」は調査票の「問 10」の回答に基づく。 

【出所】大学生調査 

 

 表 3-3-5 に大学と独立学院別に、「貸与奨学金を利用しないと進学可能かどうか」の質問

に対する答えをまとめた。大学の場合に、貸与奨学金を利用しないと「進学不可能」と答え

る学生（3.0％）が少ないが、「困難」と答える学生（40.1％）と合わせてみると、学生全体

の 5 割近くを占めている。独立学院も大学と同じく、貸与奨学金を利用しないと「進学不

可能」と答える学生（0.9％）が少ないが、「困難」と答える学生（33.3％）と合わせると、

学生の 3 割以上を占めている。つまり、大学にも独立学院にも、貸与奨学金が必要とする

潜在ニードが高い。 

親の所得層別に同じ質問の答えを見ると、図 3-3-4 のように、大学と独立学院が同様に、

「助学ローンを申請しなくても進学可能」と答えたのは、高所得層に占める割合が高い。家

庭所得の高い学生は、経済面で余裕を持つゆえに、貸与奨学金の利用が必要ではないと見ら

れる。一方、「助学ローンを申請しないと進学困難」と「助学ローンを申請しないと進学不

可能」を答えたのは、低所得層に占める割合が高い。家庭所得の低い学生が経済面で困難だ

からこそ、貸与奨学金のニードが高いと解釈できる。低所得層出身の学生にとって、貸与奨

学金の支援がなければ、経済困難で進学を断念する恐れがあるため、貸与奨学金の重要性を

一層高めたと考えられる。 

 統計的に貸与奨学金を申し込む学生の特性を考察するために、ロジスティック回帰分析を

行った。従属変数には貸与奨学金利用の潜在層と見なされる「貸与奨学金を利用しないと進

学不可能」のダミー変数を入れ、独立変数には男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだい数、

親の月収と成績変数を入れて分析した（表 3-3-6）。 
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図 3-3-4 家庭所得層別貸与奨学金のニード（％） 

 

カイ２乗検定：大学と独立学院は 0.1％で有意である。 

【注】①「貸与奨学金のニード」は調査票の「問 10」の回答に基づく。 

②家庭所得層：表 3-1-1 を参照する。 

【出所】大学生調査 

 

表 3-3-6 貸与奨学金ニードの規定要因のロジスティック回帰分析 

 大学 独立学院 

男性ダミー 0.528   0.109   

農村出身ダミー 0.701   0.331   

きょうだい数 0.385   0.132   

親の月収（対数変換） 0.862   1.180   

成績 0.301   0.093   

定数 3.468   7.619   

-2 対数尤度 636.855   200.470   

Cox & Snell R 2 乗 0.183   0.138   

N 544  177  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数は調査票「問 10 貸与奨学金を利用しないと進学可能かどうか」を用い、不可能

（問 10 の「困難」あるいは「不可能」と答えたもの）を１、可能を０とした。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 
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分析結果は大学の場合に、男性ダミー（＋）、農村出身ダミー（＋）、きょうだい数（＋）、

親の月収（－）と成績（＋）が統計的に有意である。男性、農村出身、きょうだい数の多い、

親の月収が少ない、成績優秀な学生は、貸与奨学金のニードが高い。成績要因が貸与奨学金

のニードに影響を与えることは、ある程度見通しを持つ学生が貸与奨学金を利用しようとし

ていると解釈できる。一方、独立学院の場合には、親の月収変数（－）だけが統計的に有意

である。親の月収の少ない学生は、貸与奨学金のニードが高い。つまり、大学にも独立学院

にも、貸与奨学金を申し込むニードを持つ学生は、家計状況の良くない学生であることが分

かる。家計状況が良くないゆえに、貸与奨学金を利用して進学しようとしている。ただし、

前述の申請の実態を見ると、貸与奨学金の申請者が少ないことが分かった。学生の貸与奨学

金に対する主観的なニードは、必ずしも申請行動と繋がっていない。 

 独立学院の家庭所得の低い学生は、貸与奨学金のニードが高い。しかし、実際に前述の申

請率の考察では、独立学院の学生の申請率が極めて低いことが分かった。これは、学生が貸

与奨学金を利用したくないというよりもむしろ、独立学院に進学する予定の学生の貸与奨学

金利用が制限されているからである。政策の規定によると、大学の学生は奨学金の主な対象

であり、独立学院が支援対象となったのは 2007 年からのことである。従って、家計困難、

かつ独立学院に進学を希望する学生は、制度上にも奨学金支給の優先対象ではないため、彼

らの進学機会が保障されたとはいいにくい。大学と独立学院の格差が、貸与奨学金の申請と

利用においても現れている。 

 

4 給料への見込み 

 将来の給料への見込みが貸与奨学金を借りる際に、重要な要因であることを高校生調査の

分析（第 2 章）で議論した。大学生調査でも、将来の期待収入の考察を通して、学生の将

来像への予測をある程度把握できるだけでなく、貸与奨学金受給の一要因として考察するこ

ともできると考えられる。 

 調査票では、大卒後、就職五年後と就職十年後の三つの時点において、期待収入の予測を

学生に尋ねた。初任給の中に最低額と希望額が含まれ、学生の回答は表 3-3-7（進学前）と

表 3-3-8（在学中）に示した。中国の大卒者初任給の標準額は、地方によって異なり、一概

の金額で表示できない。就職数年後の給料も厳密に数字で表すことができない。しかし、大

学生は将来の給料水準についてある程度イメージがついたため、給料水準への予測が可能で

ある。また、実際に学生の予測結果を見ると、初任給、就職五年後と就職十年後の順に給料
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が上がり、受給タイプによって若干の違いがあるが、全体として大きな偏りがないと見られ

る。そのため、期待収入の予測は十分に信頼できる項目である。 

 

表 3-3-7 進学前に期待収入の予測（元/月） 

給料 

貸与申請 

初任給 
就職五年後 就職十年後 

最低額 希望額 

申請しない 1,857 3,335 6,809 13,337 

申請する 1,748 2,948 6,488 13,993 

F 値：初任給の希望額は 10％水準で有意であり、その他は有意ではない。 

【注】①「給料の見込み」は調査票「問 27」の回答に基づく。 

②サンプルは学生全体である。 

【出所】大学生調査 

 

まず進学前の場合（表 3-3-7）に、貸与奨学金を申請する学生は申請しない学生より、大

卒初任給の希望額が低い。この差は 10％水準で統計的に有意である。初任給の最低額、就

職五年後と十年後の期待収入は、貸与奨学金の申請による有意差が統計的に確認できなかっ

た。つまり、貸与奨学金を申請するか否かと関係なく、初任給の最低額、就職五年後と十年

後の期待収入はあまり変わらないことを意味する。 

貸与奨学金の申請と利用は、将来の便益と返済能力を踏まえたうえでの判断であると、第

2 章で述べた。期待収入の集計を見る限り、貸与奨学金の申請者は初任給を低く見込んでい

ても、長期的に収入が増加していると予測している。これで返済能力が有すると判断できる。

ただし、貸与奨学金を申請するか否かの間に、将来の期待収入に統計的に差がないことは、

貸与奨学金の申請は経済的な利益の期待を直接に反映するものではない。客観的な収入予測

に基づいて、敢えて返済の負担を負う学生は、経済面での困難が深刻しない限りに、貸与奨

学金の利用に踏み込まないと考えられる。このような利害を承知したうえで貸与奨学金の申

請を選ぶ学生は、貸与奨学金を利用せざるを得ず、経済面での困窮度が極めて高いと見られ

る。 

 大学在学中に奨学金の受給別に将来への期待収入の予測は表 3-3-8 に示した。初任給の最

低額のみ、奨学金受給の間に有意差が見られた。貸与奨学金の利用者は初任給の最低額への

予測がもっとも低く、将来に必ずしも楽観的な態度を持っていなかったことが分かる。しか

し長期的に見ると、期待収入が伸びていることから、貸与奨学金の返済能力をある程度保障

できている。これにより貸与奨学金の利用を裏付けられる。 
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表 3-3-8 在学中に期待収入の予測（元/月） 

給料 

受給タイプ 

初任給 
就職五年後 就職十年後 

最低額 希望額 

受給なし 1,939 3,420 7,043 14,119 

給付奨学金受給 1,774 3,208 6,497 12,442 

貸与奨学金利用 1,692 3,142 7,057 15,158 

F 値：初任給の最低額は 5％水準で有意であり、その他は有意ではない。 

【注】①「給料の見込み」は調査票「問 27」の回答に基づく。 

②サンプルは学生全体である。 

【出所】大学生調査 

 

 また、貸与奨学金の利用者が他の学生より、期待収入の額に大きな差があることは、統計

的に確認できなかった。これは進学前と同様に在学中においても、貸与奨学金の利用者は経

済面での支援が最も必要な学生であることを示している。 

 

5 貸与奨学金への意見 

 貸与奨学金政策が完備されつつある中、あまり利用されていない現状が改善されていない。

貸与奨学金への需要があるものの、申請しない学生が存在することが、これまでの分析で分

かった。本節では貸与奨学金を利用しない理由について、学生の意見を尋ねて、それぞれの

意見の規定要因を分析していく。 

 

（1）貸与奨学金の利用への意見 

 調査票には「貸与奨学金についての意見」という質問を設け、貸与奨学金の申請とその理

由について学生の意見を尋ねた。図 3-3-5 には貸与奨学金のニードを持つ学生のみの答えを

示した。 

 貸与奨学金の各意見について「そう思う」と答えた割合が高いのは、「詳しい情報を提供

してほしい」、「利用者を増やしてほしい」と「ローンよりアルバイトの心理負担が軽い」で

ある。そのうち、「詳しい情報を提供してほしい」と答えた割合が一番高く、情報提供が不

十分であることが見られる。これは高校生調査から情報ギャップの実証結果（第２章）と一

致している。高校生調査から情報ギャップが、学生に進学選択に直接に影響する要因ではな

いものの、家計状況の良くない学生は家計状況の良い学生より、奨学金に関する情報の収集

において不利であることが分かった。家計間の格差による情報ギャップは、学生の選択幅を
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狭め、最善な選択が行われない事態に陥る。そのため、家計間の格差を超える十分な情報提

供が学生に求められている。 

 

図 3-3-5 貸与奨学金についての意見 

 

【注】①サンプルは大学で貸与奨学金が必要な学生である。「貸与奨学金必要」の学生は調査票の「問 10-

②助学ローンを利用しないと進学困難」と「問 10-③ 助学ローンを利用しないと進学不可能」と答

えた学生を合わせたものである。 

   ③「貸与奨学金に関する意見」は調査票の「問 32」の回答に基づく。 

【出所】大学生調査 

 

 次に、「利用者を増やしてほしい」と答えた割合も比較的に高い。これはサンプルで採用

率が低いという分析の結果と一致している。貸与奨学金の提供が必要な学生のニードに完全

に応じることがなく、結局一部の学生しか満たさなかった。そのため、学生は利用者人数の

制限を緩和する要求が強まり、より多くの学生が利用できるように求められている。また、

「ローンよりアルバイトの心理負担が軽い」という項目への回答率が高いのは、貸与奨学金

の利用に対して回避の傾向を持つ学生の心理を反映している。貸与奨学金制度は徐々に学生

とその親の理解を得て利用が広がっている一方、学生による返済義務を背負った生活スタイ

27.9 

40.0 

38.1 

49.3 

55.2 

81.1 

91.7 

96.0 

72.1 

60.0 

61.9 

50.7 

44.8 

18.9 

8.3 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貧困状態を人に知らせたくないから利用したくない

ローンが自分の負担となるので利用したくない

借りられる金額が少ないため利用したくない

将来に何かおこるか分からないので利用したくない

申請の手続きが複雑なので利用したくない

ローンよりアルバイトの心理負担が軽い

利用者数を増やしてほしい

詳しい情報を提供してほしい
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ルに対して心理的な抵抗がまだ強い。人々の考え方を変えることが簡単なことではない。貸

与奨学金の利用から便益をもらえるような制度改善が必要だけでなく、学生を対象にする融

資に関する金融教育の普及も必要であると考えられる。 

 

（2）貸与奨学金に対する意見の規定要因分析 

 表 3-3-9 に貸与奨学金に対する意見の規定要因をまとめている。「詳しい情報を提供して

ほしい」に関する分析では、男性ダミー（－）と成績（－）が有意な結果を得た。親の月収

変数が有意な結果が見られなかったが、成績があまり良くない女子学生は、貸与奨学金に関

する情報を提供してほしいと答えた。「ローンよりアルバイトのほうが心理負担が軽い」と

思う学生は、成績のよい学生である。つまり、成績の良くない学生は情報不足で不満を感じ

るのに対し、成績のよい学生は貸与奨学金の利用よりアルバイトで生活を維持する傾向が強

いと読み取れる。 

 

表 3-3-9 貸与奨学金に対する意見の規定要因のロジスティック回帰分析 

 詳しい情報を提

供してほしい 

ローンよりアル

バイトのほうが

心理負担が軽い 

借りられる金額

が少ないため利

用したくない 

ローンが自分負担

となるので利用し

たくない 

貧困状況を知らせ

たくないから貸与

を利用したくない 

男性ダミー 1.309   0.156   0.397   0.118   1.129   

農村出身ダミー 0.519   0.235   0.001   0.106   0.394   

きょうだい数 0.237   0.112   0.033   0.227   0.008   

親の月収（対数変換） 0.212   0.115   0.349   0.576   0.524   

成績 0.499   0.198   0.193   0.131   0.567   

定数 7.307   0.988   4.002   5.591   8.244   

-2 対数尤度 181.505   573.388   666.304   686.803   470.879   

Cox & Snell R 2 乗 0.026   0.019   0.030   0.043   0.083   

N 527  525  526  525  524  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝詳しい情報を提供してほしい…そう思う１、そう思わない０；ローンよりアルバイト

のほうが心理負担が軽い…そう思う１、そう思わない０；借りられる金額が少ないため利用した

くない…そう思う１、そう思わない０；ローンが自分負担となるので利用したくない…そう思う

１、そう思わない０；貧困状況を知らせたくないから貸与を利用したくない…そう思う１、そう

思わない。（調査票の「問 32」の回答に基づく。） 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③サンプルは大学のみである。 

④係数値は非標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 
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また、「借りられる金額少ないため利用したくない」、「ローンが自分負担となるので利用

したくない」と「貧困状況を知らせたくないから貸与を利用したくない」に関する分析では、

いずれも親の月収変数（＋）が有意な結果を得た。親の月収が高ければ高いほど、貸与奨学

金を利用したくない。利用したくない理由がどれにしても、家計状況がよいゆえに、貸与奨

学金利用のニードがあまりないと見られる。 

 

小括 

 以上の分析から、奨学金の配分と選択について考察した。得られた知見は以下の通りであ

る。 

まずは奨学金の受給状況（第 1 節）については、進学前より在学中での受給が中心であ

る。給付奨学金は在学中に支給され、給付者が最も多い。貸与奨学金は進学前にも在学中に

も利用可能であるが、利用者が少ない。特に独立学院の場合には、貸与奨学金の利用者が極

めて少なく、大学と比べて奨学金の利用は有利ではない。 

次に給付奨学金（第 2 節）については、第一に、受給の規定要因分析を通して、給付タ

イプ①の受給は成績要因を重視し、給付タイプ②の受給は成績と家計の両方を配慮するもの

だが、成績要因が最も重視されていることが分かった。一方、給付タイプ③の場合には、成

績と家計の両基準のうち、家計状況が重視されている。給付タイプ①と給付タイプ②は学生

の勉学を奨励する奨学金で、給付タイプ③は学生の経済面での困難を救済する奨学金である

と見られる。大学と独立学院は同じような傾向を表している。 

第二に、給付奨学金は給付型であるため、学生の受給希望が高い。申請基準が具体化され

ていないが、メリット型かニード型かが明示されているため、それに満たせば、学生が申請

する。奨学金申請の規定要因を分析した結果、成績の良い学生は給付タイプ①や給付タイプ

②を申請し、家計状況の良くない学生は給付タイプ③を申請することになった。つまり、学

生は各給付奨学金プログラムの基準に沿って、客観的に自己評価が出来ていることが読み取

れる。申請者の属性と各奨学金プログラムの趣旨の間に大きな乖離はなかった。 

第三に、給付奨学金の申請率は高いが、成績水準の要求が求められた奨学金の採用率が低

い。給付タイプ①の受給が厳しく、採用率が低いのに対し、給付タイプ③は比較的受給され

やすい奨学金であり、採用率が高い。給付タイプ②の採用には成績要因が影響を与え、給付
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タイプ③の採用には家庭所得層の要因が影響を与えることが分かった。 

 一方、中国の貸与奨学金（第 3 節）は、先進国での議論の影響を受けて、授業料の上昇

を補うものとして位置づけられたが、実際にはその利用率が低く、大学教育に与える影響は

少ない。特に独立学院で貸与奨学金の利用者が極めて少ない。 

 国家助学ローンと生源地助学ローンは制度上には異なるが、実際に申請と利用の規定要因

には大きな違いが見られなかった。つまり、家計状況が良くないことが貸与奨学金利用の主

な要因である。ただし、貸与利用のニードがあっても、申請者の一部しか採用されていない。

それの理由は調査の限界で統計的に明確に確認できず、親の月収という経済要因以外に、家

庭の事情に関わる要因も含まれていると考えられる。情報の普及や受給枠の拡大などを望む

意見が多数であることが分かったが、利用者側の返済負担の心配と、貸与者側の貸付リスク

の考慮は貸与奨学金利用の拡大を妨げた。いずれにせよ、現段階の貸与奨学金制度は学生の

利用ニードを必ずカバーしているとはいえず、しかも利用者の選抜がかなり複雑なプロセス

であることが分かった。 

 進学選択の理論モデルでは、貸与奨学金の利用は将来の便益を高く見込んだ上での選択で

あると推測した。しかし、サンプルではそのようなことは確認できなかった。なぜならば、

将来の利益というよりは、大学進学を前提とした上で直接の経費負担が極めて困難である場

合に貸与奨学金が利用されているからである。しかし貸与奨学金の利用で家庭困難な学生の

進学機会が保障されたことから、貸与奨学金が教育機会均等化に寄与していると評価できる。 

 

 

 

 

 



163 

 

第 4 章 入学後の奨学金の効果 

 前章での分析結果を踏まえ、本章では奨学金が、学生の生活や、将来の期待に与える効果

を検討する。まず奨学金効果の分析経路を整理し、学生の収入と支出状況を把握する（第 1

節）。その上で、給付タイプ①と②奨学金の効果（第 2 節）、給付タイプ③奨学金の効果（第

3 節）、そして貸与奨学金の効果（第 4 節）を考察し、さらに大卒後の進路選択への影響（第

5 節）を検討する。 

 

第１節 分析の視点 

 奨学金は序章で述べたように、①高水準の学習を奨励する卓越性の達成と、②学習機会を

家庭環境にかかわらず均等に分配する機会均等の達成、の二つの基本的な目的を持つ。ただ

し中国においては、奨学金のタイプに応じた時期の問題がある。給付奨学金の決定は大学入

学後に行われ、貸与奨学金の一部は大学進学前に、一部は大学入学後に行われる。第 2 章

では、高校生調査のデータを用いて進学前の貸与奨学金の効果を検討した。本章では、大学

生調査のデータを用いて、すでに大学に入学した学生に対して、奨学金はどのような意味を

持つのかを考察する。 

 

1 奨学金の効果の経路 

奨学金政策は経済面の支援によって教育機会の均等を促し、学習効果を高めることを政策

目標とした。ただし、各奨学金プログラムはこの政策目標を達成するため、実際にはそれぞ

れの政策意図に沿いながら、支援対象を絞った上で重点的に支援した結果、機能的な経路の

違いが出てくる。奨学金のタイプ別に例を挙げると、給付タイプ①と給付タイプ②奨学金は、

学習優秀者を奨励する政策意図があるため、学習効果を高めるような学習行動や生活行動が

期待される。また、給付タイプ③奨学金は、主に生活貧困学生を中心に支援するため、生活

水準の改善及び学習行動の集中ができるような機能が期待される。一方、貸与奨学金は、授

業料負担や大学生活費が困難な学生を対象に支援することから、教育機会を保障する役割が

期待される。 

 このように大学入学後の各種の奨学金は、図 4-1-1 に示したような機能的な経路を通して、

学習の高度化と教育機会の均等という政策目的の実現に繋がると考えられている。その機能
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的な経路の詳細、及び効果検証の限界は、以下のように奨学金タイプ別に説明する。 

 

図 4-1-1 入学後の奨学金が果たすと想定される機能の経路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給付タイプ①、②奨学金 

まず給付タイプ①、②の奨学金は育英の政策目的で、成績優秀な学生を対象に奨励し、学

生の学習への誘因になることによって、学習の高度化をもたらす。また学生の収入を増やす

ことによってアルバイト時間を減らし、学習時間を増やすことも学習の高度化につながると

考えられる。 

ただしその効果を実証的に明らかにするのは、一般に考えられているより困難である。 

 例えば、給付タイプ①奨学金については、高い成績を上げることに、経済的な報償を与え

ることによって学習へのインセンティブを形成することが想定されている。しかし現実の受

給者は、すでに大学での成績が高いことを基準として選抜されている。これらの受給者は奨

学金がなくても、高い学業成績を示していたかもしれない。したがって、奨学金の効果自体

を直接に明らかにすることは難しい。 

 また均等の面からしても、すでに高い成績を上げている学生は、出身家庭の学歴水準も高
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く、また収入も高くてアルバイトなどをする必要も少ないと考えられる。そうだとすれば、

結果としては機会の均等に反して、家庭背景の有利な学生に奨学金を与えている可能性もあ

る。 

 

給付タイプ③奨学金 

 給付タイプ③の奨学金は奨学を政策目的とし、学生の所得を増やすことによってアルバイ

ト時間を減らす。また勉学に付随する経費や一般的な生活条件を改善することによって学習

を高度化するだけでなく、経済的な理由での学生の退学を防止する。これによって機会の均

等をもたらすことが期待される。 

 ただし退学防止の効果そのものを直接に検証することは難しい。調査の対象となったのは、

大学に入学した後、現在まで在学している学生であって、経済的な理由ですでに退学した学

生は含まれない。したがって、給付タイプ③奨学金によって、退学を免れた学生が仮にあっ

たとしても、奨学金がないために退学した学生がサンプルに含まれておらず、そのケースと

比較して統計的にその効果を検証することができない。 

 このような調査の限界があるが、給付タイプ③の奨学金が客観的に必要とする学生のすべ

てに与えられているか、あるいはその額が十分であるか否かをデータから検討することは、

ある程度可能である。1990 年代から 2000 年代にかけて進学率が上昇し、授業料も引き上

げられた際には、大学入学後に経済的な負担に耐えられず、学生が自殺するなどの事例1が

問題となった。それが、給付奨学金の拡充の背景となった。 

 現実の学生は、収入に応じて支出を、あるいは支出に応じて収入を調節することによって、

その置かれた経済状況に適応している。家庭所得の高い学生は、家庭負担も高いと考えられ

るが、支出の水準も高い。あるいはそうした学生の要求にしたがって、出身家庭は負担をす

る。他方で所得の低い家庭の学生は、家庭の負担が限られることを想定して、支出を可能な

限り抑制し、あるいはアルバイトを行う、あるいは出身家庭は「無理をして」仕送りをする、

いくつかのパターンが考えられる。 

図 4-1-2 には、横軸に学生の出身家庭の所得水準を取り、縦軸に標準的な在学必要額（授

業料、寮費、生活費等を含む）と、標準的な家庭負担可能額（家庭からの仕送り）、を示し

                                                   
1 授業料を払えず、大学進学を断念せざるを得ない学生または親の自殺事例が多い。また、1999 年に北京

師範大学の新入生 1378 名を対象とする心理調査では、「たまに自殺を思う」と答えた学生は 25％、「常に自

殺を思う」と答えた学生は 7％である。その理由の一つは経済負担が大きいことである（紀 1999）。 
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た。後者の家庭負担可能額は、家庭所得が高いほど高いから、右上がりの直線（L）で表せ

る。高所得家庭の学生を考えると、負担可能額は必要額を上回る。そこで生じる剰余額（①）

は、親の仕送りを標準額より下げるか、あるいは食費、娯楽費などの消費的支出を増加させ

ることによって吸収される。これに対して低所得の学生は、家庭の負担能力が大きく必要額

を下回る。その不足額（②）は、家庭が生活を切り詰めることや借金することなどによって

標準額より増やすか、学生自身の生活費を切り詰める、ことによって吸収しなければならな

い。それでも差額を吸収できなければ、退学せざるを得ない。 

 

図 4-1-2 タイプ③奨学金と支出との関係 
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 給付奨学金が与えられる場合には、負担可能額を表す直線（L）が、上に移動する。直線

A（L(A)）は負担可能額が大きい場合を示す。この場合は、低所得の学生の負担可能額は標

準必要額を上回る。その差（③）は家庭負担を減らすか、消費支出を増やすことによって吸

収される。奨学金が、機会均等をもたらすよりも、在学中の学生の消費を増やす、という批

判は、こうした場合を想定している。 

 しかし奨学金の額が少ないときには、負担可能額を表す直線は B（L(B)）になる。この

場合には、負担可能額が標準必要額を下回る。その不足額（④）は、家計の負担の増加、あ

るいは学生本人の消費を切り詰めることによって吸収しなければならない。 

 これに対して、負担可能額が直線 C（L(C)）となった場合には、標準必要額と負担可能

額とが一致する。このような状態を生じさせるような奨学金の額が、いわば「適正」な奨学

金の額といえる。 

 第 2 章で述べたように、中国では 1990 年代の後半から、大学の授業料は急速に増額され

てきた。この図では、標準必要額が上にシフトしたことになる。そうした政策が正当化され

たのは、一つには高所得の家庭には負担能力があり、費用を負担させることができる、とい

う点であった。もう一つは、奨学金、特に給付奨学金によって、低所得家庭の出身者に負担

能力を与える、という政策であった。しかしその奨学金の受給者数と、受給額が十分であっ

たか否かはまだ、十分に検証されているわけではない。 

 

貸与奨学金 

 貸与奨学金は、少なくとも一時的には授業料などの直接的な勉学費や、生活費などの支払

い能力を形成することによって、経済的な理由で進学できない学生を支援し、学生が退学す

ることを防止する。これも機会均等をもたらすことになる。またそれは、収入を得るために

アルバイトに時間を使う必要を少なくし、結果として学習の水準を高める。こうした点で貸

与奨学金は、ほぼ給付タイプ③奨学金と同様の効果が期待される。 

 しかしこうした効果の有無を実証研究で明らかにするには、給付タイプ③と同様の問題が

生じる。調査の対象となっているのは、大学に在学中の学生であり、費用を負担できないた

めに大学に入学できなかった高校生や、大学に入ったものの、退学せざるを得なかった学生

の継続への効果を直接に測定することはでいない。 

 ただしタイプ③の給付奨学金の場合と同じように、貸与奨学金の効果について、ある程度

の分析が可能である。特に重要なのは、貸与奨学金によって一時的には収入が増えるために、
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将来の返済を覚悟してまでも、学生が無駄な消費を行う、という批判もある。他方で、貸与

奨学金を借りるのは、特に家庭所得の低い学生は、給付奨学金を給付されない、あるいは給

付されてもその額が低いために、貸与奨学金を借りる、という場合も想定される。そのいず

れが正しいかを、貸与奨学金を借りた学生がどのような収入、あるいは支出構造を持ってい

るかを分析することによって、論ずることができる。 

 

将来への志望との関係 

 以上は大学在学中の奨学金の給付であったが、奨学金は大学卒業後の学生の進路にも影響

を及ぼす可能性がある。 

 給付タイプ①、②の卓越基準の奨学金は、学習へのインセンティブを生じさせることによ

って、特に優秀な学生を、卒業後に大学院への進学や留学などに導く可能性がある。よって、

一定の才能を持った学生を確保するという政策的目標の実現には意味があり、その実現の有

無を検証する必要がある。 

 他方で、タイプ③の給付奨学金、あるいは貸与奨学金は、大学在学中については、機会均

等性の推進を目標としている。奨学金の受給は大学教育を受ける機会を保障したと同時に、

大学卒業後の進路選択にも影響を与えると考えられる。例えば、タイプ③給付奨学金または

貸与奨学金の利用者は、大学在学中の学習生活と大学生活の余裕を感じるのであれば、さら

に進学を選ぶ可能性がある。もしそうでなければ、生活面の圧迫や学習面の不安によって大

卒後に就職を選ぶ可能性もある。こうして大学在学中の生活状況と学習状況が卒業後の進路

選択希望を大きく左右すると考えられる。従って、大学在学中の奨学金受給は大卒後の進路

選択にどのように機能しているのか。この点についても検証する必要がある。 

 

2 収入と支出 

（1）定義 

 ここで最も重要な観点となるのは学生の収入と支出であり、個々の学生について、表4-1-1

に示すように区分する。 

 収入には、家庭負担、アルバイト収入と奨学金が含まれている。学生の本業は勉学である

ため、主な収入源は家庭からの仕送りである。家庭の経済状況が良ければ、仕送りも多くな

り、家庭の経済状況が良くなければ、高額の仕送りを捻出する余裕がないと考えられる。 

また、仕送りは家庭負担の一部であるが、それ以外に家庭負担となるのは一時負担である。
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この一時負担が支出総額と収入総額の差額であり、授業料の教育費負担が上昇したことにつ

れ、一時負担の額が高くなる。この一時負担は額が高いだけでなく、一般的授業料に充当す

る家庭負担である。従って、仕送りのような在学中に費やす費用ではなく、勉学が始まる前

の段階で支払わなければならない費用、あるいは教育機会を得るための家計負担として見る

ことができる。家計が裕福な家庭であれば、高額の教育費を支払う能力があり、一時負担が

低い。他方、家計が裕福ではない家庭にとっては、この一時負担はかなりの重荷になり、そ

の額が大きい。それを支払えない場合に、学生が退学せざるを得ない。これの対策としての

奨学金政策は、教育機会均等の促進に寄与する政策である。実際に奨学金は家庭負担、特に

一時負担の軽減につながるのかどうか、については今後の分析で明らかにする。 

 

表 4-1-1 収入と支出（年額）の定義 

   出所 計算方法 

収

入 

家庭負担 
仕送り 

【問 16-2-a】両親から

の仕送り 

毎月仕送り額×12 

一時負担 ― 支出総額－毎月仕送り×12 

アルバイ

ト収入 

アルバイト収

入 

【問 16-2-c】アルバイ

トによる収入 

毎月アルバイト額×12 

奨学金 

給付タイプ① 【問 17-a】国家奨学金  

給付タイプ② 

【問 17-b】国家励志奨

学金、【問 17-d】大学独

自奨学金 

国家励志奨学金、あるいは大学

独自奨学金の受給金額の平均。 

給付タイプ③ 

【問 17-c】国家助学金、

【問 17-i】貧困学生手

当 

国家助学金、あるいは貧困学生

手当の受給金額の平均。 

貸与奨学金 

【問 17-e】国家助学ロ

ーン、【問 17-f】生源地

助学ローン 

国家助学ローン、あるいは生源

地助学ローン金額の平均。 

支

出 

固定支出 
授業料 

【問 16-1-A-a】授業料 大学は 5000 元、独立学院は

10000 元である。 

寮費 【問 16-1-A-b】寮費  

裁量支出 

食費 【問 16-1-B-a】食費 毎月食費×12 

勉学費 【問 16-1-B-b】勉学費 毎月勉学費×12 

娯楽費 【問 16-1-B-c】娯楽費 毎月娯楽費×12 

【出所】大学生調査 
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仕送りと奨学金のほかに、学生のもう一つの収入源はアルバイト収入である。ただし、中

国の大学事情としては、アルバイトはあくまでも社会経験の一種であり、大学で設けられた

ポスト以外に、大学外でアルバイトを行う機会はそれほど多くない。そのため、アルバイト

が学生の収入に占める割合はそれほど高くなく、学生の生活を補うほどの金額ではないと考

えられる。 

もちろん、親戚や他のルートから資金を調達する場合があるが、その割合が極めて少ない

ため、本研究では収入についてこの三つのルートに絞って考察していく。 

次に支出の中には、固定支出と裁量支出がある。固定支出は大学が規定する教育費用（授

業料）である。また、中国では大学生が地元を離れて大学が立地する地域に行かなければな

らないため、大学の寮に入るのが一般である。従って、大学教育を受ける際に、授業料と寮

費が最も基本的な支出項目である。 

また、固定支出のほか、在学中で生活費も費やす。食費、勉学費と娯楽費が主な日常生活

の支出項目である。いずれも学生の裁量によって金額が決まる。学生の生活面に余裕があれ

ば、支出額も多くなる。他方学生の生活面に余裕がなければ、節約志向で支出を切り詰める

と考えられる。このように学生の支出を把握することによって、学生の生活状況を考察する

ことができる。 

もちろん、食費、勉学費と娯楽費以外の活動に伴う支出もあるが、本研究では学生全体に

わたる一般的、かつ生活に欠かせない支出項目のみに絞って考察していく。 

 以上の定義上、収入総額と支出総額は一致している。年間を通じて、収入が支出を下回る、

いわば赤字となり、学生本人、あるいは家族の借金によって賄われるものと考えられる。そ

の借金の額も、「一時負担」に含まれる。 

 

（2）収入・支出の概要 

 上の定義に従って、調査校の学生の収入と支出を、所得階級別に図 4-1-3 に示した。 

 まず大学の場合（図 4-1-3（a））には収入（支出）総額が家庭所得層によって差があると

見られる。家庭所得層の低い学生は収入（支出）総額が低く、家庭所得層の高い学生は収入

（支出）総額が高い。 

収入と支出の項目を見ると、学生の主な収入源が仕送りであることが確認できる。仕送り

が学生収入のほとんどを占め、しかも家計所得層の増加に従ってその額が増加している。家

計所得が高ければ、仕送りが多くなることも確認できる。 
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 アルバイト収入は学生の収入総額に占める割合が低く、金額的に低いことが確認できる。

中国の大学生が在学中にアルバイトしても、生活を補うほどの収入を稼ぐことではなく、生

活への影響が比較的弱いと考えられる。ただし、家計所得層別に見ると、低所得層の家庭出

身の学生はアルバイト収入が多く、高所得層の学生はアルバイト収入が少ない。即ち、アル

バイト収入が学生収入に占める割合は多くないが、低所得層の学生は家計状況が良くない分、

アルバイトから収入を得ていることが分かる。 

 

図 4-1-3（a） 家庭所得層別の収入と支出－大学（元/年） 

 
【注】収入と支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。それぞれの項目の金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 奨学金については低所得層の学生は奨学金の受給金額が高く、高所得層の学生は奨学金の

受給金額が低い。奨学金の金額はアルバイト収入より高く、学生の収入に与える影響が仕送

りほどではないが、比較的大きい。 

 一方、支出については、授業料は他の支出項目の金額より高いことに留意する必要がある。

寮費の金額がそれほど高くないが、授業料と合わせた固定支出が支出総額の約半分を占めて

いる。固定支出が教育費支出のうちにきわめて高いことが分かる。 
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固定支出以外の各支出項目の割合については、食費の出費が一番多く、勉学費と娯楽費の

出費は食費ほど多くない。食生活は大学生活の基本であることが分かる。食生活の水準が大

学生活の質に関係する重要な要素であり、大学生活改善の最も代表的な指標である。従って、

学生生活の改善に対する奨学金の効果が食生活の状況から把握できると考えられる。 

家庭所得層別に支出を見てみると、食費の支出は家庭所得層によって異なる。低所得層家

庭出身の学生は食費の支出が低く、高所得層家庭出身の学生は食費の支出が高い。家庭所得

層の違いが学生の食生活にも違いをもたらしたことが分かる。家庭所得層の格差が学生の大

学生活にも格差をもたらし、学生生活の質にも影響を与えると考えられる。そして食費のほ

かに、娯楽費も家庭所得層の間に違いがある。高所得層出身の学生は娯楽費が若干高く、低

所得層出身の学生は娯楽費の支出が低い。家庭所得層の間に勉学費の違いがあまりなかった。 

 さらに、各所得層別に見ると、収支総額が家庭所得層の高低と連動している。高所得層の

学生は収支の総額が高く、低所得層の学生は収支の総額が低い。家庭所得層の違いによって

学生の収入と支出も異なってくる。 

また、仕送りの収入は、低所得層学生の日常支出総額（授業料を除く総額）をカバーでき

ず、アルバイト収入を加えても、同じく日常支出総額に達していない。一方、中高所得層の

学生は、仕送り額だけで日常支出の総額（授業料を除く総額）をカバーできている。つまり、

低所得層の学生にとっては、仕送りだけで日常生活を成り立たず、仕送り以外の収入が最も

必要な学生であることが分かる。 

 授業料を支出総額に入れると、どの所得層においても、支出総額が経常収入総額を大幅に

超過していることが分かる。その差額が「一時負担」によって補われている。奨学金収入の

多い低所得層学生の差額は、奨学金収入の少ない高所得層学生の差額より、若干少ないと見

られる。奨学金の受給は収支の差額を若干縮め、授業料の家計負担を一部負担したと考えら

れる。 

次に独立学院の学生の収入と支出状況が図 4-1-3（b）に示した。収入と支出に含まれる

項目は大学の場合と同様である。まず収入（支出）総額から見ると、家庭所得層別による差

があまり見られなかった。独立学院の学生の収入（支出）水準がどの所得層においてもほぼ

一定の水準を維持していると考えられる。大学（図 4-1-3（a））のような家庭所得層による

収入（支出）のバラつきが独立学院で確認できなかった。 

 収入と支出の各項目を細かく見ると、まず収入については、学生の主な収入源が仕送りで

あることは、大学と同様である。仕送りが学生収入のほとんどを占め、しかも家計所得層の
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増加に従ってその額が増加している。家計所得が高ければ、仕送りが多くなることも確認で

きる。 

 アルバイト収入は学生の収入総額に占める割合が低く、金額的に低いことが確認できる。

低所得層の家庭出身の学生はアルバイト収入が多く、高所得層の学生はアルバイト収入が少

ない。即ち、アルバイト収入が学生収入に占める割合は多くないが、低所得層の学生は家計

状況が良くない分、アルバイトから収入を得ていることが分かる。この点については大学と

同様である。 

 

図 4-1-3（b） 家庭所得層別の収入と支出－独立学院（元/年） 

 
【注】収入と支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。それぞれの項目の金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 奨学金については低所得層の学生は奨学金の受給金額が高く、高所得層の学生は奨学金の

受給金額が低い。奨学金の金額はアルバイト収入より高く、学生の収入に与える影響が仕送

りほどではないが、比較的大きい。 

 一方、支出については、独立学院の授業料は大学の倍であるため、支出総額に占める割合

が最も高い。授業料と寮費の固定支出は支出総額の大半を占めていることが分かる。一方、
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固定支出以外の各支出項目の割合については、大学と同様に、食費の出費が一番多く、勉学

費と娯楽費の出費は食費ほど多くない。 

家庭所得層別に支出を見てみると、食費の支出は家庭所得層によって若干異なり、家庭所

得層の高い学生は食費の支出がやや高い。ただし、大学と独立学院の同じ低所得層家庭の学

生にしても、大学の学生の食費支出平均（図 4-1-3（a）2,799 元）は独立学院の学生の食費

支出平均（図 4-1-3（b）3,300 元）よりも低い。大学の低所得層の学生はより切り詰めた生

活をしていることが分かる。大学と独立学院の特性の違いは学生の支出面にも表している。 

そして独立学院では食費のほかに、娯楽費と寮費も家庭所得層の間に違いを見せた。高所

得層出身の学生は娯楽費が若干高く、低所得層出身の学生は娯楽費の支出が低い。家庭所得

層の間に勉学費の違いがあまりなかった。 

 さらに、仕送りの収入は、低中所得層学生の日常支出総額（授業料を除く総額）をカバー

できず、アルバイト収入を加えて、かろうじて日常支出の総額をカバーできた。一方、高所

得層の学生は、仕送り額だけで日常支出の総額（授業料を除く総額）をカバーできている。

つまり、低中所得層の学生にとっては、仕送りだけで日常生活を成り立たず、仕送り以外の

収入が最も必要な学生であることが分かる。 

 授業料を支出の総額に入れて収支を見ると、どの所得層においても、支出総額が経常的な

収入総額を大幅に超過していることが分かる。その差額は、奨学金を受けても、授業料を負

担できるような金額ではないことが分かる。独立学院の授業料負担は大学の授業料負担と比

べられないほど高いことが読み取れる。それを補うために「一時負担」が大きい。 

 以上のように家庭所得層別に大学と独立学院の学生の支出と収入状況を考察した結果、大

学の収入（支出）総額には明らかに家庭所得層による差があることが分かった。独立学院の

場合に家庭所得層による差が、収入（支出）総額では明確ではなかったが、仕送り額ではそ

の差が明確である。また、大学にも独立学院にも収入のうち、最も大きいのは家庭からの仕

送りである。家庭の経済状況が直接に学生の生活に影響すると考えられる。一方、支出のう

ち、授業料や寮費のような固定支出が、支出総額の大半を占め、家計負担が大きいことが分

かった。奨学金の受給は大学学生の家庭の一時負担を軽減できたが、その効果がかなり限定

した効果であると見られる。特に独立学院の場合に、高額の授業料によって重い一時負担を

もたらし、奨学金を受けても、家計負担を緩和できるような効果が極めて小さかった。 

 

3 生活時間の概要 
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学生生活と関わるのは金銭面の収支だけでなく、時間面の配分も伴っている。学生生活及

び活動が多様であるため、時間の配分も様々である。本研究は奨学金の効果を考察する目的

から考えると、奨学金の利用あるいは受給が経済面の裕福をもたらした結果、学習に専念で

きる環境が整えられ、学習時間の増加とアルバイト時間の縮小という効果が期待できる。娯

楽に回す時間も若干伸びると予測できる。従って、生活時間の検討対象は主に学生の学習行

動に関わる学習時間、及び生活行動に関わる娯楽時間とアルバイト時間に着目した。ここで

いう学習時間は授業外の学習時間を指すものであり、以下も同様である。 

 

図 4-1-4 家庭所得層別の生活時間（時間/日） 

 
【注】それぞれの項目の時間は平均である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 図 4-1-4 には家庭所得層別の生活時間の配分を示した。まずは大学の場合、三つの生活時

間のうち、学習時間が娯楽時間とアルバイト時間より長く、アルバイト時間が比較的短い。

各所得層のうち、低所得層家庭出身の学生は、学習時間（3.7 時間）が最も長く、アルバイ

ト時間（0.7 時間）も長い、娯楽時間（1.6 時間）が比較的短い。一方、高所得層家庭出身

の学生は、学習時間（3.2 時間）とアルバイト時間（0.3 時間）が短く、娯楽時間（1.8 時間）
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が比較的長い。家庭所得層の違いによって生活時間の配分が異なってくることが分かる。 

 次に独立学院の場合、大学と同様に生活時間全体の分布を見ると、学習時間が娯楽時間と

アルバイト時間より長い。各所得層別に見ると、低所得層家庭出身の学生は学習時間（3.4

時間）が比較的長く、アルバイト時間（1.1 時間）が最も長いが、娯楽時間（1.1 時間）が

最も短い。一方、高所得層家庭出身の学生は、アルバイト時間（0.3 時間）が最も短く、娯

楽時間（1.5 時間）が比較的長い。ただし、学習活動にも長い時間（3.6 時間）をかけてい

る。 

 このように大学も独立学院も家庭所得層によって生活時間の配分が違ってくる。低所得層

家庭出身の学生は学習とアルバイトに時間を回し、娯楽にあまり時間をかけているのに対し、

高所得層学生の場合は娯楽に回す時間が長い。各奨学金の政策意図を考慮する上で、奨学金

の種類別に学生の生活に与える影響を、以下の節で見ていく。 

 

第 2節 給付タイプ①、②奨学金の効果 

 家庭所得層別に学生の収支状況を確認するだけでは、奨学金の効果が現れない。しかも、

奨学金の種類によって期待する効果が異なる。これらのことを踏まえて、以下の分析では奨

学金タイプ別に学生の生活に与える効果を考察する。 

 まずは給付タイプ①、②奨学金は主に学業成績の良い学生を対象に給付する奨学金である。

一定の才能を持つ学生を確保、及び奨励する目的から、学生の勉学を促進する効果が期待さ

れている。実際にその効果が果たしているのか、受給者の収支状況と時間配分を通して、給

付タイプ①、②奨学金の効果を検討する。 

 

1 収入構造への影響 

 図 4-2-1 では、所得階層別に、給付タイプ①ないしタイプ②を受給している学生の収入と

支出と、受給していない学生との対比を示した。 

収入には仕送り、アルバイト収入、奨学金と一時負担が含まれた。一時負担は前述のよう

に支出総額と収入総額の差額で、仕送り以外の家計負担である。 

大学の場合（図 4-2-1（a））に、収入の各項目の中に、仕送りが占める割合は一番高く、

学生の主な収入源であることが分かる。また、受給しない学生の仕送りは給付奨学金の受給

者より多く、しかも高所得層ほどその仕送り額が高い。家庭の経済状況が仕送り、及び学生
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の生活を影響すると見られる。 

アルバイト収入は、学生の収入総額に占める割合が比較的低い。中国ではアルバイト収入

によって生活費を補うことが出来ないことが調査データから確認できる。また、給付奨学金

を受けてもアルバイトから収入を得ていて、給付奨学金を受ける学生のアルバイト収入がそ

れを受けない学生より高いことが見られる。受給しない学生のアルバイト収入は、低所得層

ほど、その額が高くなっている。これは家庭所得層による学生の収入の不足分を、アルバイ

トで補うことであると見られる。 

 給付タイプ①の金額が高く、中高所得層の仕送りよりも高い。給付タイプ①はその受給者

の主な収入源となっている。しかも、給付タイプ①の受給者は、家計による一時負担がなく

なり、支出総額より超過した金額が出てきた。つまり、給付タイプ①は、一時負担までカバ

ーし、負担可能額が必要額を上回り、家庭負担への代替効果が認められる。この超過額は一

時的な所得として貯蓄し、金銭的に余裕があると見られる。 

 

図 4-2-1（a） 給付タイプ①、②奨学金受給別の収入－大学（元/年） 

 

【注】収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 
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図 4-2-1（b） 給付タイプ①、②奨学金受給別の収入－独立学院（元/年） 

 

【注】収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 
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替効果が認められない。 

ここまでは奨学金タイプ別に収入の状況を考察した。収入に影響する要因の中に、奨学金

はどのような影響を与え、学生の生活にどのような役割を果たしているのか。これを検討す

るために、重回帰分析を行って明らかにする。 

 学生の主な収入源は親からの仕送りであることはすでに分かった。仕送りが不足であれば、

アルバイトまたは奨学金の収入ルートがある。ただし、この二つのルートの根本的な違いは、

アルバイトで収入を得るには、時間を費やさざるを得ないため、学習時間の確保に影響を与

える恐れがあることである。これに対して奨学金を受ける場合に、給付奨学金はもちろん、

貸与奨学金の返済負担があるにしても、少なくとも大学在学期間中に奨学金を返済する必要

がなく、学習に集中できるような生活環境づくりを支援している。従って、奨学金の受給と

利用は、仕送りや一時負担のような親負担を軽減するほかに、アルバイト収入を減らす効果

があると予測する。この仮説は給付タイプ①と②奨学金に関する考察だけでなく、給付タイ

プ③奨学金と貸与奨学金に関する考察でも通用する。この考えに基づき、以下の三つの仮説

を作った。 

 

仮説 1-1-1 給付タイプ①と②奨学金を受給する学生は仕送りが少ない。 

仮説 1-1-2 給付タイプ①と②奨学金を受給する学生は一時負担が少ない。 

仮説 1-1-3 給付タイプ①と②奨学金を受給する学生はアルバイト収入が少ない。 

 

この仮説を統計的に検証するために以下の重回帰分析モデルを作った。表 4-2-1 に示した

ように、仕送り額、アルバイト収入額と一時負担が従属変数として入れ、独立変数には男性

ダミー、農村出身ダミー、きょうだい数、親の月収（対数変換）、給付タイプ①受給ダミー

と給付タイプ②受給ダミーを投入した。 

 結果を見ると大学の場合（表 4-2-1（a））に、仕送り額を従属変数とした分析で統計的に

有意な結果を得たのは、きょうだい数（－）と親の月収（＋）である。きょうだい数が多い、

親の月収が少ない学生は、仕送り額が少ない。しかも、親の月収変数の標準係数が最も高い

ため、仕送り額への影響が最も大きいことが分かる。給付奨学金タイプ①と②は統計的に有

意な結果が得られなかった。 

 

 



180 

 

表 4-2-1（a） 収入の規定要因の重回帰分析－大学 

 仕送り アルバイト収入 一時負担 

（定数）       

男性ダミー 0.057   －0.028   0.052   

農村出身ダミー －0.011   －0.071   －0.022   

きょうだい数 －0.158   0.138   －0.048   

親の月収（対数変換） 0.372   －0.100   0.060   

給付タイプ①受給ダミー －0.002   0.045   －0.190   

給付タイプ②受給ダミー 0.000   0.031   －0.214   

調整済み R2 乗 0.212   0.025   0.098   

F 値 24.114   3.245   8.969   

N 518  521  439  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

表 4-2-1（b） 収入の規定要因の重回帰分析－独立学院 

 仕送り アルバイト収入 一時負担 

（定数）       

男性ダミー －0.009   －0.056   0.154  + 

農村出身ダミー 0.095   －0.019   －0.007   

きょうだい数 －0.205   0.121   －0.030   

親の月収（対数変換） 0.202   －0.255   －0.083   

給付タイプ①受給ダミー －0.037   0.121   －0.136   

給付タイプ②受給ダミー 0.021   0.035   －0.108   

調整済み R2 乗 0.068   0.100   0.020   

F 値 3.048   4.130   1.483   

N 169  170  143  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 また、アルバイト収入については、学生の収入に占める割合が高くないが、一つの収入源

としてそれの規定要因を分析した。統計的に有意な結果を得たのはきょうだい数（＋）と親

の月収（－）である。きょうだい数の多い、親の月収の少ない学生は、アルバイト収入が多
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い。きょうだい数の多い家庭では、きょうだい 1 人当たりの教育費用が低く、アルバイト

で大学生活の費用を補う必要が出てくると考えられる。また、親の月収が少なければ、家庭

からの援助金額が少なくなる。金銭面で不足であれば、アルバイトでその不足分を補うため、

アルバイト収入が多くなると見られる。 

 一時負担については、統計的に有意なのは、給付タイプ①受給ダミー（－）と給付タイプ

②受給ダミー（－）である。給付奨学金タイプ①と②を受給すればするほど、一時負担が少

なくなる結果となった。給付奨学金タイプ①と②は、家庭の一時負担を減らす効果が統計的

に確認できた。 

一方、独立学院の場合（表 4-2-1（b））に、仕送り額が従属変数として投入した分析では、

大学と同様にきょうだい数（－）と親の月収（＋）が統計的に有意である。きょうだい数の

少ない、親の月収の多い学生は、仕送り額が多い。家庭の経済状況が学生の仕送りに影響を

与えることは、大学にも独立学院にも同様である。奨学金変数は統計的に有意ではない。 

また、アルバイト収入を従属変数として分析した結果には、親の月収（－）が統計的に有

意である。親の月収の少ない学生はアルバイト収入が多い。家計状況の良くない学生は、家

計による援助の不足分を、アルバイトで収入を得ていると見られる。これも大学の分析結果

と同じである。 

一時負担に関する分析モデルは統計的に有意ではなかった。 

以上の収入の規定要因に関する分析から、家計状況が学生の収入に影響を与えることを、

統計的に確かめた。家計状況の良くない学生は、仕送りが少ない分、アルバイトで収入を得

ていることが分かった。給付奨学金タイプ①と②は仕送りとアルバイト収入への影響が統計

的に確認できなかったが（仮説 1-1-1 と仮説 1-1-3 支持しない）、家計の一時負担を減らす

効果が統計的に確認できた（仮説 1-1-2 支持）。ただし、それは大学に限って見られたが、

独立学院では給付奨学金タイプ①と②の効果が確認できなかった。その理由として、独立学

院の給付タイプ①と②の金額が大学より低く、家計負担の軽減や学生の収入に与えるインパ

クトに限界があると考えられる。もう一つ考えられるのは、独立学院の授業料が高額で、家

計負担が極めて高いため、給付奨学金を受けても、それが標準必要額と負担可能額の差額を

埋めるほどの金額ではないと考えられる。 

 

2 支出構造への影響 

 収入に対して支出構造については、図 4-2-2 に家庭所得層別に、給付タイプ①、②奨学金
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の受給と、奨学金を受給しない学生の支出対比を示した。 

まず大学の場合（図 4-2-2（a））に、授業料が高額で、支出総額の半分を占めている。特

に低所得層の学生にとって、授業料が支出に占める割合は高い。寮費は比較的低く、その金

額に大きな違いが見られなかった。 

 授業料と寮費以外に、食費、勉学費と娯楽費は主に日常生活での支出である。食費の支出

額が大きく、日常生活の主な支出項目である。しかも、高所得層の学生は食費の支出が若干

高い。奨学金を受けない学生は給付奨学金タイプ①と②の受給者より、食費の支出が若干多

いが、給付奨学金の受給による大きな違いが見られなかった。 

 

図 4-2-2（a） 給付タイプ①、②奨学金受給別の支出－大学（元/年） 

 

【注】支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 

 

 

5000 5000 5000 5000 5000 5000 5000 5000 5000 

632 500 623 619 688 684 689 500 600 

3303 
2760 2413 

3483 3495 3283 
3949 

3600 3960 

878 
576 442 

779 705 581 
834 

1200 672 483 

144 360 

867 1245 
634 

970 
2400 

768 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

受
給
な
し

給
付
タ
イ
プ
①

給
付
タ
イ
プ
②

受
給
な
し

給
付
タ
イ
プ
①

給
付
タ
イ
プ
②

受
給
な
し

給
付
タ
イ
プ
①

給
付
タ
イ
プ
②

低所得層 中所得層 高所得層

娯楽費

勉学費

食費

寮費

授業料



183 

 

 

図 4-2-2（b） 給付タイプ①、②奨学金受給別の支出－独立学院（元/年） 

 

【注】支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

勉学費の支出が多くないが、高所得層の給付タイプ①の受給者は勉学に費用をかけている

ことが分かる。その他には、家庭所得層や奨学金の受給によって勉学費の支出の変化が見ら

れなかった。また、娯楽費について、中高所得層の学生のうち、給付タイプ①の受給者は娯

楽費の支出が高い。給付タイプ①の受給者は金銭面で余裕があり、他の学生より娯楽費の支

出が多いが、奨学金より家計所得層がこの違いをもたらしたと見られる。低所得層の学生は

娯楽費が低く、高所得層の学生は娯楽費が高い。高所得層の学生は娯楽にかける費用も高い。 

 次に独立学院の場合（図 4-2-2（b））に、授業料が年額 10,000 元であり、支出総額の大

半を占めていることが分かる。寮費も一定の水準であり、家庭所得層にも奨学金の受給タイ

プにも、大きな違いが見られなかった。 

 そして、日常生活の支出のうち、食費の支出が最も多い。ただし、家庭所得層や奨学金の

受給による大きな差が見られなかった。勉学費については、その額が大きくない。中高所得
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層の学生のうち、給付タイプ②の受給者は勉学費が若干高い。また娯楽費については、金額

が高くないが、奨学金を受けない学生のほうが、その額が若干高い。 

 以上の大学と独立学院の支出の概況を考察した結果に共通しているのは、授業料が支出に

占める割合が最も高く、食費が日常生活の主な支出項目であることである。大学の日常生活

の支出額は、奨学金より家庭所得層から影響を受けている。一方、独立学院の場合に、奨学

金と家庭所得による支出の変化があまり見られなかった。 

奨学金は学生収入の一項目であるため、学生の支出分配を通して機能を果たすと考える。

実際に学生の支出に影響する要因のうち、奨学金はどのような役割を果たし、その機能を発

揮したかどうか。これは支出項目の規定要因に関する重回帰分析を通して明らかにする。 

 学生の主な支出項目は食費、勉学費と娯楽費である。仕送りは学生生活の主な収入源で、

学生の支出分配に与える影響が最も大きいと考えられる。それを踏まえて奨学金の受給と利

用は生活水準の改善に関連する食費の増加が予想され、学習の高度化に関連する勉学費の支

出多くなると予想される。この仮説は給付タイプ③奨学金と貸与奨学金に関する検討でも通

用する。この推測に従い、以下の三つの仮説を作った。 

 

仮説 1-2-1 給付タイプ①と②奨学金を受給する学生は食費支出が多い。 

仮説 1-2-2 給付タイプ①と②奨学金を受給する学生は娯楽費支出が少ない。 

仮説 1-2-3 給付タイプ①と②奨学金を受給する学生は勉学費支出が多い。 

 

この仮説を統計的に検証するために以下の分析モデルを作った。従属変数には、食費、勉

学費と娯楽費が投入し、独立変数には、男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだい数、親の

月収、給付タイプ①受給ダミーと給付タイプ②受給ダミーが投入した。分析結果は、表 4-2-2

に示した。 

まず大学の場合（表 4-2-2（a））に、食費が従属変数として行った分析では、男性ダミー

（＋）と親の月収（＋）が統計的に有意な結果を得た。食費は学生の日常生活の主な支出で

あることが前の概況で確認した。食生活、及びそれの支出は生活の質にかかわる重要なファ

クターである。 
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表 4-2-2（a） 支出の規定要因の重回帰分析－大学 

 食費 勉学費 娯楽費 

（定数）    +   

男性ダミー 0.308   0.024   0.087   

農村出身ダミー －0.016   －0.031   －0.122   

きょうだい数 －0.050   －0.057   －0.007   

親の月収（対数変換） 0.318   0.021   0.122   

給付タイプ①受給ダミー 0.000   0.002   0.052   

給付タイプ②受給ダミー －0.006   －0.077  + －0.030   

調整済み R2 乗 0.220   0.005   0.049   

F 値 25.754   1.479   5.568   

N 527  536  536  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

表 4-2-2（b） 支出の規定要因の重回帰分析－独立学院 

 食費 勉学費 娯楽費 

（定数）       

男性ダミー 0.278   0.096   0.085   

農村出身ダミー －0.072   0.121   －0.014   

きょうだい数 －0.159  + －0.059   －0.160  + 

親の月収（対数変換） －0.030   －0.034   0.047   

給付タイプ①受給ダミー 0.019   0.051   －0.049   

給付タイプ②受給ダミー －0.016   0.281   0.048   

調整済み R2 乗 0.082   0.058   0.011   

F 値 3.449   2.767   1.301   

N 166  172  171  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

親の月収の多い男子学生は、食費の支出が多いという結果は、家庭の経済状況が学生の生

活の質に影響を与えていることを意味する。低所得層の学生は食費を切り詰め、生活の質を

落としていると考えられる。家庭所得の格差が学生の生活にも影響を及ぼしていることが分
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かる。 

 娯楽費を従属変数として行った分析では、男性ダミー（＋）、農村出身ダミー（－）と親

の月収（＋）が統計的に有意な結果を得た。都市出身、親の月収の多い男子学生は、娯楽費

の支出が多い。中国では、都市と農村の格差は経済面だけではなく、地域のインフラ整備、

文化と意識の様々の面で違いが現れている。農村地域では娯楽の関連施設が少ないだけでな

く、節約意識からもたらす消費習慣の違いも、農村出身学生の娯楽費の低下と繋がっている

と考えられる。また、親の月収が多ければ多いほど、学生の経済面にある程度余裕があり、

娯楽費のような基本生活を確保する以上の消費が生じたと考えられる。 

 勉学費を従属変数とした分析モデルは、統計的に有意ではなかった。 

このように大学の各支出項目には、給付奨学金タイプ①とタイプ②の受給による統計的に

有意な結果が見られなかった。奨学金の受給より、むしろ家庭所得のほうが学生の支出を影

響する。給付奨学金タイプ①と②は、学生の日常支出に影響を与えるような要因ではないこ

とが分かった。 

 次に独立学院の場合（表 4-2-2（b））に、食費が従属変数として分析した結果では、男性

ダミー（＋）が有意な結果を得た。きょうだい数（－）が 10％有意水準で有意である。き

ょうだい数の少ない男子学生は食費が高い。きょうだい数の多い家庭はきょうだい数の少な

い家庭より支出が多く、子供 1 人当たりの教育費支出が少ないと考えられる。奨学金が統

計的に有意ではなかった。 

 また、勉学費を従属変数として分析した結果では、給付タイプ②受給ダミー（＋）が統計

的に有意である。給付タイプ②を受ける学生は、勉学にかける費用が多く、勉学費が高い結

果となった。娯楽費に関する分析モデルが有意ではなかった。 

 以上、大学と独立学院を分けて学生の日常生活の支出の規定要因を分析した。独立学院の

場合のみ、給付タイプ②の受給が勉学費の増加に影響する（仮説 1-2-3 支持）ほか、給付奨

学金タイプ①と②の受給によって、学生の日常生活の支出に明確な影響は見られなかった

（仮説 1-2-1 と仮説 1-2-2 支持しない）。奨学金より、むしろ家庭収入が学生の支出に影響

を与えている。特に食費のような生活の質に関わる支出には、家庭収入の影響が最も大きい。 

 

3 生活時間への影響 

 学生の収支の変化は必ず時間の配分を伴っている。従って、給付奨学金タイプ①とタイプ

②は学生の金銭面への影響を検討するだけでなく、生活時間への影響を検討する必要もある。 
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 前述でも述べたように、生活時間の検討対象は学生の学習行動に関わる学習時間、及び生

活行動に関わる娯楽時間とアルバイト時間に着目した。また所得層別の生活時間の分布を見

ると、家庭所得層別に生活時間の違いがあったことが分かった。従って、家庭所得層の違い

を統制した上で、奨学金の種類別に生活時間の配分を見る必要がある。図 4-2-3 では、所得

層別に給付タイプ①ないしタイプ②を受給している学生の主な活動の時間配分を、受給して

いない学生との比較を示した。学習時間は授業外の学習に使う時間を指す。 

 大学の場合（図 4-2-3(a)）に、学習時間が娯楽時間とアルバイト時間より長い。低中所得

層のうち、給付奨学金タイプ①を受給する学生は学習にかける時間が最も長く、受給しない

学生の学習時間が短い。しかし、高所得層の給付奨学金を受ける学生の学習時間は必ず長い

わけではない。 

娯楽時間はどの所得層も受給しない学生のほうが長く、給付タイプ①の受給者のほうが短

い。また、アルバイト時間は、低所得層学生のほうが長い傾向にある。 

 独立学院の場合（図 4-2-3(b)）には、どの所得層も給付タイプ①受給者の学習時間が長く、

低所得層また給付タイプ①受給者のアルバイト時間が長い。低所得層の給付奨学金の受給者

は娯楽時間が短い。 

 

図 4-2-3(a) 給付タイプ①、②奨学金受給別の生活時間－大学（時間/日） 

 
【出所】大学生調査から算出 
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図 4-2-3(b) 給付タイプ①、②奨学金受給別の生活時間－独立学院（時間/日） 

 

【出所】大学生調査から算出 

 

給付タイプ①と②奨学金は学習を奨励する政策意図が含まれているため、学習時間の増加

及び娯楽時間とアルバイト時間の減少が予想されている。この推測に沿って、以下の三つの

仮説が考えられる。 

 

仮説 1-3-1 給付タイプ①と②奨学金を受給する学生は学習時間が長い。 

仮説 1-3-2 給付タイプ①と②奨学金を受給する学生は娯楽時間が短い。 

仮説 1-3-3 給付タイプ①と②奨学金を受給する学生はアルバイト時間が短い。 

 

 以上の仮説を考察するために、重回帰分析を行った。表 4-2-3 に示したように、従属変数

には学習時間、娯楽時間とアルバイト時間を投入し、独立変数には男性ダミー、農村出身ダ

ミー、きょうだい数、親の月収、給付タイプ①受給ダミーと給付タイプ②受給ダミーを投入

した。 
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表 4-2-3（a） 生活時間の規定要因の重回帰分析－大学 

 学習時間 娯楽時間 アルバイト時間 

（定数）       

男性ダミー 0.067   0.054   0.052   

農村出身ダミー －0.050   －0.101   －0.008   

きょうだい数 －0.030   －0.026   0.055   

親の月収（対数変換） －0.113   0.006   －0.197   

給付タイプ①受給ダミー 0.103   －0.132   －0.044   

給付タイプ②受給ダミー 0.062   －0.078  + －0.029   

調整済み R2 乗 0.019   0.034   0.039   

F 値 2.688   4.047   4.620   

N 522  524  532  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

②係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

表 4-2-3（b） 生活時間の規定要因の重回帰分析－独立学院 

 学習時間 娯楽時間 アルバイト時間 

（定数）       

男性ダミー －0.056   0.091   0.042   

農村出身ダミー 0.034   －0.164  + －0.019   

きょうだい数 0.068   －0.018   0.166  + 

親の月収（対数変換） 0.139  + 0.046   －0.264   

給付タイプ①受給ダミー 0.182   0.087   0.159   

給付タイプ②受給ダミー 0.089   0.035   0.032   

調整済み R2 乗 0.022   0.010   0.133   

F 値 1.650   1.277   5.365   

N 174  173  171  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

②係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 分析結果についてはまず大学の場合（表 4-2-3（a））に、学習時間が従属変数として分析

した結果には、親の月収（－）と給付タイプ①受給ダミー（＋）が統計的に有意である。親

の月収の少ない、給付タイプ①受給の学生は学習時間が長い。親の月収の少ない学生は、家

計が裕福ではないにもかかわらず勉学できるという勉学のチャンスを最も大事にしている
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と考えられる。従って、このような学生は本業の学習活動に回す時間が長く、学習に熱心な

学生層であると思われる。また、給付奨学金タイプ①の受給者は、成績優秀な学生層である。

一般的には学業成績が学習時間と正比例しているため、学習時間が確保できなければ、その

結果が成績に表れないと考えられる。ただし、給付奨学金タイプ①の受給によって、経済面

で余裕が出来て、学習時間を伸びた場合と、学習に専念して勉学時間が長い結果が給付タイ

プ①の受給資格を得た場合が併存している。給付タイプ①の受給と学習時間の因果関係は、

本研究の一時点で行われた調査からは分からない。奨学金の受給前後の成績と学習時間を比

較しない限り、給付奨学金の勉学への効果は明確にならない。しかし、本研究で分かったの

は、給付タイプ①の受給者は、他の学生より学習時間が長く、勉学に熱心する学生層である

ことである。これは、人材育成に寄与する勉学奨励の報償である給付タイプ①の政策主旨と

一致している。給付タイプ①奨学金の有効性が評価できると推論される。 

 娯楽時間に関する分析には、農村出身ダミー（－）、給付タイプ①受給ダミー（－）と給

付タイプ②受給ダミー（－）が統計的に有意な結果を得た。農村出身、給付タイプ①と②の

受給者は、娯楽にかける時間が短い。これは表 4-2-2（a）で述べた農村出身の学生の娯楽

費が低いという結果を、時間面で立証した。つまり、農村出身の学生は娯楽活動にあまり時

間を使っていないことが分かった。また、奨学金政策を批判する一つの理由は娯楽費として

使われ、学習活動につかわれていないことである。本研究では一時点の調査で、給付奨学金

の受給前後に娯楽時間の変化を考察することができず、給付奨学金の受給と娯楽時間の因果

関係を測定できない。しかし、本研究の結果から、給付奨学金タイプ①と②の受給者は、娯

楽時間が低いことがいえる。給付タイプ①と②の受給者は、必ず娯楽活動に多くの時間をか

けているわけではない。逆にそれの受給者は娯楽時間が短く、娯楽活動にあまり従事してい

ないことが分かった。 

 またアルバイト時間については、親の月収（－）が統計的に有意な結果を得た。親の月収

が少なければ少ないほど、アルバイト時間が長くなる。家庭の経済状況が良くない代わりに、

アルバイトで収入を得ざるを得ないと考えられる。給付奨学金タイプ①と②は統計的に有意

な結果が見られなかった。 

 次に独立学院の場合（表 4-2-3（b））に、学習時間と娯楽時間の分析モデルは統計的に有

意ではない。アルバイト時間の分析モデルが有意で、その規定要因として、きょうだい数（＋）、

親の月収（－）と給付タイプ①受給ダミー（＋）が統計的に有意である。きょうだい数の多

い、親の月収の少ない、給付タイプ①受給の学生は、アルバイト時間が長い。きょうだい数
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の多い、かつ親の月収の少ない家庭は、経済状況が良くないと考えられる。そのため、学生

は経済面の不足をアルバイトで補う。また、給付タイプ①は金額的に高いものの、その受給

者のアルバイト時間が長いことは、独立学院の高額な授業料負担に理由がある。図 4-2-1（b）

で考察した通りに、独立学院には、高額の授業料による家計の一時負担が高く、奨学金を受

けても、一時負担を代替えることができなかった。そのため、給付奨学金タイプ①を受給し

ていても、経済面では決して余裕があるわけではなく、アルバイトをする必要が生じると考

えられる。 

 このように給付タイプ①の大学の受給者は学習時間が長く（仮説 1-3-1 支持）、娯楽時間

が短い（仮説 1-3-2 支持）。給付タイプ②の受給者は娯楽時間も短い（仮説 1-3-2 支持）。こ

れは、奨学金を受ける学生は娯楽活動に時間を回す議論の反論となる。確かに、給付奨学金

タイプ①と②の受給と生活時間の配分の間に、調査の限界で因果関係を考察できないが、そ

の受給者が決して娯楽活動に時間をかけているわけではないことがいえる。また、家庭の経

済状況の良くない学生は、アルバイトに従事する時間が長い。特に独立学院の給付タイプ①

の受給者もアルバイト時間が長い結果を得た（仮説 1-3-3 支持しない）。高額の授業料負担

は、家計に負担をかけるだけでなく、学生の生活時間の配分にも影響を与えている。 

 

第 3節 給付タイプ③奨学金の効果 

 給付奨学金タイプ③は、低所得層の出身者に負担能力を与える政策であり、教育機会の均

等性の推進を目標としている。実際にはそれの受給者は、経済面の困難を緩和して、教育機

会均等に寄与しているかどうか、本節で学生の収支状況と時間配分から給付タイプ③奨学金

の効果を検討する。 

 

1 収入構造への影響 

 給付タイプ③受給者の収入構造は図 4-3-1 に示した。収入項目には仕送り、アルバイト収

入、給付タイプ③の受給金額と一時負担が含まれている。 

 まず大学の場合（図 4-3-1（a））、仕送りの金額が高く、学生の主な収入源となっている。

低所得層の学生は仕送りが少なく、高所得層の学生は仕送りが多い。家庭が裕福であれば、

学生への仕送り額も多いと見られる。また、アルバイト収入は金額的に低く、学生の主な収

入源とはいえない。しかし、低所得層の学生はアルバイト収入が多く、高所得層の学生はア
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ルバイト収入が少ない。低所得層の学生は、仕送りが少ない代わりに、アルバイトで収入を

得ていると見られる。 

 給付奨学金タイプ③の金額はタイプ①と②ほど高くないが、低所得層学生が受ける金額が

最も高い。しかも、低所得層学生の給付タイプ③の金額は仕送り額の三分の二に相当し、給

付タイプ③の受給が低所得層の学生にとって重要収入源であることが分かる。 

 給付タイプ③受給者のうち、どの所得層においても、その仕送り、アルバイト収入と奨学

金金額の収入合計が支出合計を下回って、家計の一時負担が必要となっている。低所得層学

生の一時負担額は、高所得層学生と比べて若干低いが、給付タイプ③は授業料の上昇からも

たらす家計負担の増加を軽減する効果が弱いと見られる。 

 

図 4-3-1（a） 給付タイプ③奨学金受給者の収入－大学（元/年） 

 

【注】収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 
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図 4-3-1（b） 給付タイプ③奨学金受給者の収入－独立学院（元/年） 

 

【注】収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 従って、給付タイプ③を受けても、家計の一時負担が依然として重い。特に低所得層の学

生にとっては、そもそも家庭の経済状況が良くないため、仕送りと仕送り以外の一時負担の

双方が家計を圧迫すると考えられる。また、このような困窮度が比較的高い家庭では、借金

をするにも返済能力が低いと判断するため、貸与奨学金の利用について慎重であると考えら

れる。結局、給付タイプ③の受給者の家庭は、家計負担が重いまま、可能な範囲で学生の就

学を支援することになる。特にそのうちの低所得層の家庭にとっては、家庭の困窮度が高く、

家計が無理して学生の就学継続を援助する家庭像が浮かび上がる。 

 次に独立学院の場合（図 4-3-1（b））に、大学と同様に仕送りが主な収入源であり、アル

バイト収入が収入総額に占める割合が高くない。また、低所得層の学生は仕送りが少なく、

アルバイト収入が多い。高所得層の学生は仕送りが多く、アルバイト収入が少ない。つまり、

家庭の経済状況が良くない学生は、家庭からの仕送りが少ない分、アルバイトで収入を得る

と見られる。 

 給付タイプ③の金額が高くないが、低所得層の学生は必ず多く受けているとは限らない。
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また独立学院の授業料支出は高いため、仕送り、アルバイト収入と給付タイプ③の収入だけ

では、支出総額を補うことはできない。一時負担額はどの所得層においてもかなり高額であ

ることが分かる。特に低所得層の学生にとっては、家庭の経済状況が良くないことに加え、

給付タイプ③を受けても、一時負担額が高額のままで下がらず、家庭の困窮度が極めて高い

ことが分かる。 

給付タイプ①と②奨学金の収入に関する分析手法と同様に、重回帰分析を通して、給付タ

イプ③奨学金は学生の生活にどのような役割を果たしているのか、を検討する。給付タイプ

③奨学金は給付タイプ①と②奨学金ほど金額が高いわけではないが、収入源の一つとして給

付タイプ①と②奨学金と同じような効果が期待されている。従って、以下の三つの仮説が考

えられる。 

 

仮説 2-1-1 給付タイプ③奨学金を受給する学生は仕送りが少ない。 

仮説 2-1-2 給付タイプ③奨学金を受給する学生は一時負担が少ない。 

仮説 2-1-3 給付タイプ③奨学金を受給する学生はアルバイト収入が少ない。 

 

この仮説を検証するために、以下の分析モデルを作った。従属変数には仕送り、アルバイ

ト収入と一時負担が別々に投入し、独立変数には男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだい

数、親の月収と給付タイプ③受給ダミーが投入した（表 4-3-1）。 

表 4-3-1（a） 収入の規定要因の重回帰分析－大学 

 仕送り アルバイト収入 一時負担 

（定数）    +   

男性ダミー 0.047   －0.028   0.059   

農村出身ダミー 0.005   －0.074   0.003   

きょうだい数 －0.136   0.135   －0.036   

親の月収（対数変換） 0.318   －0.093  + 0.026   

給付タイプ③受給ダミー －0.170   0.036   －0.190   

調整済み R2 乗 0.236   0.025   0.041   

F 値 32.981   3.671   4.754   

N 518  521  439  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 
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表 4-3-1（b） 収入の規定要因の重回帰分析－独立学院 

 仕送り アルバイト収入 一時負担 

（定数）       

男性ダミー －0.033   －0.035   0.141  + 

農村出身ダミー 0.102   －0.036   0.039   

きょうだい数 －0.167  + 0.066   0.029   

親の月収（対数変換） 0.172   －0.228   －0.120   

給付タイプ③受給ダミー －0.150  + 0.226   －0.316   

調整済み R2 乗 0.091   0.133   0.089   

F 値 4.377   6.204   3.766   

N 169  170  143  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 まず大学の場合（表 4-3-1（a））に、仕送りが従属変数として投入した分析では、きょう

だい数（－）、親の月収（＋）と給付タイプ③受給ダミー（－）が統計的に有意な結果を得

た。きょうだい数の多い、親の月収の少ない、給付タイプ③受給の学生は仕送りが少ない。

きょうだい数が多い、かつ親の月収が少ないことは、家庭の経済状況が良くないことを意味

する。従って、学生を支援できるような経済能力も高くない。また、きょうだい数と親の月

収をコントロールするうえで、給付タイプ③の受給ダミーがマイナスの結果が出てきたのは、

給付タイプ③の受給が仕送りを減らすことを意味する。給付タイプ③は、家計の仕送り負担

を軽減できる（仮説 2-1-1 支持）。ただし、給付タイプ③の金額が比較的低いため、その軽

減効果がかなり限定されていると考えられる。 

また、アルバイト収入が従属変数として投入した分析では、きょうだい数（＋）と親の月

収（－）が統計的に有意な結果を得た。きょうだい数の多い、親の月収の少ない学生は、ア

ルバイト収入が高いという結果となっている。家庭の経済状況が良くない分、学生がアルバ

イトで収入を得ると見られる。奨学金変数が有意な結果が見られなかった。 

 一時負担が従属変数として投入した分析では、給付タイプ③受給ダミー（－）が統計的に

有意である。給付タイプ③を受給すればするほど、一時負担が下がる結果となっている。給

付タイプ③の受給は、家計の一時負担を軽減する効果が見られる（仮説 2-1-2 支持）。ただ

し金額的が低いため、その効果は大きくないと考えられる。 
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 次に独立学院の場合（表 4-3-1（b））に、仕送りが従属変数として投入した分析では、き

ょうだい数（－）、親の月収（＋）と給付タイプ③受給ダミー（－）が統計的に有意な結果

を得た。きょうだい数の多い、親の月収の少ない、給付タイプ③受給の学生は、仕送りが少

ない。この結果は大学での分析結果と同様で、家計状況の良くない学生は家庭からの仕送り

が少ないほか、給付タイプ③による仕送りの軽減効果が認められる（仮説 2-1-1 支持）。た

だし、給付奨学金タイプ③の金額が低いため、その効果が大きくないと考えられる。 

 また、アルバイト収入が従属変数として投入した分析では、親の月収（－）と給付タイプ

③受給ダミー（＋）が統計的に有意である。親の月収が少なければ少ないほど、学生はアル

バイトをして収入を得る。家計の経済状況が良くない代わりに、学生がアルバイトで経済面

の不足を補うと考えられる。また、親の月収変数をコントロールするうえで、給付タイプ③

受給ダミーがプラスの結果を得た。これはいわゆる、給付タイプ③を受けても、アルバイト

で収入を得ることを意味する（仮説 2-1-3 支持しない）。独立学院の授業料が高額だけでな

く、給付タイプ③の金額が比較的低いため、給付タイプ③は経済面の不足を補うほどの効果

を持たないと考えられる。 

 一時負担が従属変数として投入した分析では、男性ダミー（＋）と給付タイプ③受給ダミ

ー（－）が統計的に有意な結果を得た。給付タイプ③を受給する男子学生は一時負担が減少

する結果となっている。給付タイプ③が家計の一時負担を軽減する効果が統計的に認められ

るが（仮説 2-1-2 支持）、金額が比較的低いため、その効果がかなり限定されていると見ら

れる。 

 以上の分析結果は図 4-1-2 に参照しながら説明すると、低所得層の学生はそもそも負担可

能額が必要額を下回ったため、その差額（②）が給付奨学金タイプ③の受給によってある程

度補うようになった（線 L(B)）。しかし、給付奨学金タイプ③の金額が低く、それを受けて

も負担可能額が必要額を下回った状態は変わらず、その差額（④）がまだ残っている。従っ

て、その不足額（④）は家計の負担によって吸収しなければならず、給付奨学金タイプ③の

効果が限られていると考えられる。 

 

2 支出構造への影響 

 家庭所得層別に給付タイプ③の受給者の収入に対して、支出構造は図 4-3-2 に示した。支

出項目には、給付タイプ①と②の考察と同様に授業料、寮費、食費、勉学費と娯楽費が含ま

れている。 



197 

 

 まず大学の場合（図 4-3-2（a））に、授業料と寮費がどの所得層においても一定の金額で

ある。授業料の支出が高く、寮費は高くない。また、日常生活の支出に関わる食費、勉学費

と娯楽費の支出のうち、食費の支出が最も高い。食費は学生生活の主な支出項目であること

が、給付タイプ①と②受給の場合だけでなく、給付タイプ③の場合でも確認できる。しかも、

低所得層の学生は食費が低く、高所得層の学生は食費の支出が高い。家庭の経済状況が学生

の食生活にも関連していると見られる。 

 勉学費の支出は高くないが、低所得層の学生は勉学費が低く、中高所得層の学生は勉学費

が高い。また、娯楽費についても、低所得層の学生の支出は低く、高所得層の学生の支出は

高い。支出総額から見ても、低所得層の学生のほうが低く、高所得層の学生の支出総額が高

い。家庭の経済状況が給付タイプ③の受給者の支出を影響すると見られる。 

 

図 4-3-2（a） 給付タイプ③奨学金受給者の支出－大学（元/年） 

 

【注】支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 
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図 4-3-2（b） 給付タイプ③奨学金受給者の支出－独立学院（元/年） 

 

【注】支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 次に独立学院の場合（図 4-3-2（b））は、授業料と寮費が一定の金額で、授業料の支出額

が最も高いことが分かる。寮費の支出はどの所得層においても年額 700 元前後である。ま

た、学生の日常支出のうち、大学と同様に食費の支出が最も高く、しかも低所得層の学生の

食費支出が中高所得層の学生より高い。勉学費と娯楽費については、低所得層の学生の支出

額がかなり低いことが分かる。つまり、大学にも独立学院にも、給付タイプ③を受けても、

低所得層の学生の支出が中高所得層の学生の支出額より下回っている。給付タイプ③は、家

庭所得層の格差からもたらす学生生活の支出差額を埋めるような効果が見られなかった。 

給付タイプ①と②の支出に関する分析手法と同様に、給付タイプ③奨学金は学生の支出に

与える影響を考察するために、重回帰分析を行う（表 4-3-2）。給付タイプ③奨学金が食費、

娯楽費と勉学費に与える影響は、以下のように推測できる。 

 

仮説 2-2-1 給付タイプ③奨学金を受給する学生は食費支出が多い。 
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仮説 2-2-2 給付タイプ③奨学金を受給する学生は娯楽費支出が少ない。 

仮説 2-2-3 給付タイプ③奨学金を受給する学生は勉学費支出が多い。 

 

この仮説を検証するために、以下の分析モデルを作った。食費、勉学費と娯楽費をそれぞ

れ従属変数とし、独立変数には男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだい数、親の月収と給

付タイプ③受給ダミーを投入した。 

 分析結果を見ると、まず大学の場合（表 4-3-2（a））に、食費を従属変数として投入した

分析では、男性ダミー（＋）、親の月収（＋）と給付タイプ③受給ダミー（－）が統計的に

有意な結果を得た。親の月収の少ない、給付タイプ③を受給する女子学生は、食費が低い。

親の月収が学生の食費生活に影響を与えることは統計的にも確認できた。また、給付タイプ

③の受給は、食費の上昇につながらないだけでなく、逆に食費を下げている（仮説 2-2-1 支

持しない）。これは、給付タイプ③を受けても、生活面での余裕が決してあるわけではなく、

食費を切り下げ、生活の質が低いことが考えられる。 

 また、勉学費が従属変数としての分析では、給付タイプ③受給ダミー（－）が統計的に有

意な結果を得た。給付タイプ③を受ける学生は、勉学費を切り下げる結果となった（仮説

2-2-3 支持しない）。給付タイプ③を受けても、勉学にかける費用の上昇と繋がらないと考

えられる。 

 

表 4-3-2（a） 支出の規定要因の重回帰分析－大学 

 食費 勉学費 娯楽費 

（定数）       

男性ダミー 0.303   0.028   0.090   

農村出身ダミー －0.004   －0.026   －0.120   

きょうだい数 －0.032   －0.046   0.001   

親の月収（対数変換） 0.281   －0.006   0.103   

給付タイプ③受給ダミー －0.127   －0.099   －0.053   

調整済み R2 乗 0.235   0.009   0.049   

F 値 33.294   2.016  + 6.565   

N 527  536  536  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 
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表 4-3-2（b） 支出の規定要因の重回帰分析－独立学院 

 食費 勉学費 娯楽費 

（定数）    +   

男性ダミー 0.263   0.042   0.069   

農村出身ダミー －0.056   0.092   －0.010   

きょうだい数 －0.126   －0.034   －0.137   

親の月収（対数変換） －0.067   －0.083   0.028   

給付タイプ③受給ダミー －0.164   0.024   －0.081   

調整済み R2 乗 0.110   0.011   0.017   

F 値 5.074   0.632   1.599   

N 166  172  171  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 娯楽費が従属変数としての分析では、男性ダミー（＋）、農村出身ダミー（－）と親の月

収（＋）が統計的に有意である。都市出身、親の月収の多い男子学生は娯楽費が高い結果と

なっている。都市出身と高家庭収入の学生は、生活面で余裕があるため、娯楽にかける支出

が多いと見られる。奨学金の受給は統計的に有意な結果が得られなかった（仮説 2-2-2 支持

しない）。 

 次に独立学院の場合（表 4-3-2（b））は、食費が従属変数とした分析モデルだけ有意であ

り、男性ダミー（＋）と給付タイプ③受給ダミー（－）が統計的に有意な結果を得た。大学

と同様に給付タイプ③受給の女子学生は、食費の支出が低い。給付奨学金タイプ③を受けて

も、給付奨学金を受ける学生は、経済的困難が著しく、給付奨学金はその影響を補うことが

できない（仮説 2-2-1 支持しない）。食費を切り下げることは、独立学院でも確認できた。 

 このように給付奨学金タイプ③の受給は、必ず学生生活の改善と繋がらないと分かった。

逆にそれを受ける学生は、支出を抑え、食生活を含む生活水準が極めて低い。これの理由は、

家庭所得が低いことにあるほか、給付タイプ③が家計負担を緩和できるような金額ではない

ことにもある。結局、給付タイプ③を受けても、図 4-1-2 に示したように、負担可能額が必

要額を下回り、その不足額は学生本人の消費を切り詰めることによって吸収しなければなら

ない。給付タイプ③は機会均等性の推進に必ずしも寄与しているわけではないと考えられる。 
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3 生活時間への影響 

表 4-3-3 には給付タイプ③奨学金受給者の生活時間の配分を示した。大学の場合に、低所

得層学生は学習時間（3.6 時間）とアルバイト時間（0.8 時間）が長く、娯楽時間が短い。

独立学院も同じような傾向で、しかもアルバイト時間が最も長い（1.3 時間）ことが分かる。 

 

表 4-3-3 給付タイプ③奨学金受給者の生活時間（時間/日） 

 学習 娯楽 アルバイト 

大学 

低所得層 3.6  1.4  0.8  

中所得層 3.3  1.5  0.5  

高所得層 3.0  2.0  0.4  

独立学院 

低所得層 3.7  0.9  1.3  

中所得層 3.5  1.2  0.6  

高所得層 2.9  1.7  1.0  

【出所】大学生調査から算出 

 

 給付タイプ③奨学金が学生の生活時間に与える影響を考察するために、重回帰分析を行う。

給付タイプ③奨学金は家計困難な学生を支援する目的から、収入を得るためにアルバイトに

時間を使う必要を少なくし、結果として学習の水準を高める効果が期待されている。従って、

給付タイプ①と②奨学金が生活時間への影響を考察した際と同様に、給付タイプ③奨学金も

学習時間、娯楽時間とアルバイト時間に着目し、以下の三つの仮説が考えられる。 

 

仮説 2-3-1 給付タイプ③奨学金を受給する学生は学習時間が長い。 

仮説 2-3-2 給付タイプ③奨学金を受給する学生は娯楽時間が短い。 

仮説 2-3-3 給付タイプ③奨学金を受給する学生はアルバイト時間が短い。 

 

この仮説を検討するために、表 4-3-4 のような分析モデルを組んだ。学習時間、娯楽時間

とアルバイト時間がそれぞれ従属変数として投入し、独立変数には男性ダミー、農村出身ダ

ミー、きょうだい数、親の月収と給付タイプ③受給ダミーが独立変数として投入した。 

 分析結果を見ると、まず大学の場合（表 4-3-4（a））に、学習時間を従属変数とした分析

では、親の月収（－）が統計的に有意である。親の月収の少ない学生は学習時間が長い。表

4-2-5 と表 4-2-6 で述べたことと同様に、親の月収の少ない学生は、大学での勉学機会を重
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視し、学習活動に専念し、多くの時間をかけていると見られる。奨学金は統計的に有意では

なかったため、給付タイプ③による学習時間への影響が見られなかった（仮説 2-3-1 支持し

ない）。 

 

表 4-3-4（a） 生活時間の規定要因の重回帰分析－大学 

 学習時間 娯楽時間 アルバイト時間 

（定数）       

男性ダミー 0.061   0.051   0.058   

農村出身ダミー －0.043   －0.092  + －0.017   

きょうだい数 －0.016   －0.015   0.040   

親の月収（対数変換） －0.143   －0.014   －0.165   

給付タイプ③受給ダミー －0.072   －0.103   0.095   

調整済み R2 乗 0.010   0.019   0.045   

F 値 2.044  + 3.053   6.059   

N 522  524  532  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

②係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

表 4-3-4（b） 生活時間の規定要因の重回帰分析－独立学院 

 学習時間 娯楽時間 アルバイト時間 

（定数）       

男性ダミー －0.061   0.061   0.053   

農村出身ダミー 0.016   －0.154  + －0.032   

きょうだい数 0.031   0.008   0.110   

親の月収（対数変換） 0.128   0.001   －0.253   

給付タイプ③受給ダミー 0.145  + －0.138  + 0.201   

調整済み R2 乗 0.006   0.024   0.148   

F 値 1.215   1.831   6.887   

N 174  173  171  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

②係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 娯楽時間を従属変数とした分析では、農村出身ダミー（－）と給付タイプ③受給ダミー（－）

が統計的に有意である。農村出身、給付タイプ③を受給する学生ほど、娯楽時間が短くなる
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という結果となった（仮説 2-3-2 支持）。農村出身の学生は娯楽活動にあまり時間をかけず、

給付タイプ③を受ける学生も娯楽にあまり時間をかけていないことが分かった。 

 また、アルバイト時間が従属変数とした分析では、親の月収（－）と給付タイプ③受給ダ

ミー（＋）が統計的に有意な結果を得た。親の月収の少ない、給付タイプ③を受ける学生ほ

ど、アルバイト時間が長くなる（仮説 2-3-3 支持しない）。親の月収が少なければ、家計か

らの支援が少ない代わりに、学生はアルバイト時間を伸ばし、アルバイトから収入を得ると

考えられる。また、給付タイプ③は金額的に低いことから、それを受給しても不足分を補う

ために、アルバイト収入に頼らざるを得ないと考えられる。給付タイプ③奨学金の家計負担

を補う効果が決して高くない。 

 次に独立学院の場合（表 4-3-4（b））に、統計的に有意な分析モデルは、アルバイト時間

が従属変数とした際のモデルだけである。親の月収（－）と給付タイプ③受給ダミー（＋）

が統計的に有意な結果を得た。親の月収の少ない、給付タイプ③を受ける学生は、アルバイ

ト時間が長いという結果となった。これは大学での分析結果と同様に、独立学院においても

給付タイプ③を受けても、アルバイトで収入を得ざるを得ないことが確認された（仮説2-3-3

支持しない）。給付タイプ③を受ける学生は、生活面でかなり困窮度の低い学生層であるほ

か、給付タイプ③が学生生活の困窮度を緩和するような効果を持たないことが分かった。 

 給付奨学金タイプ③は、低所得層の出身者に経済負担を緩和する政策であり、教育機会の

均等性の推進を目標としている。実際には給付タイプ③を受けても、学生の生活水準がさほ

ど上がらず、ほかの学生と同様にあげるには至っていない。そもそも家庭所得が低く、家庭

の借金能力も低いため、学生がアルバイトに時間をかけ、アルバイト収入が多い。給付タイ

プ③を受けても、家計の格差を除き、学習専念に時間をシフトするような効果を持たず、必

ずしも学習水準の向上と繋がらない。 

 

第 4節 貸与奨学金の効果 

 貸与奨学金には返済義務があり、在学中の教育費負担を軽減できたとしても、将来の返済

負担は重い。それでもなお敢えて貸与奨学金を利用する学生は、特に家庭所得が低く、給付

奨学金を受けても教育費を負担できない学生であると想定される。これを立証するために、

貸与奨学金を借りた学生がどのような収入と支出構造を持っているか、いかに時間を配分し

ているかを分析することによって論ずる。 
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1 収入構造への影響 

貸与奨学金を借りた学生の収入状況は図 4-4-1 に示した。収入の各項目には、仕送り、ア

ルバイト収入、貸与奨学金の金額と一時負担が含まれている。 

 

図 4-4-1 貸与奨学金利用者の収入（元/年）  

 
【注】収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 まず大学の場合に、低所得層の学生は仕送りが極めて少なく、アルバイト収入が多い。中

所得層の学生は仕送りが比較的多いが、アルバイト収入が少ない。貸与奨学金の金額が高く、

収入総額の大半を占めている。また、貸与奨学金の利用者は一時負担がなく、貸与奨学金の

金額が一時負担をカバーしていることが分かる。従って、貸与奨学金を受ける学生は、家計

の一時負担の代替効果が見られる。 

 次に独立学院の場合には、貸与奨学金を利用する学生の仕送りが極めて少なく、アルバイ

ト収入が多いことが分かる。貸与奨学金の金額が高いが、一時負担をカバーできるような金

額ではなく、家計の一時負担を代替えることができない。独立学院の授業料が高額であるた

め、貸与奨学金を受けても、授業料を含む費用をカバーできず、学生は収入を得るためにア

ルバイトせざるを得ない。将来には、貸与奨学金の返済負担が、学生、及びその親の経済面
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にさらなる重圧を与えることには違いない。独立学院の低所得層の学生、特に貸与奨学金を

借りる学生は、経済面で極めて苦しいことが分かる。 

 貸与奨学金が他の収入項目への影響を検討するために、重回帰分析を行う。貸与奨学金は

金額的に高いため、仕送りや一時負担のような家計負担を軽減する役割が期待される。その

ほかに、教育機会の均等性に寄与する政策意図から、貸与奨学金は学生の在学中の生活に必

要な費用も保障すると期待される。従って、以下の三つの仮説が考えられる。 

 

仮説 3-1-1 貸与奨学金を利用する学生は仕送りが少ない。 

仮説 3-1-2 貸与奨学金を利用する学生は一時負担が少ない。 

仮説 3-1-3 貸与奨学金を利用する学生はアルバイト収入が少ない。 

 

 以上の仮説を検証するために次の分析モデルを作った（表 4-4-1）。仕送り、アルバイト

収入と一時負担がそれぞれ従属変数として投入し、独立変数には男性ダミー、農村出身ダミ

ー、きょうだい数、親の月収と貸与奨学金利用ダミーが投入した。 

 

表 4-4-1（a） 収入の規定要因の重回帰分析－大学 

 仕送り アルバイト収入 一時負担 

（定数）       

男性ダミー 0.055   －0.025   0.048   

農村出身ダミー －0.009   －0.076   －0.017   

きょうだい数 －0.154   0.132   －0.026   

親の月収（対数変換） 0.367   －0.095  + 0.060   

貸与利用ダミー －0.051   0.099   －0.325   

調整済み R2 乗 0.215   0.034   0.117   

F 値 29.263   4.599   12.575   

N 517  520  438  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝収入の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 
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表 4-4-1（b） 収入の規定要因の重回帰分析－独立学院 

 仕送り アルバイト収入 一時負担 

（定数）       

男性ダミー －0.018   －0.034   0.168   

農村出身ダミー 0.101   －0.046   0.003   

きょうだい数 －0.206   0.152  + －0.044   

親の月収（対数変換） 0.184   －0.213   －0.048   

貸与利用ダミー －0.102   0.377   －0.103  

調整済み R2 乗 0.081   0.238   0.003   

F 値 3.933   11.493   1.097   

N 168  169  142  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数と独立変数は表 4-4-1（a）と同様である。 

②係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 分析結果を見ると、まず大学の場合（表 4-4-1（a））に、仕送りを従属変数として分析し

た結果では、きょうだい数（－）と親の月収（＋）が統計的に有意な結果を得た。きょうだ

い数の少ない、親の月収の多い学生は仕送りが多い。家庭の経済状況が学生の生活にも影響

を与えると見られる。貸与奨学金の利用が仕送りに与える影響は統計的に確認できなかった

（仮説 3-1-1 支持しない）。 

 アルバイト収入を従属変数として分析した結果では、きょうだい数（＋）、親の月収（－）

と貸与利用ダミー（＋）が統計的に有意である。きょうだい数の多い、親の月収の少ない、

貸与奨学金を利用する学生はアルバイト収入が多いという結果となった。貸与奨学金を利用

してもアルバイト収入が多い（仮説 3-1-3 支持しない）。きょうだい数が多い、かつ親の月

収が少ないことは、家庭の経済状況が良くないことを表す指標である。家庭の経済状況が良

くない代わりに、経済面で生活を維持するために、アルバイトせざるを得ないと考えられる。

また、貸与奨学金は就学期間の教育費を負担しても、将来には返済義務があるため、経済面

でのプレッシャーが大きく、在学中にもアルバイトで収入を稼ぐのが必要となる。 

 一時負担が従属変数として分析した結果では、貸与奨学金利用ダミー（－）が統計的に有

意な結果を得た（仮説 3-2-2 支持）。貸与奨学金を利用する学生は、一時負担が少なくなる。

図 4-4-1 のグラフから見たように、貸与奨学金は家計の一時負担を充当した結果、家計の一

時負担を代替した。しかし、これはあくまでも大学在学期間中に限定した効果で、大卒後に

この一時負担だけでなく、利子を加えて返済しなければならない。結局、貸与奨学金は在学
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中の家計負担を少なくしたが、大卒後に返済負担が借りた金額より上回り、学生、及びその

家庭にさらなる重荷を与えることに違いないと考えられる。 

 次に独立学院の場合（表 4-4-1（b））には、仕送りとアルバイト収入の分析モデルのみ統

計的に有意である。大学と同様に、仕送りに影響を与えるのはきょうだい数（－）と親の月

収（＋）で、アルバイト収入に影響を与えるのはきょうだい数（＋）、親の月収（－）と貸

与利用ダミー（＋）である。独立学院においても、家庭の経済状況が良ければよいほど、仕

送りが多く、アルバイト収入が少ない。貸与奨学金を受けても、アルバイトから収入を得て

いる（仮説 3-1-3 支持しない）。 

 

2 支出構造への影響 

貸与奨学金を借りた学生の支出状況は図 4-4-2 に示した。支出には授業料、寮費、食費、

勉学費と娯楽費が含まれている。 

 まず大学の場合、授業料が支出総額のうちに最も大きい支出項目であることが分かる。寮

費は金額的に高くないが、低所得層の寮費支出が低い。 

 

図 4-4-2 貸与奨学金利用者の支出（元/年）   

 
【注】支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。金額は平均額である。 

【出所】大学生調査から算出 
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 授業料と寮費以外に学生の日常生活に関わる支出は、食費、勉学費と娯楽費である。その

うち食費の支出が多く、日常生活で最も大きい支出項目である。これは貸与奨学金を受けな

い学生の支出構造と同様である。また低所得層の学生の食費支出が高所得層の学生より低い。 

勉学費と娯楽費は支出額が高くないが、低所得層の学生の勉学費が低いが、娯楽費が若干

高い。 

 次に独立学院の場合に、高額の授業料は最も支出の高い項目である。寮費と食費は大学と

変わらないが、娯楽費は大学の学生より若干高い。 

 貸与奨学金が学生の支出に与える影響を考察するために、重回帰分析を行った。貸与奨学

金が教育機会の保障という政策意図を踏まえて推測すると、学生の基本的な生活が確保し、

勉学できるような生活環境ができると考えられる。ただし、家計状況がそもそもよくないた

め、金銭が娯楽に回る余裕はあまりないと予測する。この考えに従って、以下の仮説を提示

する。 

 

仮説 3-2-1 貸与奨学金を利用する学生は食費支出が多い。 

仮説 3-2-2 貸与奨学金を利用する学生は娯楽費支出が少ない。 

仮説 3-2-3 貸与奨学金を利用する学生は勉学費支出が多い。 

 

この仮説を検討するために以下の分析モデルを作った。食費、勉学費、娯楽費がそれぞれ

従属変数として入れ、独立変数には男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだい数、親の月収

と貸与奨学金利用ダミーを入れた。 

 まず大学の場合（表 4-4-2（a））に、食費を従属変数として分析した結果では、男性ダミ

ー（＋）と親の月収（＋）が統計的に有意な結果を得た。親の月収の高い男子学生は食費の

支出が高い結果となった。貸与奨学金の利用が食費の支出に与える影響は見られなかった

（仮説 3-2-1 支持しない）。 

 娯楽費を従属変数として分析した結果では、男性ダミー（＋）、農村出身ダミー（－）と

親の月収（＋）が統計的に有意である。都市出身、親の月収の高い男子学生は娯楽費の支出

が多い。都市出身、かつ親の月収が高い学生は、家庭の経済状況が学生の生活に余裕をもた

らしたため、大学生活の基本支出以外の活動にも費用をかけていることが分かる。貸与奨学

金は統計的に有意ではなかった（仮説 3-2-2 支持しない）。 
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表 4-4-2（a） 支出の規定要因の重回帰分析－大学 

 食費 勉学費 娯楽費 

（定数）       

男性ダミー 0.306   0.035   0.091   

農村出身ダミー －0.009   －0.039   －0.122   

きょうだい数 －0.051   －0.064   －0.003   

親の月収（対数変換） 0.315   0.030   0.114   

貸与利用ダミー －0.030   0.061   －0.050   

調整済み R2 乗 0.219   0.005   0.049   

F 値 30.504   1.572   6.503   

N 526  535  535  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

表 4-4-2（b） 支出の規定要因の重回帰分析－独立学院 

 食費 勉学費 娯楽費 

（定数）    +   

男性ダミー 0.279   0.035   0.077   

農村出身ダミー －0.070   0.097   －0.011   

きょうだい数 －0.160  + －0.033   －0.156  + 

親の月収（対数変換） －0.033   －0.095   0.036   

貸与利用ダミー －0.008   －0.038   －0.054   

調整済み R2 乗 0.087   0.010   0.014   

F 値 4.115   0.649   1.468   

N 165  171  170  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝支出の各項目の定義は表 4-1-1 を参照する。 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 勉学費の分析モデルは統計的に有意ではなかった。また貸与奨学金の受給によって支出項

目への影響が統計的に見られなかった（仮説 3-2-3 支持しない）。 

 次に独立学院の場合（表 4-4-2（b））に、食費の分析モデルのみが統計的に有意であり、

そのモデルの独立変数のうち、男性ダミー（＋）ときょうだい数（－）が統計的に有意であ



210 

 

る。きょうだい数の少ない男子学生は食費の支出が高い。貸与奨学金の受給によって食費の

変化が見られなかった（仮説 3-2-1 支持しない）。 

 このように貸与奨学金は、日常の支出構造への影響が統計的に確認できなかった。収入構

造に関する部分でも述べたように、貸与奨学金は一時負担を緩和するような効果を持ってい

る。いわゆる貸与奨学金は授業料として支払われたことである。従って、貸与奨学金は日常

の生活費を補うより、授業料として使われるため、貸与奨学金による支出構造への影響が極

めて少ないと考えられる。 

 

3 生活時間への影響 

以上は金銭面から貸与奨学金の効果を考察した。次に時間配分の面から、貸与奨学金が生

活時間に与える影響を論ずる。 

 

表 4-4-3 貸与奨学金奨学金受給者の生活時間（時間/日） 

 学習 娯楽 アルバイト 

大学 
低所得層 3.6  1.3  0.8  

中所得層 3.8  1.3  0.5  

独立学院 低所得層 3.2  0.5  2.5  

【出所】大学生調査から算出 

 

表 4-4-3 には貸与奨学金受給者の生活時間の配分を示した。大学の場合に、低所得層学生

のアルバイト時間が比較的長い。独立学院の場合に低所得層学生のアルバイト時間が 2.5 時

間で一番長い。独立学院の学生は貸与奨学金を利用しても、アルバイトにかかる時間が依然

として長い。 

 貸与奨学金は教育機会の均等性に寄与する政策意図に基づき、継続的に学習できるような

生活環境を支援する役割が期待される。従って、生活時間をアルバイトに回すよりも、学習

活動に回すと推測する。これに沿って、三つの仮説が考えられる。 

 

仮説 3-3-1 貸与奨学金を利用する学生は学習時間が長い。 

仮説 3-3-2 貸与奨学金を利用する学生は娯楽時間が短い。 

仮説 3-3-3 貸与奨学金を利用する学生はアルバイト時間が短い。 
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この仮説を考察するために、生活時間を従属変数とした重回帰分析を行った。学習時間、

娯楽時間とアルバイト時間をそれぞれ従属変数として投入し、独立変数には男性ダミー、農

村出身ダミー、きょうだい数、親の月収と貸与奨学金利用ダミーが投入した。 

 

表 4-4-4（a） 生活時間の規定要因の重回帰分析－大学 

 学習時間 娯楽時間 アルバイト時間 

（定数）       

男性ダミー 0.059   0.056   0.055   

農村出身ダミー －0.040   －0.099  + －0.010   

きょうだい数 －0.033   －0.026   0.053   

親の月収（対数変換） －0.124   0.014   －0.190   

貸与利用ダミー 0.013   －0.035   0.022   

調整済み R2 乗 0.006   0.012   0.038   

F 値 1.613   2.234   5.228   

N 521  523  531  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

②係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

表 4-4-4（b） 生活時間の規定要因の重回帰分析－独立学院 

 学習時間 娯楽時間 アルバイト時間 

（定数）       

男性ダミー －0.082   0.070   0.049   

農村出身ダミー 0.029   －0.160  + －0.025   

きょうだい数 0.059   －0.032   0.177   

親の月収（対数変換） 0.098   0.012   －0.274   

貸与利用ダミー －0.004   －0.095   0.147   

調整済み R2 乗 0.012   0.017   0.147   

F 値 0.597   1.588   6.803   

N 173  172  170  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

②係数値は標準化偏回帰係数（β）である。 

【出所】大学生調査から算出 

 

 まず大学の場合（表 4-4-4（a））に、娯楽時間とアルバイト時間を従属変数として投入し

た分析モデルは統計的に有意である。娯楽時間の分析では、農村出身ダミー（－）が統計的
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に有意で、アルバイト時間の分析では、親の月収（－）が統計的に有意である。都市出身の

学生は娯楽時間が長く、親の月収が少ない学生はアルバイト時間が長い。都市と農村の格差

が、学生の生活にも違いをもたらしたと考えられる。また、家庭の経済状況が良くない代わ

りに、学生がアルバイトに時間をかけて収入を得ざるを得ないと考えられる。しかし、貸与

奨学金の受給は統計的に娯楽時間とアルバイト時間に対する影響が確認できなかった（仮説

3-3-2 と仮説 3-3-3 支持しない）。 

 次に独立学院の場合（表 4-4-4（b））に、アルバイト時間が従属変数とした分析モデルだ

けが有意となり、その分析モデルの独立変数にはきょうだい数（＋）、親の月収（－）と貸

与利用ダミー（＋）が統計的に有意な結果を得た。きょうだい数の多い、親の月収の少ない、

貸与奨学金を受ける学生ほど、アルバイト時間が長くなるという結果となった。きょうだい

数が多い、かつ親の月収が少ない学生は、家庭の経済状況が良くない代わりに、アルバイト

に時間をかけ、収入を得ることが考えられる。一方、貸与奨学金を受けても、アルバイト時

間が長い（仮説 3-3-3 支持しない）。貸与奨学金が授業料として家計の一時負担をなくした

が、生活面での改善には必ずしもつながらない。従って、貸与奨学金の利用者は家庭困難の

代わりにアルバイトせざるを得ない。しかも、将来には返済負担があるため、大学在学中以

上に経済負担が大きい。将来のことを配慮したうえで在学中にアルバイトでお金を稼ぐ可能

性も高いと見られる。 

 以上のように貸与奨学金には返済義務があるが、敢えてそれを利用利用するのは、一時負

担できない学生である。従って、在学中の家計の一時負担を代替する効果があるが、学生の

生活面に必ず寄与しておらず、学生の生活水準と生活時間の改善には結びついていない。ま

た、将来の返済義務が、学生とその家庭に重荷をもたらし、学生の在学中にアルバイトでお

金を稼ぐ必要が生じた。結局、貸与奨学金政策が目指す機会均等性は教育機会の確保の意味

から促進したとしても、貸与奨学金の利用からもたらす重い経済負担が機会均等の実現を挫

折させる可能性が高い。 

 

第 5節 将来期待への影響 

 奨学金は学生の進学・就学機会を保障し、経済面で学生の生活を支援している。在学中に

受ける奨学金が、大卒後の進路選択に影響を与えるかどうかを本節で検討する。 

教育経済学における人的資本論によると、人間は教育投資によって付加価値を高め、経済
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効果を高めていく（シュルツ 1964：83；金子・小林 2000：72）。矢野（2001：89）は家

族が積極的に教育費用を負担している動機の一つは、教育がもたらす経済効果だろうと指摘

している。特に貸与奨学金利用の場合、学生は将来の経済力を見込んだ上でお金を借りて高

等教育に投資しているため、将来の収益について最も関心を持っている。この点に関しては

すでに検討した。先行研究では、エリート大学を対象とする調査から、給付奨学金を受ける

学生が大卒後に進学の希望率が高く（王 2008：149）、貸与奨学金を利用する学生が就職す

る（Li 2012：323）という傾向を示している。これに対して地方の非エリート大学におい

ても、同じような結果が出るのか。本節では、大卒後の進路選択に着目して、奨学金の役割

を考察していく。これを考察するために、奨学金受給別の進路希望を把握する上で、ロジス

ティック回帰分析を行う。 

 

図 4-5-1 奨学金プログラムの受給者別にみた大卒後進路の回答（％） 

 
カイ２乗検定：大学独自奨学金  ，貧困学生手当  ，国家奨学金 生源地助学ローン + ，

その他 × 

【注】①「各奨学金受給者」は調査票の「問 12-B」の回答に基づく。 

②「大卒後進路」は調査票の「問 26_a」の回答に基づく。「進学」は調査票の「問 26_a_②」の回答

に基づき、「就職」は調査票の「問 26_a_①」の回答に基づく。 

【出所】大学生調査 

 

まずは奨学金タイプ別に大卒後の進路希望を把握する。図 4-5-1 のように給付奨学金の受
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給者については貸与奨学金の利用者より、進学を希望する学生の比率が高い。給付奨学金の

うち、給付タイプ①、②、③の順に、進学を希望する学生の比率が下がる。特に国家奨学金

のような学業を奨励する給付奨学金の受給者ほど、大学卒業後に進学する傾向が強くなる。 

一方、貸与奨学金の場合に、国家助学ローンの利用者は、給付奨学金である貧困学生手当

の受給者より進学希望者の比率が若干高いものの、4 割台に止まっている。生源地助学ロー

ン利用者の中に、進学を希望する学生が 3 割以下となっている。要するに、貸与奨学金利

用者は大卒後に進学より就職を選ぶ学生が多い。 

統計的に大卒後の進路選択に影響を与える要因はいかなるものなのか、奨学金がどのよう

な役割を果たしているのか、大卒後進路選択の規定要因をロジスティック回帰分析で解明す

る。表 4-5-1 のように大学と独立学院のそれぞれのモデルに、従属変数は大卒後に進学ダミ

ーを投入し、独立変数は男性ダミー、農村出身ダミー、きょうだい数、親の月収、成績、大

学ダミー、給付タイプ①受給ダミー、給付タイプ②受給ダミー、給付タイプ③受給ダミーと

貸与奨学金利用ダミーを投入して分析を行った。 

 

表 4-5-1 大学院進学志望のロジスティック回帰分析 

 大学 独立学院 

男性ダミー 0.218   －0.896   

農村出身ダミー 0.307   －0.034   

きょうだい数 －0.317   －0.572  + 

親の月収（対数変換） 0.442   0.193   

成績 0.296   0.206   

給付タイプ①受給ダミー 1.574  + 0.717   

給付タイプ②受給ダミー 0.677   0.111   

給付タイプ③受給ダミー －0.053   0.657   

貸与利用ダミー －0.292   －21.902   

定数 －4.100   －1.727   

-2 対数尤度 555.733   166.054  + 

Cox & Snell R 2 乗 0.085   0.103   

N 429  140  

P<.001  P<.01  P<.05  P<.1 

【注】①従属変数＝大卒後の大学院進学希望…希望１、希望しない０．（調査票の「問 26_a_②」

の回答に基づく。） 

②独立変数＝表 3-2-1 を参照する。 

③係数値は標準化偏回帰係数である。 

【出所】大学生調査から算出 
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結果から見ると、まず大学の場合に、きょうだい数（－）、親の月収（＋）、成績（＋）、

給付タイプ①受給ダミー（＋）と給付タイプ②受給ダミー（＋）が統計的に有意な結果を得

た。きょうだい数の少ない、親の月収の高い、成績よい、給付タイプ①とタイプ②受給の学

生は進学希望が強い。つまり、家計状況が良いことは経済面で進学の可能を提供し、成績が

優秀であることは学習面で進学率を高める。 

奨学金の効果については、給付タイプ①とタイプ②は、在学中に学業を促進する効果があ

るほか、大卒後の進路選択にも影響を与えている。給付タイプ①、②の卓越基準の奨学金は、

学習へのインセンティブを生じさせることによって、特に優秀な学生を、大卒後に大学院へ

の進学に導いたと考えられる。また、教育経済学の進学選択モデルから解釈すると、給付タ

イプ①とタイプ②は、在学中の教育コストを切り下げる一方、その受給者の成績が優秀であ

ることは教育からさらなる便益を得る可能性を高めた。従ってそれらの受給者は、大卒後の

進学から見込んだ便益が教育コストを上回った結果、進学を選ぶ傾向が強いと考えられる。 

 次に独立学院の場合、男性ダミー（－）ときょうだい数（－）が統計的に有意な結果を得

た。独立学院できょうだい数の少ない女子学生は、大卒後に進学するという結果となった。

きょうだい数の少ない家庭では、経済面で進学の可能性を高めたと考えられる。 

 また、大学にも独立学院にも、給付タイプ③と貸与奨学金が統計的に大卒後の進路に影響

しないという結果を得た。給付タイプ③を受ける学生は、家庭の困窮度が高く、生活水準が

他の学生と同様にあげるには至らないため、大学院への進学が経済的にも学生の成績水準的

にも有利ではないと考えられる。一方、貸与奨学金については、図 4-5-1 のグラフで就職の

傾向を確認したにも関わらず、統計的に有意な結果を得られなかったのは、調査サンプルが

少ないからであると考えられる。貸与奨学金の利用者は、在学中に教育費負担が貸与奨学金

によって充当され、家計の一時負担をなくしたが、生活面での困窮と将来の返済負担のプレ

ッシャーに大学院進学の教育費用を加えると、大卒後進学のコストが極めて高いことが考え

られる。 

 以上のように奨学金が将来期待への影響についての検討を通して、奨学金タイプ別に将来

期待への違いが見られた。給付タイプ①と②は、学習へのインセンティブを生じさせること

によって、優秀な学生を、大卒後に大学院への進学の可能性を高めた。そうした意味で、一

定の才能を持った学生を確保という政策的目標を実現したように見える。一方、給付タイプ

③、あるいは貸与奨学金では、大卒後の進路選択に関しては出身家庭による格差、及び機会

不均等を是正する効果は認められない。 



216 

 

小括 

 本章では大学入学後の奨学金の効果について、学生の収入、支出と生活時間の面から考察

した。学生の収入構造には仕送りが学生の主な収入源であり、家庭の経済状況が学生の生活

に影響を与える。また、学生の支出構造には授業料と寮費のような固定支出が日常生活の支

出を上回り、授業料の家計負担が重いことが分かる。日常生活の支出は学生が経済状況によ

って裁量し、主な支出項目である食費がその影響を受けやすい（第 1 節）。 

 奨学金の効果については本章の最初に奨学金が果たすと想定される機能の経路図を示し

た（図 4-1-1）。収入、支出と生活時間の各項目がそれぞれ従属変数とした重回帰分析を通

して、奨学金の効果を考察した。今回の調査で直接に考察不可能な退学の防止を除き、実際

に奨学金が果たした機能を以下の図で説明する（図 4-6-1 と図 4-6-2）。ここで示す矢印は直

接効果や間接効果ではなく、それぞれの項目の関係を示している。直線の矢印は想定された

機能が分析から確認したもので、点線の矢印は想定された機能が分析から確認できなかった

ものを意味する。 

 

図 4-6-1 給付奨学金の機能経路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注】   給付タイプ①と②奨学金の効果ある      給付タイプ③奨学金の効果ある 

給付タイプ①と②奨学金の効果なし      給付タイプ③奨学金の効果なし 
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図 4-6-2 貸与奨学金の機能経路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注】   貸与奨学金の効果ある      貸与奨学金の効果なし 

 

 まずは図 4-6-1 には給付タイプ①と給付タイプ②奨学金の機能経路を示した。給付タイプ

①は、受給金額が高く、家庭負担への代替効果が認められた。給付タイプ①を受けると、家

庭の負担可能額が必要額を上回る。その差は家庭負担を減らし、消費支出を増やすことによ

って吸収される。これは教育機会の均等性に寄与する。給付タイプ②は、受給金額が給付タ

イプ①奨学金ほど高くないが、家庭負担を軽減できる効果も認められた。給付タイプ②の受

給は、家庭の負担可能額を上げ、必要額に近づくようになった。ただし、必要額を下回るた

め、その差額は、家庭の負担の一部しか軽減できなかった。 

給付タイプ①と②は、経済面で余裕をもたらしたといっても、勉学以外の嗜好費を増やし

たわけではなかった。学習への専念を経済面で確保した結果、学習へのインセンティブを生

じさせ、その受給者の学習時間が長く、娯楽時間が短い傾向が見られた（第 2 節）。それは

大卒後に大学院への進学の可能性を高め、学習の高度化及びさらなる教育機会均等の促進に

効果を果たす（第 5 節）。ただし、アルバイト時間の減少や支出の増加が確認できず、給付

タイプ①と②奨学金の受給は必ずしも生活水準を高めたわけではなかった。 

 一方、給付タイプ③を受ける学生は、困窮度が高い学生層である。給付タイプ③の金額が

少ないため、それを受けても、学生及びその家庭の負担可能額が標準必要額を下回る。その
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不足額は、家計の負担の増加、あるいは学生本人の消費を切り詰めることによって吸収され

ざるを得ない。給付タイプ③は家計負担を緩和できるような効果を持たず、在学中の教育機

会均等の促進には必ずしも効果をはたしていなかった（第 3 節）。従って、受給者の生活水

準を、ほかの学生と同様にあげるには至っていない。家庭所得がそもそも低く、家庭の借金

能力も低いため、学生がアルバイトに時間をかけ、アルバイト収入が多い。生活面の困難を

解消できないため、学習時間の増加及び卒業後志望の上昇が見られず、学習の高度化に寄与

する効果が確認できなかった。大卒後の進路選択に関しては出身家庭による格差を是正でき

ず、卒業後の進学機会均等の促進に繋がらなかった（第 5 節）。 

 次に図 4-6-2 には貸与奨学金の機能経路を示した。貸与奨学金を利用する学生は、一時負

担をできない学生である。貸与奨学金は在学中の負担可能額が必要額を上回り、家計の一時

負担の制約を補う効果を持つため、大学の教育機会の均等性に寄与する。しかし、貸与奨学

金は授業料として支払われるため、学生の生活水準と生活時間の改善には結びついていない

（第 4 節）。アルバイト時間の減少及び学習時間の増加が見られず、大卒後には就職を選ぶ

学生が多いため、学習の高度化の実現に繋がらない。生活困窮な状況が改善しなければ、結

局退学するリスクを高め、卒業後の志望にも影響する。この意味で貸与奨学金は教育機会不

均等を是正する効果が認められないといえる（第 5 節）。 
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第 5 章 奨学金政策の評価 

 第 2 章では、大学進学前の利用、主に貸与奨学金の利用について進学先別に検討した。

第 3 章、第 4 章では、大学在学中に奨学金の給付・利用の規定要因、そして奨学金の学生

生活に及ぼす影響について詳細に分析した。この章では、もともとの問題関心に立ち返って、

奨学金制度が、資源配分の装置として、実際にどのような機能を果たしているかを分析する。

まず給付奨学金の配分構造（第 1 節）、貸与奨学金の配分構造（第 2 節）を分析したうえで、

とくに授業料負担との関係で奨学金がどのような意味を持っているかを検討する（第 3 節）。

最後に中国の奨学金政策の特質を論ずる（第 4 節）。 

 

第 1節 給付奨学金 

 給付奨学金は、大学に進学してからの受給となっている。給付奨学金制度には「育英」と

「奨学」の政策意図が含まれ、それぞれ学業の奨励と生活の補助を目的とする。このような

目的は、実際に果たされてきたのか。本節では給付奨学金の配分構造に関する検討を通して、

政策面から給付奨学金制度の役割を考察する。 

表 5-1-1 家庭所得層と成績のクロス集計  単位：人（％） 

家庭所得層 

成績 
低 中 高 計 

大学 

上位 94(16.8) 131(23.4) 54(9.7) 279(49.9) 

中位 59(10.6) 102(18.2) 42(7.5) 203(36.3) 

下位 19(3.4) 39(7.0) 19(3.4) 77(13.8) 

計 172(30.8) 272(48.7) 115(20.6) 559(100.0) 

独立

学院 

上位 23(12.4) 52(28.0) 22(11.8) 97(52.2) 

中位 6(3.2) 41(22.0) 20(10.8) 67(36.0) 

下位 3(1.6) 13(7.0) 6(3.2) 22(11.8) 

計 32(17.2) 106(57.0) 48(25.8) 186(100.0) 

カイ２乗検定：有意ではない。 

【注】（）の数字は総数に占める確率である。 

【出所】大学生調査から算出 
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奨学金の分配に関わる主な要素は学生の成績と家庭所得であり、その両要素のクロス集計

を表 5-1-1 に示した。結果を見ると、大学にも独立学院にも、成績上位と中所得層の学生の

割合が高い。この分け方に基づいてそれぞれのグループにおける奨学金の受給状況を検討す

ることによって、奨学金の配分構造を検討する。 

 

1 大学 

 まず大学について、前述の表 5-1-1 のように奨学生のように家庭所得と成績のそれぞれの

階級に応じて分け、それぞれのグループの学生のうち、どれだけの割合が給付奨学金（すべ

てのタイプを含む）を受けているかを算出した。これは属性グループ別の受給率を示す。こ

れを横軸に所得階級、縦軸に成績階級を取った平面でのバブル図として示した（図 5-1-1）。 

 

図 5-1-1 給付奨学金の受給率－大学（％）  N=559 

 

【出所】大学生調査（「問 17」）から算出 
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図 5-1-2 給付奨学金の受給額平均値－大学（元）  N=559 

  

【出所】大学生調査（「問 17」）から算出 

 

 また各属性グループについて、給付奨学金の有無にかかわらず、グループに属する学生全

員を分母として受給額の平均値を算出し、これは全学生にとっての給付奨学金の期待値と考

えることができる。これを先と同様にバブルチャートに示した（図 5-1-2）。 

ここから以下の点を指摘することができる。 

 まず受給率（図 5-1-1）については、高所得層学生の受給率は 3 割以下であるが、他のグ

ループの学生の受給率は 3 割を上回っている。しかも、給付奨学金の配分が低中所得層、

かつ成績水準が比較的高い学生層に集中している。例えば、低所得層の学生のうち、成績上

位の 67.0％と成績中位の 72.9％の学生が給付奨学金を受けている。中所得層の学生のうち、

成績上中位学生の 40.2％が給付奨学金を受けている。すなわち、成績が優秀、かつ家計困

難な学生は給付奨学金を受ける割合が高い。低所得層かつ成績中位の学生の受給率が最も高

い（72.9％）理由は、第 3 章でも述べたような給付タイプ③奨学金の高受給率に引っ張ら

れたと解釈できる。 
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しかし、低所得層の学生は成績があまり優秀ではないのであれば、給付奨学金の受給率が

低い傾向がある。例えば、低所得層かつ成績下位の学生のうち、36.8％の学生しか給付され

ず、中所得層かつ成績下位の学生のが 38.5％に過ぎない。これは、それぞれの同じく家庭

所得層で成績が優秀な学生グループと比べて、受給率が低い結果となった。 

次に、給付奨学金の受給額の平均値（図 5-1-2）については、家庭所得層のみを見ると、

低所得層の学生は高所得層の学生より、受給額の平均値が高い。家庭所得が低い代わりに、

給付奨学金からの給付額が多い。また、成績水準のみを見ると、成績水準が上、中、下の順

に受給額の平均値が下がっていく。成績優秀者に対する給付奨学金の給付額が多い。 

家庭所得と成績によって分けられた学生グループでは、低所得層かつ成績上位学生の受給

額の平均は最も高く、1,443 元である。低所得層かつ成績下位の学生は成績上位の学生ほど

ではないが、受給額が比較的高く、622 元である。一方、高所得層かつ成績上位の学生の受

給額は 320 元にすぎない。家庭所得層の高い学生は、成績水準の上位にも関わらず、受給

額が必ず高いわけではない。つまり、給付奨学金の受給額の分配は低所得層の学生を配慮し

つつ行われたと見られる一方、成績優秀者はやはり給付金額の分配にも有利な学生層である

ことが分かる。全体としてみれば、低所得層の学生でも特に成績優秀者に配分が大きく傾い

ている。 

 

2 独立学院 

 独立学院については、大学の分析と同様に家庭所得と成績によって学生を分け、それぞれ

のグループの受給率と受給額の平均値を算出し、バブルチャートに示した。 

 まず給付奨学金の受給率（図 5-1-3）については、低所得層と成績上位のグループの受給

率が 3 割を上回っている。特に低所得層かつ成績上位の学生のうち、69.6％の学生が給付

奨学金を給付されている。また、成績優秀者は家計所得が高くても、31.8％の受給率となっ

ている。つまり、給付奨学金は成績優秀者に偏って分配されていることが分かる。しかも独

立学院は大学と比べて、給付奨学金の分配構造が成績優秀者に偏る傾向がさらに強い。 

 低所得層かつ成績下位の学生のうち、33.3％の学生は給付奨学金を受けているが、同所得

層の成績優秀者と比べて、その受給率が低い。成績下位かつ中所得層の学生の受給率も

23.1％にすぎない。経済的な支援が必要であっても、成績が良くないのであれば、給付奨学

金の配分において不利であることが分かる。 
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図 5-1-3 給付奨学金の受給率－独立学院（％）  N=186 

  

【出所】大学生調査（「問 17」）から算出 

 

 次に、給付奨学金の受給額の平均値（図 5-1-4）については、成績上位の学生は受給額が

比較的高く、成績下位の学生は受給額が低く、600 元を下回っている。低所得層の学生のう

ち、成績上位の学生は受給額の平均値が最も高く、1,174 元に上り、成績中位の学生も受給

額が高く、1,000 元である。しかし、同じく低所得層で成績水準が低ければ、受給額も低く、

167 元にすぎない。つまり、独立学院においては、成績水準が優秀ではない限り、受給額の

分配にも不利である。しかも、成績優秀者を中心に給付する構造は、大学と比べて独立学院

のほうがさらに鮮明になっている。 

以上のように給付奨学金の配分は、大学にも独立学院にも、成績の良い学生に集中してい

ることが分かった。成績優秀者を対象に給付奨学金の高受給率・高受給額の配分構造が見ら

れる。 
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図 5-1-4 給付奨学金の受給額平均値－独立学院（元）  N=186 

  
【出所】大学生調査（「問 17」）から算出 

 

給付奨学金は給付型の特質を持つため、成績優秀者に給付しがちである。資金配分の効率

性の面からみても、給付奨学金が成績優秀者への給付は最も効率性の配分形式であり、学習

奨励及び学業促進という政策目標の実現に繋がり、「育英」の政策意図と一致する。 

一方、給付奨学金の政策目標には学習奨励（育英）のほかに、貧困学生支援の目標（奨学）

も含まれている。低所得層の学生に給付奨学金を給付することは、学生の就学機会を保障す

る役割が期待されている。しかし、実際の配分では、低所得層の学生は確かに給付奨学金を

給付されているが、必ずしも給付奨学金の配分に有利なグループであるとはいえない。家庭

所得層の低い、かつ成績水準の低い学生は、経済面での支援が最も必要であるものの、彼ら

に対する低受給率・低受給額の配分構造は、経済面の困難を解決できず、機会均等の政策目

標から増々遠ざかることとなる。 

特に独立学院の場合に、大学より成績優秀者に偏った配分構造の傾向が強いため、経済面
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で支援が最も必要な学生を見落としてしまい、学生間の格差が拡大する恐れがある。奨学金

政策の充実は必ずしも学生のニードに踏まえた配分ではないといえる。 

 

第 2節 貸与奨学金 

貸与奨学金政策は授業料の上昇を補い、教育機会の均等を促進する役割が期待された。大

学進学前にも利用が可能となり、家計困難による進学への経済面の影響を最小限に抑える政

策意図が含まれた。しかし、第 2 章で分析したように、返済負担や心理的な抵抗などによ

って、進学前に貸与奨学金の利用が極めて少なかったことが分かった。大学在学中にしても

貸与奨学金の利用率も必ずしも高くなかった。前述の分析結果を踏まえ、前節の給付奨学金

の分析と同様に、本節では貸与奨学金の配分構造の分析を通して、貸与奨学金政策の役割を

考察する。 

具体的には給付奨学金の分析と同様に、家庭所得と成績のそれぞれの階級に応じて学生を

分け、それぞれのグループの学生のうち、どれだけの割合が貸与奨学金を受けているかを算

出した。その利用率を横軸に所得階級、縦軸に成績階級を取った平面でのバブルチャートと

して示した（図 5-2-1）。 

結果からみると、高所得層の学生は貸与奨学金を利用しておらず、利用者が低中所得層の

学生に集中している。これは高所得層のように経済面でのニードがなければ、貸与奨学金を

利用しないことを説明できる。 

また、貸与奨学金が必要とみられる低中所得層の学生のうち、成績上位のグループの利用

率が高い（低所得層 11.7％、中所得層 6.1％）。成績優秀な学生はより貸与奨学金を利用し

ている。これはなぜならば、貸与奨学金の返済の本質と関わっていると考えられる。貸与奨

学金はあくまでも一時的な借入金であり、将来のある時点から元本と利子を返済しなければ

ならない。学生は将来に返済能力があれば、貸与奨学金による資金の調達が可能であるが、

そうでなければ、貸与奨学金の利用は極めてリスクの大きい選択である。将来の返済能力が

あるかどうかの見通しが極めて難しいが、現段階の成績水準が上位であれば、将来的に良い

就職先に就く確率が高く、返済の可能性も高まる。費用便益分析に従うと、成績上位の学生

にとっては、貸与奨学金利用の便益が費用より上回り、成績下位の学生にとっては、貸与奨

学金利用の費用が便益より上回る可能性が高いと解釈できる。従って、成績上位の学生の貸

与奨学金利用は、長期的にみれば経済面で効率的であると考えられる。 
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図 5-2-1 貸与奨学金の利用率－大学（％）  N=559 

 

【出所】大学生調査（「問 17」）から算出 

 

以上の考え方に基づくと、成績下位の学生にとって貸与奨学金は、リスクが大きく、便益

が小さいため、利用の価値があまりないと推測できる。実態としては、低中所得層の成績下

位の学生は貸与奨学金を利用するが、利用率（低所得層 5.3％、中所得層 2.6％）が極めて

低い。成績下位の学生は給付奨学金を給付されていないため（表略）、貸与奨学金を利用せ

ざるを得ないと考えられる。 

 前述のように給付奨学金の分配が低所得層かつ成績上位な学生を優先した結果、低所得層

かつ成績下位の学生は必ず給付奨学金の分配に有利ではないと述べた。結局これらの学生は

経済面の困難を乗り越えるために、大きなリスクを背負いながら、貸与奨学金を利用せざる

を得ない状況に陥った。経済困窮に貸与の返済負担を加えると、生計のために勉学の時間を

削ってアルバイトから補わざるを得ず、学業成績が下げ、給付奨学金の審査枠からさらに遠

ざかるという悪循環が生じる可能性が高い。 
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第 3節 奨学金額の水準 

奨学金政策は授業料の上昇を補うために位置づけられた政策である。しかし、奨学金の金

額は授業料のどこまで補うか、現行の制度設計は政策目標の実現に繋がるのか。本節では、

奨学金金額の配分に関する考察を通して、授業料との関係で奨学金がどのような意味を持っ

ているかを、給付奨学金と貸与奨学金を分けて論ずる。 

 

1 給付奨学金 

 給付奨学金については、家庭所得層別に算出した受給比率と累計が表 5-3-1（大学）と表

5-3-2（独立学院）に示した。その累計の部分はグラフで示したのは、図 5-3-1（大学）と図

5-3-2（独立学院）である。 

 まずは大学の場合（表 5-3-1）に、家庭所得層が低中高の順に給付奨学金を受けない学生

の割合（低所得層 34.5％、中所得層 58.8％、高所得層 78.3％）が高くなる。低所得層の学

生は、給付奨学金の受給比率が高い。また、低所得の学生ほど、高金額の給付奨学金を受け

る学生の割合が高い。例えば受給比率から見ると、5,000 元以上を受ける学生の割合は、低

所得層（2.9％）が中高所得層（中所得層 2.1％、高所得層 0.9％）より高い。 

 

表 5-3-1 家庭所得層別に給付奨学金給付年額の受給比率－大学（％）  N=563 

奨学金(元) 

所得層 
なし 0-500 

501- 

1000 

1001- 

2000 

2001- 

3000 

3001- 

5000 

5001 

以上 
計 

比率 

高 78.3  12.2  5.2  1.7  0.0  1.7  0.9  100.0  

中 58.8  13.5  10.6  9.5  4.0  1.5  2.1  100.0  

低 34.5  13.2  17.8  17.2  9.8  4.6  2.9  100.0  

累計 

高 78.3  90.5  95.7  97.4  97.4  99.1  100.0  ― 

中 58.8  72.3  82.9  92.4  96.4  97.9  100.0  ― 

低 34.5  47.7  65.5  82.7  92.5  97.1  100.0  ― 

カイ２乗検定：0.1％水準で有意である。 

【出所】大学生調査（「問 17」）から算出 
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図 5-3-1 給付奨学金給付年額別の受給累計－大学（％）  N=174 

 

【出所】大学生調査から算出 

 

給付奨学金の金額別に受給比率の分布を見ると、受給比率が最も高いのは、低金額の奨学

金である。特に低所得層の学生のうち、2,000 元以下の奨学金を受ける学生の割合は約 5 割

（「500 元以下」の 13.2％、「501-1,000 元」の 17.8％と「1,001-2,000」元の 17.2％の合計）、

2000 元以上をもらう学生は 1 割強（「2,001-3,000 元」の 9.8％、「3,001-5,000 元」の 4.6％

と「5001 元以上」の 2.9％の合計）にすぎない。これは累計別に見ると、図 5-3-1 のように、

低所得層のうち、給付額 2,000 元以下の受給比率が最も高く、ほぼ半数の学生（47.7％）が

500 元以下の給付額を受けている。大学の授業料は 5,000 元程度であるから、給付額の 500

元は授業料負担の十分の一しかすぎない。半数の低所得層の学生にとっては、給付奨学金を

受けても、授業料負担のごく一部しかを軽減できず、高額の授業料負担と家計の負担可能額

の間のギャップを埋めることができない。さらに第 4 章で学生の収支状況を検討した際に、

支出の基本項目である食費は低所得層の場合に年間の支出平均が 2,779 元であると示した

（図 4-1-3（a））。500 元の給付額が授業料に当てなくても、学生の基本生活をカバーでき
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るほどの金額ではないことが分かる。 

 

表 5-3-2 家庭所得層別に給付奨学金給付年額の受給比率－独立学院（％）  N=187 

奨学金(元) 

所得層 
なし 0-500 

501- 

1000 

1001- 

2000 

2001- 

3000 

3001- 

5000 

5001 

以上 
計 

比率 

高 81.3  2.1  4.2  6.3  4.1  2.0  0.0  100.0  

中 73.6  5.7  3.8  4.7  5.7  2.8  3.7  100.0  

低 51.5  6.1  9.1  12.1  12.1  9.1  0.0  100.0  

累計 

高 81.3  83.4  87.6  93.9  98.0  100.0  100.0  ― 

中 73.6  79.3  83.1  87.8  93.5  96.3  100.0  ― 

低 51.5  57.6  66.7  78.8  90.9  100.0  100.0  ― 

カイ２乗検定：有意ではない。 

【出所】大学生調査（「問 17」）から算出 

 

図 5-3-2 給付奨学金給付年額別の受給累計－独立学院（％）  N=33 

 

【出所】大学生調査から算出 

 

 次に独立学院の場合（表 5-3-2）は、大学と同様に、家庭所得層が低中高の順に給付奨学

金を受けない学生の割合（低所得層 51.5％、中所得層 73.6％、高所得層 81.3％）が高くな
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り、低所得層の学生の受給比率が高い。ただし、低所得層の学生のうち、3,000 元以上の受

給者は学生全体の 9.1％にすぎず、多数の学生は 3,000 元以下の奨学金を受けている。これ

は累計値（図 5-3-2）で見ると、低所得層の場合には、78.8％の学生に与えられる奨学金は

2,000 元以下であり、57.6％の学生は 500 元以下の奨学金を受けている。独立学院の年間授

業料は 10,000 元であるから、そもそも給付奨学金の最高金額でも授業料に充当できず、半

数以上の低所得層学生が給付される給付奨学金は、金額としては不十分である。 

また、独立学院は大学と比べて給付奨学金を受けていない学生の割合が高く、給付奨学金

の恩恵に恵まれていない。従って、独立学院においては、授業料の上昇からもたらす家庭負

担が給付奨学金のみで解消できないと考えられる。 

 このように給付額別の受給比率についての考察から得られた知見は、大学にも独立学院に

も、低所得層学生の給付奨学金の受給率が高いものの、その受給金額が比較的低いことであ

る。従って、低所得層の学生にとっては、給付奨学金を受けても、高額の授業料負担を軽減

できず、基本の生活費用をカバーできず、経済格差からもたらす教育機会の不均等が解消で

きない。 

 

2 貸与奨学金 

貸与奨学金の利用額については、表 5-3-3 のように、家庭所得層別に利用率を算出した。

独立学院の貸与奨学金を受ける学生少ないため、大学のみの表となった。 

 

表 5-3-3 家庭所得層別の貸与奨学金利用年額の比率－大学（％）  N=556 

    奨学金 

所得層 
なし 5000 元未満 5000 元 5001-6000元 計 

高 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0  

中 94.5 1.5 2.9 1.1 100.0  

低 91.1 2.4 5.3 1.2 100.0  

カイ２乗検定：有意ではない。 

【出所】大学生調査（「問 17」）から算出 

 

 結果を見ると、貸与奨学金は主に低中所得層の学生に利用されている。ただし、低中所得

層の学生が貸与奨学金を利用しても、その利用率がいずれも低いことが共通である。低所得

層の 91.1％と中所得層の 94.5％の学生が貸与奨学金を利用せず、利用者が 1 割を下回って

いることが分かる。 
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 また、利用金額については 5,000 元の利用率が最も高く、低中所得層がそれぞれ 5.3％と

2.9％の割合となっている。この 5,000 元の貸与額は年間平均の授業料（5,000 元）に相当

する。特に低所得の農村出身の学生にとっては、授業料の現金 5,000 元を一時に支出する

ことは極めて困難であり、これを補うことが貸与奨学金の重要な機能となっていることを示

している。従って、経済困難で授業料を支払えない学生にとっては、貸与奨学金を利用する

ことによって、進学の教育機会を保障できる。 

 しかし、貸与奨学金は授業料の支払いとして使われても、生活費への寄与があまり果たさ

れていない。第 4 章で生活費の支出を検討したように、生活費の年間平均は約 4,000～5,000

元が必要となっている。貸与奨学金を利用して教育機会を手に入れても、それが生活費まで

カバーできず、継続的に勉強できるような就学機会は保障されていない。Johnstone（2005：

15）は貸与奨学金政策がコストシェアリングの一部であれば、授業料の全額と最低生活費

用の大部分（およそ 8 割）を負担できるような金額であるべきであると提言した。しかし、

中国における現行の貸与奨学金政策は、コストを負担する、あるいは軽減するほどの効果ま

でには及ばなかった。奨学金政策の役割が発揮するために、学生の生活状況を把握する上で、

適正な利用金額水準の設定や配分構造の改善は必要である。 

 

第 4節 中国の奨学金政策の特性 

コストシェアリング理論は 70 年代の後半から、Johnstone を代表とする研究者によって

展開し、貸与奨学金政策の実施が提唱されてきた。授業料が上昇しても、貸与奨学金のよう

な是正策があれば、教育機会の均等を保障できるだけでなく、教育の拡大による財政難の問

題も解決できるという論調が強い中で、貸与奨学金政策が推進された。アメリカをはじめ、

貸与奨学金が多数の国で実施された。中国では、80 年代後半から貸与奨学金が実施された

が、奨学金政策構成の一部に過ぎず、政策の主体ではなかった。90 年代からコストシェア

リング理念に従い、授業料の徴収と上昇によって高等教育が拡大し、貸与奨学金政策が再び

導入された。貸与奨学金実施の成功経験があまりない中国では、アメリカなどの先進国を参

考しながら、試行錯誤の果てに貸与奨学金政策が成り立った。つまり、貸与奨学金の実施は、

世界的な傾向でありながら、中国の高等教育の諸改革に必要な対策であったと見られる。従

来の給付奨学金を含めて奨学金政策が一見多様化したように見えるが、採用基準の不透明性

と制度上の不合理性が存在し、奨学金の政策目標の実現に際して必ずしも制度上の保証は提
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供されなかった。 

中国の奨学金政策は、高等教育の拡大に従って、授業料の上昇に伴う問題の対策として位

置づけられ、プログラムの充実と多様化が実現されてきた。エリート大学を調査対象とした

多数の先行研究では、奨学金が学生の学業向上に効果があり、貸与奨学金の利用率が比較的

高いという調査結果であるのに対し、本研究では地方の教育機関を対象に奨学金政策の分配

と効果を考察した結果、より多くの学生が奨学金の恩恵を受けるようになっているが、実施

の実態は必ず期待通りの効果は見られないという結果となった。 

 給付奨学金の配分は成績優秀な学生に集中し、金額の配分も成績優秀者が有利な構造とな

った。もちろん、給付奨学金を受ければ、確実に収入が増加する。しかし、受給金額の高低

は、学生生活へ影響を及ぼす。成績優秀な学生に支給する高額の奨学金は、学生の経済面で

余裕をもたらし、勉学のインセンティブを与えたのに対し、経済困難な学生に支給する低額

の奨学金は、生活面での改善と勉学面での促進効果があまり見られなかった。奨学金政策の

目的は基本的に育英と奨学であるが、実際に成績に偏った給付奨学金の分配構造は、奨学の

政策目的より、むしろ育英の観点が入り込んでいる。このような配分構造は、成績優秀者を

奨励してインセンティブを与える一方、低所得層の学生に対して十分に機会均等の保障には

なっていない。 

 なぜこのような分配構造となったか。それは受給者の選抜基準の曖昧さに理由がある。学

業成績は比較的に客観的な指標であることで、参考しやすい基準となった。また、給付奨学

金は基本的に学生を奨励する給付型の奨学金であるため、特に給付タイプ①と②の場合に学

業成績への注目度が高い。 

中国では制度の不完備で家庭所得収入の追跡が不可能であり、学生の家計状況や経済状況

を証明できる客観的な指標がない。従って、給付タイプ③のような経済困難な学生を対象と

する奨学生の選抜では、家計状況の自己申告のほか、指導教員と同級生の推薦、及び投票は

中国で最も一般的な給付奨学金受給者の選抜方法である。このような選抜方法は、主観的な

評価が多いため、選抜プロセスの客観性と透明性が保障できない問題がある。 

同じような問題は貸与奨学金の利用者の選抜にも存在している。貸与の採用基準がなく、

家庭収入に関する明確な基準の設定が不可能であるため、量的指標で測れない要因が混雑し

た結果、採用プロセスの不明確化を導いた。 

 また、中国の貸与奨学金は政府によって作られた制度であり、政策性が強い一方、その実

施が営利性を重視する銀行に委ねている。政府は在学期間中の利子を補助するが、その滞納
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リスクは銀行と大学によって分担されている。政府・銀行・大学の利害関係の矛盾が、貸与

奨学金の実施プロセスの不透明化を増し、採用率の低下を引き起こした。 

 中国の貸与奨学金政策はスローガンとして「申請者全員のニーズを満たす」と掲げている

が、実際に本研究の調査では採用率が低く、申請者の一部しか対応していなかった。中央所

属のエリート大学にしても、採用率が若干高いが、申請者全員が採用される程度までには至

らない。これに対して日本の第二種奨学金（有利子）の場合には、基準適格者全員を採用し、

第一種奨学金（無利子）の場合には、採用率が 79.1％まで達した（2010 年）。つまりほぼ

申請者全員のニーズを満たす日本に対して、中国の貸与奨学金制度の採用枠はまだ小さい。 

また、日本の奨学金（第二種）の金額は五つの段階を設け、自由選択であるほか、専攻に

よって若干の増額も可能となっている1。利用可能な最高金額が授業料をカバーできるだけ

でなく、生活費も補充できる。しかも、貸与基準は申込の前年 1 年間の家庭収入を目安と

するなど明確であり、支給枠も大きい。このように申請基準と採用基準の透明化、及び支給

枠と支給金額の合理化は、日本の奨学金制度のスムーズな拡充に、制度的な保障をもたらし

た。一方、中国の貸与奨学金は、前述の通りに貸付の最高金額が大学の授業料をカバーでき

ても、生活費の補充にはならない。貸付金額が大学の種類や専攻によって増額の余地がない

ため、授業料の高い独立学院においては、貸与奨学金が授業料すらカバーできず、適正な奨

学金の額とはいえない。奨学金制度の不透明性と不合理性は、中国の貸与奨学金政策の推進

を妨げた。 

このように合理性と透明性が乏しい制度設計に基づいて奨学金実施の結果は、成績上位の

学生により分配され、経済的困難かつ成績が芳しくない学生にとっては、奨学金の受給に不

利な構造となり、低所得層学生の教育機会は保障されないことになる。 

中国の奨学金政策は、90 年代後半の高等教育拡張までの間には、給付奨学金を中心に整

備され、貸与奨学金は 80 年代にいったん創設されたが、制度的に重視されず、実際にも利

用者の拡大は実現しなかった。これは 80 年代までの授業料無償、また 90 年代初めの低授

業料政策を背景としており、エリート段階の高等教育政策であった。一方、90 年代後半か

ら徐々に授業料が上がり、1999 年から高等教育が拡張した。貧困学生の進学・就学問題及

び教育機会の不均等問題の対策として奨学金政策は再び注目され、特に貸与奨学金政策が重

                                                   
1第二種奨学金（利子付）の貸与月額は、3万円・5万円・8万円・10 万円・12 万円から選択できる。私立

大学の医・歯学課程と薬・獣医学課程が 12 万円を選択した場合に限り、それぞれ 4万円と 2間年の増額が

可能である（日本学生支援機構『奨学金ガイドブック 2013』4 頁）。 
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視されるようになった。貸与奨学金は、Johnstone のコストシェアリング理論に従って、国

際的に貸与奨学金の有効性が提唱され、またアメリカや日本等の先進国で実施の実績が蓄積

された。特にアメリカでは、機会均等の実現を目指して公立大学の拡大や、奨学金の拡充な

ど福祉国家的な高等教育が積極的に展開された（金子 1988：104；犬塚 2006：42）。この

ような背景で、中国でも貸与奨学金政策を作り上げ、後には高等教育のマス段階で教育機会

均等の実現に必要な政策となった。 

しかし、アメリカ高等教育においては、奨学金の存在が高授業料の構造を支え（丸山 

1999：89）、授業料と常に連動することで機能を果たした。一方、中国では授業料政策が先

行して行われ、授業料の上昇が及ぼす教育機会の不平等を補うために、奨学金制度が発足し

た。しかも、授業料が定額であるため、授業料と奨学金が連動して機能していない。中国の

奨学金政策は、あくまでも授業料の上昇による弊害を補うための対策であり、アメリカのよ

うに授業料と組み合わせて学生募集戦略の一環として機能するような役割を持っていない。 

さらに、地域格差や家庭所得格差が広がり、個人の財産と信用情報の管理が不完備な中国

においては、貸与奨学金の実施に限界がある。例えば、格差が大きい中国では、一律な制度

設計は多元な現実に対応しきれないほか、返済期間が短く、利子率が高いというような制度

規定は貸与奨学金利用の足を引っ張った。特に選抜基準の不在や、採用プロセスの不透明は、

今後新入生の奨学金利用の判断に役立たず、経済面で確実な保障を提供できない。従って、

経済理由で進学を断念するのであれば、奨学金に期待される役割が発揮できないだけでなく、

教育の機会均等を阻害する結果となる。中国の現状に基づいた制度設計が行わなければ、奨

学金は授業料の上昇による教育機会均等を損なう可能性も出てくる。中国の政策コンテクス

トの中で、学生の経済需要に対応できるような奨学金政策の模索と改善、及び税収システム

や個人信用情報システムのような社会制度の完備が必要である。 

 

小括 

 本章では、奨学金の配分構造を考察した。得られた主な知見は以下の通りである。 

給付奨学金（第 1 節）は、大学でも独立学院でも、成績の良い学生に集中し、成績水準

に偏った配分構造となっている。特に成績優秀者を対象に給付奨学金の高受給率・高受給額

の配分構造が見られ、学習奨励の政策目標が実現されていた。低所得層の学生は確かに給付

奨学金の恩恵を受けているが、成績が低いのであれば、受給率・受給額ともに近く、経済的



235 

 

困難を克服することができない。結果としてアルバイトなどに時間を要し、成績低下との悪

循環を形成する可能性がある。また、低所得層の学生が受給を受ける確率が高いといっても、

約半数が受け取る金額は 500 元以下であり、授業料の 1 割に満たない。給付金額の水準が

低いことから、高授業料を奨学金で補うという意図は多くの低所得家庭出身の学生について

は実現されていない。特に独立学院は、大学より成績優秀者を中心に配分する傾向が強い。 

一方、貸与奨学金（第 2 節）は、低中所得層かつ成績上位の学生によく利用されている。

これは成績上位の学生にとって、便益が費用を上回るため、経済的な選択であると解釈した。

成績下位の学生にとっては貸与利用のリスクが高いにもかかわらず、敢えて利用しているこ

とは、給付奨学金の恩恵を受けられず、貸与奨学金を利用せざるを得ないためである。成績

がそれほど目立たないが、経済困難な学生へのさらなる配慮が必要である。 

ほとんどの利用者が 5,000 元の貸与奨学金を利用している。これが、授業料の金額と同

じであるということは、高授業料による一時的な現金負担が、いかに低所得学生にとって大

きな負担となっているかを示している。また、貸与奨学金の利用できる金額が低いため、学

生の進学機会を保障されても、就学に必要な生活保障にはなっていない。結局貸与奨学金は

教育機会の均等に寄与する効果が限られていることになる（第 3 節）。 

貸与奨学金に関する理念や一連のプロセスはアメリカから発展してきたものであり、中国

風土には必ずしも馴染んでいるわけではない。制度自体の不透明さ及び不完備によって貸与

奨学金利用の拡大が進んでおらず、給付奨学金も偏った配分構造となっている。本来の奨学

金制度の政策意図と現実とのギャップは、適正な現状把握と制度設計によって改善していく

べきものであると考えられる（第 4 節）。 
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終章 結論と課題 

 中国の地方教育機関に着目し、奨学金政策はどのように分配され、どのような効果を果た

しているのか、実証調査のデータを用いて分析を行ってきた。 

 この終章では、まず実証分析結果をまとめた上で（第 1 節）、地方教育機関における奨学

金の政策的インプリケーションを検討し（第 2 節）、そのうえで今後に残された研究課題を

提起する（第 3 節） 

 

第 1節 実証分析の結果 

奨学金政策は授業料の上昇を補うために位置づけられたが、実際に奨学金がどのように分

配され、どのような効果を果たしたのかを明らかにすることが、本研究の課題であった。こ

の課題を解決するために、政策自体の変遷から出発し、奨学金プログラムの内容と特徴、及

び受給の流れなどについて第 1 章で整理した。奨学金の種別や利用時期によって政策意図

が異なることを鑑み、地方地域を対象に、大学進学前と大学在学中の二時点に着目し、給付

奨学金と貸与奨学金を分けてそれぞれの分配と効果を考察した。このような地方の教育機関

における奨学金に関する詳細な分析は、奨学金制度を評価する際に必要な作業であると同時

に、本研究の独自性でもある。従って、第 2、3、4、5 章では調査データの分析を通して、

主に三つの課題について検討した。すなわち、序章にも提示したように、(1)奨学金が高校

生の進路選択への効果、(2)大学在学中に奨学金の分配、及び(3)奨学金の役割と効果である。

主な分析結果と知見は以下の通りにまとめた。 

 

1 高校生の進学希望への奨学金効果 

第一の課題は大学進学前に奨学金の効果に関する考察であり、本研究の第 2 章の内容が

該当する。 

先行研究では、高校生の奨学金認知に関する研究（羅・宋・魏 2011b）があるものの、

進路選択への効果という視点が欠けている。本研究では、調査の限界で高校生の進路選択を

行う際に奨学金がどう影響するかを考察することができないが、実際の進路選択の代わりに、

進路選択の希望について奨学金の効果を考察した。大学進学前に利用可能なのは貸与奨学金

であるため、貸与奨学金のみの考察となった。 
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調査から得られた知見の一つは、貸与奨学金の認知度が低いことである。この結果は本研

究対象と違う地方地域で行った羅・宋・魏（2011b）の調査結果よりさらに低い認知度の結

果となった。家計状況の異なる学生の間に情報入手のルートに格差があり、情報ギャップが

存在することが分かった。情報ギャップの問題については、アメリカで低所得層学生の情報

量が少ない（Horn 2003；Long 2008；Olson 1984）とよくいわれるが、中国にもそういう

問題が存在している。 

また、貸与奨学金の利用者は極めて少なく、奨学金の必要度が知識と繋がらない。貸与奨

学金の必要性は、学業成績や家庭所得などの変数と重要な関係を持つと同時に、進学オプシ

ョンの組み合わせによっても異なる。ランクの高い大学に進学する際に、進学先から得られ

る純利益の見通しが高いため、貸与奨学金が利用される。一方、［本科Ⅲ］対［専科］の選

択では、都市出身の男子学生は純収益がプラスであり、貸与奨学金を利用して本科Ⅲを選ぶ。

これに対して、農村出身の女子学生は純収益が小さく、貸与奨学金を利用せずにランクの低

い専科大学を選ぶ。すなわち、成績優秀や将来の所得にある程度見込みがあれば、家計困難

の経済制約を緩和できる貸与奨学金で進学するのに対し、教育費用が将来の収入を上回ると

見込んだのであれば、教育費用の低い進学先を選ぶと解釈できる。Johnstone（2010）が指

摘した通り、進学の機会があっても望ましい進学先を選べなければ、教育機会の平等を損な

う。第 1 ステップの進学機会だけでなく、第 2 ステップの高等教育機会の選択や第 3 ステ

ップの学生生活の選択に関して、所得階層間格差の是正が奨学金政策の課題である（小林 

2009：238）。中国においても学生への奨学金制度を導入しているが、地方の教育機関を対

象とした本研究の結果を見る限り、進学機会があっても敢えてランクの低い大学を選ぶこと

は、高等教育の進学機会に不平等が存在することを表している。従って地方教育機関の学生

にとって中国の貸与奨学金は必ずしも学生の就学機会の保障に有効な手段とは言えない。 

 もちろん、高校生の将来への見込みがどれぐらいの正確性を持っているのかには検討の余

地がある。ただし、貸与奨学金は一部の家計困難、かつ成績優秀な学生の進学選択に影響を

与えており、貸与奨学金が一部の学生に教育機会保障の役割を果たしていることは事実であ

る。 

 

2 奨学金の配分と選択 

第二の課題は、大学在学中に奨学金の分配と選抜であり、本研究の第 3 章でこの課題に

ついて考察した。 
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奨学金は大学の進学前より在学中の利用が中心であるが、貸与奨学金の利用率が依然とし

て低く、特に独立学院では貸与奨学金があまり利用されていないことが分かった。これは、

経済的発展する地域で調査し貸与奨学金の利用率が比較的高いと指摘した李（2006a）の分

析結果と異なり、経済発展の地域あるいは重点大学を対象とする先行研究には、奨学金が充

実され、貸与奨学金の利用率が比較的高いという調査結果が示された（李 2004、2006a、

2006b；王 2008）。しかし、本研究は必ずしも経済発展の地域ではなく、重点大学ではな

い地方大学を対象にし実証研究を行った。なぜならば、地方大学は拡大した大学教育の需要

を吸収したが、地方経済発展の限界及び貸与奨学金の重い返済負担があるため、奨学金政策

が必ずしもうまく機能しないからである。経済発展地域の重点大学よりむしろ地方大学にお

ける奨学金の在り方のほうが、意味があると考えられる。中国の貸与奨学金は授業料の上昇

を補うものとして位置づけられたが、低い利用率は実際の効果の規模が限られていることを

意味する。高い利子率と短い返済期間からもたらす大きな返済負担は、貸与奨学金が利用し

にくくなるほか、信用システムと社会文化の未熟さ（Ziderman 2004）も貸与奨学金の実

施を防げる理由として挙げられる。 

また、貸与奨学金は家計困難な学生に利用されているが、申請者のうちでも一部の学生し

か採用されていなかった。それの理由は統計的に確認できず、親の月収のような量的な指標

で測れない部分があり、その採用プロセスが複雑であることが分かった。従って、家庭経済

状況の判定が困難であり、情報自体がまだ充分に伝わっておらず、採用基準等には制度的な

不透明性があるため、膨大な管理コストが貸与奨学金の非効率性を招く可能性が生じる。 

一方、貸与奨学金と比べれば、給付奨学金は申請率も高く、受給者が多い。そのうち、ニ

ードベース奨学金（家計要因重視）の受給者が最も多いが、受給金額は低い。これに対して

メリットベース奨学金（成績要因重視）の受給者は少ないが、受給金額は高い。しかしなが

ら、限られた財源で、すべての学生のニードを満たすことはできず、採用枠を狭めるか、あ

るいは支援額を抑えるかの形で一部学生の需要にしか応えていない。ただし、ニードベース

奨学金とメリットベース奨学金別の申請者の規定要因分析を通して、申請者の属性と奨学金

プログラムの趣旨の間に大きな乖離はないことも確認された。これは羅・宋・魏（2011a）

の分析結果と同じような結果となっている。 

 

3 家計負担と学生生活への奨学金効果 

第三の課題は、在学中の奨学金がいかに学生生活を影響するかの問題であり、本研究の第
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4 章の内容が該当する。奨学金の種類が多様にもかかわらず、それを考慮した分析が少ない

ことから、本研究は統計の手法を使い、奨学金の種類別に学生生活への効果を考察した。 

学生の収支については、仕送りが主な収入源であり、授業料と寮費のような固定支出が日

常生活の支出より上回り、授業料の家計負担が重い。 

貸与奨学金は授業料の支払いや家計負担の軽減に寄与しているが、学生生活にまで効果を

及ぼすには至っていない。生活面に余裕がなく、返済負担がさらに経済的困窮のリスクを高

めており、家庭による格差及び機会不均等を是正する効果は認められなかった。日本では貸

与奨学金が娯楽に使われる研究（伊藤・鈴木 2003；小黒・渡部 2008）もあるものの、ア

ルバイト時間の軽減と勉学時間の増加という研究（藤森 2009b）もある。否定的な評価も

肯定的な評価もいずれの研究は、日本の貸与奨学金が学生の生活に影響を与えることが、共

通しているところである。しかし、中国の地方大学における貸与奨学金について検証した本

研究では利用金額が低く、返済負担が大きいことから、授業料負担に寄与するが、生活改善

に与える影響が少ないより逆に困窮度を増した。実際、貸与奨学金の利用者では、卒業後の

進路として進学より就職希望が強い。このように制度設計の違いによって、学生の生活に与

える効果も異なってくる。本研究の結果を見る限り、家計困難な学生に進学機会を与えたも

のの、間接的に学生やその家計に返済の負担をかけるという Johnstone（2005）の指摘が、

中国にも通用する。 

一方、返済義務のない給付奨学金については、メリットベース奨学金（給付タイプ①と②）

の受給金額が高く、授業料の家計負担を軽減できるだけでなく、生活面でもそもそも裕福で

あるため、勉学環境の安定と学習インセンティブの向上に寄与している。また、大卒後に進

学を希望する割合も最も高い。これに対してニードベース奨学金（給付タイプ③）は、受給

金額が低く、授業料の家計負担の軽減と生活面の改善に寄与する効果がそれほど高くない。

それを受けても、食費の支出が低く、学習に専念できるような傾向が見えず、生活面で余裕

がない状況に大きな改善は認められなかった。 

 奨学金の種類と金額によって、学生の家計負担と生活に対する効果が異なり、奨学金が果

たしている効果は無視できないものの、その効果がかなり限定されていることが分かった。

たとえ奨学金を受けても、その額が少ないため、家庭の経済状況が学生生活の状況を規定し

てしまう。奨学金は教育機会の均等に寄与することには限界がある。金子（1987：49）は

日本の学生生活調査を通して、「進学が次第に主体的な「選択」の結果として映ずるように

なる「豊かな」社会においても、その選択が進学費用の家計への実効コストを通じて家計水
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準に規定されるという意味で、教育機会の不均等は残存する」という結論を出した。この結

論は中国高等教育の進学選択、及び在学中の就学機会においてもあてはまると考えられる。 

 奨学金の選択と採用、及び効果の考察を踏まえた上で、配分構造および中国の奨学金政策

を総括したのが第 5 章である。分析で明らかになったのは、給付奨学金が低所得層の学生

に配慮しつつ、成績水準に基づく配分構造となっていることである。このような配分は給付

奨学金の学習奨励の政策意図を、成績優秀者への高受給率・高受給額の配分を通して反映し、

勉学のインセンティブを与える。他方で、成績下位の学生については低受給率・低受給額の

配分構造になっており、奨学金が学生の経済困難の解決に必ずしも寄与しているとはいえな

い。低所得層の学生が給付奨学金の受給率が高いといっても、約半数が受け取る金額は授業

料の 1 割にも満たず、奨学金の金額水準自体が適正とはいえない状況にある。高授業料を

奨学金で補うという政策意図は、多くの低所得家庭出身の学生については実現していない。 

一方、貸与奨学金の利用選択は、基本的に個人融資の行為であるため、それなりのリスク

を覚悟するうえで、利用するかどうかの判断を行う。実際には貸与奨学金は家計困難な学生

のうち、リスクが比較的低い成績優秀者の利用率が高い。しかし、成績が良くない学生の一

部は、リスクが大きくても、利用していることが確認できた。これは、低所得層かつ成績下

位の学生は給付奨学金が給付されず、貸与奨学金を利用せざるを得ないためである。 

 ほとんどの利用者が大学の授業料と同額の 5,000 元の貸与奨学金を利用しており、高授

業料という一時的な現金負担を、貸与奨学金で賄っている。授業料負担が家計にとって極め

て大きい。 

 また、透明性が乏しい制度設計や信用システムの不備など中国における奨学金政策の運用

実態を述べ、政策意図と実態のギャップを埋めるために、適正な現状把握及び柔軟な制度設

計によって奨学金政策の見直しが必要であると提言した。 

 以上のように、奨学金政策の充実は高等教育の拡大と授業料の上昇という背景から発展し

てきた支援策であり、家計の影響を取り除き、教育機会の均等を保障するという政策意図で

作られたものである。しかし、本研究の結果を見る限り、奨学金の質と量を十分考慮してい

ない制度設計と不透明な選抜プロセスによって、より多くの学生が奨学金を受けるようにな

ったものの、かなり限定された効果しか発揮されなかったことが分かった。その結果、奨学

金政策は教育機会均等の促進及び学習高度化の達成として高等教育政策の中で位置づけら

れた一方、それがすべての人、特に地方教育機関の学生に教育の機会均等を保障するものと

はならず、親の所得が学生の進学と生活に影響する状況を根本的に解決できない。 
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第 2節 地方教育機関における奨学金の政策的インプリケーション 

 本研究は地方の教育機関における奨学金の実施状況を通じて、中国の奨学金政策の機能に

ついて考察した。地方の教育機関に注目した理由は、本研究（序章）に述べたように地方の

大学は高等教育の拡大期に多数の学生を吸収し、高等教育の拡大に大きな役割を果たした一

方、奨学金政策の研究対象として決して注目されず、奨学金の実態が決して明らかになって

いないことである。 

 実証研究を通じて、奨学金制度上の問題があるほか、奨学金の分配について地方大学は中

央所属の大学より優位性が低いことが分かった。なぜこのような問題が生じたのか。これは

教育財政と奨学金の財源分配構造と関わる。例えば、給付奨学金の場合、国家奨学金は中央

政府が負担し、国家励志奨学金と国家助学金は中央政府と地方政府が共同負担する形となる。

いずれにせよ、地方の大学にとって地方政府が主な財源となっている。また、国家の政策文

書（『普通本科大学、高等職業学校、及び中等職業学校の家計困難な学生への経済支援政策

に関する意見』国発［2007］13 号）の中では、大学事業収入の 4～6％を奨学金資金に当て

られなければならないと規定されている。従って、大学独自奨学金や貧困学生手当などの奨

学金を支給する際に、大学独自の財政力が問われている。 

実証調査では、地方の大学には大学独自奨学金や貧困学生手当の奨学金が確実に支給され

ているものの、金額が少なく、受給者が多いため、生活改善や勉学促進の効果が限られてい

ることが明らかになった。これは財政力の強い中央所属大学との対比が鮮明になった。地方

大学における財源の不足による奨学金の供給（支給金額と支給人数）低下の問題を解決する

ために、多元的なルートから財源を調達する必要がある。財源の充実、及び効果的な配分が、

財政に関する課題だけでなく、奨学金政策の完備にも寄与する最も重要なことである。 

 一方、貸与奨学金の場合、返済が滞納されると、大学の信用度が落ちると同時に、新規の

貸付にも影響を与える。地方大学の学生は大都市の学生と比べ、就職状況が決して有利では

ない。地方大学学生の滞納リスクが高く、銀行にとって決して信用度の高い顧客層ではない。

このような不利を克服するために、地方大学が貸与奨学金の返済管理や学生の金融信用教育

に力を入れる必要がある。 

 本研究の対象は大学のほかに独立学院も含まれた。独立学院は高等教育の拡大政策に従い、

急増した学生数を吸収するために作り上げた高等教育セクターである。独立学院が大学より
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さらに高額の授業料を徴収するが、制度的にも実施の実態にも奨学金配分の優位性が見られ

なかった。特に貸与奨学金の利用者が極めて少ないことは、独立学院の特徴である。独立学

院の学生は政策面で2007年から一般大学の学生と同様に奨学金を受けられるようになった。

しかし、貸与奨学金は政策的な一面を有するが、基本的に金融市場から資金調達の手段であ

るため、給付奨学金のような割当枠がない。従って、大学と独立学院で一律的な貸与奨学金

制度が実施すれば、独立学院は競争力の面で優位性が失われてしまうことに違いない。しか

も、貸付最高金額が独立学院の授業料をカバーできず、独立学院の特殊性を考慮しない制度

設計は、独立学院学生の貸与奨学金の利用を不可能にした。 

現段階の貸与奨学金は利子率が高く、利用金額が低く、返済期間が短い。このような制度

設計は貸与奨学金政策拡大のネックとなり、奨学金の在り方について見なおす必要が出てく

る。利用金額はどのレベルに設定すればいいのかについては、おそらく学生ごとの家計状況

や生活習慣が異なるため、設定自体が極めて難しい。少なくとも低所得層学生の授業料負担

と生活費負担の両方を考慮した上で利用金額を決めていくべきである。 

本研究の調査地域は、序章で述べたように中国各省のうち、収入基準が中レベルの省であ

り、財源的に裕福な地域ではない。一方、普通高等教育機関の年間授業料は全国共通してい

る。地方大学による手厚い奨学金の提供が難しいが、省ごとの経済状況及び所得格差を考慮

すると、奨学金の充実より、地域に応じた授業料水準の調整が最も現実な方策であると考え

られる。 

 当然、本研究は一つの地方地域で行った調査結果が全国の地方地域の状況をカバーするこ

とができない。また、広大な国土を有する中国では地域発展のバラツキが大きいため、本研

究の結果は一般性があるものの、あくまでも一つの地方教育機関における事例分析の結果に

過ぎない。ただし、一つの地方地域での考察は全体の状況を把握する一つのルートでもあり、

中央所属のエリート大学との違いを表すこともでき、実証研究の蓄積として十分な意義を持

っていると考えられる。さらに、奨学金政策の効果を考察する際に、各奨学金の政策意図が

異なるため、その種類別に考察する手法が重要である。奨学金の種別に行った本研究の分析

枠組みは、ほかの地域での奨学金研究も応用でき、汎用性の広い枠組みであると考えられる。 

 

第 3節 残された課題 

 以上、中国の地方教育機関に焦点を当て、大学進学前の進学選択と大学在学中の奨学金の
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分配と効果、特に貸与奨学金の役割と特性について、実証調査のデータを用いて検討してき

た。ただし、奨学金政策に関するすべての課題に言及したわけではない。ここで、今後に残

された課題を提起しておきたい。 

 

1 実証研究の蓄積 

本研究は分析地域が一般性を持つものの、調査の限界で研究対象と調査時期が限定されて

いるため、中国全国における奨学金実施動向の把握と効果の考察までは及ばなかった。また、

本研究は高校生や大学生を対象に調査を行ったが、需要側の学生の両親や供給側の大学と銀

行を対象とする調査によって、実態の把握、及びインタビュー調査を通じて数量で測れない

要因の考察が必要となる。 

中国では奨学金研究が 90 年代後半から急増したが、全国レベルのデータ収集が欠落して

いる。個人信用情報システムが完備するにつれ、信頼性の高い個人所得情報を把握すれば、

一層精度の高い分析ができる。奨学金実施の把握と効果の考察が奨学金政策の改善に有力な

情報を与えるため、今後全国にわたる大規模な実態調査が不可欠であり、実証研究を積みか

ねていくことが残された第一の課題である。 

 

2 国際比較研究の可能性 

 中国の奨学金政策の設計にあたって、奨学金政策が比較的完備されたアメリカや日本のよ

うな先進国の奨学金モデルを参考した。特にその設立過程で、給付奨学金から貸与奨学金へ

シフトするという国際的な傾向に倣うことにした。アメリカでは 70 年代から奨学金の充実

と貸与奨学金拡大の政策を実施し始め、大規模な実証調査と国際比較研究の蓄積がある。日

本でも、近年、貸与奨学金の利用者が増え、奨学金の話題が注目されている中、日本の文部

科学省や日本学生支援機構が定期的に学生の経済状況と保護者の意見について調査し、現状

を把握している。このような実証研究の蓄積が政策立案や効果検証などに有益な情報を提供

できる。また、中国と同様に多くのアジア諸国が、高等教育に対する社会的需要の高まりと

財政的制限によって、高等教育の拡大と構造改革が行っている。学生への経済的支援の充実

は多くのアジア諸国で実行している。たとえば、マレーシア政府は国立高等教育基金を設立

し、経済援助を必要とする学生に対して奨学金を貸与し、ベトナム政府は優秀学生向けの奨

学金と経済困難な学生向けの奨学金という二種類が設けられ、カンボジアは貧困学生への奨

学金制度も提案されている（P.G.アルトバック・馬越 2006）。各国高等教育の事情が異な
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るものの、奨学金の教育機会均等を促進する政策意図、及び奨学金政策への期待は共通して

いる。本研究は、学生の支出と生活時間の観点から奨学金の効果を考察したが、国際比較研

究を通じて、さまざまなアプローチから中国における奨学金の独自性を解明し、今後の改善

の見込みを把握することが残された第二の課題である。 

 

3 奨学金政策の体系的評価 

 本研究は主に学生の立場から、奨学金の分配と効果を考察した。特に貸与奨学金に関する

考察では、需要側の学生はなぜ利用したくないのか、貸付理念不在のような主観的な理由が

あるかどうかについてさらに考察する必要があるほか、供給側の利害関係に関するさらなる

分析が必要である。従って、需給のバランスを取れた奨学金システムの構築や、収益とコス

トを正確に把握する上での政策設計が残された第三の課題である。 

 奨学金政策は高等教育政策の中で、機会均等の教育理念を実現するための政策として位置

づけられた。本研究は地方教育機関での調査を通して、奨学金政策は一部の学生の教育機会

を保障でき、学習や生活に一定の効果が確認できた。しかし、たとえ奨学金を受けても、そ

の受給額が少ないため、家庭の経済状況が学生生活の状況を規定してしまう。教育機会の保

障及び家計の経済的制約による進学格差の縮小は奨学金政策だけでは解決できず、その効果

もかなり限定された効果しか見られなかった。その要因としては、不適切な制度設計及び不

透明な選抜プロセスが挙げられる。そのためには、奨学金政策への財源増額及びその利用の

効果性を追求し、学生のニーズ及び地方大学の特殊性を踏まえ、適正な金額の設定と受給者

の拡大など、奨学金の質と量を十分考慮した制度設計が必要となる。 

以上の課題に取り組むと同時に、実証研究を通じて奨学金の在り方について今後も引き続

き研究していきたい。 
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付表 1 中国における主な奨学金の実証研究 

番

号 
文献 

調査概要 

調査結果 問題点 
年月 対象 

サンプ

ル数 
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鐘宇平・陸根書

（1999）「収費条

件下学生選択高校

影響因素分析」 

1998 

北京、南

京、西安

に立地す

る 大 学

14 校 

13511 

①低所得層の学生は奨学金の受

給率が低い。 

②奨学金が進学選択に影響する。 

①給付奨学金と貸与

奨学金を分けずに、

進学選択に対する影

響を検討した。 

②進学選択を検討す

るのであれば、大学

生調査には限界があ

る。 

2 

鐘宇平・陸根書

（2003b）「中国大

学生価格反応行為

的基本特徴」 

同上（1） 

授業料が上昇する時に、給付奨学

金の受給が学業継続を促進する

が、他の奨学金が影響を与えな

い。 

 

3 

李文利（2004）「国

家助学貸款理論探

討和実証分析」 

2003.6 

北京、広

東、広西、

湖南、陝

西、山西、

雲南と山

東の８省 

18722 

①貸与奨学金の受給率は、東部地

域の大学が中西部の大学より高

い。 

②貸与奨学金の受給率は、中央所

属大学が 9.4％、地方所属大学が

5.04％である。貸与奨学金の採用

率は、中央所属大学が 58.3％、

地方所属大学が 38.4％である。 

 

4 

鐘一彪・頼東菲

（2005）「国家助

学貸款政策対学生

的影響効果分析－

広東省高校国家助

学貸款資助効果的

評估研究」 

2004

年末 

広東省の

大 学 5

校。 

1312 

(農村出

身 者 が

76.8％) 

①貸与奨学金で在学中の生活費

を支払う学生は 46.9％である。 

②貸与奨学金は、授業料と食費の

支払いとして使われている。 

③貸与奨学金受給者の 50％は、

心理的負担があると答えた。 

分析方法は単純集計

だけである。 

5 

占盛麗・鐘宇平

（2005）「中国大

陸高中生需求民弁

高等教育的実証研

究」 

2002 
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を促進する効果が見られたが、効

果が極めて小さい。 
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李文利（2006b）

「高等教育財政政

策対入学機会和資

源分配公平的促

進」 

2004.6 

全国にわ

たり、中

央所属大

学 10 校、

地方所属

大 学 8
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大学の知名度が高ければ高いほ

ど、奨学金の受給率が高くなる。 

①サンプルが東部に

偏る。 

②奨学金が大学入学

への影響を検討する

際に、大学生調査に

は限界がある。 
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李文利（2006a）

「高等教育私人支

出、家庭貢献与資

助需求分析」 

同上（6） 

①食費の支出は、家計所得の異な

る学生の間に差がある。 

②貸与が主な奨学金である。 

③貸与奨学金の受給が、家計所得

とマイナスの関係が見られた。 

④低所得層学生の奨学金ニーズ

を満たしていない。 
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8 

沈 華 ・ 沈 紅

（2008a）「国家助

学貸款対高等教育

個人収益率的影

響」 

2004.5 

武漢と広

州に立地

する大学

5 校の大

学 四 年

生。 

1765 
貸与奨学金の受給は、私的収益率

を高める効果がある。 
 

9 

王傑（2008）『中

国高等教育の拡大

と教育機会の変

容』 

2003.2 

北京市、

上海市、

江蘇省、

山東省と

湖北省に

立地する

４大学。 

 

①給付奨学金は低所得層出身者

を中心に支給されている。 

②給付奨学金の受給者は大卒後

に進学意欲が強い。 

①調査対象はエリー

ト大学である。 

②貸与奨学金が大卒

後への影響を検討さ

れなかった。 

③奨学金が学生生活

への効果を検討しな

かった。 

10 

楊钋（2009a）「大

学生資助対学業発

展的影響」 

2008.9 

甘粛省、

湖南省と

江蘇省の

大学 3 校

（私立大

学と専科

大学） 

9989 

①38％の学生が奨学金を受けて

いる。 

②低所得層学生の 43％は奨学金

を受けていない。 

③奨学金の金額が高ければ高い

ほど、課外活動の時間が長くな

る。 

④奨学金は教育機会均等を促進

する効果がある。 

奨学金の種別に分析

が行われたが、給付

奨学金と貸与奨学金

がそれぞれ勉学にど

のような影響を及ぼ

すのか、が検討され

ていない。 

11 

楊钋（2009b）「高

校学生資助影響因

素的多水平分析」 

2008 

北京市の

大 学 54

校（重点

大学、普

通本科大

学、専科

大学） 

16058 

①重点大学の学生は、奨学金の受

給者数及び金額が多い。 

②奨学金は低所得層学生に支給

しているが、支援金額が少なく、

授業料の 51％と年間生活費の

24％に相当する。 

給付奨学金と貸与奨

学金がそれぞれ学生

の生活にどう影響を

与えるのか、が検討

されていない。 

12 

Shen.Hong(2009) 

“Access to 

Higher 

Education by 

Student Aid in 

China” 

2006 

全国の貸

与奨学金

利 用 者

（ 大 学

生） 

71818 

①65％の学生は、家計困難で就学

継続が難しいと答えた。 

②貸与奨学金は進学機会の保障

に役立つ。 

 

13 

魏建国・羅朴尚・

宋映泉（2009）「家

庭背景与就読大学

機会関係的実証研

究」 

2008

年 4 月

に第一

回 調

査。 

2008

年 12

月に第

二回調

査（追

跡 調

査）。 

一省の国

家レベル

貧 困 県

41 県 に

それぞれ

1 高校を

抽出し、

高校三年

生を対象

とした調

査。 

4986

（ 第 一

回調査） 

4630

（ 第 二

回調査） 

①大学入試成績は、重点大学と普

通大学の合格ラインに達したの

は僅か 14％であり、大部分の学

生が私立大学と専科の合格ライ

ンに達した。 

②一部の学生は家計要因で進学

を断念した。 

③高校三年生に奨学金の情報を

与えることは、大学進学後に奨学

金受給の可能性を高めた。 

 

14 

羅朴尚・宋映泉・

魏建国（2011b）

「高校生対大学成

本和学生資助信息

的知暁情況」 

同上（13） 

①グリーンチャンネルの認知度

が低く、30％の学生しか知らな

い。それ以外の奨学金の認知度が

高い。 

②親が奨学金の主な情報源であ

る。 
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15 

羅朴尚・宋映泉・

魏建国（2011a）

「中国現行高校学

生資助政策評估」 

2008 

西 北 地 域

の 一 省 の

本 科 大 学

生 （ 四 年

生） 

8521 

①奨学金が政策設計通りに実施

している。 

②低所得層の学生がより奨学金

を受けている。 

③60％の学生が奨学金を受けて

いるが、低所得層出身の学生のう

ち、2 割が受けていない。 

④大学間で、奨学金の格差が生じ

ている。 

大学種類別に奨学金

の分配を検討してい

たが、奨学金の種類

別に学生の生活にど

う影響するのかが検

討されなかった。 

 

16 

蔵 興 兵 ・ 沈 紅

（2011）「生源地

助学貸款規模影響

因素研究」 

2010.1 

甘 粛 省 と

安 徽 省 に

立 地 す る

大学。 

9091 

①貧しい地域や人口数の多い地

域では、生源地助学ローンを申請

する学生が多い。 

②生源地助学ローン受給の地域

格差が大きい。 
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付表 2 授業料政策文書の変遷 

 

年月 政策文書 内容 

1949－1977 ― 
授業料が徴収しないほか、学生に助学金のような給

付奨学金を支給する。 

1977.10 
『関於 1977 年高等学校招

生工作的意見』 
授業料無償、かつ人民助学金支給 

1984.6 

『高等学校接受委託培養

学生的試行弁法』（［84］教

計字 110 号） 

委託培養学生の募集が始まる。委託培養学生の教育

経費は委託側が負担する。 

1985.5 
『中共中央関於教育体制

改革的決定』 

計画枠内の学生募集と委託培養学生の募集以外に、

計画枠外の自費学生も募集する。 

1989.8 
『関於普通高等学校収取

学雑費和住宿費的規定』 

1989 年から学雑費の徴収が開始する。大学費用の

無償化時代が終わった。学雑費の年間平均基準は

100 元で、寮費の平均年間基準は 20 元とした。 

1992.6 

『関於進一歩完善普通高

等学校収費制度的通知』

（教財［1992］42 号） 

高等教育費負担の理念は公的負担から私的負担へ

転換するべきである。 

1993.2 
『中国教育改革和発展網

要』（中発［1993］3 号」） 
高等教育の授業料基準を高める。 

1994.3 

『関於核定委属高校弁学

収費標準的通知』（教財庁

［1994］3 号） 

全国の 37 校は自費生と公費生両立の教育費負担制

度を統一し、教育費徴収の一元制度へ転換した。教

育費徴収の基準は、広東と上海以外の地域で、年間

1000 元～1500 元である。そのうち、学雑費が 600

元～1000 元、寮費が 400 元～500 元である。 

1995.3 『中華人民共和国教育法』 
第 29 条：教育機関は国の規定に従い、教育費を徴

収し、徴収項目を公開する義務を持つ。 

1995.3 

『関於 1995 年深入進行普

通高等学校招生和畢業生

就業制度改革的意見』（教

学［1995］8 号） 

教育費の徴収が一元となった大学においては、1995

年の学雑費基準は 1994 年の 8％まで値上げること

を可能とする。それ以外の大学においては、学雑費

徴収基準は変わらない。 

1996.12 

『高等学校収費管理暫行

弁法』（教財［1996］101

号） 

高等教育を受ける学生に授業料を徴収する。授業料

の基準は地域、専攻と大学ランクによって異なる。

授業料は学生 1 人当たり教育費に占める比率が

25％を超えてはいけない。 

1997.2 
全国高等学校招生工作会

議 

全国高等教育機関の学生募集は一元制度になる。計

画枠内、委託培養学生と自費生の区別を廃止する。

政策上で私的負担の正当性を認め、授業料徴収制度

を確立した。 
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1998.8 
『中華人民共和国高等教

育法』 

第 54 条：国の規定に従い、授業料を支払うべき。

家計困難な学生は、奨学金と授業料免除を申請でき

る。 

1999.6 
『関於深化教育改革、全面

推進素質教育的決定』 

授業料が学生 1 人当たり教育費に占める比率を高

めていく。 

2000.6 

『関於 2000 年高等学校招

生収費工作若干意見的通

知』（教電［2000］188 号） 

高等教育の授業料は学生 1 人当たり教育費の 25％

で徴収する。寮費の年間平均基準は 800 元～1200

元である。 

2001.2 

『関於 2001 年高等学校招

生収費工作有関問題的通

知』（教電［2001］45 号） 

2001 年の授業料と寮費は 2000 年の水準で徴収し、

値上げることを禁止する。 

2001.12 

『関於重申高等学校招生

収費管理工作有関要求的

通知』（教財［2001］21

号） 

国が規定した授業料と寮費基準を、徹底的に実行す

ること。 

2002.5 

『教育収費公示制度的通

知』（計価格［2002］792

号） 

徴収費用の詳細を、教育機関内の掲示板で公開する

制度が実施する。 

2003.5 

『関於 2003 年学校収費工

作有関問題的通知』（教財

［2003］4 号） 

授業料の基準を値上げてはいけない。費用徴収項目

の新設を禁止する。 

2005.5 

『関於 2005 年高等学校収

費工作有関問題的通知』

（教財［2005］10 号） 

授業料と寮費の基準は現状の水準を維持する。 

2006.5 

『関於進一歩規範高校教

育収費管理若干問題的通

知』（教財［2006］2 号） 

授業料と寮費の基準は大学所管部門によって設

定・管理する。 

2007.5 

『関於教育部直属師範大

学師範生免費教育実施弁

法（試行）的通知』（国弁

発［2007］34 号） 

2007 年から、中央所属師範大学 6 校（北京師範大

学、華東師範大学、東北師範大学、華中師範大学、

陝西師範大学と西南大学）の新入生を対象に無償化

教育制度を実施する。学生の在学期間中の授業料と

寮費を免除し、生活費を補助する。 

2007.7 

『関於中央所属高校学費

標準的通知』（発改価格

［2007］1434 号） 

今後の五年間で、2006 年の授業料と寮費水準を維

持する。 

 

 

 

 

  



260 

 

付表 3 個人信用情報データベース 

 市場経済が発展するに従って、個人信用情報データベースの構築が重要となってきた。中

国共産党第 16 回全国人民代表大会（2002 年 11 月 8～14 日）、及び中国共産党第 16 期中央

委員会第 3 回全体会議（2003 年 10 月 11～14 日）にて、「健全かつ現代市場経済に即した

社会信用体制」を構築することを明記した。個人信用情報データベースの完備は、個人の金

融融資や貸付に関する情報の提供により、詐欺や不正受給を防ぎ、ペナルティの根拠になる。

また、裁判所、税務署と社会保障などの行政部門の執行効率を高めることに加え、社会的信

用を担保することものとなる。 

 

付表 3 中国における個人信用情報データベース構築の経緯 

年月 主な変遷 

1999.7 
中国人民銀行が、データベースの構築に関する業務を、上海資信有限公司に

委託して試行開始した。 

2004.12 
全国規模の商業銀行 15 社のデータベースと都市商業銀行 8 社のデータベー

スが、全国７つの都市でネットワーキング形成。 

2005.8 全国すべての商業銀行と一部の農業信用社が、ネットワーキング形成。 

2006.1 個人信用情報データベースが正式に稼働開始。 

2008.9 6 億強の個人情報を収集し、そのうち、1 億強の人が貸付記録を付いていた。 

2013.3.27 ～

2013.9.30 

個人信用情報データベース・オンライン検索サービスのテスト運営。江蘇・

四川・重慶の 3 省の個人を対象にし、個人信用情報データベース・オンライ

ンサービスを提供する。 

【出所】中国人民銀行信用基準センターHP（http://www.pbccrc.org.cn/index.html） 

 

中国の個人信用情報データベースの主な変遷は、付表 3 に示した。1999 年 7 月に中央銀

行である中国人民銀行が上海資信有限公司にテスト運営を委託したことから構築が始まっ

た。2004 年 4 月に「中国人民銀行信用貸付情報サービスセンター」（中国語名称「中国人

民銀行信貸征信服務中心」）が正式に設立され、個人信用情報システムの運営を主管する。

2004 年末までに、全国規模の商業銀行 15 社のデータベースと都市商業銀行 8 社のデータ

ベースが、全国７つの都市でネットワーキングを形成した。2005 年 8 月末までに、全国す

べての商業銀行と一部の農業信用社が、ネットワーキングを形成した。その後にテスト運営

http://www.pbccrc.org.cn/index.html
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を経て、2006 年 1 月に個人信用情報データベースが正式に稼働開始となった。個人信用情

報の収集と蓄積により、2008 年 9 月末に、6 億強の個人情報データを記録し、そのうち、1

億強の個人に貸付記録が付されていた。さらに、個人向けの検索サービスが全面開始する前

に、2013 年 3 月 27 日から 2013 年 9 月 30 日の期間において、一部の地域で個人信用情報

データベース・オンライン検索サービスをテスト運営することにした。対象となった江蘇・

四川・重慶の 3 省の個人に、個人信用情報データベース・オンラインサービスを提供する。 

個 人 の 信 用 情 報 を 調 べ る 際 は 、 個 人 信 用 情 報 サ ー ビ ス ト ッ プ ペ ー ジ

（https://ipcrs.pbccrc.org.cn/）へアクセスし、中国公民の身分証番号で登録する。個人信

用情報データベースに含まれる情報は、氏名、婚姻状況、金融状況（住宅ローン、助学ロー

ン、クレジットカードなど）と公共事業情報（脱税、裁判、行政処罰など）が含まれている。

また、情報検索の日付、回数、及び検索機関（個人）名、検索用途も記録されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

https://ipcrs.pbccrc.org.cn/
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付録 1 高校生調査票（中国語版） 

      高中生经济资助状况调查 

 

 

 

 

 

 

＜便于今后调查，请填写您的姓名·学校名·年级·以及学籍号＞ 

姓名：        学校名：      年级：        学籍号： 

 

 

问 1 在高中 1～2 年级时，针对以下毕业去向，您是如何考虑的？（各选一项） 

 一定会 可能会 还没有决定 还没有考虑 

a.升入大学 ① ② ③ ④ 

b.就职 ① ② ③ ④ 

 

问 2 现在对您的毕业去向是如何考虑的？（各选一项） 

 a.可能性较高的毕业选择  b.最理想的毕业选择   c.已经决定的毕业去向 

全国重点大学 ①  ①  ① 

省重点大学 ②  ②  ② 

普通本科 ③  ③  ③ 

独立学院 ④  ④  ④ 

民办大学 ⑤  ⑤  ⑤ 

专科大学 ⑥  ⑥  ⑥ 

就职 ⑦  ⑦  ⑦ 

留学 ⑧  ⑧  ⑧ 

 

问 3 针对如下决定毕业去向的因素，您是如何考虑的？（各选一项） 

 一定会考虑 稍作考虑 不太考虑 根本不考虑 

a.学习成绩 ① ② ③ ④ 

b.家庭的经济状况 ① ② ③ ④ 

c.志愿是否明确 ① ② ③ ④ 

Ⅰ 高中毕业去向 

本问卷调查的目的在于，对在校高中生的学习状况·经济资助现状以及对未来的预期进

行实证性研究。统计数据和分析结果仅用于学术论文撰写，将保证您的个人情况不会被公

开，恳请各位同学以您自身情况回答以下问题。谢谢您的支持与合作！ 

                     日本东京大学教育学研究科 博士课程   王帅 

E-mail：osui2005@yahoo.com.cn 

mailto:osui2005@yahoo.com.cn
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问 4 在决定毕业去向时，以下的相关人员有哪种程度的影响？（各选一项） 

 有很大影响 比较有影响 不太有影响 根本没有影响 

a.父母 ① ② ③ ④ 

b.高中老师 ① ② ③ ④ 

c.朋友 ① ② ③ ④ 

 

问 5 针对如下对大学的看法，您是如何考虑的？（各选一项） 

 非常赞成 比较赞成 不太赞成 根本不赞成 

a.升入大学是理所应当的事 ① ② ③ ④ 

b.由于大学学费高，升大学有困难 ① ② ③ ④ 

c.只要能够升学，学费不成问题 ① ② ③ ④ 

d.大学的普及，使得大学毕业生没有了优势 ① ② ③ ④ 

 

 

问 6 结合本人情况请回答，如下升学理由是否和您的自身情况符合？（各选一项） 

 符合 比较符合 不太符合 不符合 

a.因为父母希望升学 ① ② ③ ④ 

b.因为周围朋友都选择了升学 ① ② ③ ④ 

c.为了获得更高学历  ① ② ③ ④ 

d.为了考取资格 ① ② ③ ④ 

e.为了享受大学生活  ① ② ③ ④ 

f.为了拖延就业时间 ① ② ③ ④ 

 

问 7 在选择大学学校时，请对以下因素的重视程度进行判断。（各选一项） 

 非常重要 比较重要 不太重要 根本不重要 

a.高考成绩 ① ② ③ ④ 

b.学费和生活费的负担程度 ① ② ③ ④ 

c.经济资助的充裕度 ① ② ③ ④ 

d.大学的知名度 ① ② ③ ④ 

e.大学地处大城市 ① ② ③ ④ 

f.可以走读 ① ② ③ ④ 

g.是否有喜欢的专业 ① ② ③ ④ 

h.大学毕业后的就职情况 ① ② ③ ④ 

 

 

 

 

Ⅱ 升学意向 
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问 8-1 请对如下各项经济资助的了解程度进行判断。（各选一项） 

 非常了解 了解 不太了解 根本不了解 

a.国家奖助学金 ① ② ③ ④ 

b.国家助学贷款 ① ② ③ ④ 

c.生源地助学贷款 ① ② ③ ④ 

d.大学独自奖学金 ① ② ③ ④ 

e.绿色通道 ① ② ③ ④ 

f.勤工俭学 ① ② ③ ④ 

 

问 8-2 通过何种渠道了解到的如上经济资助信息的？（可多项选择） 

 

 

问 9 由于家庭经济原因造成升学困难的情况下，请对以下的资金筹措方式的必要程度进行判断。（各选一项） 

 

问 10-1 在升学时，考虑申请助学贷款吗？（限选一项） 

①申请      ②不申请 

 

问 10-2-1 针对以下要申请助学贷款的理由，您是如何考虑的？（回答「申请」的同学作答）（各选一项） 

 

问 10-2-2 针对以下不申请助学贷款的理由，您是如何考虑的？（回答「不申请」的同学作答）（各选一项） 

 认可 比较认可 不太认可 不认可 

a.不知道助学贷款  ① ② ③ ④ 

b.不需要申请 ① ② ③ ④ 

c.申请助学贷款时，手续繁琐  ① ② ③ ④ 

d.助学贷款会成为今后自己的经济负担  ① ② ③ ④ 

e.对将来的事情，不可预知 ① ② ③ ④ 

f.和助学贷款相比，靠打工来维持上学费用可以减轻心理负担 ① ② ③ ④ 

 

①高中老师的说明  ②同学  ③媒体  ④网络 ⑤宣传册  ⑥其它（        ） 

  非常必要 必要 不太必要 根本没必要 

a.向亲戚集款 ① ② ③ ④ 

b.利用助学贷款 ① ② ③ ④ 

c.利用绿色通道 ① ② ③ ④ 

d.自己打工赚钱 ① ② ③ ④ 

 认可 比较认可 不太认可 不认可 

a.如果不申请助学贷款，无法升学 ① ② ③ ④ 

b.反正是父母还贷 ① ② ③ ④ 

c.虽然是贷款，但是回扣大，经济上有利 ① ② ③ ④ 
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问 11 对升入大学后，学费和生活费的消费预期如何？（各选一项） 

 a.学费（年额）   b.生活费（月额） 

低于 3000 元 ①  低于 150 元 ① 

3000～6000 元 ②  150～250 元 ② 

6000～9000 元 ③  250～350 元 ③ 

9000～12000 元 ④  350～450 元 ④ 

高于 12000 元 ⑤  高于 450 元 ⑤ 

 

问 12 升入大学后，针对以下保障日常费用的必要程度进行判断。（各选一项） 

 非常必要 必要 不太必要 根本没必要 

a.家里的补贴 ① ② ③ ④ 

b.打工收入 ① ② ③ ④ 

c.奖助学金资助 ① ② ③ ④ 

d.助学贷款资助 ① ② ③ ④ 

 

问 13 升入大学后，如果可以得到以下经济资助，请预计一下资助金额。（各选一项） 

 低于 500 元 500-1000 元 1000-1500 元 1500-2000 元 2000-2500 元 高于 2500 元 

a.国家奖助学金 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

b.国家助学贷款 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

c.生源地助学贷款 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

d.大学独自奖学金 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

e.贫困生补助 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

f.勤工助学 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

 

问 14 在大学里，得到以下经济资助的可能性有多大？（各选一项） 

 高 较高 较低 低 

a.国家奖助学金 ① ② ③ ④ 

b.助学贷款 ① ② ③ ④ 

c.大学独自奖学金 ① ② ③ ④ 

d.绿色通道  ① ② ③ ④ 

e.贫困生补助 ① ② ③ ④ 

f.勤工助学  ① ② ③ ④ 

问 15 针对以下意见，您是如何考虑的？（各选一项） 

 认可 比较认可 不太认可 不认可 

a.大学的学费过高 ① ② ③ ④ 

b.有关奖学金的信息少  ① ② ③ ④ 

c.希望升学时的经济资助更加充实  ① ② ③ ④ 

d.希望增加助学贷款的贷款人数 ① ② ③ ④ 

e.希望提高助学贷款的贷款金额  ① ② ③ ④ 

f.希望下调助学贷款的贷款利率  ① ② ③ ④ 
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问 16 请选择出您毕业的中学。（限选一项） 

①市级重点中学  ②市级普通中学  ③市级职业中学  ④县级重点中学  ⑤县级普通中学  ⑥其它（   ） 

 

问 17 您的成绩在年级的排名如何？                    

 上等 中上等 中等 中下等 下等 

a.中学 ① ② ③ ④ ⑤ 

b.高中 ① ② ③ ④ ⑤ 

 

问 18 选择出您现在就读的科系。（限选一项） 

①文科     ②理科      ③职业培训      ④没有分科系 

 

问 19-1 在您所在高中，有否有奖学金一类的经济资助政策？（限选一项）      

①有    ②没有    ③不知道 

 

问 19-2 在高中阶段，您得到过奖学金一类的经济资助吗？如果得到过，请写出其名称和金额。（限选一项） 

①没有得到过     ②得到过（经济资助名称：       年额：       ） 

 

问 20 在您就读的中学班级里，由于家庭经济困难无法升入理想高中的同学有几名？（限选一项）  

①0 人   ②1~3 人   ③4~6 人   ④6~8 人   ⑤8 人以上 

 

问 21 每天，有多少自习时间？（限选一项） 

①1 小时左右  ②2 小时左右  ③3 小时左右 ④4 小时左右 ⑤多于 5 小时 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 高中生活情况 
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问 22 每周，花在以下课外活动的时间有多少？（各选一项） 

 4 小时以上 3-4 小时 1-2 小时 不到 1 小时 没有 

a.家教补习 ① ② ③ ④ ⑤ 

b.和同学的相处 ① ② ③ ④ ⑤ 

c.学校组织的课外活动 ① ② ③ ④ ⑤ 

d.网络游戏 ① ② ③ ④ ⑤ 

e.上网 ① ② ③ ④ ⑤ 

f.打工 ① ② ③ ④ ⑤ 

 

问 23-1 在各学习阶段，请回答（a）家教补习的参加情况（b）每小时的费用。（各选一项） 

问 23-2 针对以下不参加家教补习的理由，您如何考虑？（所有同学作答）（各选一项） 

 

问 24 针对以下意见，您如何考虑？（各选一项） 

 认可 比较认可 不太认可 不认可 

a.高中学费高 ① ② ③ ④ 

b.高中的费用负担过大 ① ② ③ ④ 

c.费用负担问题是父母考虑的事情 ① ② ③ ④ 

d.在高中阶段需要经济资助 ① ② ③ ④ 

e.高中阶段的经济资助不够充实 ① ② ③ ④ 

f.高考的压力大 ① ② ③ ④ 

g.对将来感到不安 ① ② ③ ④ 

h.对将来的就业形势不乐观 ① ② ③ ④ 

 

 

问 25 请根据您自身情况回答以下问题。（各选一项） 

a.性别 ①男   ②女 

b.生活所在地 ①直辖市/省政府所在地    ②中小城市    ③县・镇    ④农村 

c.兄弟姐妹构成 ①独生子女   ②兄弟姐妹 1 人   ③兄弟姐妹 2 人   ④兄弟姐妹 3 人  ⑤兄弟姐妹 3

人以上 

d.现在的居住情况 ①住在自家  ②住在亲戚家  ③住在宿舍（宿舍费     元/年） 

 a.家教补习的参加情况  b.家教补习的每小时费用（元/小时） 

小学 ①参加 ②不参加  ①低于 20 元 ②20～30 元 ③30～40 元 ④高于 40 元 ⑤不知道 

中学 ①参加 ②不参加  ①低于 20 元 ②20～30 元 ③30～40 元 ④高于 40 元 ⑤不知道 

高中 ①参加 ②不参加  ①低于 20 元 ②20～30 元 ③30～40 元 ④高于 40 元 ⑤不知道 

 认可 比较认可 不太认可 不认可 

a.没有补习的必要 ① ② ③ ④ 

b.没有找到合适的老师 ① ② ③ ④ 

c.补习的费用负担大 ① ② ③ ④ 

Ⅳ 个人及家庭基本信息 



268 

 

问 26 和父母是否经常谈论以下话题？（各选一项） 

 经常谈论 谈论 不太谈论 根本不谈论 

a.学习成绩 ① ② ③ ④ 

b.毕业去向 ① ② ③ ④ 

c.成长烦恼 ① ② ③ ④ 

d.学校里发生的事情 ① ② ③ ④ 

e.社会上发生的事情 ① ② ③ ④ 

 

问 27 您家里有以下哪种家电？（可多项选择） 

①有自家房产的住房  ②家用车  ③商务用车  ④液晶彩电  ⑤电脑  ⑥空调  ⑦照相机   ⑧摄像机 

 

问 28 在您的家庭里，以下家庭成员对您学习的关心度如何？（各选一项） 

 非常关心 比较关心 不太关心 根本不关心 

a.父亲 ① ② ③ ④ 

b.母亲 ① ② ③ ④ 

c.爷爷/姥爷 ① ② ③ ④ 

d.奶奶/姥姥 ① ② ③ ④ 

 

问 29 请选择您父母的学历。（各选一项） 

 无学力 小学 中学 高中 中专/技校 大专 大学 研究生 

a.父亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

b.母亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

 

问 30 请选择您父母的职业。（各选一项） 

 农民 工人 
服务工

作人员 

公司管

理人员 
个体户 

技术人

员 
公务员 教师 失业 其他 

a.父亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

b.母亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

 

问 31 请选择您父母的月收入。（各选一项） 

 低于 500

元 

500-1000

元 

1000-2000

元 

2000-3000

元 

3000-4000

元 

4000-6000

元 

高于 6000

元 
不知道 

a.父亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

b.母亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 
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问 32 结合本人情况请回答，以下意见是否和您的情况符合？（各选一项） 

 

问 33 对以下影响择业各因素的重视程度，您是如何考虑的？（各选一项） 

 重要 比较重要 不太重要 不重要 

a.高工资 ① ② ③ ④ 

b.工作安定 ① ② ③ ④ 

c.能够发挥个人的能力 ① ② ③ ④ 

d.对工作感兴趣 ① ② ③ ④ 

e.有助于他人及社会 ① ② ③ ④ 

 

问 34 您的就职志向如何？（各选一项） 

a.最希望的工作单位 ①政府行政性机关  ②事业单位・社会团体   ③国企 ④集体企业   ⑤外资企业  ⑥其它（  ） 

b.最希望的工作地点 ①直辖市  ②省会城市 ③中等城市（地级市）④小城市（县级市） ⑤沿海开放城市   ⑥西部内陆地区   

 

问 35 根据以下不同学历步入工作岗位的情况，请分别预测在您 30 岁时的月工资。（各选一项） 

 
低于 500元 

500-1000

元 

1000-2000

元 

2000-3000

元 

3000-5000

元 

5000- 

10000 元 

高于 10000

元 

a.若高中毕业 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

b.若重点大学毕业 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

c.若普通本科大学

毕业 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

d.若大专毕业 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

e.若研究生毕业 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

 

 

 

 

 

 

调查问题到此结束，对您的合作表示衷心的感谢！ 

 符合 比较符合 不太符合 不符合 

a.与继续升学相比，自己比较适合尽早参加工作 ① ② ③ ④ 

b.希望尽早经济独立 ① ② ③ ④ 

c.高中毕业后即使不直接升学，今后也会有升学的机会 ① ② ③ ④ 

d.自己的成绩不够志愿大学的入学标准 ① ② ③ ④ 

e.高中阶段还不明确自己想要做的事情 ① ② ③ ④ 

Ⅴ 将来的就职意向 

Ⅵ 针对您所在高中的经济资助现状，请填写您的感受并提出您的宝贵意见 
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付録 2 高校生調査票（日本語版） 

奨学金状況に関する高校生調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜名前と学籍番号を書いてください。＞ 

氏名：      学校名：    学年：      学籍番号： 

 

 

問 1 高校 1～2 年生のとき、次の進路についてどう考えたのでしょうか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 必ずそうしたいと思った できればそうしたいと思っていた 決めていなかった 考えていなかった 

a.大学進学 ① ② ③ ④ 

b.就職 ① ② ③ ④ 

 

問 2 今現在のところ、卒業後の進路についてどう考えているのでしょうか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 a.可能性の高いもの  b.一番望ましいもの  c.決まっているもの 

全国重点大学 ①  ①  ① 

省重点大学 ②  ①   ②  

普通本科大学 ③  ③  ③ 

独立学院 ④  ④  ④ 

民弁（私立）大学 ⑤  ⑤  ⑤ 

専科大学 ⑥  ⑥  ⑥ 

就職 ⑦  ⑦  ⑦ 

留学 ⑧  ⑧  ⑧ 

 

 

 

Ⅰ 進路について 

このアンケートは、皆さんの高校生活実態と奨学金の受給状況についてお尋ねするものです。

皆さんがどのような高校生活やお考えを持っていらっしゃるかについて、伺わせていただきたい

と思います。ご回答の内容は研究以外の目的に使用することは決してありません。ご回答の内容

が大学や外部の方に漏れることは絶対にございません。どうぞありのままを率直にお答えいただ

きますようお願いいたします。 

★連絡先    日本東京大学大学院 教育研究科 大学経営・政策コース 

              博士課程：王 帥      E-mail：osui2005@yahoo.com.cn 

mailto:osui2005@yahoo.com.cn
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問 3 進路を決める上で、次の項目をどの程度考慮しますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 とても考慮した やや考慮した あまり考慮しなかった 全く考慮しなかった 

a.成績 ① ② ③ ④ 

b.家庭の経済状況 ① ② ③ ④ 

c.志望の明瞭度 ① ② ③ ④ 

問 4 進路を決める上で、次の方々の意見はどの程度大きな影響があるのでしょうか。（○はそれぞれ１つ

ずつ） 

 大きな影響があった 影響があった 影響がなかった 全く影響がなかった 

a.家族 ① ② ③ ④ 

b.高校の先生 ① ② ③ ④ 

c.友達 ① ② ③ ④ 

 

問 5 以下の意見についてどう思いますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 強くそう思う そう思う そう思わない 全くそう思わない 

a.大学進学が当然だ ① ② ③ ④ 

b. 大学の学費が高いため、進学が困難だ ① ② ③ ④ 

c. 進学さえできれば、学費が問題なし ① ② ③ ④ 

d.大学の拡大が大学生の利点をなくした ① ② ③ ④ 

 

 

問 6 進学の理由について聞きます。（○はそれぞれ１つずつ） 

 強くそう思う そう思う そう思わない 全くそう思わない 

a.両親に進められたから ① ② ③ ④ 

b.周りの友人が進学を選択したから ① ② ③ ④ 

c.より高い学歴が得られる ① ② ③ ④ 

d.資格をとるため ① ② ③ ④ 

e.大学生活を楽しみたい ① ② ③ ④ 

f.就職時期を延ばすため ① ② ③ ④ 

 

問 7 進学先を決める際に、次の項目はどの程度重要ですか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 とても重要 やや重要 あまり重要でない 全く重要でない 

a.大学入試成績 ① ② ③ ④ 

b.授業料や生活費の負担 ① ② ③ ④ 

c.経済支援の充実度 ① ② ③ ④ 

d.進学先の有名度 ① ② ③ ④ 

e.進学先が大都市に立地する ① ② ③ ④ 

f.自宅から通える ① ② ③ ④ 

g.希望専攻の有無 ① ② ③ ④ 

h.大卒後の就職状況 ① ② ③ ④ 

Ⅱ 進学について 
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問 8-1 以下の経済支援政策について知っていますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 非常に詳しい 知っている あまり知らない 全く知らない 

a.国家奨助学金 ① ② ③ ④ 

b.国家助学ローン ① ② ③ ④ 

c.生源地助学ローン ① ② ③ ④ 

d.大学独自奨学金 ① ② ③ ④ 

e.グリーンチャンネル ① ② ③ ④ 

f.ワークスタディ ① ② ③ ④ 

 

問8-2 以上の経済支援に関する情報はどこから入手したのでしょうか。（いくつでも○をつけてください） 

①高校先生からの説明  ②友達  ③マスメディア  ④インタネット  ⑤パンフレット  ⑥その他（ ） 

 

問 9 経済困難で進学が難しい場合、負担できない資金をどう補うつもりですか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 

問 10-1 大学進学を決める際に、助学ローンを申請しようと思いますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 

 

問 10-2-1 以下の申請しようとする理由についてどう思いますか。（①の回答者のみ答えてください） 

 

問 10-2-2 以下の申請しない理由についてどう思いますか。（②の回答者のみ答えてください） 

 強くそう思

う 
そう思う 

そう思わな

い 

全くそう思

わない 

a.知らないから ① ② ③ ④ 

b.必要ないから ① ② ③ ④ 

c.助学ローンを申請する際に、手続きが面倒くさいから ① ② ③ ④ 

d.将来自分の負担になるから ① ② ③ ④ 

e.将来に何かおこるか分からないから ① ② ③ ④ 

f.助学ローンの利用よりバイトで収入を賄うほうが楽 ① ② ③ ④ 

 不可欠 必要 必要でない 全く必要でない 

a.親戚から援助をもらう ① ② ③ ④ 

b.助学ローン ① ② ③ ④ 

c.グリーンチャンネル ① ② ③ ④ 

d.アルバイト ① ② ③ ④ 

①申請    ②申請しない 

 強くそう思う そう思う そう思わない 全くそう思わない 

a.経済困難で申請しないと進学できないから ① ② ③ ④ 

b.どうせ親が返済するから ① ② ③ ④ 

c.リターンが大きいから ① ② ③ ④ 
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問 11 第一希望校へ入学後に、授業料と生活費についてどのぐらいのお金がかかると思いますか。（○は

それぞれ１つずつ） 

 a.授業料（年額）   b.生活費（月額） 

3000 元未満 ①  150 元未満 ① 

3000～6000 元未満 ②  150～250 元未満 ② 

6000～9000 元未満 ③  250～350 元未満 ③ 

9000～12000 元未満 ④  350～450 元未満 ④ 

12000 元以上 ⑤  450 元以上 ⑤ 

 

問 12 大学入学後に、日々の費用をどのように確保するでしょうか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 不可欠 必要 必要でない 全く必要でない 

a.家族からの仕送り ① ② ③ ④ 

b.アルバイトによる収入 ① ② ③ ④ 

c.奨学金・助学金の受給 ① ② ③ ④ 

d.助学ローンの利用 ① ② ③ ④ 

 

問 13 大学に進学後に、次の経済支援を受けたら、年間どのぐらいもらえると思いますか。（○はそれぞ

れ１つずつ） 

 
500 元未満 

500-1000 元

未満 

1000-1500元

未満 

1500-2000元

未満 

2000-2500元

未満 
2500 元以上 

a.国家奨助学金 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

b.国家助学ローン ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

c.生源地助学ローン ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

d.大学独自奨学金 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

e.貧困学生手当 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

f.ワークスタディ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

 

問 14 大学進学後に、次の経済支援を受ける可能性がどのぐらいあると思いますか。（○はそれぞれ１つ

ずつ） 

 高い やや高い やや低い 低い 

a.国家奨学/助学金 ① ② ③ ④ 

b.助学ローン ① ② ③ ④ 

c.大学独自奨学金 ① ② ③ ④ 

d.グリーンチャンネル ① ② ③ ④ 

e.貧困学生手当 ① ② ③ ④ 

f.ワークスタディ ① ② ③ ④ 
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問 15 次の意見についてどう思いますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 強くそう

思う 
そう思う 

そう思わ

ない 

全くそう

思わない 

a.大学の授業料が高い。 ① ② ③ ④ 

b.経済支援に関する情報が少ない ① ② ③ ④ 

c.大学へ進学を決める際の経済支援がもっと充実してほしい。 ① ② ③ ④ 

d.助学ローンの利用者数を増やしてほしい。 ① ② ③ ④ 

e.助学ローンの利用金額を伸ばしてほしい。 ① ② ③ ④ 

f.助学ローンの利子率を下げてほしい。 ① ② ③ ④ 

 

 

問 16 あなたが卒業した中学校は、次のどれですか。（○は１つ） 

①市重点中学校  ②市普通中学校  ③市職業中学校  ④県重点中学校  ⑤県普通中学校  ⑥その他 

 

問 17 あなたの成績は学年全体でどのぐらいでしたか。   

 上のほう 中の上 中 中の下 下のほう 

a.中学 ① ② ③ ④ ⑤ 

b.高校 ① ② ③ ④ ⑤ 

 

問 18 現在どのコースで学んでいますか。（○は１つ） 

 ①文科系進学コース   ②理科系進学コース   ③職業準備コース   ④コースなし 

 

問 19-1 所在している高校では、経済支援政策がありますか。（○は１つ） 

①ある   ②なし   ③分からない 

 

問 19-2 高校段階では、経済支援を受けたことがありますか。もしあれば、経済支援名と金額を記入して

下さい。（○は１つ） 

①受けたことがない   ②受けたことがある（経済支援名：  金額：  ） 

 

問 20 中学校時代であなたのクラスに、経済困難で高校進学を断念した人数は何人ですか。（○は１つ） 

①0 人   ②1~3 人   ③4~6 人  ④6~8 人   ⑤8 人以上 

 

 

Ⅲ 高校生活について 
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問 21 一日の自習時間はどのぐらいですか。（○は１つ）   

①1 時間程度  ②2 時間程度  ③3 時間程度  ④4 時間程度  ⑤5 時間以上 

 

問 22 現在週単位で授業以外に次の活動に大体どれぐらい多くの時間を使いましたか。（○はそれぞれ１

つずつ） 

 4 時間以上 3-4 時間 1-2 時間 1 時間未満 なし 

a. 家庭教師による受験勉強 ① ② ③ ④ ⑤ 

b. 友達との付き合い ① ② ③ ④ ⑤ 

c. 部活動 ① ② ③ ④ ⑤ 

d. ゲーム ① ② ③ ④ ⑤ 

e. インターネットする ① ② ③ ④ ⑤ 

f. アルバイト ① ② ③ ④ ⑤ 

 

問 23-1 今まで(a)補習参加状況(b)時間当たりの費用を答えて下さい。（○はそれぞれ１つずつ） 

 a.補習の参加状況  b.補習費用（元/時間） 

小学校 ①参加 ②不参加  ①20 元未満 ②20～30 元未満 ③30～40 元未満 ④40 元以上 ⑤分からない 

中学校 ①参加 ②不参加  ①20 元未満 ②20～30 元未満 ③30～40 元未満 ④40 元以上 ⑤分からない 

高校現在 ①参加 ②不参加  ①20 元未満 ②20～30 元未満 ③30～40 元未満 ④40 元以上 ⑤分からない 

 

問 23-2 以下の補習に参加しない理由についてどう考えますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 強くそう思う そう思う そう思わない 全くそう思わない 

a.補習の必要がない ① ② ③ ④ 

b.いい先生を見つけない ① ② ③ ④ 

c.費用負担が大きい ① ② ③ ④ 

 

問 24 次の意見についてどう思いますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 
強くそう思う そう思う そう思わない 

全くそう思わ

ない 

a.高校の授業料が高い。 ① ② ③ ④ 

b.教育費の負担が大変だ。 ① ② ③ ④ 

c.教育費は親が考えてくれる ① ② ③ ④ 

d.高校段階で経済支援が必要だ。 ① ② ③ ④ 

e.高校段階での経済支援が充実していない。 ① ② ③ ④ 

f.受験のプレッシャーが大きい。 ① ② ③ ④ 

g.将来に対して不安を感じている。 ① ② ③ ④ 

h.将来の就職見込みが暗い。 ① ② ③ ④ 

 



276 

 

 

 

問 25 次の問題を答えて下さい。（○はそれぞれ１つずつ） 

a.性別 ①男   ②女 

b.出身地 ①直轄市/省政府所在地    ②中小都市    ③県/鎮    ④農村 

c.きょうだい ①なし   ②一人   ③二人   ④三人  ⑤三人以上 

d.現在のお住まい ①自宅  ②親戚のお家    ③寮（寮費     元/年） 

 

問 26 家族の方とどれくらい話していますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 よく話す 少し話す ほとんど話さない 全く話さない 

a.成績 ① ② ③ ④ 

b.進路 ① ② ③ ④ 

c.悩み ① ② ③ ④ 

d.学校の出来事 ① ② ③ ④ 

e.世の中の出来事 ① ② ③ ④ 

 

問 27 家庭に以下のどれを有していますか。（いくつでも○を付けてください） 

①マンション ②車（自家用） ③車（業務用） ④液晶テレビ ⑤パソコン ⑥エアコン ⑦カメラ ⑧ビデオカメラ 

 

問 28 あなたの家族は、あなたの勉強に関心を持っていますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 とても持っている 少し持っている 余り持っていない 全く持っていない 

a.父親 ① ② ③ ④ 

b.母親 ① ② ③ ④ 

c.祖父 ① ② ③ ④ 

d.祖母 ① ② ③ ④ 

 

問 29 ご両親の最終学歴はどれにあたりますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 学歴なし 小学校卒 中学校卒 高校卒 
中等専門

学校卒 

専科大学

卒 

四年制大

学卒 
大学院卒 

a.父親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

b.母親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

 

 

 

 

Ⅳ あなたとご家族について 
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問 30 ご両親の職業はどれにあたりますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 農民 労働者 

サービ

ス業従

業員 

管理職 
自営業

主 
技術者 公務員 教師 無職 その他 

a.父親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

b.母親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

 

問 31 ご両親の月収はいくらですか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 
500 元未満 

500-1000

元未満 

1000-2000

元未満 

2000-3000

元未満 

3000-4000

元未満 

4000-6000

元未満 

6000 元以

上 

分からな

い 

a.父親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

b.母親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

 

 

問 32 以下の項目はどれくらい当てはまりますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 とてもあ

てはまる 

あては

まる 

あてはま

らない 

全くあてはま

らない 

a.仕事をするのが自分に向いていると思う ① ② ③ ④ 

b.経済的に自立したい ① ② ③ ④ 

c.高卒後すぐに進学しなくても、進学のチャンスはあると思う ① ② ③ ④ 

d.自分の成績では希望校に進学できそうもない ① ② ③ ④ 

e.高卒段階でやりたいことがまだわからない ① ② ③ ④ 

 

問 33 職業を選ぶ場合、あなたは次の項目をどれぐらい重要と思いますか。（○はそれぞれ１つずつ） 

 重要 やや重要 あまり重要でない 全く重要でない 

a.給料が高いこと ① ② ③ ④ 

b.安定した仕事であること ① ② ③ ④ 

c.個人の能力が発揮できること ① ② ③ ④ 

d.興味がもてる仕事であること ① ② ③ ④ 

e.他人や社会に貢献できること ① ② ③ ④ 

 

問 34 就職志願について答えて下さい。（○はそれぞれ１つずつ） 

a.希望する就職先 ①政府行政機関  ②事業単位・社会団体  ③国営企業部門  

④集団企業部門  ⑤三資企業       ⑥その他（  ） 

b.希望する地域 ①直轄市      ②省会都市      ③中等都市（地級市）    

④小城市（県級市） ⑤沿海開放都市    ⑥西部内陸地域   

Ⅴ 就職についての展望 
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問 35 それぞれの学校卒で就職する場合、30 歳前後の月給はどのぐらいだと思いますか。（○はそれぞれ

１つずつ） 

 

500 元未満 
500-1000

元未満 

1000-2000

元未満 

2000-3000

元未満 

3000-5000

元未満 

5000- 

10000 元 

未満 

10000 元以

上 

a.高校卒 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

b.重点大学卒 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

c.普通大学卒 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

d.専科大学卒 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

e.大学院卒 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査項目はこれで終わりです。ご協力いただき、ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ あなたが所属する学校の経済支援現状と改善点について、ご意見を自由に記入して
ください。 
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付録 3 大学生調査票（中国語版） 

大学生资助现状的调查 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ⅰ、个人基本信息】 

1、您的性别： ①男      ②女 

 

2、您的年龄：          岁 

 

3、您就读的大学名称：         大学               

 

4、您就读的学院名称，专业名称及年级： 

           学院            专业           年级 

 

5、您的家庭所在地： ①直辖市/省会城市   ②中小城市   ③县镇   ④农村 

 

6、您的户口所在地： ①农村      ②城市 

     

7、您的毕业高中： ①普通高中  ②重点高中  ③中等职业学校 

 

8、您是否是独生子女：  ①是  ②否         包括自己共有兄弟姐妹：        人 

 

 

本问卷调查的目的在于，对在校大学生的学习状况，生活消费，学生资助现状以及

就职预期进行实证性研究。调查采用不记名方式，将保证您的个人情况不会被公开。

统计数据和分析结果仅用于学术论文撰写，恳请各位同学以您自身情况回答以下问题。 

      谢谢您的支持与合作！                   

                              日本东京大学教育学研究科    王帅 

                                           E-mail：osui2005@yahoo.com.cn 

mailto:osui2005@yahoo.com.cn
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【Ⅱ、有关您高中时代的情况】 

9、在决定升入大学时，对于上大学的费用当初是打算如何支付的？（请填写该当项目，以十分位计算） 

 父母的资

助 

亲戚的资

助 

国家助学

贷款 

奖 学 金 /

助学金 

贫困生补

助 

勤工助学 其 它

（  ） 

合计 

a. 学费（含宿舍费）    /10     /10     /10    /10 /10   /10   /10 10/10 

b. 日常生活学习费用    /10    /10    /10    /10  /10   /10   /10 10/10 

 

10、在决定是否升入大学时，对助学贷款所起的作用您是如何看待的？ 

①没有助学贷款完全可以升入大学  ②没有助学贷款会造成入学困难 ③没有助学贷款将无法升入大学 

 

11、有关您高中同班同学的情况。 

 0 人 1~3 人 4~6 人 6~8 人 8 人以上 

a.由于大学的高费用而不选择上大学的人数 ① ② ③ ④ ⑤ 

b.借助国家助学贷款上大学的人数 ① ② ③ ④ ⑤ 

 

12、以下的资助项目您是什么时候申请的？申请是否通过？ 

 A) 大学入学前 B) 大学在籍期间 

提出了申请，没通过 申请通过 提出了申请，没通过 申请通过 

a.国家奖学金 ① ② ① ② 

b.国家励志奖学金 ① ② ① ② 

c.国家助学金 ① ② ① ② 

d.国家助学贷款 ① ② ① ② 

e.生源地助学贷款 ① ② ① ② 

f.一般性商业银行贷款 ① ② ① ② 

g.其它助学贷款（ ） ① ② ① ② 

h.贫困生补助 ① ② ① ② 

i.大学独自的奖学金 ① ② ① ② 

j.其它资助项目（  ） ① ② ① ② 
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13、您是通过「绿色通道」升入大学的吗？  ①是   ②不是 

 

14、您在高中班级的成绩排名： ①上等  ②中上等  ③中等  ④中下等  ⑤下等 

 

【Ⅲ、有关大学学费/生活费/奖学金的情况】 

15、对于以下对学费/生活费的表述，您是如何考虑的？ 

 不认可 不太认可 比较认可 认可 

a.学费水平过高 ① ② ③ ④ 

b.大学四年的学费和生活费可以由父母来承担 ① ② ③ ④ 

c.自己来承担大学四年的学费和生活费 ① ② ③ ④ 

 

16-1、学费以及宿舍费，平均每月的学习/生活费支出状况如何？请在下栏中填写。 

A) 年额 万 千 百 十  B) 月额 千 百 十  

a.学费      a.伙食费（含在校外用餐的花销）    元/月 

b.住宿费      b.学习费用（含购买文具，杂志和参考书的费用）    元/月 

      c.娱乐/社交费    元/月 

      d.通讯费（含上网/电话费）    元/月 

      e.其它费用（含美容费，购买服装等费用）    元/月 

 

16－2、您每月的平均收入状况如何？请在下栏中填写。 

月额 千 百 十 

a.父母的资助（元/月）    

b.亲戚的资助（元/月）    

c.勤工俭学收入（元/月）    

d.其它     （元/月）    

 

 

 

 



282 

 

17、请问您在校期间是否接受了以下的学生经济资助？请填写该当的数额及接受资助的期间。 

A）年額 千 百 十 B）接受学生经济资助的期间 

a.国家奖学金（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

b.国家励志奖学金（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

c.国家助学金（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

d.大学独自的奖学金（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

d.国家助学贷款（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

e.生源地助学贷款（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

f.一般性商业银行贷款（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

h.其它的助学贷款 (         ) （元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

i.贫困生补助（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

h.学费减免（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

j.其它（     ）（元/年）    ①一年 ②两年 ③三年 ④四年 

 

【Ⅳ、有关大学校园的学习/生活的情况】 

18、您的成绩在大学班里的排名：  ①上等  ②中上等  ③中等  ④中下等  ⑤下等 

 

19、您有多少门课不及格： ①没有  ②1-2 门  ③3-5 门  ④5 门以上 

 

20、本学期的出席率： ①90％以上  ②70％－90％  ③50％－70％  ④50％以下 

 

21、每周的课程量大概为：        门 

 

22、平均每天课后的时间安排如何？（请填入空栏） 

学习（含作业，

预复习，阅读等） 

娱乐（含上网聊

天，看电视等） 

社会活动 勤工俭学 运动 睡眠 

小时 小时 小时 小时 小时 小时 
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23、在课余时间您积极参加以下哪些活动？（可多项选择） 

 ①参加学校社团活动  ②参加社会公益活动  ③参加课外实习或社会实践  ④勤工俭学 

 ⑤选修其它院系课程  ⑥选修第二学位      ⑦参加资格考试  ⑧参加学术讲座 

 

24、在大学生活中，对以下各项您有何种感受？ 

 不认可 不太认可 比较认可 认可 

a.经济压力大 ① ② ③ ④ 

b.由于经济原因而感到自卑 ① ② ③ ④ 

c.学业负担重 ① ② ③ ④ 

d.专业课程难，跟不上课程进度 ① ② ③ ④ 

e.对所在校的教育课程感到满意 ① ② ③ ④ 

f.通过大学教育，明确了以后的方向 ① ② ③ ④ 

g.毕业后就业前景不明朗 ① ② ③ ④ 

h.对未来感到不安 ① ② ③ ④ 

  

25、如果学费和资助体系有以下组合的话，您将选择哪一类？ 

 ①提高大学学费水平的同时，配以完善的大学生资助体系 

 ②降低大学学费水平的同时，配以不太完善的大学生资助体系 

 

【Ⅴ、毕业后的打算】 

26、您是如何进行毕业设计的？（请直接圈选符合您自身情况的选项，仅选一项） 

a.最希望的毕业去向 ①工作  ②升学  ③留学  ④未决定  ⑤其它（  ） 

b.最希望进入的工作单位 ①政府行政性机关  ②事业单位・社会团体  ③国企  

④集体企业        ⑤三资企业   ⑥其它（  ） 

c.最希望的工作所在地 ①直辖市    ②省会城市    ③中等城市（地级市）    

④小城市（县级市）  ⑤沿海开放城市   ⑥西部内陆地区   
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27、关于薪酬您是如何预期的？ 

A) 关于底薪 千 百 十  B) 对将来工资的预期 万 千 百 十 

a.希望的底薪（元/月）     a.工作五年后的预期（元/月）     

b.您能够接受的最低底薪（元/月）     b.工作十年后的预期（元/月）     

 

28、请填写毕业时所借助学贷款的利率：                  ％（没有申请助学贷款者，不必填） 

            

【Ⅵ、您的家庭信息】 

29、您父母的文化程度。(请直接圈选符合您家庭情况的选项) 

 无学历 小学 中学 高中 中专/技校 大专 大学生 研究生 

a.父亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

b.母亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

 

30、您父母现在的职业。(请直接圈选符合您家庭情况的选项） 

 失业 农民 工人 

服务工

作人员 

公司管

理人员 

个体户 

技术人

员 

公务员 

其他

(填写) 

a.父亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ( ) 

b.母亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ( )   

 

31、您父母的平均月收入（包括各种奖金补贴）。(请直接圈选符合您家庭情况的选项） 

 500 元

以下 

501- 

1000 元 

1001- 

1500 元 

1501- 

2000 元 

2001- 

2500 元 

2501- 

3000 元 

3001- 

5000 元 

5001- 

10000 元 

10001

元以上 

a.父亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

b.母亲 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 
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【Ⅶ、有关助学贷款情况】 

32、对于以下关于助学贷款的各项您是如何考虑的？ 

 不同意 不太同意 比较同意 同意 

a.希望提供相关具体的信息 ① ② ③ ④ 

b.希望扩大助学贷款借贷的人数 ① ② ③ ④ 

c.由于申请手续繁琐，不愿利用 ① ② ③ ④ 

d.由于能够借贷的金额过少，不愿利用 ① ② ③ ④ 

e.由于将来存在过多不安定因素，不愿利用 ① ② ③ ④ 

f.申请贷款会加重自己的负担，不愿利用 ① ② ③ ④ 

g.由于不愿让周围的朋友知道自己的贫困状态，不愿利用 ① ② ③ ④ 

h.依靠勤工俭学来维持生活的心理负担要比利用助学贷款的心

理负担轻 

① ② ③ ④ 

 

33、针对助学贷款的还贷，您是如何考虑的？ 

 不认可 不太认可 比较认可 认可 

a.希望降低助学贷款利率 ① ② ③ ④ 

b.希望延长助学贷款的还贷期间 ① ② ③ ④ 

c.不及时返还助学贷款对个人金融信用有影响 ① ② ③ ④ 

 

【Ⅷ、针对您所在大学的学生资助现状，请填写您的感受并提出您的宝贵意见。】 

 

 

 

 

 

调查问题到此结束，对您的合作表示衷心的感谢！ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

★若有任何意见也恳请留下您的电子邮件地址。  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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付録 4 大学生調査票（日本語版） 

奨学金状況に関する大学生調査 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ、あなた自身について 

1、あなたの性別： ①男      ②女 

 

2、あなたの年齢：          歳 

 

3、あなたが在籍している大学名：         大学               

 

4、あなたが在籍している学部名、専攻と学年： 

           学部            専攻           年生 

 

5、あなたの出身地： ①直轄市/省政府所在地    ②中小都市    ③県・鎮    ④農村 

  

6、あなたの戸籍：  ①農村     ②都市 

   

7、高校の出身校： ①普通高校  ②重点高校  ③中等職業高校 

 

8、あなたは一人っ子ですか： ①はい  ②いいえ   きょうだいの数（自分も含む）：     人 

 

 

 

このアンケートは、皆さんの大学生活実態と奨学金の受給状況についてお尋ねするもので

す。皆さんがどのような大学生活やお考えを持っていらっしゃるかについて、伺わせていた

だきたいと思います。 

ご回答の内容は研究以外の目的に使用することは決してありません。また、調査は無記名

です。ご回答の内容が大学や外部の方に漏れることは絶対にございません。どうぞありのま

まを率直にお答えいただきますようお願いいたします。 

           ★連絡先：  日本東京大学大学院 教育研究科 大学経営・政策コース 

              修士課程：王 帥   E-mail：osui2005@yahoo.com.cn 

mailto:osui2005@yahoo.com.cn
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Ⅱ、高校時代のあなたについて 

9、大学に進学した場合、大学費用をどう払うつもりでしたか。 

 親に出し

てもらう 

親戚に出し

てもらう 

国家助学

ローン 

奨学金・

助学金 

貧困学生

手当 

アルバ

イト 

その他

（ ） 
合計 

a. 授業料（寮費を含む） /10 /10 /10 /10 /10 /10 /10 10/10 

b. 日常学習生活費 /10 /10 /10 /10 /10 /10 /10 10/10 

 

10、助学ローンと進学選択の関係についてどう思いましたか。 

 ①助学ローンを申請しなくても進学可能    ②助学ローンを申請しないと進学困難   

③助学ローンを申請しないと進学不可能  

 

11、高校の友達について聞きます。 

 0 人 1~3 人 4~6 人 6~8 人 8 人以上 

a.友達の中に高等教育の学費で進学を断念した人数 ① ② ③ ④ ⑤ 

b.国家助学ローンで大学に進学した友達の人数 ① ② ③ ④ ⑤ 

 

12、それぞれの支援項目についていつ申請しましたか、また採用されましたか。 

 A) 大学進学前 B) 大学在学中 

申請したが不採用 申請して採用 申請したが不採用 申請して採用 

a.国家奨学金 ① ② ① ② 

b.国家励志奨学金 ① ② ① ② 

c.国家助学金 ① ② ① ② 

d.国家助学ローン ① ② ① ② 

e.生源地助学ローン ① ② ① ② 

f.一般性銀行助学ローン ① ② ① ② 

g.その他のローン（ ） ① ② ① ② 

h.貧困学生手当て ① ② ① ② 

i.大学独自の奨学金 ① ② ① ② 

j.その他（  ） ① ② ① ② 
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13、あなたは「緑色通路」で入学したのですか。  ①はい   ②いいえ 

 

14、高校の成績がクラスでの順位：  ①上位  ②中上  ③中位  ④中下  ⑤下位 

 

Ⅲ、大学の授業料・生活費・奨学金について 

15、授業料・生活費についてどう思われますか。 

 

思わない 

あまり思わ

ない 

ややそう思

う 

そう思う 

a.授業料水準が高すぎる ① ② ③ ④ 

b.卒業までの授業料・生活費は親が負担するのが当然だ ① ② ③ ④ 

c.授業料や生活費は自分で負担しようとする ① ② ③ ④ 

 

16-1 月の学習/生活支出は平均いくらですか。 

A) 年額 万 千 百 十  B) 月額 千 百 十  

a.授業料      a.食費（外食代も含む）    元/月 

b.寮費      b.勉学費（文具購入費、雑誌と参考図書代等

含む） 

   元/月 

      c.娯楽・し好費    元/月 

      d.通信費（ネット料金と携帯料金を含む）    元/月 

 e.他の日常費（美容代、服代等含む）     

 

16-2 毎月の収入は平均いくらですか。 

月額 千 百 十 

a.両親からの仕送り（元/月）    

b.親戚からの援助（元/月）    

c.アルバイトによる収入（元/月）    

d.その他     （元/月）    
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17、以下のような経済支援を利用しましたか。また、利用期間は何年間ですか。 

A）年額 千 百 十 B）学生援助を受ける期間 

a.国家奨学金（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

b.国家励志奨学金（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

c.国家助学金（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

d.大学独自の奨学金（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

e.国家助学ローン（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

f.生源地助学ローン（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

g.一般性銀行助学ローン（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

h.その他の助学ローン (         ) （元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

i.貧困学生手当て（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

j. 授業料減免（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

k.企業からの奨学金（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

l.そのほか（    ）（元/年）    ①一年 ②二年 ③三年 ④四年 

 

Ⅳ、キャンパスにおける学習と生活について 

18、成績がクラスでの順位：  ①上位  ②中上  ③中位  ④中下  ⑤下位 

 

19、「不可」の科目数： ①ない  ②1－2 科目  ③3－5 科目  ④5 科目以上 

 

20、本学期の出席率： ①90％以上  ②70％－90％  ③50％－70％  ④50％以下 

 

21、毎週履修する科目の数：        科目 

 

22、平均毎日授業以外の時間配分： 

学習（宿題、予/

復習、文献購読を

含む） 

娯楽（ネットで

の遊び、テレビを

見る時間を含む） 

社会活動 アルバイト 運動 睡眠 

     時間     時間    時間    時間    時間    時間 
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23、授業以外、以下の活動に積極的に参加しましたか。 

  ①部活の参加  ②社会奉仕活動の参加  ③課外自習と社会実践活動の参加  ④アルバイト 

  ⑤他学部の授業の履修  ⑥第二学位の習得  ⑦資格獲得の習得  ⑧学術講演の聴講 

 

24、これまで次のようなことを感じたり、悩んだことがどのくらいありますか。 

 思わない あまり思わない ややそう思う そう思う 

a.経済的プレシャーを感じる ① ② ③ ④ 

b.経済の理由でコンプレックスを感じる ① ② ③ ④ 

c.学業負担が重すぎる ① ② ③ ④ 

d.授業が難しすぎるのでついていけない ① ② ③ ④ 

e.在籍大学の教育に満足している ① ② ③ ④ 

f.大学教育によって将来をより明確にした ① ② ③ ④ 

g.卒業後の就職希望が暗い ① ② ③ ④ 

h.将来に対して不安を感じている ① ② ③ ④ 

 

25、もし授業料と経済支援の以下の組み合わせがあったら、どちらをえらびますか。 

 ①授業料水準が高く設定されたが、経済支援が充実されている。 

 ②授業料水準を下げたが、経済支援が充実されていない。 

 

Ⅴ、卒業後について 

26、大学卒業後の進路について答えてください。 

a.第一希望の進路 ①就職 ②進学 ③留学 ④まだ決まっていない ⑤その他（  ） 

b.就職の際、希望する就職先 ①政府行政機関 ②事業単位・社会団体 ③国営企業部門  

④集団企業部門 ⑤三資企業 ⑥その他（  ） 

c.就職の際、希望する地域 ①中央直轄市    ②省会都市    ③中等都市（地級市）   

④小城市（県級市）  ⑤沿海開放都市   ⑥西部内陸地域   
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27、給料について伺います。 

A) 初任給について 千 百 十  B) 将来給料の見込み 万 千 百 十 

a.希望する初任給（元/月）     a.就職五年後の月給（元/月）     

b.受け入れる初任給の最低限（元/月）     b.就職十年後の月給（元/月）     

 

28、卒業まで借りているローンの利子率：                  ％ 

            

Ⅵ、あなたの家族について 

29、ご両親の最終学歴はどれにあたりますか。 

 学歴なし 小学校卒 中学校卒 高校卒 
中等専門

学校 

専科大学

卒 

四年制大

学卒 
大学院卒 

a.父親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

b.母親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

 

30、ご両親の職業はどれにあたりますか。 

 無職 農民 労働者 
サービス

業従業員 
管理職 自営業主 技術者 公務員 

a.父親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

b.母親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

 

31、ご両親の月収はいくらですか。（単位：元） 

 
500 元

未満 

501- 

1000 元 

1001- 

1500 元 

1501- 

2000 元 

2001- 

2500 元 

2501- 

3000 元 

3001- 

5000 元 

5001- 

10000

元 

10000

元以上 

a.父親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

b.母親 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 
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Ⅶ、助学ローンについて 

32、ローンについてどう思いますか。 

 
思わない 

あまり思

わない 

ややそう

思う 
そう思う 

a.詳しい情報を提供してほしい ① ② ③ ④ 

b.利用者数を増やしてほしい ① ② ③ ④ 

c.申請の手続きが複雑なので利用したくない ① ② ③ ④ 

d.借りられる金額が少ないため利用したくない ① ② ③ ④ 

e.将来に何かおこるか分からないので利用したくない ① ② ③ ④ 

f.ローンが自分の負担となるので利用したくない ① ② ③ ④ 

g.貧困状態を人に知らせたくないから利用したくない ① ② ③ ④ 

h.ローンよりアルバイトで生活を切り詰める心理的負担

のほうは軽い 
① ② ③ ④ 

 

33、助学ローンの返済についてどう思いますか。 

 思わない あまり思わない ややそう思う そう思う 

a.ローンの利子率を下げしてほしい ① ② ③ ④ 

b.ローンの返済期間を延ばしてほしい ① ② ③ ④ 

c.ローンの未返済は個人信用に影響する ① ② ③ ④ 

 

Ⅷ、あなたが所属する大学の学生支援現状と改善点について、ご意見を自由に記入して

ください。 

 

 

 

 

 

 

調査項目はこれで終わりです。ご協力いただき、ありがとうございました。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 ★今後とも調査のご協力ができる方が E-mail アドレスをご記入してください。  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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付録 5 高校生調査の単純集計 

Q0 学校名 

  出身 

 総計 都市 農村 

保定二中 13.3 34.3 1.2 

徐水総合高校 30.6 10.0 42.5 

保定一中 12.8 25.7 5.4 

保定三中 8.1 21.0 0.7 

徐水一中 25.2 7.1 35.7 

保定財貿学校 9.9 2.0 14.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1783 651 1132 

 

Q1_a  高校 1～2 年生の時に考えた卒業後進路・大学進学 

  出身 

 総計 都市 農村 

必ずそうしたいと思った 60.7 76.6 51.4 

できればそうしたいと思っていた 33.3 18.4 42.0 

決めていなかった 3.8 2.8 4.3 

考えていなかった 2.3 2.2 2.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1751 645 1106 

 

Q1_b  高校 1～2 年生の時に考えた卒業後進路・就職 

  出身 

 総計 都市 農村 

必ずそうしたいと思った 15.6 15.5 15.7 

できればそうしたいと思っていた 23.7 12.9 29.5 

決めていなかった 21.6 17.2 24.0 

考えていなかった 39.0 54.4 30.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1337 465 872 

 

Q2_a  高校 3 年生の時に考えた進路・高可能性進路 

  出身 

 総計 都市 農村 

全国重点大学 17.9 29.6 11.2 

省重点大学 20.1 23.8 18.0 

普通本科大学 37.6 35.0 39.1 

独立学院 1.9 1.8 1.9 

民弁（私立）大学 1.6 1.2 1.8 

専科大学 14.9 5.9 20.0 

就職 4.8 1.2 7.0 

留学 1.3 1.5 1.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1672 608 1064 
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Q2_b  高校 3 年生の時に考えた進路・理想な進路 

  出身 

 総計 都市 農村 

全国重点大学 54.9 66.3 48.2 

省重点大学 19.8 16.4 21.8 

普通本科大学 12.3 7.7 14.9 

独立学院 1.2 0.5 1.7 

民弁（私立）大学 0.3 0.2 0.4 

専科大学 3.4 1.0 4.8 

就職 3.3 0.8 4.7 

留学 4.9 7.1 3.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1686 621 1065 

 

Q2_c  高校 3 年生の時に考えた進路・すでに決めた進路 

  出身 

 総計 都市 農村 

全国重点大学 21.4 35.8 13.4 

省重点大学 20.8 22.6 19.7 

普通本科大学 30.4 27.2 32.2 

独立学院 2.5 2.5 2.4 

民弁（私立）大学 1.6 1.3 1.7 

専科大学 12.6 4.6 17.0 

就職 8.7 1.9 12.5 

留学 2.1 4.0 1.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1469 522 947 

 

Q3_a  進路決定要因・成績 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても考慮した 67.4 65.8 68.3 

やや考慮した 32.6 34.2 31.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1785 652 1133 

 

Q3_b  進路決定要因・家庭の経済状況 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても考慮した 47.8 36.7 54.2 

やや考慮した 37.6 42.6 34.7 

あまり考慮しなかった 12.1 17.7 8.9 

全く考慮しなかった 2.5 3.0 2.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1756 638 1118 
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Q3_c  進路決定要因・志願の明確度 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても考慮した 60.1 59.8 60.2 

やや考慮した 29.7 28.6 30.3 

あまり考慮しなかった 8.6 9.7 8.0 

全く考慮しなかった 1.6 1.9 1.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1736 632 1104 

 

Q4_a  進路決定の人的要因・親 

  出身 

 総計 都市 農村 

大きな影響があった 57.8 49.8 62.5 

影響があった 29.3 34.5 26.3 

影響がなかった 10.2 11.7 9.3 

全く影響がなかった 2.7 4.0 2.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1776 649 1127 

 

Q4_b  進路決定の人的要因・高校先生 

  出身 

 総計 都市 農村 

大きな影響があった 11.7 11.6 11.7 

影響があった 38.1 36.4 39.0 

影響がなかった 35.9 35.3 36.3 

全く影響がなかった 14.3 16.6 13.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1750 637 1113 

 

Q4_c  進路決定の人的要因・友達 

  出身 

 総計 都市 農村 

大きな影響があった 9.0 8.8 9.1 

影響があった 38.3 32.8 41.5 

影響がなかった 40.1 40.5 39.9 

全く影響がなかった 12.6 18.0 9.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1751 635 1116 

Q5_a  意見・大学進学が当然 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 34.1 43.2 28.9 

そう思う 39.9 40.7 39.4 

そう思わない 22.1 12.9 27.4 

全くそう思わない 3.9 3.1 4.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1755 641 1114 
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Q5_b  意見・大学高費用で進学困難 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 12.3 9.0 14.1 

そう思う 32.0 23.6 36.8 

そう思わない 40.9 49.0 36.3 

全くそう思わない 14.9 18.4 12.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1737 631 1106 

 

Q5_c  意見・進学さえできれば、費用が問題なし 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 11.0 15.5 8.4 

そう思う 27.4 34.4 23.4 

そう思わない 42.4 36.1 46.1 

全くそう思わない 19.2 14.0 22.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1741 634 1107 

 

Q5_d  意見・大学の拡大が大卒のメリットをなくした 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 23.1 26.8 21.0 

そう思う 35.2 34.2 35.8 

そう思わない 27.8 25.1 29.3 

全くそう思わない 13.9 13.9 13.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1750 638 1112 

 

Q6_a  進学理由・両親に進められたから 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 55.2 52.9 56.4 

そう思う 30.9 30.8 30.9 

そう思わない 10.1 11.1 9.6 

全くそう思わない 3.8 5.2 3.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1757 639 1118 

Q6_b  進学理由・周りの友人が進学を選択するから 

  出身 

 総計 都市 農村 

1  強くそう思う 18.5 24.6 15.0 

2  そう思う 30.7 31.3 30.3 

3  そう思わない 35.8 29.4 39.4 

4  全くそう思わない 15.0 14.7 15.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1744 633 1111 
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Q6_c  進学理由・より高い学歴が得られるため 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 61.3 62.8 60.4 

そう思う 27.8 26.4 28.6 

そう思わない 7.8 7.5 7.9 

全くそう思わない 3.1 3.3 3.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1761 639 1122 

 

Q6_d  進学理由・資格を取得するため 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 49.6 52.8 47.8 

そう思う 32.3 29.2 34.1 

そう思わない 13.1 13.9 12.6 

全くそう思わない 5.0 4.1 5.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1743 631 1112 

 

Q6_e  進学理由・大学生活を楽しみたいため 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 37.0 46.5 31.5 

そう思う 30.1 29.0 30.7 

そう思わない 21.9 17.7 24.2 

全くそう思わない 11.0 6.8 13.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1747 637 1110 

 

Q6_f  進学理由・就職時期を延ばすため 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 3.7 6.5 2.1 

そう思う 6.1 8.2 5.0 

そう思わない 22.7 24.9 21.5 

全くそう思わない 67.5 60.5 71.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1746 635 1111 

Q7_a  進学先を選ぶ要因・大学入試成績 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても重要 78.3 79.8 77.5 

やや重要 18.1 17.9 18.2 

あまり重要でない 2.8 1.4 3.7 

全く重要でない 0.7 0.9 0.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1767 647 1120 
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Q7_b  進学先を選ぶ要因・授業料や生活費の負担 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても重要 20.3 15.1 23.3 

やや重要 52.6 47.6 55.5 

あまり重要でない 24.5 33.6 19.4 

全く重要でない 2.6 3.8 1.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1753 637 1116 

 

Q7_c  進学先を選ぶ要因・経済支援の充実度 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても重要 17.8 15.0 19.4 

やや重要 49.1 41.8 53.3 

あまり重要でない 29.2 37.8 24.2 

全く重要でない 3.9 5.4 3.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1738 632 1106 

 

Q7_d  進学先を選ぶ要因・進学先の知名度 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても重要 31.7 36.3 29.1 

やや重要 52.4 49.8 53.9 

あまり重要でない 14.0 11.7 15.2 

全く重要でない 1.9 2.2 1.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1756 641 1115 

 

Q7_e  進学先を選ぶ要因・大都市に立地する 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても重要 28.0 35.6 23.6 

やや重要 43.0 39.2 45.2 

あまり重要でない 26.1 22.3 28.2 

全く重要でない 2.9 2.8 3.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1752 640 1112 

Q7_f  進学先を選ぶ要因・自宅から通学できる 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても重要 7.1 10.5 5.1 

やや重要 11.5 14.3 9.9 

あまり重要でない 48.4 49.2 47.9 

全く重要でない 33.0 25.9 37.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1744 636 1108 
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Q7_g  進学先を選ぶ要因・希望専攻の有無 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても重要 60.4 63.6 58.6 

やや重要 32.2 29.8 33.6 

あまり重要でない 5.7 4.8 6.3 

全く重要でない 1.6 1.7 1.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1760 640 1120 

 

Q7_h  進学先を選ぶ要因・大卒後の就職状況 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても重要 70.1 66.5 72.2 

やや重要 24.2 27.1 22.6 

あまり重要でない 4.0 4.7 3.7 

全く重要でない 1.6 1.7 1.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1758 641 1117 

 

Q8_1_a  経済支援の認知度・国家奨助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

非常に詳しい 4.7 6.7 3.6 

知っている 14.8 16.5 13.9 

あまり知らない 55.3 53.0 56.7 

全く知らない 25.1 23.9 25.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1770 644 1126 

 

Q8_1_b  経済支援の認知度・国家助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

非常に詳しい 3.6 5.3 2.6 

知っている 17.0 19.4 15.6 

あまり知らない 52.9 50.2 54.4 

全く知らない 26.6 25.1 27.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1762 638 1124 

Q8_1_c  経済支援の認知度・生源地助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

非常に詳しい 2.1 3.4 1.3 

知っている 6.3 6.4 6.3 

あまり知らない 55.1 56.3 54.4 

全く知らない 36.5 33.9 38.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1755 638 1117 
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Q8_1_d 経済支援の認知度・大学独自奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

非常に詳しい 4.1 5.9 3.0 

知っている 20.8 22.7 19.8 

あまり知らない 47.1 44.8 48.4 

全く知らない 28.0 26.6 28.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1757 639 1118 

 

Q8_1_e  経済支援の認知度・グリーンチャンネル 

  出身 

 総計 都市 農村 

非常に詳しい 2.8 4.1 2.1 

知っている 9.9 12.8 8.2 

あまり知らない 48.2 48.6 48.0 

全く知らない 39.1 34.5 41.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1758 640 1118 

 

Q8_1_f  経済支援の認知度・ワークスタディ 

  出身 

 総計 都市 農村 

非常に詳しい 19.3 19.3 19.2 

知っている 43.9 41.5 45.2 

あまり知らない 25.8 25.6 26.0 

全く知らない 11.0 13.6 9.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1769 641 1128 

 

Q8_2_1 情報入手源・高校先生 

  出身 

 総計 都市 農村 

そう 43.6 41.7 44.7 

そうではない 56.4 58.3 55.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1785 652 1133 

 

Q8_2_2 情報入手源・友達 

  出身 

 総計 都市 農村 

そう 32.0 25.3 35.9 

そうではない 68.0 74.7 64.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1785 652 1133 
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Q8_2_3 情報入手源・メディア 

  出身 

 総計 都市 農村 

そう 37.8 42.3 35.1 

そうではない 62.2 57.7 64.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1785 652 1133 

 

Q8_2_4 情報入手源・ネット 

  出身 

 総計 都市 農村 

そう 43.7 44.3 43.3 

そうではない 56.3 55.7 56.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1785 652 1133 

 

Q8_2_5 情報入手源・パンフレット 

  出身 

 総計 都市 農村 

そう 15.8 14.4 16.6 

そうではない 84.2 85.6 83.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1785 652 1133 

 

Q9_a  家計で進学困難の場合に資金調達の必要度・親戚援助 

  出身 

 総計 都市 農村 

不可欠 12.5 14.2 11.6 

必要 38.3 36.1 39.6 

必要でない 39.5 37.3 40.7 

全く必要でない 9.6 12.4 8.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1732 620 1112 

 

Q9_b  家計で進学困難の場合に資金調達の必要度・助学ローン利用 

  出身 

 総計 都市 農村 

不可欠 20.0 22.0 18.9 

必要 48.3 43.9 50.8 

必要でない 24.5 24.4 24.6 

全く必要でない 7.2 9.7 5.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1726 619 1107 
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Q9_c  家計で進学困難の場合に資金調達の必要度・グリーンチャンネル利用 

  出身 

 総計 都市 農村 

不可欠 14.9 17.7 13.4 

必要 41.8 37.5 44.3 

必要でない 34.4 34.5 34.3 

全く必要でない 8.9 10.4 8.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1693 606 1087 

 

Q9_d  家計で進学困難の場合に資金調達の必要度・アルバイト 

  出身 

 総計 都市 農村 

不可欠 35.3 34.3 35.9 

必要 45.4 43.4 46.5 

必要でない 15.7 17.2 14.8 

全く必要でない 3.6 5.1 2.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1742 627 1115 

 

Q10_1  進学する際に、助学ローンを申請するかどうか 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請 43.1 29.1 51.0 

申請しない 56.9 70.9 49.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1727 625 1102 

 

Q10_2_1_a  助学ローン利用理由・助学ローンを利用しないと進学できないから 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 14.9 15.0 14.8 

そう思う 23.1 16.7 25.7 

そう思わない 43.8 43.1 44.1 

全くそう思わない 18.2 25.2 15.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1054 306 748 

 

Q10_2_1_b  助学ローン利用理由・どうせ親が返済するから 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 1.8 3.3 1.2 

そう思う 5.1 7.5 4.2 

そう思わない 18.0 20.9 16.8 

全くそう思わない 75.0 68.3 77.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1049 306 743 
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Q10_2_1_c  助学ローン利用理由・リベートが大きいから 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 10.6 15.4 8.6 

そう思う 34.2 32.1 35.1 

そう思わない 36.0 30.2 38.5 

全くそう思わない 19.1 22.3 17.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1046 305 741 

 

Q10_2_2_a  助学ローンを申請しない理由・知らないから 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 27.9 28.7 27.3 

そう思う 27.2 24.0 29.4 

そう思わない 26.5 25.0 27.6 

全くそう思わない 18.4 22.4 15.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1233 509 724 

 

Q10_2_2_b  助学ローンを申請しない理由・必要ないから 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 24.6 34.3 17.7 

そう思う 34.8 37.2 33.1 

そう思わない 27.4 20.9 32.1 

全くそう思わない 13.2 7.6 17.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1239 516 723 

 

Q10_2_2_c  助学ローンを申請しない理由・申請手続きが複雑から 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 15.1 17.2 13.6 

そう思う 30.2 28.7 31.3 

そう思わない 34.1 33.5 34.6 

全くそう思わない 20.6 20.6 20.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1228 505 723 

Q10_2_2_d  助学ローンを申請しない理由・将来自分の負担になるから 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 14.6 15.7 13.9 

そう思う 28.4 27.7 28.8 

そう思わない 36.6 36.3 36.7 

全くそう思わない 20.5 20.3 20.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1220 498 722 
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Q10_2_2_e  助学ローンを申請しない理由・将来に何が起こるか分からないから 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 27.1 32.3 23.4 

そう思う 35.7 33.7 37.1 

そう思わない 23.8 22.0 25.1 

全くそう思わない 13.4 12.0 14.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1226 501 725 

 

Q10_2_2_f  助学ローンを申請しない理由・助学ローンの利用よりバイトで収入を賄うほうが楽 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 37.4 37.3 37.5 

そう思う 39.4 36.3 41.5 

そう思わない 16.0 19.0 13.9 

全くそう思わない 7.2 7.3 7.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1232 504 728 

 

Q11_a  進学後費用の見込み・授業料（年額） 

  出身 

 総計 都市 農村 

3000 元未満 17.4 13.7 19.5 

3000~6000 元未満 47.9 37.5 53.9 

6000~9000 元未満 22.5 28.7 19.0 

9000~12000 元未満 9.0 14.6 5.8 

12000 元以上 3.2 5.5 1.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1747 635 1112 

 

Q11_b  進学後費用の見込み・生活費（月額） 

  出身 

 総計 都市 農村 

150 元未満 5.5 4.9 5.8 

150~250 元未満 26.1 14.0 33.1 

250~350 元未満 33.8 27.4 37.5 

350~450 元未満 21.4 29.0 17.1 

450 元以上 13.2 24.7 6.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1748 635 1113 
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Q12_a  進学後費用確保ルートの必要度・家族からの仕送り 

  出身 

 総計 都市 農村 

不可欠 28.1 35.0 24.1 

必要 47.6 46.3 48.3 

必要でない 22.2 17.2 25.1 

全く必要でない 2.2 1.6 2.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1761 640 1121 

 

Q12_b  進学後費用確保ルートの必要度・アルバイト収入 

  出身 

 総計 都市 農村 

不可欠 32.7 31.4 33.5 

必要 51.9 51.2 52.3 

必要でない 13.8 14.9 13.1 

全く必要でない 1.6 2.5 1.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1765 643 1122 

 

Q12_c  進学後費用確保ルートの必要度・奨学助学金の受給 

  出身 

 総計 都市 農村 

不可欠 16.7 13.7 18.3 

必要 44.3 40.1 46.7 

必要でない 34.1 39.7 31.0 

全く必要でない 4.9 6.5 4.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1753 633 1120 

 

Q12_d  進学後費用確保ルートの必要度・助学ローンの利用 

  出身 

 総計 都市 農村 

不可欠 9.9 7.3 11.3 

必要 30.4 22.3 35.0 

必要でない 44.5 48.6 42.2 

全く必要でない 15.2 21.8 11.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1743 628 1115 
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Q13_a  進学後経済支援受給金額の見込み・国家奨助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 14.9 22.6 10.6 

500~1000 元未満 22.0 21.9 22.0 

1000~1500 元未満 21.9 17.0 24.6 

1500~2000 元未満 17.5 15.7 18.5 

2000~2500 元未満 8.0 6.3 8.9 

2500 元以上 15.7 16.5 15.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1706 606 1100 

 

Q13_b  進学後経済支援受給金額の見込み・国家助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 15.7 22.8 11.7 

500~1000 元未満 19.7 21.3 18.8 

1000~1500 元未満 19.3 18.2 19.9 

1500~2000 元未満 16.7 12.8 18.9 

2000~2500 元未満 9.6 7.0 11.0 

2500 元以上 19.0 17.8 19.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1684 600 1084 

 

Q13_c  進学後経済支援受給金額の見込み・生源地助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 20.8 30.0 15.8 

500~1000 元未満 23.7 23.3 23.9 

1000~1500 元未満 24.0 19.9 26.2 

1500~2000 元未満 13.5 10.7 15.1 

2000~2500 元未満 5.9 3.4 7.3 

2500 元以上 12.2 12.7 11.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1670 597 1073 

 

Q13_d  進学後経済支援受給金額の見込み・大学独自奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 15.6 24.1 10.8 

500~1000 元未満 24.9 24.9 24.9 

1000~1500 元未満 21.9 18.8 23.7 

1500~2000 元未満 16.6 12.8 18.8 

2000~2500 元未満 6.7 5.3 7.5 

2500 元以上 14.3 14.1 14.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1683 602 1081 
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Q13_e  進学後経済支援受給金額の見込み・貧困学生手当 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 23.4 36.7 16.1 

500~1000 元未満 21.1 19.0 22.3 

1000~1500 元未満 19.7 13.7 23.0 

1500~2000 元未満 13.1 8.2 15.8 

2000~2500 元未満 9.0 7.5 9.8 

2500 元以上 13.7 14.9 13.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1695 599 1096 

 

Q13_f  進学後経済支援受給金額の見込み・ワークスタディ 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 12.6 18.8 9.2 

500~1000 元未満 32.2 29.7 33.5 

1000~1500 元未満 22.7 20.7 23.8 

1500~2000 元未満 13.0 10.9 14.1 

2000~2500 元未満 5.6 4.6 6.2 

2500 元以上 13.9 15.3 13.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1710 613 1097 

 

Q14_a  経済支援受給の可能性・国家奨助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

高い 9.3 11.1 8.3 

やや高い 20.3 16.0 22.7 

やや低い 42.7 38.5 45.1 

低い 27.7 34.5 23.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1731 624 1107 

 

Q14_b  経済支援受給の可能性・助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

高い 7.8 7.3 8.1 

やや高い 29.3 23.5 32.5 

やや低い 36.4 34.1 37.7 

低い 26.5 35.1 21.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1718 616 1102 
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Q14_c  経済支援受給の可能性・大学独自奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

高い 8.3 10.8 6.9 

やや高い 29.8 26.2 31.9 

やや低い 42.6 38.4 45.0 

低い 19.2 24.6 16.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1717 619 1098 

 

Q14_d  経済支援受給の可能性・グリーンチャンネル 

  出身 

 総計 都市 農村 

高い 5.6 6.0 5.4 

やや高い 23.1 18.2 25.9 

やや低い 44.6 41.2 46.6 

低い 26.7 34.6 22.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1703 616 1087 

 

Q14_e  経済支援受給の可能性・貧困学生手当 

  出身 

 総計 都市 農村 

高い 7.3 4.5 8.9 

やや高い 27.4 13.2 35.4 

やや低い 35.9 35.7 36.1 

低い 29.4 46.6 19.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1723 622 1101 

 

Q14_f  経済支援受給の可能性・ワークスタディ 

  出身 

 総計 都市 農村 

高い 30.1 29.9 30.2 

やや高い 44.8 41.3 46.8 

やや低い 17.5 18.8 16.8 

低い 7.6 10.1 6.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1731 623 1108 

Q15_a  経済支援に関する意見・大学の授業料が高い 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 45.8 36.6 50.9 

そう思う 40.2 43.6 38.3 

そう思わない 10.9 16.0 8.0 

全くそう思わない 3.1 3.8 2.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1753 636 1117 
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Q15_b  経済支援に関する意見・経済支援に関する情報が少ない 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 38.5 36.0 39.9 

そう思う 45.6 44.7 46.1 

そう思わない 13.4 16.3 11.9 

全くそう思わない 2.5 3.0 2.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1740 627 1113 

 

Q15_c  経済支援に関する意見・進学選択際の経済支援がもっと充実してほしい 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 47.4 41.7 50.5 

そう思う 39.3 43.6 36.8 

そう思わない 11.0 12.1 10.5 

全くそう思わない 2.3 2.6 2.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1731 621 1110 

 

 

Q15_d  経済支援に関する意見・助学ローンの利用者数を増やしてほしい 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 35.9 34.2 36.9 

そう思う 38.3 39.1 37.9 

そう思わない 19.7 20.2 19.4 

全くそう思わない 6.0 6.5 5.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1722 614 1108 

 

Q15_e  経済支援に関する意見・助学ローンの利用金額を伸ばしてほしい 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 40.0 37.7 41.2 

そう思う 39.9 39.1 40.3 

そう思わない 15.7 18.2 14.3 

全くそう思わない 4.5 5.0 4.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1722 616 1106 
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Q15_f  経済支援に関する意見・助学ローンの利子率を下げてほしい 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 47.2 42.5 49.9 

そう思う 37.6 39.0 36.8 

そう思わない 11.2 12.8 10.3 

全くそう思わない 4.0 5.7 3.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1725 616 1109 

 

Q16  卒業した中学校 

  出身 

 総計 都市 農村 

市重点中学校 39.3 79.6 16.0 

市普通中学校 6.9 9.1 5.7 

市職業中学校 2.0 1.6 2.2 

県重点中学校 30.9 5.3 45.7 

県普通中学校 17.6 2.8 26.2 

その他 3.3 1.6 4.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1685 617 1068 

 

Q17_a  成績順位・中学 

  出身 

 総計 都市 農村 

上のほう 24.2 27.6 22.4 

中の上 42.8 40.2 44.3 

中 25.4 24.7 25.8 

中の下 5.3 5.2 5.3 

下のほう 2.3 2.4 2.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1749 635 1114 

 

Q17_b  成績順位・高校 

  出身 

 総計 都市 農村 

上のほう 6.8 10.1 4.9 

中の上 25.8 27.6 24.8 

中 39.1 36.1 40.8 

中の下 20.9 19.4 21.7 

下のほう 7.5 6.9 7.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1714 624 1090 
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Q18  現在の在学コース 

  出身 

 総計 都市 農村 

文科系進学コース 35.7 36.8 35.1 

理科系進学コース 50.6 43.8 54.5 

職業準備コース 6.1 0.8 9.1 

コースなし 7.6 18.6 1.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1731 628 1103 

 

Q19_1  所在高校に経済支援制度があるかどうか 

  出身 

 総計 都市 農村 

ある 50.0 73.2 36.6 

なし 33.0 14.4 43.7 

分からない 17.1 12.5 19.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1753 641 1112 

 

Q19_2  高校段階で経済支援を受給したかどうか 

  出身 

 総計 都市 農村 

受けたことがない 91.5 91.7 91.4 

受けたことがある 8.5 8.3 8.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1646 614 1032 

 

Q20  中学校のクラスで家計困難で高校に進学できなかった人数 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 人 41.6 62.2 29.9 

1~3 人 32.1 24.1 36.6 

4~6 人 13.3 7.2 16.8 

6~8 人 4.7 2.7 5.8 

8 人以上 8.3 3.8 10.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1722 627 1095 

 

Q21  毎日の自習時間 

  出身 

 総計 都市 農村 

1 時間程度 20.7 32.6 13.8 

2 時間程度 34.4 23.5 40.7 

3 時間程度 25.5 22.0 27.6 

4 時間程度 13.8 16.4 12.3 

5 時間以上 5.6 5.5 5.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1683 617 1066 
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Q22_a  毎週課外活動時間・家庭教師による受験勉強 

  出身 

 総計 都市 農村 

4 時間以上 4.9 7.3 3.5 

3~4 時間 4.9 8.6 2.8 

1~2 時間 8.6 16.5 4.1 

1 時間未満 3.5 2.8 4.0 

なし 78.0 64.9 85.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1751 643 1108 

 

Q22_b  毎週課外活動時間・友達との付き合い 

  出身 

 総計 都市 農村 

4 時間以上 32.1 32.6 31.9 

3~4 時間 16.5 16.3 16.6 

1~2 時間 26.3 25.3 26.8 

1 時間未満 19.8 17.8 21.0 

なし 5.3 8.1 3.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1752 645 1107 

 

Q22_c  毎週課外活動時間・部活動 

  出身 

 総計 都市 農村 

4 時間以上 3.5 3.4 3.6 

3~4 時間 4.9 4.2 5.2 

1~2 時間 22.3 15.7 26.1 

1 時間未満 27.3 24.4 29.0 

なし 42.0 52.3 36.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1752 643 1109 

 

Q22_d  毎週課外活動時間・ゲーム 

  出身 

 総計 都市 農村 

4 時間以上 3.8 5.6 2.8 

3~4 時間 5.6 7.7 4.3 

1~2 時間 11.4 15.8 8.8 

1 時間未満 16.5 18.1 15.6 

なし 62.7 52.8 68.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1753 646 1107 
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Q22_e  毎週課外活動時間・インターネット 

  出身 

 総計 都市 農村 

4 時間以上 3.4 4.8 2.5 

3~4 時間 5.3 6.7 4.5 

1~2 時間 16.2 21.4 13.2 

1 時間未満 26.8 33.2 23.1 

なし 48.3 33.9 56.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1757 644 1113 

 

Q22_f  毎週課外活動時間・アルバイト 

  出身 

 総計 都市 農村 

4 時間以上 2.7 3.3 2.4 

3~4 時間 1.8 1.7 1.9 

1~2 時間 2.6 2.3 2.7 

1 時間未満 3.1 2.2 3.6 

なし 89.8 90.5 89.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1757 645 1112 

 

Q23_1a_1  補習の参加有無・小学 

  出身 

 総計 都市 農村 

参加 20.9 31.6 14.7 

不参加 79.1 68.4 85.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1713 627 1086 

 

Q23_1a_2  補習の参加有無・中学 

  出身 

 総計 都市 農村 

参加 36.7 50.3 28.8 

不参加 63.3 49.7 71.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1711 628 1083 

 

Q23_1a_3  補習の参加有無・高校 

  出身 

 総計 都市 農村 

参加 23.3 39.5 13.8 

不参加 76.7 60.5 86.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1719 633 1086 
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Q23_1b_1  補習の費用・小学 

  出身 

 総計 都市 農村 

20 元未満 13.5 18.3 10.6 

20~30 元未満 14.0 17.0 12.2 

30~40 元未満 8.2 8.5 8.0 

40 元以上 6.4 6.2 6.6 

分からない 57.9 50.0 62.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1152 436 716 

 

Q23_1b_2  補習の費用・中学 

  出身 

 総計 都市 農村 

20 元未満 9.1 8.2 9.6 

20~30 元未満 17.2 23.4 13.2 

30~40 元未満 13.2 14.8 12.2 

40 元以上 16.8 21.8 13.5 

分からない 43.7 31.9 51.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1258 501 757 

 

Q23_1b_3  補習の費用・高校 

  出身 

 総計 都市 農村 

20 元未満 4.7 4.3 5.0 

20~30 元未満 7.9 10.5 6.2 

30~40 元未満 8.4 9.8 7.4 

40 元以上 23.7 35.5 15.8 

分からない 55.3 40.0 65.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1166 468 698 

 

Q23_2_a  補習についての意見・補習の必要がない 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 21.9 29.5 17.6 

そう思う 23.9 24.0 23.8 

そう思わない 36.7 32.5 39.1 

全くそう思わない 17.5 14.0 19.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1740 628 1112 
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Q23_2_b  補習についての意見・いい先生を見つけない 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 13.5 20.5 9.6 

そう思う 29.5 33.0 27.5 

そう思わない 31.0 26.0 33.8 

全くそう思わない 26.0 20.5 29.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1737 628 1109 

 

Q23_2_c  補習についての意見・費用負担が大きい 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 36.2 30.5 39.4 

そう思う 29.7 27.8 30.8 

そう思わない 19.9 23.4 17.9 

全くそう思わない 14.2 18.3 11.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1743 629 1114 

 

Q24_a  高校の授業料が高い 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 35.9 25.7 41.8 

そう思う 37.6 32.3 40.6 

そう思わない 20.2 31.4 13.7 

全くそう思わない 6.3 10.6 3.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1758 643 1115 

 

Q24_b  教育費の負担が大変だ 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 32.9 24.6 37.6 

そう思う 37.0 30.3 40.9 

そう思わない 24.0 34.8 17.8 

全くそう思わない 6.1 10.3 3.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1749 641 1108 

Q24_c  教育費は親が考えてくれる 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 11.6 10.6 12.2 

そう思う 17.3 16.1 18.1 

そう思わない 30.8 36.0 27.8 

全くそう思わない 40.3 37.3 42.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1754 641 1113 
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Q24_d  高校段階で経済支援が必要だ 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 20.8 11.6 26.2 

そう思う 30.4 20.3 36.2 

そう思わない 30.8 40.3 25.3 

全くそう思わない 18.0 27.8 12.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1742 637 1105 

 

Q24_e  高校段階での経済支援が充実していない 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 22.8 15.9 26.8 

そう思う 32.1 22.0 37.9 

そう思わない 29.4 38.0 24.4 

全くそう思わない 15.8 24.2 10.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1736 637 1099 

 

Q24_f  大学進学受験のプレッシャーが大きい 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 64.2 63.1 64.9 

そう思う 27.0 26.7 27.2 

そう思わない 5.8 6.6 5.4 

全くそう思わない 2.9 3.6 2.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1750 640 1110 

 

Q24_g  将来に対して不安を感じている 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 48.8 49.4 48.5 

そう思う 29.5 26.3 31.4 

そう思わない 15.3 17.7 14.0 

全くそう思わない 6.4 6.7 6.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1748 640 1108 

Q24_h  将来の就職見込みが暗い 

  出身 

 総計 都市 農村 

強くそう思う 48.5 49.3 48.1 

そう思う 30.9 26.1 33.6 

そう思わない 14.1 17.1 12.4 

全くそう思わない 6.5 7.5 5.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1749 639 1110 
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Q25_a  性別 

  出身 

 総計 都市 農村 

男子 39.4 42.7 37.5 

女子 60.6 57.3 62.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1768 646 1122 

 

Q25_c  きょうだい 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 41.2 73.6 22.6 

1 人 38.7 19.9 49.4 

2 人 10.4 4.0 14.1 

3 人 7.6 2.0 10.8 

3 人以上 2.1 0.5 3.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1777 648 1129 

 

Q25_d  現在のお住まい 

  出身 

 総計 都市 農村 

自宅 36.2 70.5 16.3 

親戚の家 1.7 3.4 0.7 

寮 62.1 26.1 83.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1759 644 1115 

 

Q26_a  親との相談話題・成績 

  出身 

 総計 都市 農村 

よく話す 40.7 46.1 37.6 

少し話す 40.7 38.1 42.3 

ほとんど話さない 16.9 13.6 18.7 

全く話さない 1.7 2.2 1.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1767 646 1121 

 

Q26_b  親との相談話題・進路 

  出身 

 総計 都市 農村 

よく話す 29.8 31.9 28.7 

少し話す 46.0 41.6 48.6 

ほとんど話さない 22.4 24.5 21.3 

全く話さない 1.7 2.0 1.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1766 646 1120 
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Q26_c  親との相談話題・悩み 

  出身 

 総計 都市 農村 

よく話す 19.1 22.8 17.0 

少し話す 30.9 30.5 31.1 

ほとんど話さない 39.7 36.3 41.7 

全く話さない 10.3 10.4 10.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1761 645 1116 

 

Q26_d  親との相談話題・学校での出来事 

  出身 

 総計 都市 農村 

よく話す 31.1 37.2 27.7 

少し話す 42.2 35.3 46.2 

ほとんど話さない 22.5 21.6 23.1 

全く話さない 4.1 5.9 3.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1766 645 1121 

 

Q26_e  親との相談話題・世の中の出来事 

  出身 

 総計 都市 農村 

よく話す 20.3 27.8 16.0 

少し話す 39.3 37.9 40.1 

ほとんど話さない 32.3 25.8 36.1 

全く話さない 8.1 8.5 7.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1763 644 1119 

 

Q27_1  家庭の所有物・住宅 

  出身 

 総計 都市 農村 

所有 83.1 89.0 79.8 

所有しない 16.9 11.0 20.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1768 646 1122 

 

Q27_2  家庭の所有物・車（自家用） 

  出身 

 総計 都市 農村 

所有 40.0 44.6 37.4 

所有しない 60.0 55.4 62.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1768 646 1122 
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Q27_3  家庭の所有物・車（業務用） 

  出身 

 総計 都市 農村 

所有 13.2 20.0 9.2 

所有しない 86.8 80.0 90.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1742 639 1103 

 

Q27_4  家庭の所有物・液晶テレビ 

  出身 

 総計 都市 農村 

所有 39.7 60.6 27.8 

所有しない 60.3 39.4 72.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1725 625 1100 

 

Q27_5  家庭の所有物・パソコン 

  出身 

 総計 都市 農村 

所有 53.9 83.5 36.8 

所有しない 46.1 16.5 63.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1723 630 1093 

 

Q27_6  家庭の所有物・エアコン 

  出身 

 総計 都市 農村 

所有 52.5 81.7 35.5 

所有しない 47.5 18.3 64.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1744 640 1104 

 

Q27_7  家庭の所有物・カメラ 

  出身 

 総計 都市 農村 

所有 48.1 74.5 32.8 

所有しない 51.9 25.5 67.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1738 638 1100 

 

Q27_8  家庭の所有物・ビデオカメラ 

  出身 

 総計 都市 農村 

所有 21.6 39.4 11.4 

所有しない 78.4 60.6 88.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1750 640 1110 
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Q28_a  勉強に対する関心度・父親 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても持っている 66.3 61.0 69.3 

少し持っている 25.5 28.3 23.9 

余り持っていない 6.8 8.2 6.0 

全く持っていない 1.4 2.5 0.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1758 636 1122 

 

Q28_b  勉強に対する関心度・母親 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても持っている 74.3 75.1 73.8 

少し持っている 22.0 19.7 23.3 

余り持っていない 3.1 4.2 2.5 

全く持っていない 0.6 0.9 0.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1754 638 1116 

 

Q28_c  勉強に対する関心度・祖父 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても持っている 34.3 32.6 35.3 

少し持っている 38.0 38.6 37.6 

余り持っていない 20.1 19.9 20.1 

全く持っていない 7.6 8.8 6.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1689 622 1067 

 

Q28_d  勉強に対する関心度・祖母 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても持っている 33.1 30.8 34.5 

少し持っている 38.5 40.6 37.3 

余り持っていない 20.4 20.2 20.4 

全く持っていない 8.0 8.3 7.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1699 623 1076 
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Q29_a  親の学歴・父親 

  出身 

 総計 都市 農村 

学歴なし 2.2 2.8 1.9 

小学校卒 12.3 4.7 16.7 

中学校卒 38.7 19.0 49.9 

高校卒 25.1 26.6 24.3 

中等専門学校卒 3.6 5.5 2.5 

専科大学卒 7.7 16.5 2.8 

四年制大学卒 8.3 19.6 1.9 

大学院卒 2.0 5.3 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1759 638 1121 

 

Q29_b  親の学歴・母親 

  出身 

 総計 都市 農村 

学歴なし 3.4 2.2 4.1 

小学校卒 17.1 5.5 23.7 

中学校卒 36.3 21.4 44.8 

高校卒 24.5 31.1 20.7 

中等専門学校卒 4.4 7.5 2.7 

専科大学卒 7.1 14.9 2.6 

四年制大学卒 5.8 13.7 1.3 

大学院卒 1.4 3.6 0.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1756 636 1120 

 

Q30_a  親の職業・父親 

  出身 

 総計 都市 農村 

農民 36.9 5.5 54.7 

労働者 13.5 19.8 9.9 

サービス業従業員 2.0 3.3 1.3 

管理職 7.4 15.1 3.0 

自営業主 18.0 17.1 18.5 

技術者 4.2 8.3 1.8 

公務員 6.3 12.4 2.8 

教師 2.3 4.1 1.3 

無職 0.7 1.3 0.4 

その他 8.8 13.1 6.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1757 636 1121 
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Q30_b  親の職業・母親 

  出身 

 総計 都市 農村 

農民 42.4 6.0 63.0 

労働者 9.9 17.1 5.8 

サービス業従業員 2.9 5.7 1.3 

管理職 8.2 18.5 2.4 

自営業主 15.3 19.0 13.2 

技術者 1.7 3.2 0.8 

公務員 2.7 4.9 1.5 

教師 4.9 8.7 2.8 

無職 2.0 3.0 1.4 

その他 9.9 14.1 7.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1750 633 1117 

 

Q31_a  親の月収・父親 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 5.0 2.7 6.2 

500~1000 元未満 14.6 6.7 19.1 

1000~2000 元未満 28.8 23.1 32.0 

2000~3000 元未満 14.6 20.0 11.6 

3000~4000 元未満 6.0 12.0 2.6 

4000~6000 元未満 2.1 4.6 0.6 

6000 元以上 2.9 5.3 1.6 

分からない 26.0 25.5 26.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1730 624 1106 

 

Q31_b  親の月収・母親 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 15.0 4.7 20.8 

500~1000 元未満 20.9 13.0 25.4 

1000~2000 元未満 22.3 27.3 19.5 

2000~3000 元未満 9.2 17.4 4.6 

3000~4000 元未満 2.7 6.4 0.6 

4000~6000 元未満 1.3 2.9 0.5 

6000 元以上 1.6 2.7 0.9 

分からない 26.9 25.6 27.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1719 622 1097 
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Q32_a  意見・仕事をするのが自分に向いていると思う 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても当てはまる 14.6 10.5 17.0 

当てはまる 20.8 13.6 25.1 

当てはまらない 39.5 40.0 39.2 

全く当てはまらない 25.1 35.8 18.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1661 617 1044 

 

Q32_b  意見・経済的に自立したい 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても当てはまる 32.7 30.9 33.7 

当てはまる 38.8 37.8 39.3 

当てはまらない 20.9 22.6 19.9 

全く当てはまらない 7.7 8.6 7.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1656 614 1042 

 

Q32_c  意見・高校卒業後すぐに進学しなくても今後進学のチャンスがあると思う 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても当てはまる 11.3 10.3 11.9 

当てはまる 23.5 19.6 25.8 

当てはまらない 43.6 43.4 43.7 

全く当てはまらない 21.7 26.7 18.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1644 611 1033 

 

Q32_d  意見・自分の成績では希望校に進学できそうもない 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても当てはまる 26.1 19.7 29.8 

当てはまる 37.6 32.1 40.8 

当てはまらない 24.6 28.1 22.4 

全く当てはまらない 11.8 20.1 6.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1637 608 1029 

Q32_e  意見・高卒段階でやりたいことをまだ見つけていない 

  出身 

 総計 都市 農村 

とても当てはまる 15.0 15.3 14.8 

当てはまる 29.9 23.8 33.6 

当てはまらない 28.4 32.3 26.0 

全く当てはまらない 26.7 28.6 25.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1643 609 1034 



324 

 

Q33_a  就職選択要因の重視度・給料が高いこと 

  出身 

 総計 都市 農村 

重要 47.8 49.8 46.6 

やや重要 42.9 41.9 43.5 

あまり重要でない 8.0 6.7 8.8 

全く重要でない 1.3 1.6 1.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1653 611 1042 

 

Q33_b  就職選択要因の重視度・仕事が安定であること 

  出身 

 総計 都市 農村 

重要 59.7 58.6 60.3 

やや重要 33.0 32.7 33.2 

あまり重要でない 5.6 6.4 5.1 

全く重要でない 1.7 2.3 1.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1650 611 1039 

 

Q33_c  就職選択要因の重視度・個人の能力が発揮できること 

  出身 

 総計 都市 農村 

重要 64.6 66.2 63.7 

やや重要 29.7 26.7 31.4 

あまり重要でない 5.0 6.2 4.3 

全く重要でない 0.7 0.8 0.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1650 610 1040 

 

Q33_d  就職選択要因の重視度・興味のある仕事であること 

  出身 

 総計 都市 農村 

重要 66.8 66.4 67.0 

やや重要 26.8 26.0 27.2 

あまり重要でない 5.1 5.6 4.8 

全く重要でない 1.3 2.0 1.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1648 611 1037 

Q33_e  就職選択要因の重視度・他人と社会に貢献できること 

  出身 

 総計 都市 農村 

重要 50.0 46.1 52.3 

やや重要 37.5 37.5 37.5 

あまり重要でない 9.7 11.8 8.5 

全く重要でない 2.8 4.6 1.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1651 610 1041 
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Q34_a  就職志願・希望する就職先 

  出身 

 総計 都市 農村 

政府行政機関 22.1 24.2 20.9 

事業単位社会団体 15.6 17.1 14.8 

国営企業部門 23.9 15.9 28.5 

集団企業部門 5.7 3.0 7.2 

三資企業 22.3 27.0 19.6 

その他 10.4 12.8 9.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1618 592 1026 

 

Q34_b  就職志願・希望する地域 

  出身 

 総計 都市 農村 

直轄市 18.4 26.1 13.9 

省会都市 20.2 16.4 22.4 

中等都市 19.3 17.1 20.6 

小都市（県） 2.8 0.8 4.0 

沿海開放都市 36.3 37.7 35.4 

西部内陸地域 3.0 1.8 3.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1626 602 1024 

 

Q35_1  それぞれの最終学歴で就職する際に 30 歳月給の見込み・高校卒 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 5.7 7.2 4.8 

500~1000 元未満 24.8 33.2 20.0 

1000~2000 元未満 41.3 35.1 44.8 

2000~3000 元未満 15.5 12.2 17.5 

3000~5000 元未満 6.1 4.1 7.2 

5000~10000 元未満 1.9 1.4 2.1 

10000 元以上 4.7 6.8 3.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1608 584 1024 

Q35_2  それぞれの最終学歴で就職する際に 30 歳月給の見込み・重点大学卒 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 1.1 1.5 0.9 

500~1000 元未満 2.8 3.1 2.6 

1000~2000 元未満 9.2 10.4 8.5 

2000~3000 元未満 23.6 23.0 23.9 

3000~5000 元未満 31.4 31.9 31.1 

5000~10000 元未満 19.6 15.8 21.7 

10000 元以上 12.3 14.3 11.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1606 587 1019 
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Q35_3  それぞれの最終学歴で就職する際に 30 歳月給の見込み・普通四年制大学卒 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 1.4 2.1 1.0 

500~1000 元未満 3.5 4.0 3.2 

1000~2000 元未満 23.5 27.9 21.1 

2000~3000 元未満 37.5 34.3 39.3 

3000~5000 元未満 23.1 20.7 24.5 

5000~10000 元未満 6.1 4.6 7.0 

10000 元以上 4.9 6.5 4.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1602 581 1021 

 

Q35_4  それぞれの最終学歴で就職する際に 30 歳月給の見込み・専科卒 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 1.8 2.8 1.2 

500~1000 元未満 8.0 13.8 4.6 

1000~2000 元未満 32.5 33.7 31.7 

2000~3000 元未満 30.8 25.8 33.7 

3000~5000 元未満 15.2 12.2 16.9 

5000~10000 元未満 6.7 4.6 7.8 

10000 元以上 5.1 7.1 4.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1593 581 1012 

 

Q35_5  それぞれの最終学歴で就職する際に 30 歳月給の見込み・大学院卒 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 1.6 1.9 1.5 

500~1000 元未満 1.1 1.5 0.9 

1000~2000 元未満 2.3 3.1 1.8 

2000~3000 元未満 6.3 7.5 5.6 

3000~5000 元未満 19.8 19.7 19.8 

5000~10000 元未満 32.5 34.6 31.4 

10000 元以上 36.4 31.7 39.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 1598 584 1014 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



327 

 

付録 6 大学生調査の単純集計 

 

Q1 性別 

  出身 

 総計 都市 農村 

男 41.3 40.1 41.8 

女 58.7 59.9 58.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 227 591 

 

Q2 年齢 

  出身 

 総計 都市 農村 

18 歳 0.9 1.8 0.5 

19 歳 6.5 12.3 4.2 

20 歳 23.4 30.0 20.9 

21 歳 32.6 27.8 34.5 

22 歳 26.3 22.9 27.5 

23 歳 9.2 5.3 10.6 

24 歳 1.2 0.0 1.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q4_1 学部 

  出身 

 総計 都市 農村 

外国語学部 6.7 9.7 5.6 

化学と環境科学学部 19.5 6.6 24.5 

芸術学院 0.4 0.0 0.5 

数学とコンピューター学部 17.7 14.1 19.1 

管理学部 28.5 28.6 28.5 

経済学部 0.1 0.4 0.0 

物理学部 0.1 0.0 0.2 

メディア学部 0.1 0.4 0.0 

政法学部 0.1 0.0 0.2 

電子情報工程学部 0.2 0.4 0.2 

工商学院（独立学院） 26.5 39.6 21.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 820 227 593 
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Q4_3 学年  

  出身 

 総計 都市 農村 

一年 41.3 41.9 41.0 

二年 37.0 41.0 35.5 

三年 21.4 16.3 23.3 

四年 0.4 0.9 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q6 戸籍 

  出身 

 総計 都市 農村 

農村 48.9 12.8 62.7 

都市 51.1 87.2 37.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 816 226 590 

 

Q7 高校の出身校 

  出身 

 総計 都市 農村 

普通高校 46.0 25.1 54.0 

重点高校 54.0 74.9 46.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 820 227 593 

 

Q8_1 きょうだい 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし（一人っ子） 25.1 58.6 12.2 

1 人 49.3 33.5 55.4 

2 人以上 25.6 7.9 32.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 817 227 590 

 

Q09_a_1  大学進学の授業料・両親に出してもらう 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 4.0 1.4 5.0 

3 割以下 3.7 0.5 5.0 

3～6 割 12.6 8.1 14.3 

6 割以上 79.7 90.0 75.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 753 209 544 
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Q09_a_2  大学進学の授業料・親戚に出してもらう 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 81.7 86.1 80.0 

3 割以下 13.6 9.1 15.4 

3～6 割 3.6 4.3 3.3 

6 割以上 1.1 0.5 1.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 755 209 546 

 

Q09_a_3  大学進学の授業料・国家助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 86.3 94.7 83.0 

3 割以下 7.9 4.3 9.3 

3～6 割 2.9 0.5 3.8 

6 割以上 2.9 0.5 3.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 757 209 548 

 

Q09_a_4  大学進学の授業料・奨学助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 78.6 85.2 76.1 

3 割以下 18.1 12.9 20.1 

3～6 割 2.8 1.9 3.1 

6 割以上 0.5 0.0 0.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 756 209 547 

 

Q09_a_5  大学進学の授業料・貧困学生手当 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 83.6 93.8 79.7 

3 割以下 15.4 5.7 19.0 

3～6 割 0.9 0.5 1.1 

6 割以上 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 755 209 546 

Q09_a_6  大学進学の授業料・アルバイト 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 80.1 86.1 77.8 

3 割以下 18.7 12.9 20.9 

3～6 割 1.1 1.0 1.1 

6 割以上 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 755 209 546 
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Q09_a_7  大学進学の授業料・その他 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 93.5 97.6 92.0 

3 割以下 6.2 2.4 7.7 

3～6 割 0.1 0.0 0.2 

6 割以上 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 757 209 548 

 

Q09_b_1  大学進学の生活費・両親に出してもらう 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 3.4 1.0 4.3 

3 割以下 4.7 2.4 5.6 

3～6 割 14.5 10.6 15.9 

6 割以上 77.4 86.0 74.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 740 207 533 

 

Q09_b_2  大学進学の生活費・親戚に出してもらう 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 88.3 89.4 87.9 

3 割以下 10.0 9.2 10.3 

3～6 割 1.3 1.4 1.3 

6 割以上 0.4 0.0 0.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 742 207 535 

 

Q09_b_3  大学進学の生活費・国家助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 92.9 94.2 92.4 

3 割以下 5.6 4.8 6.0 

3～6 割 1.2 1.0 1.3 

6 割以上 0.3 0.0 0.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 744 207 537 

Q09_b_4  大学進学の生活費・奨学助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 77.2 81.6 75.4 

3 割以下 19.5 15.5 21.0 

3～6 割 2.7 2.4 2.8 

6 割以上 0.7 0.5 0.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 744 207 537 
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Q09_b_5  大学進学の生活費・貧困学生手当 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 81.7 94.2 76.8 

3 割以下 15.9 4.3 20.4 

3～6 割 1.9 1.4 2.1 

6 割以上 0.5 0.0 0.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 742 207 535 

 

Q09_b_6  大学進学の生活費・アルバイト 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 65.1 74.4 61.5 

3 割以下 24.1 18.4 26.4 

3～6 割 8.5 6.3 9.3 

6 割以上 2.3 1.0 2.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 742 207 535 

 

Q09_b_7  大学進学の生活費・その他 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 93.1 95.7 92.2 

3 割以下 6.0 3.4 7.1 

3～6 割 0.7 1.0 0.6 

6 割以上 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 744 207 537 

 

Q10 助学ローンと進学選択の関係についてどう思いましたか 

  出身 

 総計 都市 農村 

助学ローンを申請しなくても進学可能 59.3 79.6 51.4 

助学ローンを申請しないと進学困難 38.3 20.4 45.1 

助学ローンを申請しないと進学不可能 2.5 0.0 3.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 813 226 587 

Q11_a 高校の友達の中に授業料で進学を断念した人数 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 人 45.9 58.2 41.2 

1~3 人 31.8 20.5 36.2 

4~6 人 10.2 10.0 10.3 

6~8 人 3.4 3.6 3.3 

8 人以上 8.7 7.7 9.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 795 220 575 
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Q11_b 高校の友達に国家助学ローンで大学進学した友達の人数 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 人 29.6 39.7 25.7 

1~3 人 41.4 45.0 40.0 

4~6 人 15.6 8.6 18.3 

6~8 人 4.7 3.8 5.1 

8 人以上 8.7 2.9 10.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 761 209 552 

 

Q12_A_a  大学進学前経済支援の申請・国家奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 1.3 1.8 1.2 

非該当 98.7 98.2 98.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_A_b  大学進学前経済支援の申請・国家励志奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 0.9 1.3 0.7 

申請して採用 0.2 0.0 0.3 

非該当 98.9 98.7 99.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_A_c  大学進学前経済支援の申請・国家助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 1.7 1.3 1.9 

申請して採用 0.5 0.9 0.3 

非該当 97.8 97.8 97.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_A_d  大学進学前経済支援の申請・国家助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 2.0 0.4 2.5 

申請して採用 0.6 0.4 0.7 

非該当 97.4 99.1 96.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 
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Q12_A_e  大学進学前経済支援の申請・生源地助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 3.1 1.3 3.7 

申請して採用 2.1 0.0 2.9 

非該当 94.9 98.7 93.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_A_f  大学進学前経済支援の申請・一般銀行助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 0.9 0.4 1.0 

申請して採用 0.1 0.4 0.0 

非該当 99.0 99.1 99.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_A_g  大学進学前経済支援の申請・他の助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 0.5 0.0 0.7 

申請して採用 0.1 0.0 0.2 

非該当 99.4 100.0 99.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_A_h  大学進学前経済支援の申請・貧困学生手当 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 1.1 0.9 1.2 

申請して採用 0.9 0.4 1.0 

非該当 98.0 98.7 97.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_A_i  大学進学前経済支援の申請・大学独自奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 0.4 0.4 0.3 

申請して採用 0.1 0.0 0.2 

非該当 99.5 99.6 99.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 
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Q12_A_j  大学進学前経済支援の申請・その他 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 0.5 0.4 0.5 

申請して採用 0.4 0.4 0.3 

非該当 99.1 99.1 99.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_B_a  大学在学中経済支援の申請・国家奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 7.2 5.8 7.8 

申請して採用 2.1 2.7 1.9 

非該当 90.7 91.6 90.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_B_b  大学在学中経済支援の申請・国家励志奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 6.1 4.9 6.6 

申請して採用 4.0 4.9 3.7 

非該当 89.9 90.3 89.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_B_c  大学在学中経済支援の申請・国家助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 5.7 4.9 6.1 

申請して採用 23.1 11.9 27.4 

非該当 71.1 83.2 66.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_B_d  大学在学中経済支援の申請・国家助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 4.4 0.9 5.7 

申請して採用 3.3 0.4 4.4 

非該当 92.3 98.7 89.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 
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Q12_B_e  大学在学中経済支援の申請・生源地助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 2.0 1.8 2.0 

申請して採用 1.1 0.0 1.5 

非該当 96.9 98.2 96.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_B_f  大学在学中経済支援の申請・一般銀行助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 1.7 1.3 1.9 

申請して採用 0.5 0.0 0.7 

非該当 97.8 98.7 97.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_B_g  大学在学中経済支援の申請・他の助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 1.3 1.3 1.4 

申請して採用 0.9 0.0 1.2 

非該当 97.8 98.7 97.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q12_B_h  大学在学中経済支援の申請・貧困学生手当 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 5.4 3.5 6.1 

申請して採用 30.2 7.5 38.8 

非該当 64.5 88.9 55.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 226 593 

 

Q12_B_i  大学在学中経済支援の申請・大学独自奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 2.1 1.3 2.4 

申請して採用 9.7 8.0 10.3 

非該当 88.3 90.7 87.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 
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Q12_B_j  大学在学中経済支援の申請・その他 

  出身 

 総計 都市 農村 

申請したが不採用 1.5 1.8 1.4 

申請して採用 2.6 0.4 3.4 

非該当 96.0 97.8 95.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 226 592 

 

Q13 「緑色通路」で入学したのですか 

  出身 

 総計 都市 農村 

はい 6.0 3.7 6.9 

いいえ 94.0 96.3 93.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 783 219 564 

 

Q14 高校の成績がクラスでの順位 

  出身 

 総計 都市 農村 

上位 40.3 32.7 43.1 

中上 43.5 47.3 42.0 

中位 13.8 16.4 12.9 

中下 2.1 2.7 1.9 

下位 0.4 0.9 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 817 226 591 

 

Q15_a  授業料と生活費に関する意見・授業料水準が高すぎる 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 3.7 5.4 3.1 

あまり思わない 9.2 12.1 8.1 

ややそう思う 31.2 32.3 30.8 

そう思う 55.8 50.2 58.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 813 223 590 

 

Q15_b  授業料と生活費に関する意見・卒業までの授業料と生活費は親が負担するのが当然だ 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 10.1 3.6 12.6 

あまり思わない 37.4 31.1 39.8 

ややそう思う 42.1 47.6 40.0 

そう思う 10.5 17.8 7.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 813 225 588 
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Q15_c  授業料と生活費に関する意見・授業料と生活費は自分で負担しようとする 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 17.8 19.7 17.0 

あまり思わない 50.3 48.4 51.0 

ややそう思う 26.5 25.6 26.9 

そう思う 5.5 6.3 5.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 800 223 577 

 

Q16_1_A_a  授業料年額 

  出身 

 総計 都市 農村 

5000 元以下 6.4 7.2 6.1 

5000 元 65.5 51.6 70.7 

5000～10000 元 1.0 0.5 1.2 

10000 元 27.1 40.7 21.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 809 221 588 

 

Q16_1_A_b  寮費年額 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元以下 46.0 31.0 51.5 

500～800 元 49.2 58.7 45.7 

800～1200 元 4.8 10.3 2.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 795 213 582 

 

Q16_1_B_a  食費月額 

  出身 

 総計 都市 農村 

100-200 元 35.6 26.6 39.0 

201-300 元 41.8 40.1 42.5 

301-400 元 13.9 21.2 11.1 

400 元以上 8.7 12.2 7.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 801 222 579 

 

Q16_1_B_b  勉学費月額 

  出身 

 総計 都市 農村 

50 元未満 66.7 63.4 68.0 

51-100 元 23.9 26.0 23.1 

101-200 元 4.5 6.6 3.7 

200 元以上 4.9 4.0 5.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 820 227 593 
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Q16_1_B_c  娯楽費月額 

  出身 

 総計 都市 農村 

50 元未満 70.3 57.3 75.2 

51-100 元 22.0 28.4 19.5 

101-200 元 5.8 11.9 3.5 

200 元以上 1.9 2.3 1.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 791 218 573 

 

Q16_1_B_d  通信費月額 

  出身 

 総計 都市 農村 

50 元未満 82.1 75.2 84.8 

51-100 元 15.1 21.6 12.5 

101-200 元 2.4 3.2 2.1 

200 元以上 0.4 0.0 0.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 784 218 566 

 

Q16_1_B_e   他の日常費月額 

  出身 

 総計 都市 農村 

50 元未満 66.6 56.2 70.6 

51-100 元 26.9 35.6 23.6 

101-200 元 5.1 6.8 4.4 

200 元以上 1.4 1.4 1.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 791 219 572 

 

Q16_2_a  仕送り月額 

  出身 

 総計 都市 農村 

200 元以下 14.8 8.6 17.2 

201-400 元 34.8 22.9 39.3 

401-600 元 36.1 47.6 31.7 

601-800 元 7.6 9.5 6.9 

800 元以上 6.7 11.4 4.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 762 210 552 
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Q16_2_b  親戚援助月額 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 元 89.8 86.3 91.2 

1-100 元 6.9 8.5 6.3 

101-200 元 2.4 4.3 1.6 

200 元以上 0.9 0.9 0.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 765 211 554 

 

Q16_2_c  アルバイト収入月額 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 元 73.8 79.7 71.5 

1-100 元 18.7 11.3 21.5 

101-200 元 5.4 6.6 4.9 

200 元以上 2.2 2.4 2.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 766 212 554 

 

Q16_2_d  その他収入月額 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 元 93.3 95.3 92.6 

1-100 元 5.4 3.3 6.2 

101-200 元 0.8 1.4 0.5 

200 元以上 0.5 0.0 0.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 763 212 551 

 

Q17_1_a  在学中経済支援受給の有無・国家奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 97.3 97.4 97.3 

受給する 2.7 2.6 2.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q17_1_b  在学中経済支援受給の有無・国家励志奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 96.2 95.6 96.5 

受給する 3.8 4.4 3.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 
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Q17_1_c  在学中経済支援受給の有無・国家助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 77.4 87.7 73.5 

受給する 22.6 12.3 26.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q17_1_d  在学中経済支援受給の有無・大学独自奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 90.7 92.5 90.0 

受給する 9.3 7.5 10.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q17_1_e  在学中経済支援受給の有無・国家助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 97.4 99.1 96.8 

受給する 2.6 0.9 3.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 227 591 

 

Q17_1_f  在学中経済支援受給の有無・生源地助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 97.6 99.6 96.8 

受給する 2.4 0.4 3.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q17_1_g  在学中経済支援受給の有無・一般銀行助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 99.8 99.6 99.8 

受給する 0.2 0.4 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 227 591 

 

Q17_1_h  在学中経済支援受給の有無・他の助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 99.4 100.0 99.2 

受給する 0.6 0.0 0.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 
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Q17_1_i  在学中経済支援受給の有無・貧困学生手当て 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 72.1 93.4 64.0 

受給する 27.9 6.6 36.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 227 591 

 

Q17_1_j  在学中経済支援受給の有無・授業料減免 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 99.9 100.0 99.8 

受給する 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q17_1_k  在学中経済支援受給の有無・企業からの奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 98.5 100.0 98.0 

受給する 1.5 0.0 2.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q17_1_i  在学中経済支援受給の有無・その他 

  出身 

 総計 都市 農村 

受給しない 99.0 99.6 98.8 

受給する 1.0 0.4 1.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 227 591 

 

Q17_2_a  在学中経済支援受給の年額・国家奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 21.7 33.3 17.6 

501～1000 元 30.4 0.0 41.2 

1001～2000 元 13.0 0.0 17.6 

2001～5000 元 21.7 33.3 17.6 

5001～8000 元 13.0 33.3 5.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 23 6 17 
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Q17_2_b  在学中経済支援受給の年額・国家励志奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 11.1 12.5 10.5 

501～1000 元 27.8 18.8 31.6 

1001～2000 元 9.3 0.0 13.2 

2001～5000 元 46.3 56.3 42.1 

5001～8000 元 5.6 12.5 2.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 54 16 38 

 

Q17_2_c  在学中経済支援受給の年額・国家助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 7.4 18.2 5.3 

501～1000 元 44.3 42.4 44.7 

1001～2000 元 27.6 12.1 30.6 

2001～5000 元 19.2 21.2 18.8 

5001～8000 元 1.5 6.1 0.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 203 33 170 

 

Q17_2_d  在学中経済支援受給の年額・大学独自奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 62.5 50.0 66.2 

501～1000 元 27.1 36.4 24.3 

1001～2000 元 5.2 0.0 6.8 

2001～5000 元 4.2 9.1 2.7 

5001～8000 元 1.0 4.5 0.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 96 22 74 

 

Q17_2_e  在学中経済支援受給の年額・国家助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 14.3 37.5 8.8 

501～1000 元 35.7 0.0 44.1 

1001～2000 元 7.1 0.0 8.8 

2001～5000 元 35.7 37.5 35.3 

5001～8000 元 7.1 25.0 2.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 42 8 34 
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Q17_2_f  在学中経済支援受給の年額・生源地助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 14.3 42.9 8.6 

501～1000 元 23.8 0.0 28.6 

1001～2000 元 7.1 0.0 8.6 

2001～5000 元 40.5 28.6 42.9 

5001～8000 元 14.3 28.6 11.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 42 7 35 

 

Q17_2_g  在学中経済支援受給の年額・一般銀行助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 20.0 28.6 16.7 

501～1000 元 28.0 0.0 38.9 

1001～2000 元 12.0 0.0 16.7 

2001～5000 元 28.0 42.9 22.2 

5001～8000 元 12.0 28.6 5.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 25 7 18 

 

Q17_2_h  在学中経済支援受給の年額・他の助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 22.2 33.3 19.0 

501～1000 元 29.6 0.0 38.1 

1001～2000 元 14.8 0.0 19.0 

2001～5000 元 22.2 33.3 19.0 

5001～8000 元 11.1 33.3 4.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 27 6 21 

 

Q17_2_i  在学中経済支援受給の年額・貧困学生手当て   

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 45.5 47.4 45.3 

501～1000 元 46.3 42.1 46.7 

1001～2000 元 6.1 0.0 6.7 

2001～5000 元 1.2 5.3 0.9 

5001～8000 元 0.8 5.3 0.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 244 19 225 

 

 

 

 

 



344 

 

Q17_2_j  在学中経済支援受給の年額・授業料減免 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 21.7 33.3 17.6 

501～1000 元 30.4 0.0 41.2 

1001～2000 元 13.0 0.0 17.6 

2001～5000 元 21.7 33.3 17.6 

5001～8000 元 13.0 33.3 5.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 23 6 17 

 

Q17_2_k  在学中経済支援受給の年額・企業からの奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 14.3 33.3 10.3 

501～1000 元 34.3 0.0 41.4 

1001～2000 元 20.0 0.0 24.1 

2001～5000 元 22.9 33.3 20.7 

5001～8000 元 8.6 33.3 3.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 35 6 29 

 

Q17_2_l  在学中経済支援受給の年額・その他 

  出身 

 総計 都市 農村 

1～500 元 25.0 28.6 24.0 

501～1000 元 31.3 0.0 40.0 

1001～2000 元 12.5 0.0 16.0 

2001～5000 元 21.9 42.9 16.0 

5001～8000 元 9.4 28.6 4.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 32 7 25 

 

Q17_3_a  在学中経済支援の受給年数・国家奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 97.3 97.4 97.3 

一年 2.3 2.6 2.2 

二年 0.2 0.0 0.3 

四年 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 
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Q17_3_b  在学中経済支援の受給年数・国家励志奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 96.2 95.6 96.5 

一年 3.5 4.4 3.2 

二年 0.1 0.0 0.2 

三年 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q17_3_c  在学中経済支援の受給年数・国家助学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 77.5 87.7 73.6 

一年 21.1 11.5 24.7 

二年 1.1 0.4 1.4 

三年 0.1 0.0 0.2 

四年 0.2 0.4 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 817 227 590 

 

Q17_3_d  在学中経済支援の受給年数・大学独自の奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 90.8 92.9 90.0 

一年 7.5 6.6 7.8 

二年 1.3 0.4 1.7 

三年 0.2 0.0 0.3 

四年 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 817 226 591 

 

Q17_3_e  在学中経済支援の受給年数・国家助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 97.6 99.1 97.0 

一年 2.0 0.0 2.7 

二年 0.4 0.4 0.3 

三年 0.1 0.4 0.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 
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Q17_3_f  在学中経済支援の受給年数・生源地助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 97.7 99.6 97.0 

一年 1.5 0.4 1.9 

二年 0.4 0.0 0.5 

四年 0.5 0.0 0.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 818 227 591 

 

Q17_3_g  在学中経済支援の受給年数・一般銀行助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 99.9 100.0 99.8 

一年 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 817 226 591 

 

Q17_3_h  在学中経済支援の受給年数・他の助学ローン 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 99.6 100.0 99.5 

一年 0.4 0.0 0.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q17_3_i  在学中経済支援の受給年数・貧困学生手当て 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 72.5 93.4 64.4 

一年 17.8 3.1 23.5 

二年 7.4 2.2 9.4 

三年 1.8 0.4 2.4 

四年 0.5 0.9 0.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 811 227 584 

 

Q17_3_j  在学中経済支援の受給年数・授業料減免 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 99.9 100.0 99.8 

一年 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 
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Q17_3_k  在学中経済支援の受給年数・企業からの奨学金 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 98.5 100.0 98.0 

一年 1.3 0.0 1.9 

四年 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 819 227 592 

 

Q17_3_l  在学中経済支援の受給年数・その他 

  出身 

 総計 都市 農村 

なし 99.1 99.6 99.0 

一年 0.4 0.4 0.3 

二年 0.2 0.0 0.3 

四年 0.2 0.0 0.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 817 227 590 

 

Q18 成績が大学クラスでの順位 

  出身 

 総計 都市 農村 

上位 12.4 14.5 11.6 

中上 37.1 38.3 36.6 

中位 37.5 33.9 38.8 

中下 9.7 8.4 10.2 

下位 3.3 4.8 2.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 814 227 587 

 

Q19 「不可」の科目数 

  出身 

 総計 都市 農村 

ない 84.3 85.9 83.6 

1－2 科目 13.0 12.3 13.3 

3－5 科目 2.3 1.8 2.6 

5 科目以上 0.4 0.0 0.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 813 227 586 

Q20 本学期の出席率 

  出身 

 総計 都市 農村 

90％以上 82.2 74.7 85.1 

70％－90％ 15.0 20.0 13.0 

50％－70％ 2.3 4.0 1.7 

50％以下 0.5 1.3 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 816 225 591 
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Q21 毎週履修する科目の数 

  出身 

 総計 都市 農村 

10 未満 57.6 43.8 63.0 

10～15 32.6 40.6 29.5 

15 以上 9.8 15.6 7.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 797 224 573 

 

Q22_1  時間配分・学習 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 時間 2.6 1.4 3.0 

1～2 時間 39.2 42.7 37.9 

3～4 時間 29.9 31.5 29.4 

5～6 時間 13.9 10.3 15.2 

7～8 時間 9.4 9.9 9.2 

9～10 時間 3.3 3.8 3.2 

11～12 時間 1.5 0.5 1.9 

13～14 時間 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 778 213 565 

 

Q22_2  時間配分・娯楽 

  出身 

 総計 都市 農村 

時間 6.1 6.5 5.9 

1～2 時間 75.8 70.1 78.0 

3～4 時間 14.8 20.4 12.6 

5～6 時間 2.3 2.0 2.4 

7～8 時間 0.7 0.5 0.8 

9～10 時間 0.4 0.5 0.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 710 201 509 

 

Q22_3  時間配分・社会活動 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 時間 25.4 20.9 27.1 

1～2 時間 66.8 66.7 66.8 

3～4 時間 5.9 9.5 4.5 

5～6 時間 1.1 1.5 1.0 

7～8 時間 0.6 0.5 0.6 

9～10 時間 0.3 1.0 0.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 713 201 512 
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Q22_4  時間配分・アルバイト 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 時間 70.6 77.1 68.1 

1～2 時間 25.1 21.0 26.7 

3～4 時間 3.7 1.4 4.5 

5～6 時間 0.5 0.5 0.5 

9～10 時間 0.1 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 765 214 551 

 

Q22_5  時間配分・運動 

  出身 

 総計 都市 農村 

0 時間 36.2 42.2 33.9 

1～2 時間 62.2 56.6 64.5 

3～4 時間 1.4 1.2 1.4 

5～6 時間 0.2 0.0 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 588 166 422 

 

Q22_6 時間配分・睡眠 

  出身 

 総計 都市 農村 

7 時間以下 14.8 16.4 14.2 

7～8 時間 72.1 67.8 73.7 

8 時間以上 13.1 15.9 12.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 770 214 556 

 

Q23_1  課外活動の参加・部活の参加 

  出身 

 総計 都市 農村 

不参加 44.8 37.6 47.5 

参加 55.2 62.4 52.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 815 226 589 

 

Q23_2  課外活動の参加・社会奉仕活動の参加 

  出身 

 総計 都市 農村 

不参加 70.1 70.8 69.8 

参加 29.9 29.2 30.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 815 226 589 
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Q23_3  課外活動の参加・課外自習と社会実践活動の参加 

  出身 

 総計 都市 農村 

不参加 65.3 60.6 67.1 

参加 34.7 39.4 32.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 815 226 589 

 

Q23_4  課外活動の参加・アルバイト 

  出身 

 総計 都市 農村 

不参加 65.3 72.1 62.6 

参加 34.7 27.9 37.4 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 815 226 589 

 

Q23_5  課外活動の参加・他学部の授業の履修 

  出身 

 総計 都市 農村 

不参加 66.1 61.1 68.1 

参加 33.9 38.9 31.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 815 226 589 

 

Q23_6  課外活動の参加・第二学位の習得 

  出身 

 総計 都市 農村 

不参加 92.0 89.8 92.9 

参加 8.0 10.2 7.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 815 226 589 

 

Q23_7  課外活動の参加・資格獲得の習得 

  出身 

 総計 都市 農村 

不参加 63.9 61.5 64.9 

参加 36.1 38.5 35.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 815 226 589 

 

Q23_8  課外活動の参加・学術講演の聴講 

  出身 

 総計 都市 農村 

不参加 62.3 62.8 62.1 

参加 37.7 37.2 37.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 815 226 589 
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Q24_a  経済的プレシャーを感じる 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 5.9 10.6 4.1 

あまり思わない 21.0 26.5 18.8 

ややそう思う 45.2 39.8 47.3 

そう思う 27.9 23.0 29.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 816 226 590 

 

Q24_b  経済の理由でコンプレックスを感じる 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 40.2 52.0 35.6 

あまり思わない 39.7 33.3 42.1 

ややそう思う 15.8 10.7 17.8 

そう思う 4.3 4.0 4.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 809 225 584 

 

Q24_c  学業負担が重すぎる 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 11.0 10.7 11.1 

あまり思わない 38.8 37.9 39.1 

ややそう思う 37.7 37.1 37.9 

そう思う 12.5 14.3 11.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 809 224 585 

 

Q24_d  授業が難しすぎるのでついていけない 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 16.8 19.6 15.7 

あまり思わない 45.2 45.5 45.1 

ややそう思う 30.0 25.0 31.9 

そう思う 8.0 9.8 7.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 810 224 586 

Q24_e  在籍大学の教育に満足している 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 10.5 13.4 9.3 

あまり思わない 35.7 33.5 36.5 

ややそう思う 45.0 46.9 44.3 

そう思う 8.9 6.3 9.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 813 224 589 
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Q24_f  大学教育によって将来をより明確にした  

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 7.4 8.4 7.0 

あまり思わない 34.8 40.7 32.5 

ややそう思う 46.9 42.9 48.4 

そう思う 10.9 8.0 12.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 813 226 587 

 

Q24_g  卒業後の就職希望が暗い  

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 5.4 6.6 4.9 

あまり思わない 26.8 28.6 26.1 

ややそう思う 49.6 45.4 51.3 

そう思う 18.2 19.4 17.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 814 227 587 

 

Q24_h  将来に対して不安を感じている  

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 10.4 10.6 10.4 

あまり思わない 31.6 29.5 32.4 

ややそう思う 40.4 40.5 40.4 

そう思う 17.5 19.4 16.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 816 227 589 

 

Q25 もし授業料と経済支援の以下の組み合わせがあったら、どちらをえらびますか 

  出身 

 総計 都市 農村 

授業料水準が高く設定されたが、経済支援も充実されている 44.3 44.9 44.0 

授業料水準を下げたが、経済支援が充実されていない 55.7 55.1 56.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 786 216 570 

 

Q26_a 卒業後第一希望の進路 

  出身 

 総計 都市 農村 

就職 44.7 39.7 46.6 

進学 34.8 38.4 33.4 

留学 9.1 13.4 7.4 

まだ決まっていない 8.7 7.1 9.3 

その他 2.7 1.3 3.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 816 224 592 
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Q26_b 就職の際、希望する就職先 

  出身 

 総計 都市 農村 

政府行政機関 19.5 23.0 18.2 

事業単位・社会団体 19.2 18.4 19.5 

国営企業部門 17.2 12.9 18.8 

集団企業部門 4.0 2.3 4.6 

三資企業 30.8 33.6 29.8 

その他 9.2 9.7 9.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 801 217 584 

 

Q26_c 就職の際、希望する地域   

  出身 

 総計 都市 農村 

中央直轄市 19.0 21.1 18.2 

省会都市 20.4 24.3 18.9 

中等都市（地級市） 20.8 14.7 23.0 

小城市（県級市） 2.6 1.4 3.1 

沿海開放都市 35.6 36.7 35.2 

西部内陸地域 1.6 1.8 1.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 800 218 582 

 

Q27_A_a  希望する初任給（元／月） 

  出身 

 総計 都市 農村 

1500 元以下 9.9 8.3 10.5 

1500～3000 元 56.5 58.5 55.8 

3000 元以上 33.6 33.2 33.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 757 205 552 

 

Q27_A_b 受け入れる初任給の最低限（元／月） 

  出身 

 総計 都市 農村 

1000 元以下 25.7 26.2 25.5 

1000～2000 元 54.9 51.9 56.0 

2000 元以上 19.4 21.8 18.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 758 206 552 
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Q27_B_a 就職五年後の月給（元／月） 

  出身 

 総計 都市 農村 

3000 元以下 17.4 15.3 18.2 

3000～6000 元 42.9 44.7 42.2 

6000 元以上 39.7 40.0 39.5 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 711 190 521 

 

 

Q27_B_b 就職十年後の月給（元／月） 

  出身 

 総計 都市 農村 

6000 元以下 25.7 23.0 26.7 

6000～12000 元 43.5 45.9 42.7 

12000 元以上 30.7 31.1 30.6 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 696 183 513 

 

Q28  卒業まで借りているローンの利子率（％） 

  出身 

 総計 都市 農村 

0～1% 1.6 0.4 2.1 

1～5% 0.2 0.9 0.0 

5%以上 0.7 0.0 1.0 

非該当 97.4 98.7 96.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 810 226 584 

 

Q29_a  親の最終学歴・父親 

  出身 

 総計 都市 農村 

学歴なし 2.1 0.9 2.6 

小学校卒 10.2 2.3 13.1 

中学校卒 25.0 11.8 30.0 

高校卒 40.3 41.4 39.9 

中等専門学校 3.0 1.8 3.4 

専科大学卒 10.0 16.8 7.5 

四年制大学卒 8.8 23.2 3.4 

大学院卒 0.6 1.8 0.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 807 220 587 
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Q29_b  親の最終学歴・母親 

  出身 

 総計 都市 農村 

学歴なし 7.9 3.1 9.7 

小学校卒 15.7 5.8 19.4 

中学校卒 28.2 19.3 31.6 

高校卒 33.0 38.6 31.0 

中等専門学校 3.6 7.2 2.2 

専科大学卒 7.2 13.9 4.6 

四年制大学卒 3.9 10.3 1.5 

大学院卒 0.5 1.8 0.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 811 223 588 

 

Q30_a  親の職業・父親 

  出身 

 総計 都市 農村 

無職 4.1 5.7 3.5 

農民 42.7 6.6 56.2 

労働者 15.7 20.3 14.0 

サービス業の従業員 1.5 2.8 1.1 

管理職 7.1 15.1 4.1 

自営業主 13.4 18.9 11.3 

技術者 4.2 10.8 1.8 

公務員 11.3 19.8 8.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 778 212 566 

 

Q30_b  親の職業・母親 

  出身 

 総計 都市 農村 

無職 9.2 12.5 8.0 

農民 51.2 9.1 66.7 

労働者 11.7 18.8 9.1 

サービス業の従業員 3.8 9.6 1.6 

管理職 6.2 16.8 2.3 

自営業主 10.1 16.8 7.7 

技術者 1.8 5.8 0.4 

公務員 5.8 10.1 4.3 

そのほか 0.1 0.5 0.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 770 208 562 
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Q31_a  親の月収・父親 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 14.8 6.2 18.1 

501～1000 元 27.6 10.0 34.2 

1001～1500 元 23.5 21.0 24.4 

1501～2000 元 12.3 19.0 9.7 

2001～2500 元 8.1 12.9 6.4 

2501～3000 元 5.4 11.4 3.2 

3001～5000 元 5.0 11.9 2.5 

5001～10000 元 1.8 4.8 0.7 

10000 元以上 1.4 2.9 0.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 775 210 565 

 

Q31_b  親の月収・母親 

  出身 

 総計 都市 農村 

500 元未満 39.6 20.3 46.9 

501～1000 元 24.7 16.5 27.8 

1001～1500 元 16.6 22.6 14.3 

1501～2000 元 9.8 18.9 6.4 

2001～2500 元 4.5 9.4 2.7 

2501～3000 元 2.3 5.7 1.1 

3001～5000 元 1.5 4.2 0.5 

5001～10000 元 0.8 1.9 0.4 

10000 元以上 0.1 0.5 0.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 777 212 565 

 

Q32_a  助学ローンに関する意見・詳しい情報を提供してほしい 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 1.5 2.8 1.1 

あまり思わない 2.8 4.1 2.3 

ややそう思う 31.5 29.0 32.4 

そう思う 64.2 64.1 64.3 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 785 217 568 

Q32_b  助学ローンに関する意見・利用者数を増やしてほしい 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 1.5 2.3 1.2 

あまり思わない 6.5 7.3 6.2 

ややそう思う 34.5 34.5 34.5 

そう思う 57.5 55.9 58.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 788 220 568 
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Q32_c  助学ローンに関する意見・申請の手続きが複雑なので利用したくない  

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 12.4 10.0 13.3 

あまり思わない 33.3 38.4 31.4 

ややそう思う 35.6 30.6 37.6 

そう思う 18.6 21.0 17.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 783 219 564 

 

Q32_d  助学ローンに関する意見・借りられる金額が少ないため利用したくない  

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 16.4 12.9 17.8 

あまり思わない 50.5 48.4 51.3 

ややそう思う 22.1 24.4 21.1 

そう思う 11.0 14.3 9.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 780 217 563 

 

Q32_e  助学ローンに関する意見・将来に何かおこるか分からないので利用したくない  

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 15.1 13.4 15.8 

あまり思わない 40.2 37.0 41.4 

ややそう思う 31.4 35.2 29.9 

そう思う 13.3 14.4 12.9 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 781 216 565 

 

Q32_f  助学ローンに関する意見・ローンが自分の負担となるので利用したくない 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 17.1 12.0 19.0 

あまり思わない 44.8 46.8 44.0 

ややそう思う 26.2 28.7 25.2 

そう思う 11.9 12.5 11.7 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 779 216 563 

Q32_g  助学ローンに関する意見・貧困状態を人に知らせたくないから利用したくない  

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 36.8 37.3 36.5 

あまり思わない 44.2 41.9 45.1 

ややそう思う 12.7 14.3 12.1 

そう思う 6.3 6.5 6.2 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 778 217 561 
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Q32_h  助学ローンに関する意見・ローンよりアルバイトで生活を切り詰める心理的負担のほうは軽 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 6.2 7.9 5.5 

あまり思わない 20.0 20.8 19.7 

ややそう思う 45.8 40.7 47.7 

そう思う 28.1 30.6 27.1 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 780 216 564 

 

Q33_a  助学ローンの返済に関する意見・ローンの利子率を下げしてほしい  

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 3.1 6.0 2.0 

あまり思わない 6.4 5.1 6.9 

ややそう思う 34.2 31.8 35.1 

そう思う 56.3 57.1 56.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 781 217 564 

 

Q33_b  助学ローンの返済に関する意見・ローンの返済期間を延ばしてほしい  

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 2.9 2.3 3.2 

あまり思わない 8.4 7.9 8.6 

ややそう思う 36.8 38.4 36.2 

そう思う 51.8 51.4 52.0 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 785 216 569 

 

Q33_c  助学ローンの返済に関する意見・ローンの未返済は個人信用に影響する 

  出身 

 総計 都市 農村 

思わない 3.6 5.6 2.8 

あまり思わない 11.8 14.8 10.6 

ややそう思う 29.4 20.8 32.7 

そう思う 55.2 58.8 53.8 

計（％） 100.0 100.0 100.0 

回答数（人） 781 216 565 
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